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1. 序論
1-1　研究の背景と目的
　建築物のストックを有効利用し環境負荷を削減する手法として、「リノベーション」や「省エネ改修」等が認め
られつつある。
　しかし現在、様々な改修手法や「既存建物の継続使用」「解体・新築」といった選択肢を、環境負荷という面か
ら定量的に比較するための一般的な方法は存在していない。そうした状況で、「環境への配慮」は既存の建物ある
いは新築・改修の工事について、個別に論じられている場合が多い。しかし、そのために様々な手法の相対的な
メリット・デメリットが曖昧になり、その敷地にとってどの選択が最適なのかという視点での判断は難しくなっ
ているのではないだろうか。
　また、建物の改修に関して環境に配慮した様々な技術・手法が既に存在しているが、省エネ改修等と呼ばれる
ような一部の事例を除けば一般的にはあまり普及しておらず、「省エネ改修」「グリーン改修」と「リノベーション」
「リフォーム」「コンバージョン」等と呼ばれるものの間には断絶があるように見える。
　そこで本研究では、まず現在行われている様々な「改修」「リノベーション」等の事例が、環境に対してどのよ
うな影響を与えているのか、その実態を調査し、ライフサイクルでの影響という観点から評価することを目的と
する。さらに、既にある建物と状況に対して、各種の改修手法や継続使用、新築を含めどのような選択が環境面
で望ましいのかを考察した上で、望ましい選択を実際に行っていくための障害と可能性を明らかにする。
1-2　研究の対象・用語の定義
　本研究では、既存の建物に変更を加えて使用するという行為全般を対象とする。関連する内容については現在
様々な呼称が用いられているため、混乱を避けるために以下で解説を加え、本研究での意味を定義する。
■「改修」関連用語の範囲・定義
　本研究では主に以下のように用語を定義して使用する。
　　「改修」：既存の建物に変更を加える工事全般（完全な解体を除く）
　　「修繕」：建物の維持管理の一環として、老朽化した部位などを更新する工事
　関連する用語の中で、「リノベーション」という用語は広く用いられているが、どのような事例を意味するのか
ははっきりしていない。「広く言えば新築もリノベーション」だというような意見もあるが、例えば文献『住宅建
築のリノベーション』では以下のように定義されている。
リノベーション（Renovation）とは
　：建築物の用途や機能を変更・更新し、性能を向上させる行為。
　　用途変更や社会の情勢にあわせた機能向上のための改善改修。　　　
　また、「リノベーション」と類似の用語として「Renewal」「リフォーム」「Modernization」「リファイン」がある。
これらは、そうした工事により、その建物が建設された当時の機能・性能にまで回復させるだけではなく、更に
向上させたり変更を加えたりするという意味で用いられる場合が多いようである。
　一方、「修繕」「補修」「Repair」という用語は工事により初期性能を取り戻すという意味で用いられる場合が多く、
建物の「維持管理」の一環であるという位置づけと考えられる。
　また、工事により建物の用途を変更する場合は「コンバージョン」という用語が用いられる。工事により建物
の規模を拡大・縮小することが強調される場合には、「増築」「増改築」「減築」といった用語がある。
　特に歴史的価値のある建築物の場合、それを解体せずに置くことを「保存」、更に何らかの用途で使用すること
を「活用」と呼んでいる。また歴史的価値のない建物でも、使用せず放置されていた建物や、用途が不要になっ
た建物などを、何らかの用途で使用し続けることを「活用」と呼んでいる場合もある。
　そのように放置・用途廃止・あるいは老朽化・陳腐化が進んだ建物を甦らせて活用できるようにすることを、「再
生」と言っている場合が多いようである。
　「保全」という用語は「維持保全」のように「維持管理」と同じような意味で使われている場合もあるが、歴史
的建築物を単に保存するだけでなく積極的に活用するということを保全と呼んでいる事例もあった。
　このように、多くの用語が微妙に異なる意味で用いられている。そこで本研究の中では、以上で挙げたうち「リ
ノベーション」「Renewal」「リフォーム」「Modernization」「リファイン」「コンバージョン」「増築」「増改築」「減築」「再
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生」「保全」という、「既存の建物に変更を加える」工事は全て「改修」に含まれるものとして、「改修」という用
語を主に用いる。
　ただし、「建物の維持管理の一環として、老朽化した部位などを更新する」という行為は、「修繕」として「改修」
とは区別する。
　また、具体的な改修事例について述べる際には、事例の関係者などが使用している用語をそのまま用いた場合
もある。
　本研究で用いた LCA ツール「AIJ-LCA」では、建物のライフサイクルを「設計監理」「資材製造」「建設」「運用」
「改修」「廃棄」に分けて評価するが、「運用」の中に「経常的修繕」「維持管理」が含まれている。「修繕」と「改修」
は明確に区別できるものではないとも考えられるが、このツールを用いるため以上のような定義で区別した。
■「環境影響」関連用語の定義
　本研究では主に以下のように用語を定義して使用する。
　　「環境影響」：地球環境に与える影響
　　「環境配慮型」：地球環境への負荷を低減することを特に意識して行っている（技術、改修事例など）
　　「負荷」：悪い影響（地球環境に与える悪い影響、またはコストなど）
　「サステナビリティ」「環境共生」といった概念は、温暖化等の地球環境問題から、地域経済、文化等まで、場
合によって幅広い内容を含む。一般的な言葉の定義は存在するが、実際の使われ方やニュアンスは場合によって
異なっている。本研究では、「環境」への影響という際に「地球環境」への影響のみを意味することにする。それ
以外の要素については「環境」という用語には含めず、別に扱う。
　また、地球環境への影響を「環境影響」、それを何らかの手法で評価することを「環境影響評価」、地球環境へ
の影響について特に配慮することを「環境配慮」とする。環境影響のうち悪い影響、あるいは金銭的な面で負担
となるような内容を「負荷」とする。
■「ライフサイクル」関連用語の定義
　ライフサイクルアセスメントに関する用語については、一般的に用いられている意味で用いた。省略して表記
した用語を以下に挙げる。
LCA：Life Cycle Assessment（ライフサイクルアセスメント）
LCCO2：Life Cycle CO2
LCC：Life Cycle Cost
LCE：Life Cycle Energy
LCR,：Life Cycle Resource
LCW：Life Cycle Waste
LCNOx,：Life Cycle NOx
LCSOx：Life Cycle SOx
IC：Initial Cost（イニシャルコスト）
1-3　研究の方法
　本研究では以下の手順で調査と分析を行った。
①各種の改修事例について関係者へのヒアリングおよび文献等による調査を行い、現在行われている改修の実態、
特に「改修工事の内容」「現在（環境に配慮した）改修が行われている理由 /行われていない理由」を明らかにした。
（3-2「改修事例に関するヒアリング調査結果」）
②調査結果から、改修事例ごとの性格を決定する要素として「改修の動機（継続使用や解体・新築ではなく改修
を選択する理由）」が重要であると仮定し、これによって事例を5つの類型に分類した。（3-3「改修事例の類型化」）
③各類型の典型的な改修事例について、LCA ツールによる試算、および定性的な比較により、改修が環境に与える
影響を評価した。その際、「環境に配慮した改修」「通常の改修」「継続使用」「解体・新築」といった複数のシ
ナリオについて、ライフサイクルの観点からどのように評価されるかを検討した。同時に、LCA として定量的に
評価しきれない部分を明らかにした。（4.「ライフサイクルにおける改修の環境影響評価」）
　以上の調査結果から、現状の改修事例の環境面での問題点と改善の可能性を考察した。（4-3-3「考察と提案」）
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2. 既往の研究と評価手法
2-1　既往研究について
　日本建築学会の論文集・梗概集から、改修の環境影響に関連する既往研究の検索を行った。その結果のリスト
を資料編に示す（資料編：既往研究）。検索の対象は以下の通りである。
日本建築学会論文集
1984 年～ 2006 年　（検索結果を資料編に掲載した。）
検索キーワード：改修、リノベーション（該当なし）、コンバージョン、リニューアル、リフォーム、修繕、再生、
増改築、断熱・強化
日本建築学会大会学術講演梗概集
2000 年～ 2006 年（検索結果から、本研究に関連するものを資料編に掲載した。）
検索キーワード：改修、リノベーション、コンバージョン、リニューアル、断熱・強化
　「改修」と関連するキーワードで広く検索したため、見つかった研究の内容は多岐にわたっていた。また、例え
ば「再生」という単語に関しては、「民家の再生」のように「改修」と大体同じ意味と思われるものから、「団地再生」
「まちの再生」へというように、言葉の意味には広がりがある。検索の結果、改修に関する既往研究として主に以
下のような種類のものが存在していた。
　
○構造系の論文
ex）主に耐震改修に関するもの。
○設備・環境系の論文
ex）設備の更新・断熱改修等の技術の検討。それらの手法による快適性・エネルギー性能の向上等を測定した
ものなど。
○建築計画系の論文
ex）主に戸建て・集合住宅について、どのようなリフォーム等のニーズがあるかを調査したもの。高齢者対応
の改修に関するものは特に多い。
○経済性についての論文
ex）改修に対する投資の回収について、推計方法の提案などを行ったもの。適切な修繕・改修時期の判断手法など。
○歴史的建造物に関する論文
ex）歴史的建造物の過去の改修過程について調査したもの。歴史的建造物の保存・用途転用の可能性を検討し
たものなど。
○改修の社会的側面に関する論文
ex）団地再生、賃貸住宅の改修、コンバージョン等による社会的影響を検討したもの。地域コミュニティの再
生等に関するもの。
○その他
ex）DIY による改修、SI 型の改修等の可能性を、人々の意識・技術・法律の面から検討したものなど。
　特に「リノベーション」「コンバージョン」という用語をキーワードとした研究は、最近数年間に始められたも
ので、まだ数は少ない。一方、建物の維持管理・修繕や改修自体は前々から研究されており、特に耐震改修、設
備機器の更新による改善効果、改修の経済的効果といった面では詳しい研究が進んでいた。また、改修と環境負
荷の関係についての論文もいくつか見つかった。
　以下では、特に本研究で参考とした既往研究の内容を簡単に紹介する。各研究で扱われている内容を、主題の
上にキーワードで示した。また、これらの既往研究により明らかにされている内容のうち、本研究で特に重要と
なるのは以下の (a)(b)(c)(d) のような点である。
(a)「改修」と「解体して新築」という２つの場合について、「工事段階の負荷」あるいは「ライフサイクルでの負荷」
を単純に比較すると、環境負荷もコストも新築のほうが大幅に多いという結果になる。
(b) 現在存在する「省エネ改修手法」「グリーン化技術」の多くは、LCE 削減の効果があるが、初期コストを回
収することは困難である。
　特に省エネ効果の高い手法としては「高効率熱源器への更新」が挙げられている。また、初期のエネルギー
負荷とコストを共に回収可能な技術として「高効率照明」が挙げられている。
(c) 住宅などの断熱改修は LCCO2 削減の効果があるが、初期コストの回収が可能か否かは研究により結果が異な
り、はっきりしない。（研究により想定の内容が様々であるため。）
　また、断熱改修より設備機器の更新のほうが省エネ化の効果は高いという研究結果がある。
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■日本建築学会論文集より
（表中で紹介している「内容」の欄は松原の要約による。※印は松原による備考・考察。）
(a) 省エネ改修、LCA
主題 :既設ビルの改修・建替えに伴う環境負荷排出に関する研究
著者:山口賢次郎，池田敏雄，横尾昇剛，岡　建雄
掲載 :環境系論文集　NO.566　P.1　2003 年 4月 
内容：事務所ビルの省エネルギー改修事例について、改修工事の環境負荷（廃棄物発生、エネルギー使用）を産業連関表などから算出した。
また、改修ではなく建て替えを行った場合を想定して同様に環境負荷発生量を算出した。
・結果を比較すると、「工事費」「主要部材量」「解体・廃棄物処理に関わるエネルギー消費量」「エネルギー消費量」「インテンシティ （ー最終
需要額千円あたりのエネルギー消費量または CO2 排出量）」の全てに関して、改修は新築の場合より大幅に環境負荷が少なかった。（一部、改
修に特に多く使用した部材については例外。）
改修の LCC 評価、事例における実績評価
主題:庁舎におけるリニュ アールの実態とその実施時期判断手法の適用性の検証
著者:杉田　洋，村川三郎，藤上輝之，西名大作
掲載 :計画系論文集　NO.553　P.275　2002年 3月 
内容：広島市内の庁舎における維持管理費の実績データの分析を行い、庁舎におけるリニュ アールの位置づけを明らかにした。さらに、杉田ら
が既報で提案した「維持管理状況を考慮した LCC 算定手法」の適用性の検討、「リニュ アール実施時期判断手法」によるリニュ アールの限界年
限についての考察を行った。
・調査対象庁舎についての計算では、多くの場合築後40～ 50 年がリニュ アール限界年限（それ以降は経済的に建て替えのほうが改修より有利
となる）という結果が出た。これは民間建物と比較して若干長い年限である。
(b) グリーン化技術、LCA
主題 :事務所建物のリニュ アールによる環境負荷低減とその対費用効果に関する基礎的研究
著者:杉田　洋，関　五郎，村川三郎
掲載 :計画系論文集　NO.584　P.137　2004 年10月 
内容：５つの事務所建物の改修事例について、経済性と環境負荷削減効果の面から検討した。また、グリーン庁舎のためのグリーン化技術と
されているものについて、LCCO2および LCCの検討を行った。
・リニュ アールの評価方法として、「環境配慮改修効果指数」を提案。これは「①リニュ アールコストに対する環境負荷低減量（kg-C/千円）」/「②
経済的改修年数（年）」で定義される。環境配慮改修効果指数は、①②の正負により４つのグループに分類することができる。
・実際の改修事例では、グループⅠ（①＞0，②＞0　つまり環境負荷低減効果があり、かつイニシャルコストが回収可能）が３事例、グループⅢ（①
＜0，②＜0　つまり環境負荷もランニングコストも増加する）が２事例で、その他のグループに該当する事例はなかった。ランニングコストが
増加した事例では、空調方式の変更によって空調時間が延長されたことがその主要因と考えられる。
・グリーン化技術について類似のグループ分けを行った結果、グループⅡ（グリーン化技術導入により、往来改修と比較して LCCO2が低減、
LCCが増加する）にあたるものが過半数となった。
・グリーン化技術を導入したリニュ アールについて、技術ごとに「環境配慮改修効果指数」を算出した。結果、全ての技術がグループⅠに分類
された。ただし、経済的回収年数は最も短いものでも103年となっている。
※経済性と環境負荷削減効果の正負によって４種類に分類する方法は、他のリニュ アール事例や技術にも適用できる。ただこの論文では、「ラ
ンニングコストが削減される」＝「イニシャルコスト回収が可能」として分類しているが、回収年数はグリーン化技術の場合103年から１万年以
上というものまで含まれており、それらは実際には経済性を無視した技術だと思われる。
■日本建築学会大会学術講演梗概集より
（表中で紹介している「内容」の欄は松原の要約による。※印は松原による備考・考察。）
(c) 断熱改修、LCA
タイトル:住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する検討（その3）　壁内中空部への断熱材注入実験に基づいた LCCO2の推計
著者:○吉冨浩介（ブリヂストン）・水田和彦・村上周三・伊香賀俊治・黒木勝一・萩原伸治
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.107
内容：モデル戸建て住宅の断熱改修によるCO2 等削減効果を、シミュレーションと部材の CO2原単位などから算出しLC 評価を行った。
・製造段階については、グラスウール・ウレタンフォームの製造と、断熱材の発泡時に発生するCO2のみを計上した。また、運用段階について
は冷暖房の負荷のみを算入した。
・LCCO2 評価では冷暖房負荷が負荷全体の大部分を占める結果になり、断熱によるLCCO2の削減率は 5～ 6割という結果となった。断熱改修
はライフサイクルの早い時期に行ったほうが LCCO2は少なくなる。
※この研究では工法として「その２」までにある壁体中空部への断熱材注入を想定している。一般的な改修工事の場合には、既存建物の部分
解体や断熱材以外の部材の取り替えなども必要になる場合が多く、製造段階の負荷は異なると考えられる。また、冷暖房負荷のみに関する評
価なので、LCCO2全体で考えるより削減率は大きくなると考えられる。
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(c) 断熱改修、LCA
タイトル:住宅の省エネルギー改修に関する研究　その4　省エネ改修によるCO2 排出量削減効果
著者:○安田哲郎（九州大）・細木翼・高口洋人・渡辺俊行
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.1271
内容：モデル戸建て・共同住宅の断熱改修によるLCCO2 削減効果を、シミュレーションと部材の CO2原単位などから算出した上で、省エネ改
修を促進した場合のマクロでの CO2 排出削減効果を推計した。
(c) 断熱改修、LCA
タイトル:オフィスから住宅へのコンバージョンにおける断熱改修のケ スースタディ
著者:○田中堤子（東京大）・坂本雄三
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.199
内容：オフィスから住宅へのコンバージョン事例について、断熱改修のシミュレーションを行い、年間熱負荷とLCCで評価した。
・2つのビルの各部屋について、「内断熱 /外断熱(10mm,30mm)」「単板ガラス/Low-e/ テラス設置」という改修ケ スーを設定し、SMASHによる
シミュレーションを行った。
・改修コストの回収年数はケ スーにより5～204 年という結果。快適性が高いと考えられる外断熱などの仕様では、改修コストが高く改修が難
しいというケースも見られた。また、テラス設置という大規模な改修でも住戸によっては熱負荷削減効果が高く、全体では 76 年でコストの回
収が可能という結果になった。
・改修のイニシャルコストについては、工務店などの見積もりによる。ただし、テラス設置のシナリオでは断熱に関する費用のみの計算で、テラ
スの設置費用自体は算入していない。エアコンの COP＝３として計算した。（田中堤子氏ヒアリングより）
省エネ改修
タイトル:住宅の省エネルギー改修に関する研究　その1　福岡市における住宅の省エネルギー改修の現状把握
著者:○細木翼（九州大）・萩原智子・高口洋人・渡辺俊行
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.319
内容：省エネ改修について、住宅の改修工事を手がける業者に対してヒアリング調査を行った。
タイトル:住宅の省エネルギー改修に関する研究　その2　改修による年間暖冷房負荷削減効果の検討
著者:○萩原智子（九州大）・細木翼・高口洋人・渡邊俊行
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.321
内容：住宅の省エネ改修による冷暖房負荷低減効果について、戸建て住宅モデルによってシミュレーションを行った。
(b) 省エネ改修、事例における実績評価
タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その3　2004 年のエネルギー消費特性
著者:○新川隆将（工学院大）・真野智敬・竹内由実・刑部尚樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1251
内容：事務所ビルの改修事例について、改修前後のエネルギー消費をBEMSなどにより実測調査した。
タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その4　省エネルギー手法の効果検証
著者:○真野智敬（テーテンス事務所）・新川隆将・竹内由実・刑部直樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1253
内容：事務所ビルの改修事例について、省エネルギー手法の効果をシミュレーションにより検証した。
・改修前後のエネルギー消費について原単位管理ツールを用いて推計し、確証エネルギー手法の熱負荷削減量を検証した。
・最も効果的だったとされるのは「高効率熱源器への更新」で 23.9% のエネルギー消費削減効果。次いで「自動点灯制御装置」であった。「大
温度差方式」や「外気冷房方式」の導入は数パーセントの効果。また、コージェネレーションシステムや BEMSによる効果は考慮されていない。
タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その5　2004 年のオフィス執務状況とコンセント電力消費量
著者:○秋葉友利（日比谷総合設備）・新川隆将・竹内由実・刑部尚樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1255
内容：事務所ビルの室内利用状況（着席率、コンセント電力消費など）を実測調査した。
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(c) 断熱改修
タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究(その 4)　既存戸建住宅の改修による省エネルギー効果に関する研究
著者:○田名網真生（住友林業）・岩村和夫・石崎竜一・吉澤伸記・那須洋平
掲載 :2004 年，D-1分冊，p.997
内容：既存戸建て住宅の代表的なモデル（「その３」による）により、改修効果のシミュレーションを行った。
・断熱改修による効果が最も高い部位は開口部で、次いで外壁という結果。削減効果は地域等モデルによって異なる。また、設備機器の最新
機種への更新は、開口部の改修よりさらに省エネ効果が高いという結果になった。
タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究(その5)　既存住宅タイポロジーの作成、及び地域性を考慮した断熱改
修メニューの策定に関する研究
著者:○那須洋平（武蔵工業大）・岩村和夫・石崎竜一・吉澤伸記
掲載 :2005 年，F-1分冊，p.1435
内容：既存戸建て住宅のタイポロジーによるモデルに対して、地域ごとに最適な断熱改修メニューを検討した。
タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究(その 6)　地域性を考慮した断熱改修の実施によるエネルギー消費削減
のマクロ的効果に関する研究
著者:○石崎竜一（岩村アトリエ）・岩村和夫・吉澤伸記・那須洋平
掲載 :2005 年，F-1分冊，p.1437
内容：既存住宅の断熱改修によるマクロな省エネルギー効果についての将来予測。
(b) グリーン化技術、LCA（論文集に掲載の内容と同様）
タイトル:環境負荷低減とその対費用効果に基づいた事務所建物のリニュ アール評価に関する基礎的研究　その1　対費用効果を考慮したリ
ニュ アールの環境評価手法の検討
著者:○関五郎（日建設計）・杉田洋・村川三郎・三好雅仁
掲載 :2004 年，F-1分冊，p.1219
内容：「対費用効果を考慮したリニュ アールの環境評価手法」の提案と適用。
・リニュ アール効果の指標として、「①経済的回収年数（年）」（＝改修コスト/年間ランニングコスト削減量）、「②リニュ アールコストに対する環
境負荷低減量（J/円）」（＝年間エネルギー消費削減量＊設備機器耐用年数 /改修コスト）、「③環境配慮改修効果指数」（＝リニュ アールコス
トに対する環境負荷低減量 /経済的回収年数）を提案。
・事務所建物の改修５事例について、改修前後の仕様とエネルギー使用量実績から上記指標を算出。
・結果、5事例は「経済的回収が可能で環境負荷も低減されるもの（①＞0,② >0）」と「ランニングコストも環境負荷も増加するもの（①＜0,②＜0）」
に分けられた。
※指標と分析の考え方は、グリーン改修に関するものと類似しているが、より経済性が重視された指標になっており、若干異なる。
タイトル:環境負荷低減とその対費用効果に基づいた事務所建物のリニュ アール評価に関する基礎的研究　その2　グリーン診断・改修計画
指針に基づいたリニュ アール環境評価手法の検証
著者:○杉田洋（広島大大学院）・関五郎・村川三郎・三好雅仁
掲載 :2004 年，F-1分冊，p.1221
内容：「グリーン診断・改修計画指針」の各グリーン化技術に「その１」の評価手法を適用、事例の評価結果と比較した。
・モデル庁舎に評価手法を適用し、各グリーン化技術の効果を算出した。（結果、一部の項目を除き①＜0,②＞0となった。）グリーン化技術と、
事例の評価結果を比較して事例の改修効果を位置づけた。
※グリーン化技術の評価は「グリーン診断・改修計画指針」にある内容と類似。
改修の LCA 評価手法の開発
タイトル:湿式外断熱工法による改修工事に関する研究その2　外断熱改修工事における定量的評価ツールの開発
著者:○匂坂寿人（クアトロ）・高橋孝治・本橋健司・関口高正・栗原一郎
掲載 :2003 年，A-1分冊，p.861
内容：外断熱改修構法の長所をユーザーにわかりやすく示すための、評価ツールの開発を行った。
・室内環境、LCC,LCCO2（未対応）、についてシミュレーションにより評価する。工材単価等を入力し、建物のLCA指針などにより算出。データ
ベ スーの整備、インターフェ スー開発、普及などが今後の課題としている。
(b) グリーン化技術、LCA
タイトル:グリーン改修による環境負荷低減とその対費用効果に関する研究
著者:○杉田洋（広島大大学院）・村川三郎・篠原道正
掲載 :2003 年，F-1分冊，p.1275
内容：グリーン改修のモデル庁舎について、地域ごとに各グリーン化技術の導入時のLCCO2,LCCを算出した。
・多くのグリーン化技術について、導入によりLCCO2が低減しLCCが増加する傾向が見られた。（評価期間は改修後50 年。）
・LCCO2,LCC 共に減少する技術として「高効率照明１」があった。また、LCCO2,LCC 共に増加する技術として「外壁の外断熱」「雨水利用」「反
射ガラス」「複層ガラス」などがあった。
・環境性と経済性の指標として、グリーン効果指数（＝LCCO2を LCCで除した値の絶対値（kg-C/円））を使用。
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断熱改修
タイトル:断熱強化による住宅エネルギー需要の地域別削減効果の検討
著者:○外岡豊（埼玉大）・三浦秀一・村橋喜満
掲載 :2003 年，D-1分冊，p.1021
内容：断熱強化による省エネルギー効果のシミュレーション。
・熱負荷計算ソフトSMASHで標準的な戸建て住宅モデルによって算出した解析値と、統計による実績値の比較を行った。
(a) 改修工事の環境負荷評価
タイトル:既設事務所ビルの改修・建替えに伴う環境負荷排出に関する研究
著者:○山口賢次郎（大林組）・岡建雄・池田敏雄
掲載 :2002年，D-1分冊，p.1073
内容：既存事務所ビルについて、改修と建て替えの工事に伴うエネルギー・CO2を産業連関分析手法により算定した。
・実際の見積書による「材料費」「人件費」、新築前の「解体工事」に関する類似ビルデータ、「改修に伴う廃棄物」についての実際の記録、を
もとに産業連関表から算出。
・工事自体の「費用」「エネルギー消費」「CO2 排出」について、改修は新築に比べ大幅に少ないという結果。
(c) 断熱改修、LCA
タイトル:集合住宅における熱負荷低減と居住性向上を目的とした改修計画の検討
著者:○加用現空（早稲田大大学院）・鈴木信恵・田辺新一
掲載 :2002年，D-2分冊，p.27
内容：集合住宅の修繕計画をモデルに、「外断熱化」「複層ガラス化」の効果をSMASHによりシミュレーション、LCE,LCCO2,LCC で評価。
・エネルギ とーCO2に関しては、2～15年程度で改修工事負荷の回収が可能という結果になった。コストに関しては、15～ 62年程度で回収（修
繕周期を越えるため実際には回収が難しいものも含む）という結果で、住戸によって結果に大きな差が出た。
省エネ改修、事例における実績評価
タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その１） ──省エネルギー手法の概要─
著者:○甘利直彦（東京ガス）・野原文男・柴田理・大橋一正・清田修・田口茂敏
掲載 :2000 年，D-2分冊，p.1093
タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績(その2)　―省エネルギー改修によるエネルギー消費量の実態
著者:○甘利直彦（東京ガス）・柴田理・清田修・野原文男・大橋一正・宮島崇
掲載 :2001年，D-2分冊，p.1139
タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その3）　省エネルギー改修による省エネルギー効果
著者:○清田修（東京ガス）・坂倉淳・武田晃成・長谷川巌・野原文男・大橋一正
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1163
タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その4）　改修前後の室内温熱環境
著者:○宮島崇（工学院大大学院）・大橋一正・仙川誠・清田修・坂倉淳・長谷川巌
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1165
タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績(その5)　運用段階の省エネルギー改修効果の検証方法
著者:○長谷川巌（日建設計）・清田修・野原文男・坂倉淳
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1167
タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その 6）　普及版 BEMSの有効性
著者:○石原正也（山武ビルシステム）・清田修・長谷川巌・柴田理・野原文男
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1169
省エネ改修、LCA
タイトル:空調システムのリニュ アールに関する研究　―その1　空調設備の劣化を考慮した LCEの算定
著者:○岡部洋一（九州大大学院）・渡辺俊行・赤司泰義
掲載 :2001年，D-2分冊，p.1137
内容：空調設備機器の劣化量を仮定し、改修周期とLCEの関係をシミュレーションした。
・設備機器の劣化が LCEのシミュレーション結果に与える影響は少なくないことが確認された。また劣化を考慮すると、改修間隔が短い（＝改
修回数が多い）シナリオのほうが LCEが少なくなると言う結果が出た。（劣化の進行の仕方は特定が難しいため、既存のLCE 算定手法には機
器の能力劣化は考慮されていないと考えられる。）
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2-2　既往文献・参考資料について
　本研究で参考にした資料（文献・雑誌記事・web）のリストを資料編に掲載する。（資料編：参考資料）
　改修に関連する文献としては、「リノベーション」「団地再生」「コンバージョン」「歴史的建築物の保存再生」「環
境配慮型改修」「維持保全計画」に関するもの、および各種の改修事例集や、改修を行う設計者等による文献など
がある。また、省エネルギー化に関連する資料として、主に各種の関連団体や行政による資料を参考にした。
　また、参考資料のリストに含まなかったものとして、ヒアリング調査の際に受領した資料がある。これらのリ
ストは資料編の各ヒアリング調査結果に含めた。（資料編：ヒアリング調査結果）
2-3　改修の環境影響評価手法について
　改修の環境影響を評価する際、現在どのような方法が採られているのかについて、文献等の資料と関係者への
ヒアリングにより調査した結果を以下にまとめる。（参考資料を特に示さなかった部分は、以下のヒアリング調査
結果による。資料編：「伊香賀俊治教授ヒアリング結果」「鹿島建設ヒアリング結果」「日建設計ヒアリング結果」「佐
藤孝輔氏ヒアリング結果」「戸建住宅の断熱改修の実態に関するヒアリング結果」）
　まず 2-3-1 で全体的な現状を述べ、2-3-2,3,4 で代表的な評価手法を紹介する。また、2-3-5 では海外での現状
を簡単に紹介する。
2-3-1　改修の環境影響評価の現状
■建築物の環境影響評価の現状と問題点
　改修の評価について述べる前に、新築や既存の建物も含め、建築物の環境影響評価全般が現在どのように行わ
れているかを簡単に述べる。（参考資料：『建築雑誌』2003 年 5 月号、「建築のマネジメント支援手段としての環境
性能評価の相互比較可能性に関する考察」（野城智也、2005 年 11 月計画系論文集））
　
○建築物に対する環境性能評価の役割
　環境性能評価ツールは、建築に対して以下のように様々な役割をはたす可能性が期待されている。
・デザインツールとして
　（設計案の比較検討、発注者と設計者の意志疎通）
・建物の格付けの基準として
　（自治体等による規制、コンペ等での審査基準、既存建物への投資の際の基準）
・維持管理・改修の際のデータとして
　（運用や改修の参考、利用者・利害関係者との意志疎通）
○世界各国の環境性能評価手法
　1990 年に BRE（英国建築研究所）が作成した BREEAM が、建築の環境性能評価ツールの先がけである。その後、
LEED（米）、GBTooL（カナダ）、NABERS（オーストラリア）、ESGB（台湾）、SPeAR（イギリス、Arup による）、CASBEE（日
本）など、各国・地域の手法が林立する方向へ向かった。
・BREEAM, GBTool などが世界標準とならなかったのは、国・地域によって「気候条件」「特に逼迫している環境問題」
「材料の状況」などが大きく異なっており、全ての地域に対応しようとするとツールが重くなりすぎるためで
ある。
・ISO による国際規格化が進行中である。 その方向性は以下のように表される。
　「国・地域で実務的意味のある環境性能評価ツールは種々さまざまであるべきであり、むしろそれらを互いに
認知できるような根拠をこの規格にもたせよう、というもの」
　「策定する規格は、建築の環境性能評価ツールである限りは、少なくともこの条件は満たして欲しいという最
低要件を整理した規格として性格づけることにした。」
・建築の性能と環境の影響は相互に関連しているため、どの段階で評価するかは評価手法によって異なる。
・仮定条件を排して確実な情報を表示しようとするほど、環境負荷や環境側面を直接測定するよりも、マネジメ
ント・パフォーマンスを測定することで、建築の環境性能を評価しようという指向が強まる。
・よって、ダブルカウントを避けながら、異なるツールの評価結果を比較することは困難である。
○環境性能評価の相互比較への課題
・評価境界（システムバウンダリ）の明示
・仮定条件の明示（耐用年数、居住者の行動、用いられる材料などに関する仮定が評価手法によって異なる。）
・情報源の明示　
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○環境性能評価に含まれない内容
・CASBEE では、「デザインの審美的評価」「経済性の評価」は含んでいない。（経済性には、出来上がった建物の
市場価値、そこで行われる事業の収益性などが大きく関係するため。）
・一般的な市場向けの評価手法（汎用評価ツール）では、今のところどれも LCA ベースではない。（方法論とデー
タの不足のため。それらが整備されたとしても、データ収集とその更新に莫大な費用と労力がかかる。）「ラ
イフサイクルエネルギー消費量」「温室効果ガス排出量」に関する評価項目は、他の項目に比べて、特に評価
作業に時間と労力がかかる。
・一方、厳格さを重視した専門家向けのツール（LCA ツール）には、EcoQuantum（オランダ）、EcoEffect（スウェー
デン）、EkoProﬁle（ノルウェー）などがある。
・SPeAR では、プロジェクト内での相対的な改善を目指し、「立地条件」をあえて切り離して評価を行う。また、
当該プロジェクトの性能と、他のプロジェクトの性能との比較は行わない。
○まとめ
　建築物の環境影響の評価方法は、新築や既存の建物についてもまだ確立されているわけではなく、様々な手法
が開発され普及しつつある段階である。多くの手法が存在している現状では、評価の際の条件と情報源を意識し、
結果にも明示することが重要とされる。また、「デザイン」「経済性」といった、環境影響評価から除外されてい
る要素が存在する。
■一般的な改修の評価手法：LCC 設計について
　建築物の改修計画を検討する際などに、一般的に行われる評価の指標として LCC（ライフサイクルコスト）があ
る。ライフサイクルの観点から環境影響を評価する場合にも、LCC と共通する点は多いと考えられるため、以下で
は LCC の設計手法を簡単に紹介する。（参考資料：『建築のライフサイクル設計』）
・LCC では、「概算法」「略算法」「精算法」の３種類があり、それぞれライフサイクルの適した時期（新築時、
改修時の企画段階、設計段階など）に様々な主体（企画者、設計者、建物所有者、ビルメンテナンス業者など）
によって使用される。
・改修計画の LCC 算定では、現在価値法（現価法）が一般的で、さらに年平均コスト法（年価法）が合わせて活
用される。これらは改修案と原案の経年費用のクロスポイント（Break Even Point ：損益分岐点）に注目し、
案の経済的評価を行う代表的な手法である。
・LCC では、長期的な経済価値を検討するために価格変動率と計算金利を考慮する。その方法として、収入・支
出を最終時点の価値に換算する「最終価値（終価）法」と、現在の価値に換算する「現在価値（現価）法」が
ある。（長期的な比較を行う場合は現価法が適当だが、通常行われる事業収支計算では計算が手軽な終価法が
用いられることが多い。）
　この際、「最終」時点としては、建物法定耐用年限あるいは希望資本回収期間などを想定する。
・経済性（LCC）で評価しにくい要素として「安全性」「信頼性」「快適性」「利便性」「柔軟性」が挙げられる。
これらは一般的評価要素と呼ばれ、これらの観点と経済性評価を合わせた総合評価によって採用案が決定さ
れることになる。
・LCC 設計において重要な事項として、「省エネルギー」「メンテナビリティー」「フレキシビリティー」が挙げ
られる。
○まとめ
　LCC に関しても、環境負荷と同じく運用とメンテナンスが大きな割合を占めるため、ライフサイクル設計では設
備の省エネ化やメンテナンス・改修のしやすさが重視される。大規模な改修の際には特に、LCC を計算することは
投資と回収の計画をたてるために非常に重要である。
　ただしコストに関しては、改修に対する支出が多くても、付加価値を高めてそれに見合う収益性が得られれば
良いので、ランニングコスト（省エネ、維持管理費）と初期費用という面だけでは比較が出来ない。そのため、
LCC の診断・設計に関しては高度な手法が開発・利用されているものの、それらを環境影響評価に直接利用できる
わけではない。
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■改修の環境影響評価の難しさ
　以上のように、「建築物の環境影響評価」および「改修の経済面での評価」については手法がある程度普及して
おり、実際の評価も行われている。しかしこれらと比較して、「改修の環境影響評価」は普及が遅れていると考え
られる（詳細は後述）。その理由の一つとして、改修の環境影響評価には新築の場合とは異なる要素があり、全く
同じ手法では評価できないことがある。
　改修の環境影響評価が新築の場合と異なる点として、以下のようなことが挙げられる。
①改修の評価では、考え方によって評価のベースが変わる。
（既存と比較したい場合、改修案同士を比較したい場合など。既存建物に比べてどれだけ改善されるかを評価し
たいという場合が多い。ESCO 事業の場合は、各事業の FS 単位で検討のベースを厳格に設定し、事業採算性を
検討している。）
②改修を行えば機能などのグレードアップも伴うので、省エネと逆行し、評価しにくい。グレードアップをして
も改修後のエネルギー量が改修前より増えることがある。
（CASBEE の Q は機能面を評価するものだが、実際の運用は評価せず、省エネ効果のある運用を可能にする機能が
あるかどうかを評価する。）
③改修の評価の場合は、改修以前の運転実績、断熱などを見なければならない。
・古い建物は部位別のエネルギー消費データまで把握できておらず、改修前についてはすべてシミュレーション
で算出する場合も多い。
・設備の劣化状況を知ることは難しい。（消費電力は計測出来るが、現在どの程度の能力を実際に発揮している
のかはなかなか分からない。そのため、改修による効果も正確には分からない。）
■改修の環境影響評価手法
　改修の環境影響評価には特有の難しさがあるとはいえ、評価手法は既に複数存在している。調査の結果、現在
実用化されている改修の評価手法として以下のようなものが見られた。
「建物の LCA 指針」
：日本建築学会による LCA 手法。LCA ツール「AIJ-LCA」を含む。改修の評価用ではないが、擬似的な数字を入れ
て改修の評価に応用することは可能と考えられる。他のツールを使用する際にバックデータとして参照される
場合が多い。
「CASBEE- 改修」
：国土交通省の支援のもとに産官学共同で研究・開発された、建築物総合環境性能評価システム「CASBEE」シリー
ズのうち「改修」を対象とするもの。「建築物の環境負荷低減性」と共に、「建築物の環境品質・性能」として、
居住環境のアメニティを評価する。CO2 排出量など具体的な数値は出ない。定性的・総合的な評価方法である。
「グリーン診断・改修計画基準」
：国土交通省による、官庁施設のグリーン改修（環境に配慮した改修）についての計画基準。2001 年に「指針」、
2006 年５月に「基準」が発行された。評価ツール「グリーン診断・改修計画システム GBES-Re」を含む。「基準」
では、定量的に評価出来ない項目について、「CASBEE- 改修」を評価内容の一部としてそのまま利用している。
網羅的な基準であり、実際には簡略化して使用されている。
東京都、青森県、福島県による評価ツール・指針
：地方自治体が独自に評価ツールを作り始めている。理由として、気候の差などがあることや、国によるツールと
は別にそれぞれ評価基準を持ちたいという意識があると考えられる。
ESCO 事業などで用いられている手法
：ESCO 事業などで省エネ化技術の導入を検討する際には、事業の年数以内に初期費用を回収できる技術を採用す
るために、技術ごとに初期費用と省エネ化効果を算出して検討が行われる。
　現在、LCA 評価ツールの内容は「AIJ-LCA」が唯一のよりどころとなっており、根本的な違いはないとされる。
使い勝手以外で差がある部分としては、「運用データの扱い方」「複合効果率を設定するかどうか」が挙げられる。
（複合効果率とは、複数の省エネ化手法を採用した場合の効果を見込む方法。「グリーン診断・改修計画基準」では、
個別の計算を避けるため適当な値を複合効果率として設定している。評価ツールによっては複合的な効果を見込
んでいないものもある。）
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■改修の環境影響評価の実施状況
　以上のような手法による環境影響評価が、実際にどの程度実施されているのかについて、ヒアリング調査では
以下のような意見があった。
○一般的な実施状況
国（グリーン改修）
：設計契約に含まれるので、設計事務所が環境影響評価を行っている。
自治体
：評価ツールや指針が作成された自治体では、これから本格的に使うのではないか。
民間
：環境配慮の意識があるところは行っている。
　一般の改修事例では、評価するとしても費用対効果、コストの回収年数程度で、それ以上の評価は行ってい
ない。自分から環境影響の評価を求める顧客は少なく、環境負荷を評価・検討することはほとんどない。（組
織設計事務所）
　改修の際には「建物の LCA 指針」「CASBEE- 改修」「グリーン診断・改修計画指針」などのツールはほとんど使
用していない。（ゼネコン）
○実際に評価を行った事例
・『実例に学ぶ CASBEE』では、CASBEE- 改修による評価事例が紹介されている。それ以外は、公開されているもの
があるかどうか不明。
・『グリーン診断・改修計画指針及び同解説』で紹介されている「中原ビル」（東京ガス）、「豊島支社」（東京電力）
の例でも、環境に配慮した改修事例として載っており、LCA などの評価は行われていない。
・省エネ改修の実際の効果について、設計事務所側が知りたい場合には運用段階でも調査をさせてもらうことがあ
る。それ以外の場合は、特に改修工事後の検証などは行っていない。
○評価を実施する際の問題点
（組織設計事務所）
・省エネ改修は、既に運用実績がある物件を対象とするため、過去の記録の分析や建築の断熱を調べ上げることで
手間が増える。
・古い建物は部位別のエネルギー消費データまで把握できておらず、改修前についてはすべてシミュレーションで
算出する場合が多い。
　「中原ビル」の事例では、シミュレーション結果と実績値を比較する研究も行われた。実際の運用状況等による
シミュレーションでも 5％程度差が出てしまうという結果になった。差が出る理由としては以下のようなことが
挙げられる。
・ベースとする値にも色々なものがある。ESCO 事業の基準など。
・設備機器では、カタログの性能と実際に発揮している性能が異なる。LCEM で検証することができる。
（個人設計事務所）
・設計の時点で省エネ効果・快適性を定量的に示すためにシミュレーションを行うことは、特にそれに対する対価
を受け取れない限り、作業量が多すぎて難しい。
・ 環境性能の改修工事は効果が目に見えず、定量的に表すことも難しいので、改修後の効果を施主に説明するこ
とが困難。数値で示しても、改修後実際にその性能が実現されるわけではなく、保証ができない。数値の信憑
性が曖昧であったりして、上手く説明できない。
・ 省エネ改修を施主に説明するためのプレゼンテーションツールや、改修の事前・事後の評価ツール（工務店も
利用可能な簡易で手間のかからないもの）が必要。
○まとめ
　このように、改修の環境影響評価に関するツールは複数存在しているものの、実際に評価を行うことは一般的
にあまり普及していない。その理由としては、一般的に環境影響評価を行っても建物所有者にとってメリットが
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なく、興味がないためと考えられる。また、評価を行うためには主に設計事務所などがその作業を行う必要があ
るが、設計事務所にとって労力を割くメリットもあまり見られない。
　2-3-2,3,4 では、現在特に広く知られている「CASBEE」「グリーン診断・改修計画基準」という 2つの評価手法と、
その他の特徴的な手法について紹介する。
2-3-2　CASBEE
　「CASBEE」は、国土交通省の支援のもとに産官学共同で研究・開発された建築物総合環境性能評価システムであ
る。利用目的としては、「設計者・エンジニア・建築主等が、設計・施工の段階で建築物の環境性能を予測し、こ
れを向上させるための自己評価ツール」としての利用が想定されているほか、自治体や民間企業がコンペ等の際
に CASBEE の評価を用いることも行われている。
　「より良い環境品質・性能の建築物を、より少ない環境負荷で実現する」ことを目指しており、「建築物の環境
負荷低減性 (LR)」と共に、「建築物の環境品質・性能 (Q)」として、居住環境のアメニティを評価することが特徴
となっている。評価結果は「環境効率」の考え方を用いて新たに開発された評価指標「BEE（建築物の環境性能効率、
Building Environmental Efﬁciency）」で表される（BEE=Q/LR）。BEEによるランキングでは、「Sランク（素晴らしい）」
から、「A ランク（大変良い）」「B+ ランク（良い）」「B- ランク（やや劣る）」「C ランク（劣る）」という 5 段階の
格付けが与えられる。
　CASBEE には、建築物のライフサイクルに応じた 4つの基本ツール（「CASBEE- 企画」、「CASBEE- 新築」、「CASBEE-
既存」、「CASBEE- 改修」）と、個別の目的に応じた拡張ツールがあり、これらを総称して「CASBEE ファミリー」と
呼んでいる。
　以下では、「CASBEE- 改修」および「CASBEE- 既存」について紹介する。
■評価手法の内容
（参考資料：CASBEE 評価マニュアル（CASBEE- 改修、既存、新築簡易版））
○概要
　建築物の品質・性能（Ｑ）と環境負荷低減性（ＬＲ）を以下の６つに分類し、その中の小項目ごとに評価を行う。
結果は各項目のスコアやレーダーチャートの他、BEE（Ｑ /ＬＲ）の値としても表示される。
「Q-1 室内環境」　（音、熱、光、空気）、
「Q- ２サービス性能」　（機能性、耐用性、更新性）、
「Q-3 室外環境（敷地内）」　（生物環境、まちなみ、地域性）、
「LR-1 エネルギー」　（熱負荷、自然エネルギー利用、設備の高効率化、運用）
「LR-2 資源・マテリアル」　（水資源、低環境負荷材）
「LR-3 敷地外環境」　（大気汚染、騒音・振動・悪臭、風害・日照、光害、温熱環境、地域インフラ）
　CASBEE- 新築、既存、改修の評価項目は基本的に共通で、それぞれ建築物の設計・施工、運用、改修の段階に使
用することが想定されている。
○「CASBEE- 既存」について（「CASBEE- 新築」と異なる点など）
・「Q-1 室内環境」の音・熱・空気環境、「LR-3 敷地外環境」の大気汚染・騒音・振動・悪臭などに関しては、
CASBEE- 新築では仕様や設計性能によって評価しているのに対し、CASBEE- 既存では実際の性能の評価になっ
ている。
→ CASBEE- 既存では「暗騒音」「室温」「ホルムアルデヒド濃度」「CO2 濃度」等々を測定する必要がある。（一部、
新築の場合と同じ評価方法で良いとしている場合もある。）
・「Q-2 2.3 適切な更新」の項目が加えられている。
→屋上・外壁、配管・配線、設備機器の更新状況を評価する。
　「部品・部材の耐用年数」「補修必要間隔」「設備の更新性」などについては CASBEE- 新築と同様に、標準的なデー
タから評価することにしている。
・「Q-2 2.1.1 耐震性」の評価は新築と同じ。（建築基準法の何割増しで設計したか）
→劣化に関する評価項目はない。
・「LR-1 3. 設備システムの高効率化」では、CASBEE- 新築での ERR（＝エネルギー消費の低減率）の代わりに、ERR*（*
は実測値を表す）を用いる。
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→電力消費、設備の運転時間の実測データが必要。
○「CASBEE- 改修」について
・改修工事自体の環境影響（以下の①～④など）については CASBEE の評価に含まない。「基本コンセプト評価シー
ト」の「その他」欄に記入するのみとなっている。
　　①改修工事廃材のリユース・リサイクル
　　②建物の改修による廃棄物発生・資源消費の防止
　　③改修による延命
　　④歴史的建造物や良好な町並みを形成している建物の延命
・基本的に、改修前・改修対象外部分は CASBEE- 既存、改修部分は CASBEE- 新築（一部は CASBEE- 既存）に基づ
いて評価する。改修前については、オプショナルな入力項目となっている。
・改修前後の BEE の差を△ BEE、および△ BEEes（省エネルギー改修評価）として結果に表示する。
・CASBEE の評価方法は建築用途別になっている。複合用途の場合は床面積で加重平均する。
→全く同じ建物でも、改修で用途変更が行われると評価も変わる。
○まとめ
　CASBEE は、設計の際の仕様や設計性能、採用した技術や環境共生的な手法、あるいは実測した性能などに基づ
いて算出される定性的な評価である。また、特に建設時の資源の消費については評価項目がない。そのため、例えば、
トレードオフの関係にある様々な内容（大量の資源を使ってソーラーパネルを導入することにより運用エネルギー
を削減するなど）について、定量的に考えると適切ではない評価結果となる場合もあり得ると考えられる。
　CASBEE- 改修は、改修後の建物が改修前と比べてどれだけの性能向上・環境負荷低減を果たすかを表示できるよ
うに作られており、CASBEE- 新築・既存との統一性も確保されている。
　ただし、改修工事自体に関する「資源消費」や「廃棄物発生」、「工事期間の周辺環境への影響」、また「建物を
保存することの価値」に関する評価は、CASBEE- 改修には含まれない。これらは、「改修後の建物自体の性能」と
は別の問題であり、CASBEE- 新築・既存と共通の評価をしようとすれば、除外せざるをえないと考えられる。
■利用状況
　CASBEE- 改修が作成されたのは 2005 年 7 月で、現在はまだ実際に評価が行われた事例は多くない。CASBEE によ
る評価事例を集めた『実例に学ぶ CASBEE』では CASBEE- 改修による事例も紹介されているが、これらは改修が行
われてから事後的に評価を行った例である。本研究でヒアリング調査を行った企業では、現在までのところ以下
のような実施状況である。
・歯科大学付属病院の改修事例について、CASBEE 委員会からの依頼で事後評価を行ったのが、今のところ唯一の
使用例。ただし、この改修事例の内容は機能の更新がメインだった。（ゼネコン）
・グリーン診断を行う際に CASBEE での評価も行う。（組織設計事務所）
■まとめ
　CASBEE は定性的な評価手法であり、評価項目相互の関係までを考慮した結果を出すことは出来ない。しかし、
定量化が可能な項目については、定性的な評価と平行して今後 LCA のような評価方法を取り入れていくという可
能性もある。
　CASBEE シリーズには「改修」と共に「新築」「既存」等があり、評価項目に共通性があるため、「既存」と「改修」、
あるいは「改修」と「新築」を比較して検討するという意味でも多様な利用方法の可能性がある。
　また、「環境負荷」と「建物の性能」を合わせて評価することが CASBEE の特徴となっているが、改修の際には
工事による環境負荷と機能や快適性の向上のバランスが問題となるため、「環境効率」による評価方法は改修に適
しているとも考えられる。ただし、CASBEE- 改修には改修工事自体の負荷は含まれていない。一般的に改修を行え
ば機能や快適性は向上するので、環境対策を行わなくても CASBEE による評価は向上するという面もある。
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2-3-3　グリーン診断・改修計画基準
　「グリーン診断・改修計画基準」は、国土交通省による、官庁施設のグリーン改修（環境に配慮した改修）につ
いての計画基準である。2001 年に「指針」、2006 年５月に「基準」が発行された。
　「基準」には、既存建物の診断と改修計画策定のためのツールとして「グリーン診断・改修計画システム GBES-
Re」が含まれる。また、定量的に評価出来ない項目について、「CASBEE- 改修」を評価内容の一部としてそのまま利
用している。
　官庁施設の「グリーン化」とは、環境基本法の基本理念に則り、建物のライフサイクルを通じ環境負荷を低減
させることを意味する。「グリーン改修」とはグリーン化を目的とした官庁施設の改修をいう。また、「グリーン
診断」とは官庁施設の環境保全性に関する性能を評価することをいい、グリーン改修の計画を立案するために既
存建物の性能を把握することを目的としている。
　以下では、「グリーン診断・改修計画基準」の内容のうち、主に定量的な LCA 評価を行う部分について紹介する。
■評価手法の内容
（参考資料：『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』）
○グリーン診断・改修計画の手順
・グリーン診断では、図面・ヒアリング・現地調査等により、建物（施設）の「基本情報」「建築部位の仕様」「設
備機器仕様」「運用管理の情報」といった事項を整理し、「グリーン診断カルテ」としてまとめる。
・グリーン診断の結果から、「環境保全性に関する性能向上対策の必要性あり」と判断された場合に、グリーン
改修計画の検討が行われる。
・グリーン改修計画では、「グリーン化技術候補」を抽出した上で、「LCA と LCC を用いた定量的評価」および
「CASBEE- 改修を用いた評価」によって改修計画の評価を行い、採用するグリーン化技術を選定する。その後、
それらの技術を用いた改修計画の立案と実施へと進む。
・対象建物で採用すべきグリーン化技術を抽出する際には、「グリーン化技術候補抽出リスト」が用いられる（資
料編：グリーン化技術候補抽出リスト）。ここから、対象建物の地理的条件・法規制・構造・スペース・劣化
状況などにより候補を抽出する。その際の判断の留意点などもリストに示されている。
○グリーン改修計画で行う LCA の前提条件
・建物の寿命は５０年、改修は２５年目と仮定する。
・改修以前の環境負荷は無視し、改修以後についてのみ計算する。
・建物全体の中で、「グリーン化に関わる部分」についてのみ評価する。
○評価方法
・グリーン化に係る性能の項目として、「長寿命」「適正仕様・適正処理」「エコマテリアル」「省エネルギ ・ー省資源」
「周辺環境保全」の 5項目が定められている。この中で、定量的に評価するのは主にエネルギー消費のみなので、
その他の部分は CASBEE により評価している。
・対象建物について個別に LCA を算出する方法は、「基準」に示されている。その場合は、改修工事の資材重量や、
グリーン診断によって得られた建物の状態に関する情報からシミュレーション等により算出した運用エネル
ギー等のデータを使用する。
・また、「グリーン診断・改修計画基準」では、各グリーン化技術を採用した場合についてモデル庁舎での
LCCO2, LCC, LCW, LCR を試算し、通常の改修技術を採用した場合（標準改修）の結果と比較している。この
結果を適切に補正して、対象建物の評価を実施する方法も示されている。
○まとめ
　「グリーン診断・改修計画基準」では、既存建物の診断から、改修の必要性の判断、改修手法の抽出・選択、省
エネ化等の効果の評価・検討方法、といった改修計画の検討と判断の方法まで、手法が整備されている。
　このような基準を定めることが可能な理由の一つとして、庁舎は基本的に共通の仕様と用途を持っているため、
モデル庁舎で算出したデータを一般に応用できるということがある。そのため庁舎以外の建物については、グリー
ン改修計画の手法をそのまま利用することは難しいと考えられる。環境配慮型改修手法について「どのような条
件で採用可能か」「効果の程度」「長所・短所」といった内容が整理されているという点では、一般的な建物の場
合にも参考にできる可能性がある。
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■利用状況
　本研究でヒアリング調査を行った企業等では、以下のような実施状況となっている。
（組織設計事務所）
・公共建築でグリーン改修を行う場合に使用する。
・行政がコンサルタントなどに委託し、まず現状の診断・ベンチマーク診断を行う。（手順は基準に従う。）
・予算要求の段階であたりをつけて検討することが目的。実際の運用における値と比較して精度を問うようなもの
ではない。
・モニタリングを十分行っていない建物が多いので、部門別のエネルギー消費量が分からない場合もあり、その場
合はどの部門のエネルギー消費に問題があるのか分析できない。網羅的な基準だが、実際には簡略化して使用
している。
・グリーン改修で省エネ効果を評価しても、現状では改修後の運用でその効果が実際に上がっていることを確かめ
る義務はない。（改修後の値として 1 年後のエネルギー消費量などを報告する程度だろう。）今後運用段階でも
グリーン改修の効果を検証･報告する義務ができてくる方向にあるのではないか。
　
（組織設計事務所）
・実際に設計を行う際は、CO2 削減目標を達成するためどのような手法を選択するべきかあたりをつけ、コストな
どを検討していく。
・省エネのメニューを設計に加えていくと、LCCO2 が減少、LCR,LCW,IC は増加する。CO2 の削減目標がまずあり、
それを達成するように色々な手段を検討していくという順序で設計を行う。
（ゼネコン）
・庁舎を設計することはほとんどないので、まだ使用した例がない。
■まとめ
　官庁施設については、『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』により改修計画全体について手法が整備され
ている。ただし、一般の建物の場合にこの手法をそのまま利用することは難しい。
　環境影響評価の内容としては、LCA による定量的な評価と CASBEE による定性的な評価を、項目によって使い分
けている。また、個別の建物について詳細に評価・検討する場合と、一般的なモデル庁舎の評価結果などを利用
して概算する場合など、場合によって選べるよう手法が用意されている。実際の評価でも、基準にある全てを行
うのではなく、対象建物で得られる情報により、簡略化して利用していた。
2-3-4　自治体・ゼネコン・その他の主体による評価手法
　以上で紹介した「CASBEE」「グリーン診断・改修計画基準」は、公的な評価手法として広く知られている。一方、
本研究で行ったヒアリング調査では、一般には公開されていないツールや、「環境影響評価」とは用途が異なるが
関連して用いられている手法についてもいくつか紹介を受けた。以下ではその中で特徴的な手法を紹介する。
■自治体による評価手法
　地方自治体による評価ツールがいくつか作られ始めている。これらのツールは「グリーン診断・改修計画基準」
を基本として、気候の差などの地域性を考慮し、独自の特徴を持たせたものである。現在存在するツールとして、
以下について紹介を受けた。
・東京都によるツール：未公開。
・青森県によるツール・指針：ネットで公開されている。
・福島県によるツール
○評価手法の内容
　これらのツールは別々の自治体によるものだが、開発には共通の専門家が関わっている場合がある。その内容
は国の基準（「グリーン診断・改修計画基準」）と共通する部分が多いが、以下のような点で差がある。（参考資料：
日建設計ヒアリング結果）
・「グリーン診断･改修計画基準」から、自治体の場合に不要な項目を削除し、オリジナリティのある項目を新た
に入れた。
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・「グリーン診断･改修計画基準」では、通常の公共建築に用いる「標準仕様」と、より高レベルな「グリーン改
修仕様」（各部位につき 1 種類のみ）が定められている。自治体による評価手法の場合は、環境配慮型の設計
の中でも数パターンの仕様を選択できるようにした。
・「グリーン診断･改修計画基準」では 3 種類の規模のモデル庁舎について検討を行っている。自治体の場合は、
他のモデルが必要。
　例えば福島県の場合は、地域ごとの気候、現行の法令による断熱仕様、設備仕様（特に空調と給湯のシステ
ムには地域性が出る）などが国と異なっている。これらに対応した評価手法とするためにデータベースを作っ
た。データの量は膨大になるが、データベースの整備の意味も含めて行っている。
・東京都、青森県、福島県によるツールでは、定量的な評価として LCCO2,LCC を評価する。LCR,LCW については、
国でもまだ浸透していない段階にあり、これらの自治体によるツールには取り入れられていない。
・自治体などによるものも含め、評価ツールの内容は AIJ-LCA（地球環境委員会、最近改訂された）が唯一のよ
りどころとなっており、根本的な違いはない。使い勝手以外で差がある部分としては、運用データの扱い方、
複合効果率を設定するかどうか、が挙げられる。
○まとめ
　地方自治体は国と同様に、所有する建物数が多く仕様が同等なため、標準モデルによる検討から評価基準を定
めることが可能となり、効果的である。「グリーン診断・改修計画基準」をもとに、気候や標準的な仕様といった
地域性を考慮し、評価方法にも工夫を加えた独自の基準が、いくつかの自治体で作成されている。
■ゼネコンによる評価ツール
　ヒアリング調査を行った大手ゼネコンでは、改修計画の際に社内で以下のようなツールを用いている。（参考資
料：鹿島建設ヒアリング結果）
○評価手法の内容
「KLEAD-R」　：社内で用いているリニューアル時の LCC 評価システム。
対象・目的：ドアノックツール。改修・建替えの可能性がある施主などに対して、計画の初期の段階で使用し、
建替えあるいはリニューアルの提案を行う。
アウトプット：LCC、LCCO2 など。（実際には、CO2 に興味をもつ施主は少ない。）
評価システムの内容について：
・建物に対して、「リニューアルを行う」「数年後にリニューアルを行う」「そのまま使い続ける」「建替」といっ
たパターンごとに現時点からの LCC を算出できる。
・リニューアル仕様の省エネ化の程度については、３段階程度から選んで推計するようになっている。（省エネ
化の手法ごとに、今までのケーススタディから CO2 削減率を設定している。）
・省エネ化の手法としては、建築的手法では「窓の種類」「エアフローウィンドウ」「自然換気のための吹き抜け
空間の設置」など、設備では VAV,VWV, 高効率照明器具などがある。
・更新周期については、BELCA や「建築物のライフサイクルコスト」( 経済調査会 ) などの資料および鹿島オリ
ジナルのデータベースにより設定している。
・既存建物のエネルギー消費については、日本ビルエネルギー総合管理技術協会による値、および省エネルギー
センターによる『ビルの省エネルギーガイドブック』から一般的な値を用いて推計している。既存の機器の
種類は、ウォークスルーの調査あるいは図面等から判断して入力できるようになっている。既存建物の断熱
等は、図面で判断しており、実建物の調査までは行っていない。（事務所ビルの場合エネルギー消費への影響
が少ないため）
「KRIPEA」　：社内で用いている改修工事計画のサポートツール。
対象・目的：改修時期をむかえた建物の改修工事計画を策定するときに使用する。（顧客が考える建物改修方針
を定量化することで、顧客の意思決定を後押しし、工事出件を迅速化するために用いる。）
使用手順の概要：
建物の診断（社内の専門家による現地調査など）を行う　
→改修すべき項目をリストアップする　
→６つの評価基準（部位・機器の劣化度、施設に対する故障の影響度、機能性、経済性、社会性、安全性）に
項目を配分する　
→ AHP（意志決定支援手法）により顧客の建物改修方針を分析し、評価基準の重要度を把握する　
→改修項目を優先度順にリストアップする　
→予算の範囲で優先度の高い改修項目を提案する
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○利用状況
　以上のツールは、各々の「対象・目的」に示したような場合に使用されている。以下は、築 26 年のテナントビ
ルで詳しい診断・評価を行い、リニューアルした事例について、その手順を聞いた内容である。
・診断の手順：劣化調査→改修すべき項目を緊急度 ABC（改修が 1 年以内に必要、5 年以内に必要、など）の三
段階で評価、各項目についてコストを提示→提案書を作成
・ビルはもともと自社が施工を行った建物で、その後小規模な修繕は繰り返してきた。施主とも継続してつきあっ
ており、この事例の場合、劣化調査・診断と報告書の作成は無償で行っている。場合によってはこれらを有
償で行っている。
○まとめ
　以上ように、ゼネコンでは営業・設計・施工・メンテナンスといった作業と、LCC の評価や環境影響評価が関わっ
ている。評価ツールとしても、積算・設計・営業（プレゼンテーション）・技術開発といった社内の各部門との連
携を前提にして開発されていると考えられる。自社で用いる省エネ化の手法ごとにケーススタディの結果から CO2
削減率を設定しており、技術開発や事例による蓄積を反映することが可能である。
　また、特徴的な点として、「リニューアルを行う」「数年後にリニューアルを行う」というシナリオの評価を比
較するようになっており、最適な改修の時期を計画するためのツールとしても位置づけられる。
■ BELCA による評価ツール
　社団法人建築・設備維持保全推進協会（BELCA）によって、平成 17 年 1 月に「環境に配慮したリニューアルに
おける LC 評価」の計算ソフトが公開された。（参考資料：鹿島建設ヒアリング受領資料「リニューアル計画にお
ける LCCO2 と LCC 計算の手引き」）
○評価手法の内容
・既存建物のリニューアル計画時に利用することを想定したツールで、以下のような 3つのケースで LCCO2,LCC を
比較することができる。
「基本ケース」：新築から解体までの建物全体の概算値
「往来案」　　：改修部分を現状の仕様で更新した場合の、改修以降、解体廃棄までの精算値
「改修案」　　：改修部分の機能更新を行った場合の、改修以降、解体廃棄までの精算値
・環境負荷評価（LCCO2）については、一般的な LCA 計算ツール（日本建築学会による「建物の LCA 指針」および
「AIJ-LCA」）をベースとしている。
　LCC については、一般的な LCC ツール（BELCA による「建築物の LC 評価用データ集」添付ソフト）をベースと
している。
○利用状況
　現在は BELCA 会員にのみ配布されており、利用することができる。
○まとめ
　BELCA による評価ツールは、一般的な LCA,LCC ツールを改修の場合に利用できるように変更したものである。「往
来案」「改修案」というシナリオの想定と評価の範囲は、グリーン診断・改修計画基準と類似の考え方となっている。
現在は一般に配布されていないが、官庁施設以外の建物で改修の定量的な評価を行うツールとして、一般的な利
用が可能な内容と考えられる。
■エネルギー消費のシミュレーションツール
　LCA 評価を行う際に、建物の改修前後のエネルギー消費量を、実測ではなくシミュレーションにより算出する場
合がある。その際に用いられているツールの中で特に一般的なものとして、以下があった。
「SMASH」：建物の熱負荷を計算するプログラム。（熱負荷から空調によるエネルギー消費を算出するには、使用
する空調機器を想定する必要がある。）
「ビルのエネルギー消費原単位管理ツール」　：ビルのエネルギー消費を簡便に算定するツール。現在公開され
ている用途統合版では、「オフィス」「ホテル」「病院」「商業ビル」の用途についてプログラムが用意されている。
-18-
　また関連して、「日本ビルエネルギー総合管理技術協会」「省エネルギーセンター」などによるデータ（『ビルの
省エネルギーガイドブック』等）がエネルギー消費の一般的なデータとして利用されていた。
○まとめ
　LCA に用いるエネルギー消費を算出する際には様々なツールやデータベースによる方法が採られている。
■戸建て住宅に関する評価手法
　戸建て住宅の改修については、施主が居住者個人であることから、官庁施設や民間のビル等とは異なる評価の
方法が存在していた。以下は、戸建て住宅のリフォームに関して行われている評価についてのヒアリング調査結
果である。
○評価手法の内容
（個人設計事務所岩村アトリエ）
・社団法人住宅生産団体連合会による「住宅・すまい Web」（http://sumai.judanren.or.jp/index.html）の中では、
既存の戸建て住宅について築年と地域などの簡単な情報を入力することにより、断熱改修の効果をシミュレー
ションできる。これは、「既存住宅ストックにおける断熱性能の改修戦略に関する調査研究」（資料編：既往研究）
での研究成果をもとに開発したサービスである。
・既存の戸建て住宅について、年代ごとの標準的な仕様の類型化を行っておくことにより、改修物件で実際に見ら
れない部位について時代・地域から仕様を推測するために使用できると考えている。（ただし間違った推測には
注意が必要。）また、各類型についてシミュレーションを行っておくことで、改修の効果がエンドユーザーにも
わかりやすくなる。
・ 「既存住宅ストックにおける断熱性能の改修戦略に関する調査研究（その１）」における、ドイツのデュースブ
ルク市における事例は、ブッパダール研究所の出版物を参考にしている。デュースブルク市内における住宅を
タイポロジー化し、年代ごとに適正な断熱改修手法を提案している。この手法を日本に適用しようとしたが、
日本では住宅の移り変わりが速く、ドイツのように住宅を年代別にタイポロジー化することは困難であったが、
年代毎の住宅仕様について実現できた。
・ 山内設計室による評価ツール「AE CAD」を用いている。（熱負荷計算プログラム SMASH との互換性がある。）使
用目的は今のところ実験・研究が中心であり、作業量の問題から施主への説明には今後検討する予定。
・シミュレーション以外の方法として、熱画像を見せると施主に対して熱環境の問題点を説明しやすい。
（リフォーム業者）
・ 施主に温熱環境の問題点を理解してもらうために、レーザーで温度を測る機械を用いて具体的に説明している。
○まとめ
　以上のように、戸建て住宅に関しては特に、施主（居住者）に対してわかりやすくプレゼンテーションを行え
ることが重要となる。戸建て住宅の改修を扱う個人設計事務所や工務店では、専門的知識がなくても簡便に省エ
ネ化・快適性向上などの評価とプレゼンテーションが行える手法が求められているが、現状では実際の事例で環
境影響評価が行われる場合は稀である。
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・ESCO 事業などで省エネ化を行う場合には、費用対効
果・フィージビリティーのスタディが行われている。
省エネ化技術の導入を検討する際に、右図のような
グラフを描き、事業の年数以内に初期費用を回収で
きる技術を採用するという方法が採られている。
　図　費用対効果の検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・公害など外部負荷を定量化できるツールとして、産総研による "LIME" がある。(http://unit.aist.go.jp/lca-
center/ci/activity/project/lime/index.html 参照。その他、国総研の以下のレポートなどがある。「総合的
な建設事業コスト評価指針 (試案 )」http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/tc/tc_05.htm）
　プロダクティビティなど、エネルギー消費以外の品質を定量化できるようになると、建物を総合的に定量評価
できることになり競争が生まれるという意見がある。現在は実際に建物に足を運んで機能面を評価している状
態である。
■まとめ
　以上のように、様々な主体で改修の環境影響評価の方法は開発され、利用されている。手法によって利用可能
な主体と対象建物は異なり、非公開のツールもある。また、改修を評価する際に想定するシナリオや、CO2 などの
評価項目も手法によって異なっている。
2-3-5　海外における手法・制度
　2-3-2,3,4 で紹介したのは ,全て日本国内で開発・利用されている手法である。以下では、海外における改修の
環境影響評価手法と、関連する制度について簡単に紹介する。
■評価手法・制度の内容
　欧州では 2003 年 1 月に、「建築物のエネルギー性能に係る欧州指令（EPBD）」が施行された。これは、民生部門
のエネルギー消費削減と、欧州各国間での建築物のエネルギー性能格差是正を目的とした指令である。EPBD は以
下の 5つの要件から構成される。（参考資料：伊香賀俊治教授ヒアリング受領資料 061013-5）
①計算方法
②エネルギー性能要求事項
③エネルギー性能評価証書
④ボイラー・空調システムの検査
⑤専門家制度
　これらの中には、建築物について、国が認定した専門家によりエネルギー性能の評価・認証を行うことを義務
化するなどの内容が含まれている。（新築・改修時だけでなく、売買・賃貸借等の取引の際に、建築物所有者がエ
ネルギー性能評価証書を取得し取引先に提示することが義務となる。）
　評価される内容は、主に建物の「エネルギー性能」である。さらに、例えばデンマークの場合は「改善方策」として、
その建物に対して考えられるエネルギー性能改善のための提案内容と、各提案を採用した場合のエネルギー消費
削減量・コストが、評価証書に表示される。
■利用状況
　EPBD の具体的な計算方法や、評価・認証・表示に関する制度については、欧州各国の裁量に任されている。各
国での対応状況は様々だが、現在最も履行の進んでいるデンマークでは、5つの要件全てについて国内法が施行さ
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れた。ただし、②③④について運用が開始されたのは 2006 年で、まだ制度の有効性が判断できるだけの期間は経っ
ていない。
■まとめ
　EPBD は、建物のエネルギー性能について所有者・使用者の意識を喚起し、さらにエネルギー性能の高い建築物
が資産価値としても評価されることを意図した試みである。現在は各国での実際の対応が始まって間もないが、
環境配慮に市場性を持たせるための制度として先進的である。
2-3-6　まとめ
　以上のように、日本国内では各種の主体により様々な評価手法・ツールが開発されている。しかし、環境影響
の定量的な評価を行う手法では日本建築学会による LCA ツール「AIJ-LCA」が参照されており、根本的な違いはな
いという指摘もあった。また、自治体によるツールの内容はグリーン診断・改修計画基準がもとになっている。
　ただ、細かい想定や結果の表現が手法ごとに異なるため、別々の手法で評価された結果を相互に比較すること
は難しいと考えられる。様々な手法を、連携や結果の比較が可能なように統一して行くべきとも思われるが、そ
れぞれに使用目的や地域性の差を考慮して開発されており、現在は各主体が自由な方法で評価している状態であ
る。
　また、評価する項目としては「LCCO2」と「LCC」を併せて表示する手法が多い。「LCR」「LCW」については、
2006 年に AIJ-LCA とグリーン診断・改修計画基準で取り入れられられたが、今回取り上げたその他のツールでは
評価していない。
　ほとんどの手法で共通する問題点として、環境影響評価には調査や入力の作業と専門的な知識が必要となって
いる。その点で、ゼネコンによる評価ツールのように、設計や積算の作業と連携させる方法は効率的と思われる。
　また、LCA の定量的な検討のためには改修工事のデータ（使用する資材など）とは別に、改修前後のエネルギー
消費量を想定する必要があるが、その算出方法は利用者に任されている手法もあった。
　既存建物と改修後のエネルギー消費を推計する方法には特に一般的なものは見られず、「実際の消費量を入力す
る」「標準的なモデルによるシミュレーション結果を利用する」（グリーン診断・改修計画基準）、「一般的な値と
図面から推計する」（ゼネコンによる評価ツール）といった方法が採られている。また、「SMASH」等の熱負荷やエ
ネルギー消費の計算ソフトを用いて改修後のエネルギー消費を推計する場合もある。断熱改修等に関する既往研
究ではそうしたシミュレーションを行っているものが多く見られたが、実際に改修計画を検討する際には作業量
が多い方法であると思われる。
　ビルのエネルギー消費を算定する「原単位管理ツール」では、エネルギー消費に関する一般的な値がデフォル
ト値として入力されており、概算を行いたい場合にはデフォルト値を用いて簡便に行えるようになっている。LCA
ツールでも、エネルギー消費について概算できる一般的な方法が取り入れられると、より簡便に評価が行えるの
ではないだろうか。
　一方、「グリーン診断・改修計画システム GRES-Re」では採用するグリーン化技術を選択することで、省エネ化
等の効果が自動的に計算される。ゼネコンによる評価ツールでも、省エネ化の手法ごとに今までのケーススタディ
から CO2 削減率を設定していた。このように、改修手法を選択することでその効果を概算できる手法は、複数の
手法を採用することによる効果を正確に算出できるわけではないが、改修のシナリオを複数検討する場合などに
は簡易で有効と考えられる。既存の戸建て住宅をタイポロジー化して、省エネ改修の効果を簡易に推計する「す
まい web」も、そうした手法が実用化され一般に公開されている例である。
　ただし、現在は一般的な改修に際して環境影響評価が行われることはまれである。民間の建築物の場合、大部
分の施主は環境影響評価に対して関心が低い。調査した範囲では、各種の改修の環境影響評価ツールは主に「改
修工事の企画・設計段階で、計画の環境負荷を比較検討する」または「既に改修した建物について、どの程度改
善されたかを評価する」という目的で用いられていた。後者の場合の多くは研究的な意味もあると考えられ、民
間の一般的な事例で環境影響評価を行う実際的な動機が見られなかった。
　これに対し、欧州で運用が始まっている制度では、環境影響評価を建物の資産価値に反映させることや、建物
所有者・使用者の省エネに対する意識を喚起する手段とすることが意図されている。
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3. 改修の現状
　3章では、現在行われている改修の実態について整理する。
　3-1 では、参考資料とヒアリングによる調査結果から、一般的に「改修」「リノベーション」等として行われて
いる内容と、社会的状況、環境への影響に関する内容などを紹介する。
　3-2 では、詳しい調査対象として選出した事例についてヒアリング調査を行った結果を整理する。実際の事例に
おける「改修工事の内容」「現在（環境に配慮した）改修が行われている理由 / 行われていない理由」について、
比較検討を行う。
　さらに、3-3 では検討の結果から事例を 5 種の類型に分類する。各類型の典型的な事例について、4 章で環境影
響評価を行う。
3-1　改修の一般的な現状
3-1-1　改修へのインセンティブ
　参考資料の中で、「改修」が主に新築と比較して優れている点・劣る点として挙げられていた内容をまとめると、
以下のようになる。（参考資料：『リノベーション・スタディーズ』『リノベーションの現場』）
○経済性
・安い
　（一時的に使うなどの特殊な利用も可能。気軽さ）
・オーナーにとっては、投資による利益還元を生み出す
×金が動かない
　（アイディアを売るだけでは設計者の利益にならない、工事規模が小さい）
×オーナーにメリットがない
　（不動産業者に運用を委託している場合。一方、建物自体が担保に入っている場合は所有者が工事費を出せな
い。）
×リノベーション後の用途が限られている
　（立地の良さが必要条件。現状では住宅以外への転用は実現しにくい）
○個性・思い出
・自分でデザインできる
　（クリエイターなど一部の人々へのアピール。アパートなどの場合、自分が住まなくなっても「貸せる」とい
う自信につながる）
・思い出の品をリメイク
○保存
・歴史的建造物の保存
・伝統技法の保存・再生
○活用
・遊休施設を（一時的に）活用
・難あり物件に価値を生み出す
○コミュニティ
・価値観を共有する人々が建物を通じてコミュニティを形成
・都市とのかかわり
　（新しい人の流れを生み出す。既存の都市のコンテクストを保存 ) 
3-1-2　改修の一般的な内容
　改修の際に実際に行われる内容として、各種の資料では以下のようなものが挙げられていた。
■リノベーションのメニュー（参考資料：『住宅建築のリノベーション』）
○長期耐用計画の提案
○劣化箇所の改修　(外装など )
○安全性
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　・耐震性の向上　(基礎、躯体、屋外階段・バルコニーなど )
　・室内の安全性向上　(家具など )
○健康
　・結露対策
　・空気汚染対策　（換気など）
　・防カビ
　・害虫対策
　・床下環境改善
○設備システムの更新
○環境共生
　・屋外環境の改善　（植栽など）
　・断熱・省エネルギー性の向上
■戸建て住宅リフォームのポイント（参考資料：「積水ハウスリフォームヒアリング結果」パンフレット p.26）
POINT １　断熱　　　　　　　　　　　　　　　　POINT ６　内装リフレッシュ
POINT ２　防犯　　　　　　　　　　　　　　　　POINT ７　健康配慮
POINT ３　ユニバーサルデザイン　　　　　　　　POINT ８　外装リフレッシュ
POINT ４　プラン変更　　　　　　　　　　　　　POINT ９　外構リフレッシュ
POINT ５　最新設備　　　　　　　　　　　　　　POINT10　10 年保証（構造躯体・防水の点検補修）
■欧米の再生手法の分類（参考資料：『団地再生』）
○インフィル更新
○リストラクチュアリング（＝ Gut Rehabilitation　２戸→１戸、３戸など）　
　：日本では前者を「二戸一改造」と呼んでいるが、既存より細かい部屋割りにする手法は一般的ではない。
○共用空間の拡充・改変（エントランス・エレベーターの変更、防犯化など）
○バルコニー室内化（→床面積拡張、冬季の使用率の低さ・寒さの改善）
○増築・減築（ex. ユニット工法による中層増築、屋上増築）
　：住戸数を増やすことで家賃収入を増やし、再生資金を補充する。
○外装衣替え（高断熱化）
　：外断熱層付加＋二重ガラス＋断熱サッシによって高断熱化を行う。外断熱化の後、乾式パネルで新規外壁
を取り付けるのが一般的。
○外部環境整備（→コミュニティの再生にとって重要）
○建物利用変更
　：低所得者向け集合住宅→高齢者、高所得者向け集合住宅など。マンハッタンでは空室対策として、オフィ
スビル→集合住宅の利用変更に税制優遇措置をとっている。
○土地利用変更あるいは取り壊し（取り壊しも再生の一手法と考えられる。）
※その他、就業機会の創出、職業訓練なども地域の再生の手段として行われている。
■まとめ
　このように、対象とする建物や改修の目的、また捉え方の差によって、改修の具体的な内容は多様に分類される。
また、『団地再生』で挙げられている手法と、リフォーム業者や『住宅建築のリノベーション』による手法を比較
すると、分類の考え方は大きく異なっており、以下のような点には日本と欧米の差が反映されているとも考えら
れる。
・日本では建物及び室内の耐震改修が重要である。
・日本の改修では、健康・防犯等に関する建築的な技術や設備機器の進歩に対して、建物を追いつかせるという
意味合いがある。欧米の団地再生では比較的その意味合いが薄いのか、あまり言及されていない。
・建物の外壁・共用空間や外部環境、更には建物・土地の利用方法を変更することにより、荒廃した地区を再生
することが、『団地再生』で取り上げられた多くの事例の目的となっている。日本では、「荒廃した地区」を
再生する目的でリノベーションが行われることは比較的少ないのではないか。
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3-1-3　環境配慮型改修の技術・手法
　環境負荷を削減する技術・手法として、以下では「グリーン化技術」および「戸建て住宅の断熱改修」につい
て紹介する。
　「グリーン化技術」は環境に配慮した官庁施設の改修手法として、国土交通省により定められているものだが、
一般的な事務所ビル等の改修における環境配慮型改修手法と、内容や効果の面で共通する点が多いと考えられる。
省エネ化をはじめ、各種の環境配慮型改修の技術が網羅されているため、これを取り上げる。
　また、戸建て住宅の改修は「リフォーム」として一定の市場があると考えられ、リフォームを専門に行う業者
も存在している。それらの業者と個人設計事務所に対して行ったヒアリング調査の結果を紹介する。
■グリーン化技術
　官庁施設の改修における「グリーン化技術」として、「グリーン診断・改修計画基準」に挙げられているリスト
を資料編に掲載する（資料編：グリーン化技術候補抽出リスト）。「グリーン改修」ではこのようなリストに従って、
既存建物の診断から手法の選択といった一連の改修計画が行えるよう、手法が整備されている。
　ただし、2-1「既往研究について」で紹介したように、「グリーン化技術」と呼ばれる手法の中には、「通常の改
修手法」と比較して、25 年（グリーン改修で想定している改修後の使用期間）で初期費用が回収できないものも
多いというシミュレーション結果が出ている。それについて以下で検討する。
・「グリーン診断・改修計画基準」では、各グリーン化技術を採用した場合についてモデル庁舎での LCCO2, 
LCC, LCW, LCR を試算し、通常の改修技術を採用した場合（標準改修）の結果と比較している。
　その試算結果について、各グリーン化技術の「－△ LCC/ △ LCCO2」「－△ IC/ △ LCCO2」の値を検討すると、「－
△ LCC/ △ LCCO2」, 「－△ IC/ △ LCCO2」は以下の 4パターンに分けることができる。
　（△ =（グリーン改修での試算結果）－（標準改修での試算結果））
　
　「+ 」,「+ 」 ( － +/ － , － +/ － )
　＝グリーン改修のほうが通常の改修より LCCO2 が削減されるが、コストは回収できない。
　「－」,「+ 」 ( －－ /－ ,－ +/ － )
　＝グリーン改修はイニシャルコストは高いが、CO2・コスト共に 25 年で回収できる。
　 「－」,「－」 ( －－ /－ ,－－ /－ )
　＝グリーン改修のほうが LCCO2 が削減され、イニシャルコストも標準改修より安い。
 　「－」,「－」 ( － +/+, － +/+)
　＝グリーン改修のほうが LCCO2 が多く、コストも高い。
・検討された 46 のグリーン化技術の中で、17 の技術は「+ 」, 「+ 」 （コストが回収できない）にあたる。
・「－」,「+ 」 （コストが回収できる）にあたる技術としては、「CO2 外気量制御」「初期照度補正（+Hf）」「昼光
連動（+Hf+ 初期照度補正）」「冷却塔冷水（フリークーリング）」「高効率熱源」「潜熱回収型給湯器」「氷蓄熱ユニッ
ト」「コイル面風速低減」「高効率ファン（空気調和器）」「高効率 Vベルト」「高効率ポンプ」「高効率ファン（換
気）」「電気室等サーモ発停制御」「駐車場 CO 発停制御」「着座センサー FV」という 15 の技術がある。
・また、 「－」,「－」（グリーン改修のほうが LCCO2 が多い）にあたる技術として、「雨水利用」がある
・その他は、「標準改修」が想定できないものや、グリーン改修でも標準改修と同じ試算結果となるもの。イニシャ
ルコストが標準改修より安いグリーン化技術は試算結果では 1つもない。
・京都議定書の目標を達成するための目標として以前建築学会から出された声明では、改修工事では LCCO2 を
15% 減少させることになっている。46 のグリーン化技術の中で、12 の技術は（改修部分について、技術単体で）
15% 以上の LCCO2 削減効果があるというシミュレーション結果となっている。
○まとめ
　このように、25 年で初期コストが回収できるグリーン化技術は存在しているが、初期投資は通常の技術を採用
する場合より多くなる。よって、改修後 25 年間の使用を前提とした初期投資が難しい場合には、コスト面で有効
な技術は更に少なくなる。一方、Hf 照明器具や人感センサーといった高効率な照明機器などはコストが回収しや
すく、特に環境配慮を意識しない改修・新築でも一般的に採用されることがある技術である。
　また、居ながら工事の場合やスペース等の条件により、採用可能な技術は変わってくる。こうした、手法選択
の際の一般的な留意事項は「グリーン化技術候補抽出リスト」にも示されている。
■戸建て住宅の断熱改修
　戸建て住宅では「リフォーム」として改修が一般的に行われており、工業化住宅メーカーの関連会社として、
改修を主に扱う企業も存在している。また、一般に小規模な建物であり、内部空間に対して表面積の割合が大き
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いため、大規模な建物と比較して断熱改修の効果が高いなどの特徴がある。
　戸建て住宅モデルによるシミュレーションを行った研究結果によると、「シェルター性能」（断熱性能、庇）の
向上により以下の表のようなエネルギー消費の削減効果があるとされる。（参考資料：『日本の住宅におけるエネ
ルギー消費』）
表　パラメトリックスタディーの計算結果（東京、戸建）　（『日本の住宅におけるエネルギー消費』より）
年間エネルギー消費量の標準型
に対する割合(%)
標準型 年間エネルギー消費量：54.0（GJ/a） 100
シェルター性能 旧基準 114.9
次基準 89.4
R2000 基準 80.1
庇 あり 99.8
なし 100.7
暖冷房温度 18 / 28℃ 92.0
22 / 26℃ 108.8
　このように、戸建て住宅の省エネルギー基準に従う断熱性能はレベルが向上してきており、既存戸建て住宅に
おいても断熱改修によるエネルギー消費削減の効果が期待されている。ただし一方で、暖冷房温度など「使い方」
によるエネルギー消費への影響も大きいことが分かる。
　本研究では、戸建て住宅のリフォーム（特に断熱改修）の実施の状況や技術などについて、改修を主に行う企
業 3 社、および個人設計事務所（環境配慮型建築の設計を多く手がけ、断熱改修も数件設計）へヒアリング調査
を行った。以下ではそれらの調査結果のうち、各社における技術的な内容をまとめて紹介する。（参考資料：戸建
住宅の断熱改修の実態に関するヒアリング結果）
○省エネ改修について
・建築物のハードとして可能な対策は、断熱改修の他には「日射を入れない（庇をつける）」ことくらいである。
Q値、μ値、C値を下げるしか対策がない。やはり設備が重要になる。（住）
○断熱改修で目指す省エネ化のレベル
・改修において次世代省エネ基準を目指すのは困難。躯体以外を全面撤去する必要があり、高コストになる。（住）
・断熱改修では、次世代省エネ基準と新省エネ基準の中間をめざしている。国の省エネ基準は現在まで徐々に上
がってきているので、出来る限り高いレベルの断熱を勧めている。
・「三井のリフォームのお勧めプラン」では、以下の３段階を設定している。
　　ＳＴＥＰ１　：　天井・床下断熱（棟換気）、省エネ効果４０％ダウン
　　ＳＴＥＰ２　：　ＳＴＥＰ１＋開口部換気（ダクトレス式）気密、省エネ効果５０％ダウン
　　ＳＴＥＰ３　：　ＳＴＥＰ２＋空調（全館式）、省エネ効果５５％ダウン、温熱バリアフリー
　（省エネルギー基準（昭和５５年）以前の在来工法の住まいを１００％とした場合の改善効果）
　STEP3 まで行う事例は少ない。断熱改修工事については、まず件数を増やしていくことが第一の課題である。
（三）
・ 次世代省エネ基準に適合させるためには、Ⅳ地域では窓ガラスの変更のみでよい。Ⅲ地域ではサッシ枠を断
熱する必要があり、そこまでの改修は行わない場合もある。地域ごとに断熱材の厚みには差をつけている。（積）
・部位別には次世代省エネ基準の断熱性能を目指している。（次世代省エネ基準のマニュアルから試算、あるい
は仕様から判断。）しかし、全体としては改修しない部位もあるので新省エネ基準レベルの性能が限度。（岩）
○断熱改修の技術的な内容
・改修工事で使用する材料は新築の場合と同様。大体どの改修事例でも同じ材料を使用している（三）
・ 開口部の改修が多く、改修工事全体の 1/3 を占める。改修対象は２Ｂ型住宅が多く、同一寸法の部材での取
替えが可能。既存のガラス・障子をはずして、複層ガラス＋アルミ障子をはめるだけなので、施工が容易で
低コスト。去年４月にサステナブル宣言をしており、会社として開口部改修に力を入れている。
・ 窓ガラスは障子ごと替える。複層ガラスにする場合、荷重が二倍になるので、建具を同時に替えないと建て
付けの悪さなどの問題につながることがある。また、障子ごと替えることによって施工にかかる時間が短く
て済むというメリットもある。自社物件のみを対象にしているので、９割方の窓は互換性がある（基本とな
る寸法が維持されているため）。ガラスを新築物件のものと同じルートで仕入れることにより、障子付きでも
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安価にすることができる。
・ 屋根に瓦や太陽光発電を新たに載せるような場合には耐震改修が必要なことがある。耐震改修を行う場合で
も、壁は乾式が多いので、耐力壁にするのは難しくない。床は床下に入れないなど技術的に困難なことが多
く（施工精度を保てないため積極的に行っていない）、床暖房の工事の際に併せて行う。（積）
・ 小屋裏への断熱材の吹き込み等は、比較的採用しやすい工法。現場の状況に応じて技術を選択。
・全てを完璧に改修することはできないので、施主に負担がかからない範囲でできる改修内容を選択する。
・改修は基本的に居ながら工事を原則としている。そのため、壁よりは床下や小屋裏からの断熱改修が多い。
・開口部改修は技術確立がある程度できており（サッシ追加、カバー工法・カット工法・サッシそのままでガラ
スのみなど）、工事時間が短時間でできるため、改修工事を行いやすい。開口部面積は関東Ⅳ地域の住宅で大
きい面積を占めていることが過去の調査で明らかになっており、この部分の改修により、かなりの効果が期
待できると予測できる。（岩）
○断熱改修の技術的な課題
・断熱改修における問題点（疑問点）：①通気止めが困難、②断熱の連続性を保つことが難しい、③土壁の改修
方法が分からない、④改修手法についての技術的な確立がなされていない気がする（マニュアルが必要）、⑤
適度な高気密・高断熱が果たして本当にいいのか疑問を抱いている
・施工に関しては、通気止めがきちんと施工されているか、が一番の課題だろう。また、断熱材を隙間無く施工
するという意識も施工業者によっては薄い。
・高気密化すると結露しやすい。｢ 適度に ｣ 高気密・高断熱化することは、壁内部などで悪影響を引き起こす可
能性があるのではないか。土塗り壁の場合は高気密化するのか、など、今後技術開発が必要。（住）
・床下に入るなど技術的に困難な場合もあり、施工者の技術・経験によって出来が違ってくる。
・ 改修を行う側が勉強していく必要もある。手法の組み合わせ方など、知識がないと結露等の問題が出る可能
性がある。（岩）
○まとめ
　このように、戸建て住宅の断熱改修の技術はある程度確立されているが、コストとニーズの面で実現が難しい
のが現状である。今のところ実際の断熱改修事例は多くないため、技術開発も活発には行っていないという業者
もあり、技術やノウハウの蓄積という面でも改良の余地はあると考えられる。
■まとめ
　以上のように、「グリ－ン化技術」（事務所ビルなどの環境配慮型改修技術）、「戸建て住宅の断熱改修」のいず
れについても、省エネ化等の環境負荷削減効果がある手法は存在しているが、初期コストを省エネ化によって回
収できる手法は少ない。そのため、現状では省エネ化手法についても、快適性・美観の向上等の複合的な効果を
含めて手法の効果としている。
　設計・施工などの技術的な蓄積を進めて改良すべき課題はあるが、そのためにもまず環境配慮型改修技術を採
用する需要と実際の事例が少ないことが、大きな問題と考えられる。
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3-1-4　環境配慮型改修に関する社会的状況
　以下では、環境配慮型の改修や技術・手法に関して、社会的にはどのような状況にあるのかを述べる。
■環境配慮型改修に関連する法令・助成など
　環境配慮型改修に関連する法令、制度、助成、その他の事業等として、以下のようなものが挙げられる。それ
ぞれに対して、ヒアリング調査対象の企業等で利用の際の問題点などとして挙げられた内容を併せて紹介する。（参
考資料：伊香賀俊治教授ヒアリング結果、鹿島建設ヒアリング結果、日建設計ヒアリング結果、戸建住宅の断熱
改修の実態に関するヒアリング結果）
○助成金制度
・NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）による補助金
：住宅・建築物に省エネルギー性の高い高効率エネルギーシステムを導入する際の費用の一部を、NEDO が補助
する制度「住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業」などがある。
（ヒアリング結果より）
・補助金を活用した場合、改修後 3年間経過を報告する義務があり、その点は多少手間がかかる。
・ 開口部単体の断熱改修への補助金制度が現在はない。
・一般の工務店が申請しやすい形態にする必要がある。申請書類を揃えるには、大手メーカーでないと対応でき
ない部分がある。
・制度が戸建て住宅のユーザーにはわかりにくい。
・その他、「(財 )ヒートポンプ・蓄熱センター」「(社 )日本ガス協会」による 補助金制度がある。
○法令
・省エネ法
・2006 年の省エネ法改正により 2000 ㎡以上の建物の大規模改修の際、PAL・CEC の算出が義務になったので、今
後は改修時の数値が蓄積されることになる。
・工場建築では、エネルギー消費量などによって省エネ対策の届出義務があり、環境負荷対策に対して積極的で
ある。
・税制上の助成措置として、「エネルギー需給構造改革投資促進税制（エネ革税制）」がある。
・グリーン診断・改修計画基準
：庁舎改修の際は、受注した事務所が必ず基準に従ってグリーン改修を実施することになっている。その作業も
設計契約と設計料に含まれている。
○金融上の助成措置
・日本政策投資銀行による助成措置
：省エネ性能の向上に資する改修事業 (ESCO 事業・ESP 事業）に対する助成「建築物省エネルギー推進事業 」
がある。
・投資（エコファンドなど）
：環境への意識が高い会社は、収益も高く投資に適しているという考え方で投資を行う。
（※同様に、CASBEE や環境報告書などで優秀な企業に投資やテナントがつくようになる、という考え方は出来る。）
○その他
・ESCO(Energy Survice Company) 事業
：建物所有者に代わって省エネ改修や運営管理を行い、そのコストをエネルギー費の削減分から受け取る事業。
ESCO 事業者には電気・ガス会社などの関連会社が多く、またメーカー（三菱電機など）やサブコン（電気設
備工事業者）によるものもある。
（ヒアリング結果より）
・ゼネコンにとっては小規模な事業になるので、あまり行われていない。
・ESCOでは、省エネ改修のイニシャルコストを建築主が負担する必要が無く、分割払いのような形になる。しかし、
ESCO 事業者も実際には５年程度で改修できるものにしか投資しない。それでも、現状はあまりうまくいって
いない場合が多いようだ。（エネルギー費の変化などによって採算がとれなくなっている例もある。）
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・現在は CSR で CO2 削減がコンプライアンスとされている。海外では企業に質問状を送り環境面の格付けを行う団
体（「Carbon disclosure project」http://www.cdproject.net/index.asp 参照）が存在しているが、日本の状
況は遅れている。
○環境配慮型改修の障害となっている法制度など
・ プレハブ改修はやりにくい。新築は工業化認定を受けているため進めやすいが、一般鉄骨造の改修は申請に手
間がかかる。（リフォーム業者）
○対策・今後の方向性としてヒアリング調査で挙げられた内容
・コスト対策として、補助金、または固定資産税（政策投資銀行の管轄）を減らす優遇処置などが考えられる。しかし、
市場原理から外れることが問題。
・CASBEE などでの表示が当たり前になれば状況は変わるかも知れない。イギリスでは 1000 ㎡以上の新築、大規模
改修の場合に CO2 削減量の表示が義務づけられている。EU でも今年 1月から義務化されている。
・東京都では建物の CO2 排出削減の法制度が出来ており、現在は運用面での対策がとられているが、将来的には削
減が頭打ちになり改修による根本的な省エネ化の必要が出てくるのではないか。
○まとめ
　以上のように、多くの主体により環境配慮型改修に対する助成等が行われているが、申請と事後の報告の煩雑
さや、省エネ化等の目標を達成する難しさといった問題点も挙げられた。また、3-1-3 で紹介したように初期コス
トの回収が不可能な手法の採用に対して、補助を行うことの是非も問題となる。
■環境配慮型改修の実施状況
　環境配慮型改修が実際にどの程度行われているのかを以下で紹介する。（これらの事例のうち本研究で特に調査
対象とするものについては、3章以降で詳しく紹介する。）
○環境配慮型改修の事例
　環境に配慮した改修を実際に行った国内の事例として文献で紹介されていたものを、以下の表に挙げる。この
中で「横浜赤レンガ倉庫」「ラティス青山」は、「環境配慮型改修」「省エネ改修」等として計画されアピールされ
ているわけではなく、事後的に CASBEE- 改修による評価を行った事例である。
　ここに挙げた他にも、ESCO 事業などで省エネ化を行った事例や、改修により断熱を強化した事例は多数存在す
るが、特に環境に配慮した改修事例として紹介されているものを集めるとこのように少数である。環境影響評価
を行った事例は更に少なく、LCA の評価を行っていることが確認できた事例はほとんど存在しない。（既往研究の
中でそうした評価を行っているものが少数あるが、詳細については不明である。）ただし、改修手法の検討の際に
省エネ化の対費用効果を算出するなど、「LCA」とは呼んでいないものの何らかの方法で評価が行われている場合
もある。　
表　環境配慮型改修の事例
建物名 設計者 用途（工事前） 用途（工事後）所在地 工事時期 建物所有者
飯野ビル 竹中工務店 事務所ビル？ 同 東京都、千代田区 1997
～ 2004 年
飯野海運
オーク東京ビル 大林組 事務所ビル 同 東京都、千代田区 1999 年 大林不動産
東京電力大塚支社 蒼設備設計 事務所ビル 同 東京都、豊島区 1999 年 東京電力
東京ガス中原ビル 日建設計 事務所ビル 同 神奈川県、川崎市 2000 年 東京ガス
横浜赤煉瓦倉庫 新居千秋都市建築設計 倉庫 店舗 神奈川県、横浜市 2002年 横浜市他
ラティス青山 ブルースタジオ、竹中
工務店
事務所 共同住宅・店
舗など
東京都、港区 2004 年 日本土地建物
オムロン三島事業所 ？ 事務所、生産設備 同 静岡県、三島市 1999 年 オムロン
鹿嶋人材開発センター ？ 研修所 同 茨城県、鹿嶋市 1999 年 住金マネージメン
ト
堺鉄鋼ビルディング ？ 事務所ビル（賃貸） 同 大阪府、堺市 1999 年 ニッテツ大阪エン
ジニアリング
日立製作所機械研究所本館 ？ 事務所ビル 同 茨城県、土浦市 1999 年 日立製作所
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○環境配慮型改修に関する一般的な実施状況・意識など
（参考資料：伊香賀俊治教授ヒアリング結果、鹿島建設ヒアリング結果、日建設計ヒアリング結果、戸建住宅の
断熱改修の実態に関するヒアリング結果）
　環境配慮型改修が行われる状況として、以下のような場合が挙げられる。
・現状での CO2 削減とは、一般的にはコスト削減として行われている企業努力である。
・建築主の「環境への意識」が高い場合。
・一般に断熱改修等はコストが回収できない場合が多いが、同じ部位を耐震補強などで改修する必要があれば、
抱き合わせで省エネ改修もペイする場合がある。
・戸建住宅では、断熱改修によって結露なども解決出来る。寒冷地では快適性の向上を主な目的として行う場合
が多い。
・庁舎のグリーン改修の際は、受注した事務所が必ず基準に従って実施することになっている。
・コンペの際（特に環境への意識の高い企業の本社ビルなどの場合）に、「CO2 ～ % 減」「CASBEE ～以上」などの
目標値が示される場合がある。
・企業の本社ビル、公共建築では、賃貸・投資用不動産等に比べ建物の寿命や美観も重要になるため、環境配慮
が比較的行われやすい。
・電力・ガス会社などは、率先して社会的な責任を果たすと言う意味で、省エネ改修を行っていると考えられる。
それらの改修事例はアピール（省エネ化のアピール、技術的に可能なことをアピールし実績をつくる、自社
ビルで実験的な手法を試すなど）の意味も強く、トップランナーの技術を採用している。
・「省エネ診断」は、現在は ESCO 業者が主に行っている。ゼネコンでも場合によっては行うことがある。
　また、特に「環境配慮」「省エネ」をアピールしていない事例でも、実際は改修により省エネ化されているとい
う場合があり得る。その理由として以下がある。
・例えば照明器具・設備機器などは、特別に費用をかけて配慮しなくても、新しいものに替えればそれだけで省
エネ化される場合が多い。（高効率の照明器具を入れると設置個数が減る。また、新しい設備のエネルギー消
費量は交換前のものより少ないので。）
・外観のリニューアルとして、外壁の改修は多くの事例で行われる。外壁の改修の１つの方法として、カバーリ
ングがあるが、これにより結果的には断熱性能が向上する。
・断熱材が 100mm 以上になったら外断熱にするのが常識になっている。また、寒冷地では Low-E・複層ガラスが
標準的になりつつある。（住宅では多く普及が進んでいると考えらるが、業務用ビルでの普及は今後になるだ
ろう。）
・「省エネ改修」か否かは、主に省エネ化をアピールするかどうかの差。
・今後は CO2 排出や運営コストを当然のこととして下げなければならないので、一般的な改修でも省エネ化が行
われ、省エネ改修に近づいてくる可能性がある。
　しかし、一般的には民間の建物で環境配慮・省エネ化が十分普及しているとは言えない。その原因として、以
下のようなことが挙げられる。
（初期コストの高さ）
・設備は数年で元が取れるものが多いが、断熱など建築（全体で）は数十年かかる。民間ではそのような先行投
資はありえない。
・改修計画ではコストを削減することと共に、インカムと売却する際の価値を高めることが重要である。
　建物のランニングコストは全体から見てわずかであり、環境負荷対策へのモチベーションは低い。
→投資用不動産の場合、顧客は例えば 10 年で収益をあげることを前提にリートによる投資家からの資金調達を
行うので、5,6 年で回収できない投資はしない。テナント誘致などに必要な見た目や機能を主に改善し、改修
コストは極力押える方向にある。
→賃貸の場合でも、エネルギー費はテナントもちなので、建築主が費用をかけて改修する意味がない。
（省エネ化という発想がない）
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・今までの改修は「建物の保全」「機能アップ」「耐震補強」等が主な目的だった。
・既存の設備を更新する際に、特に検討せず同じものと取り替えるだけという場合が多い。診断を行って、設備
容量なども現状に合ったものに更新するべきである。
（手法が普及していない）
・環境配慮技術の中には、実績が少なくあまりオーソライズされていないものがある。
・改修工事のマニュアルは公的なものがいくつかあるが、環境への配慮に関しては特にない。事例を参照するこ
とになる。
・庁舎（公共建築）に関しては、今まで 30 年で建て替えることが前提になっていたので、最近になって 60 年使
うということになり、どこから（どの建物から、どの部分から）対策を取ればよいのかわからないという場
合もある。（グリーン改修指針以前は公共建築について最低限の「現状維持」の改修しか予算がつかず、例え
ば北海道での外断熱に対しても予算が降りにくいなどの問題があった。それが、グリーン改修という概念で
よりレベルの高い改修が出来るようになった。）
（技術的な問題）
・現在改修している建物は改修を見込んだ設計にはなっていない。ただ、その点は現在設計されるものについて
は改善されてきている。
　このように、現在「環境配慮型改修」「省エネ改修」と呼ばれるものは、主に環境への意識が高い施主による一
部の事例で行われている状態と考えられる。特に先進的な手法を用いた事例の中には、環境配慮による PR 効果が
重視されている場合も多い。一般的に普及しない理由として、最も大きな問題はコストである。
　しかし一方で、特に環境配慮を意識・アピールしない事例でも、改修で機能や美観を向上させたことに伴い、
結果的に省エネ化されているという場合があると考えられる。
○グリーン診断・改修の実施状況
　環境配慮型改修の中でも、公的に対策が進められている特殊な場合がグリーン改修である。国と地方が所有す
る建物のグリーン診断・改修が実際にはどの程度進んでいるのか、国土交通省設備環境課環境対策室および関東
地方整備局営繕部に電話により問い合わせた。その回答をまとめると以下のようになる。
・国の予算で改修を行う場合、老朽化した部分や業務に支障を来している部分を改修する。現状で使用可能な部
分を、省エネ化等のために改修することは行わない。
・今までに行われたグリーン改修の改修部位は、空調熱源（機能回復と高効率化）が多くを占め、その他に太陽
光発電や屋上緑化を行う場合もある。（国土交通省が行う改修に関して。これとは別に他の官庁が改修を行う
場合もある。）
・グリーン診断・改修計画では、行うべき改修を全て行った際の CO2 削減量等を知ることができる。実際に関東
地方整備局では数百の施設について改修計画を立ててある（関東地方整備局 HP 報告書参照）。しかし、実際
には一つの建物に一度に多くの予算をつけることはできない（財務省の方針による）ことや、部位ごとに耐
用年数は異なることから、最も老朽化が進んでいる部分から順次改修を行っている。
・「保全指導室」という部署が国土交通省や関東地方整備局で数年前から活動しており、国・地方の所有する建
物のデータベースを作成している。各建物のエネルギー消費量などのデータの提供を受けて、同程度の規模
の建物のデータなどを統計的に把握できるように整備している。グリーン診断は改修工事のために診断する
という意味合いだが、保全指導室のデータベースは各建物について、同規模の建物と比べてエネルギー多消
費型であるかなどの検討を行う際に使用できる。
　このように、グリーン診断は進んでいるが、実際の改修は老朽化した部分から少しずつ行われている。平成 17
年度の関東地方で実際にどのようなグリーン改修が行われたのかを以下に紹介する。
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（関東地方整備局営繕部「平成１７年度環境対策推進の実行計画　報告書」より抜粋）
グリ－ン改修の実施数
・下記の施設についてグリーン改修工事を行い、併せて改修効果を検証した。（平成 17 年度グリーン改修案件）
?????????
???
??? ??? ???
???????? ? ?
??? ??? ???
???????? ? ?
??? ??? ? ?
????????
??????
??????? ?????????? ??
????????
??????
???????
????????
??????
??????? ?????????? ???
　※１　飯田地方合同は、実施設計完了時の計算値、施工完了時に再度検証を行う。
　※２　長野法務総合は、施工完了時の計算値。
→平成 18 年度以降、グリーン診断、保全実態調査等とあわせ運用時の検証を行う。
　
グリーン診断の更新
・グリーン改修工事の効果検証を行った。（平成 14 年度工事終了案件）
???
??? ??? ????
?????????? ? ?
?? ??? ????
?????????? ? ?
??? ?????? ??
????? ???? ???? ?
?? ???????
???
　平成 14 年度工事終了案件について効果検証を行った。　　　　
　平成 15 年度以降の工事についても引き続き検証を行う。
・グリーン診断５カ年計画を策定した。平成 18 年度より 22 年度までにデータの更新および新たな施設を含む
364 施設の診断を予定。平成 18 年度は、58 施設の診断予定。
グリーン診断結果
・合同庁舎における CO2 排出量の変化
??? ??
?? ?
??????? ???
? ? ????? ? ?
??????? ???
? ? ????? ? ?
??? ???
?? ? ??? ??????? ?????? ?????
・グリーン改修による CO2 削減効果予測値
??? ??
?? ?
?? ??????
? ? ????? ? ?
??? ??????
? ? ????? ? ?
??? ???
??? ? ??? ? ??????? ????? ?????
　※上記の数値は、平成 14 ～ 16 年度グリーン診断によるグリーン化技術をすべて採用して改修工事を行った
場合の計算値。
○戸建て住宅断熱改修の実施状況
　民間で行われる環境配慮型改修の中で、個人が所有する戸建て住宅の改修は、企業などによる改修とは性質が
異なる。戸建て住宅のリフォーム（特に断熱改修）について、リフォームの設計を行う業者らに対して行ったヒ
アリング調査の結果から、各社における断熱改修の実施状況など社会的な側面を紹介する。（参考資料：戸建住宅
の断熱改修の実態に関するヒアリング結果）
（実施状況）
・2006 年 4 月から、耐震改修、防音改修、断熱改修等の項目別に毎月の発注数を記録している。そのうち、
2006 年 7 月の時点で断熱改修の数は０。耐震改修と防水工事が多い。ただし、耐震改修において新省エネ基
準の断熱改修（充填断熱）を行っている。この数については、上記の数にはカウントしていない。
・次世代省エネ基準の断熱改修を行った事例が数件ある。家の躯体を残したいという施主の要望で、スケルトン
以外を全面的に改修した。
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・断熱改修部位は壁が多い。次に天井。
・建物の箱としての省エネルギー性向上の事例は、断熱改修よりも窓ガラスの改修が多い。耐震改修に伴い開口
部の寸法が変更し、ガラスを省エネルギー性の高いものへ取り替える場合が多い（住）
・ 開口部の改修が多い。200 ～ 250 棟 / 月。改修工事全体の 1/3 を占める。（積）
（断熱改修に対する関心の低さ）
・リフォームの事例は耐震 (特に梁補強 )、防犯、防水などが主で、断熱改修はまだ少ない。
・ユーザーがリフォームを希望する動機は「古い」｢使いにくい ｣「キッチンを新しいものにしたい」というような、
目に見える内容が多い。
・社内でも断熱改修に関して研修を行うなど啓蒙しているが、耐震改修・防犯リフォームに比べると広告などで
も取り上げられる機会は少ない。
・特に寒冷地では断熱への要望が強く、次世代省エネ基準を目指した改修を行う場合もある。反面、関東以南で
は関心が低い。（住）
・ ユーザーの省エネルギーに対する意識度は低い。断熱改修を行う場合、省エネルギー性よりも快適性の向上
を目的としている（三）
・ 住宅について、「寒い」などの不満は潜在的にあるはずだが、改修が必須ではないので優先順位が低いと考え
られる。工務店の意識も南の地域ほど低い。一方、北海道では断熱に関して施工の意識も技術レベルも高く、
ニーズも強い。（岩）
（施主に対する説明の難しさ）
・断熱改修は内容が複雑で説明する要素が多いため、断熱改修工事を薦めるプロセスが難しい。国からの補助制
度もわかりにくい。（住）
（リフォームの設計・施工等を行う際の工夫）
・設計者用の仕様選択フローを作成している。（住）
・ リフォーム独自の施工体制をとっている。研修を行い、基準を設けている。特に営業マンへ定期的に講義を行っ
ている。営業の仕方は担当者によって異なる。改修工事を効率的に行うには、多能な人材の育成が必要。
・ 同じ施工者が新築とリフォームの施工の両方を行っていると、リフォームの施工に習熟することが難しい。ま
た、リフォームの工事は多能工がいればコストダウンが可能である。そのため、開口部のリフォームを全て
施工できる会社をつくることを目指している。（積）
（建築家によるリノベーションについて）
・断熱に関しては稀にしか考えられていないだろう。（住）
（今後の普及について）
・断熱改修工事を積極的に施主に薦めている。企業姿勢として、見た目だけではないスタンスで改修を行いたい
と考えている。
・需要は今後増えると思う。施主の年齢層が高くなり、終の棲家として①温度差のバリアフリー②ランニングコ
ストのかからない家、といった観点から断熱改修への需要が増すと思われる。メーカーが積極的に薦めれば、
断熱改修工事は増えると思う。（住）
　このように、戸建て住宅では、機能や美観を向上させるリフォームに一定のニーズが存在する。機能や美観の
みではなく、断熱強化を行うことによりさらに快適性やエネルギー効率を向上させるという提案も、リフォーム
業者等により行われているが、今のところリフォーム全体の中で断熱改修の事例は多くない。断熱改修に関する
技術はある程度確立されているが、省エネ化による改修コストの回収は難しい場合が多く、熱的な快適性などに
関する施主の関心も低いため、採用が難しいのが現状である。
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○まとめ
　以上のように、民間の建物や戸建て住宅では、省エネ改修を行っても初期コストが短期間で回収できないこと、
および効果が目に見えないことなどから、施主の関心が低く環境配慮型改修の実施はあまり進んでいない。また、
官庁施設についてはグリーン診断を行っても、すぐに全ての改修項目を実施するわけではなく、実際には改修部
位を限定した小規模なグリーン改修が行われている。
3-1-5　海外との比較
　日本と比較して、一般に欧米では建物の使用年数が長く、リノベーション・コンバージョンなどによる建物の
運用が普及しているとされる。以下では、こうした海外の場合と日本とを比較して、主に社会的な面でどのよう
な差があるのか、ヒアリングおよび文献等による調査の中で挙げられていた内容を紹介する。
■環境配慮型改修に関連する法令・助成・経済的状況など
　欧州で 2003 年 1 月に施行された「建築物のエネルギー性能に係る欧州指令（EPBD）」については、2-3-5「海外
における手法・制度」で、環境影響評価の内容と共に紹介した。また、これとは別に、イギリスでは 1000 ㎡以上
の新築、大規模改修の場合に CO2 削減量の表示が義務づけられている。EU でも今年 1 月から義務化されている。
このように、環境性能の表示という面では日本より進んだ対策が行われている部分がある。その他、環境配慮お
よび改修に関連する法制度については様々な内容があるが、本研究では扱わないことにする。
　また、「エコファンド」や「グリーンコンシューマー」といった、環境への意識と市場性が結びつく状況に関しても、
日本より欧米のほうが進んでいると言われる。海外では企業に質問状を送り環境面の格付けを行う団体（「Carbon 
disclosure project」http://www.cdproject.net/index.asp 参照）なども存在している。
■環境配慮型改修の実施状況
○環境配慮型改修の事例
　海外での環境に配慮した改修事例としてどのようなものがあるか、文献から調査を行ったが、見つかった事例
はごく少数だった。（資料編：参考事例「環境に配慮した海外の改修事例」）その中から、デンマークにおける「団
地再生」で環境に配慮した事例については、本研究の調査対象事例として 3 章で取り上げる。少数しか見つから
なかったのは、国内の文献・雑誌・web 等の資料のみを調査対象としたためである。海外の改修事例としてそれら
のメディアで紹介されているものは、歴史的な建物の改修や団地再生の事例が多く、地球環境に配慮したという
内容はあまり紹介されていなかった。見つかった事例についても詳細な資料は入手していないため、海外におけ
る環境配慮型改修の技術的な面については本研究では取り上げない。
○環境配慮型改修に関する意識・社会状況
　海外で「団地再生」として行われている事例に関する内容から、欧米と日本の場合で改修についての意識や社
会状況が異なると思われる点を以下に挙げる。（参考資料：『団地再生のすすめ』『コンバージョンによる都市再生』）
・欧米の団地では、水・電気・ガス・ゴミ等の供給・処理を公共団体が一括して行っている。
　日本の集合住宅の改修では、経済的負担やスペースの所有権について細かく問題になり、設備の共同での利
用が難しい。例えば、コージェネレーションプラントなどの導入も、地域（団地）全体で共同利用できるこ
とが必要である。
・欧米では建物の「古さ」に対しての憧れがあるが、日本では古さはマイナスのイメージとなる。例えば、アメ
リカ（シカゴ）の不動産情報誌の広告では、コンバージョンした物件に"Vintage""With a Past"といったコピー
が使われる。
・欧米のコンバージョンの主なビジネスモデルは以下のようなものである。
　オフィスビル・倉庫・物流ビルなどをデベロッパーが買い取る
　→比較的高級なコンドミニアムに改装、バリューアップ
　→分譲または一括売却（短期間で投資回収）
　これに対して、日本ではコンバージョン物件の価値の評価が確定しておらず、市場に受け入れられにくいため、
現在は賃貸住宅としての運用が中心となっている。
　また、海外の団地再生で行われている制度上の工夫として以下のような内容が挙げられている。これらについ
ては、日本で類似の内容が行われているものもあると考えられる。
・テナント・デモクラシー（公共賃貸住宅の運営に関わる意志決定への住民参加）あるいは運営に携わる専門組
織が存在する。
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：「非営利住宅協会」（デンマーク）、「SABO」（スウェーデン）、「ＨＬＭ」（フランス）、IREM による称号制度（ア
メリカ）、など
・「ア・ラ・カルト方式」（パリ、サンドニ市の事例で採用された方式）
：各住戸の改修内容を、いくつかの選択肢から各住人が選んで決める。（選べる内容はポイント制で制限されて
いる。）住戸ごとに必要なものだけを選ぶことで、費用が節約できる。
・公共資金の投入
：多くの再生事例において、公共資金が様々な形で投入されている。しかし、再生後は管理・運営の自主性を確
保する目的から民間に払い下げられる場合も多く、以降の改修費用が公共から調達できなくなることが心配
される。
・「オープン・ビルディング」論
：ティッシュ（300 年）、サポート（100 年）、インフィル（20 ～ 30 年）の３段階で、更新の間隔や意志決定の
レベル（公、共、私）が異なるべきだと考える。
・住みながら工事をする際の工夫
：プレハブ化、資材を保管しないで済むジャスト・イン・タイムの搬入、各住戸の工事に関するスケジュール管
理、職人のグループ化による効率化、住民とのコミュニケーション
■まとめ
　以上のように、欧米では意識・習慣など社会的状況が日本とは異なる部分もあり、改修による建物の運用がよ
り一般的に普及している。また、環境影響評価の社会的な位置づけと言う意味では、日本では行われていない取
り組みも進められている。
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3-2　改修事例に関するヒアリング調査結果
　以上のような一般的な状況をふまえた上で、改修の環境への影響とその改善への課題を検討するため、実際の
改修事例を取り上げて詳しい調査と検討を行うことにする。
■事例の抽出と調査
　まず、文献等による調査結果から、「改修」「リノベーション」等として紹介されている事例・プロジェクトの
リストを作成した。（資料編：参考事例）
　リストから、関係者へのヒアリングが可能な事例、およびそれらに含まれない特徴を持つと思われる事例を選
択し、調査対象事例とした。それらについて、関係者へのヒアリングおよび文献等により、より詳細な調査を行った。
■調査結果の整理
　調査の過程で紹介を受けた事例、および改修の案があったものの実現しなかった例も含めて、25 事例について
調査結果を整理した。調査内容を整理する際には、改修に関係する主体を「使用者」「所有者」「第三者」「行政」
の 4種に分類し、各主体にとって「改修を選択するインセンティブ」および「環境に配慮するインセンティブ」となっ
ていた内容を表にまとめた。以下の表「改修事例の主体と動機」では、調査対象事例を便宜的に「①所有者主導（賃
貸建物）」「②所有者・使用者主導（戸建て住宅・分譲住宅・自社ビル）」「③使用者・第三者主導（賃貸建物など）」
「④行政主導」の 4種に分け、調査結果を示す。
　なお、表中には今回入手した資料とヒアリング調査の結果から分かることのみを記入し、特に言及のなかった
部分を空欄とした。インセンティブに関して、単に依頼された仕事を行うというような場合は特に記入していない。
また、「▲」は改修・環境配慮に対するネガティブな要素を表す。
　各事例の詳しい内容については、4章と資料編にデータシートおよびヒアリング結果を掲載した。（4-2「改修事
例の評価」、資料編：「ヒアリング調査結果」「調査対象事例の概要・ヒアリング調査結果」）
　ヒアリングを行わなかった事例に関しては、表「調査対象事例の概要リスト」で参考資料として挙げた文献等
により調査を行った。
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表　調査対象事例の概要リスト
改修
主体
事例名称 改修
規模
改修設計者 用途
（改修前）
用途
（改修後）
所在地 改修
年
建物
所有者
参考資料
ヒアリング調査結果デ�タシ�ト
所有者主導�賃貸建物�
冷泉荘 小 no.d+a／野田恒雄 集合住宅 店舗、アト
リエ等
福 岡 市、
博多区
2006 吉原住宅 （調査の過程で紹
介を受けた事例）
A,B B
ヨコハマホステルビレッジ
（ホステル）
小 Funnybee Co.,Ltd
／岡部友彦
簡易宿泊
施設
ホステル 横 浜 市、
中区
2006 （個人オー
ナー）
「 R e n o v a t i o n 
Archives」
B B
IPSE都立大学 大 青木茂建築工房／青
木茂
賃貸 集合
住宅
同 東 京 都、
目黒区
2005 モリモト 『リファイン建築
へ』
A 4-2
re-know 大 Open A Ltd.／馬場
正尊
事 務 所、
倉庫等
事 務 所、
賃貸住宅
東 京 都、
中央区
2004 （個人オー
ナー）
「 R e n o v a t i o n 
Archives」
B B
ラティス青山 大 ブルースタジオ、竹
中工務店
事 務 所ビ
ル
賃貸 集合
住宅等
東 京 都、
港区
2004 日本土 地
建物
『 実 例 に 学 ぶ
CASBEE』など
A,B 4-2
,B
レヴェールロワイアム壱
番館
大 （不明） 事 務 所ビ
ル
分譲 集合
住宅
東 京 都、
文京区
2003 フィットリ
アル エス
テ トー
『日経アーキテク
チュア』2006/3/27
号
(A) －
竹中工務店・日本土地建
物（実現しない例）
－ （竹中工務店） （主に事務
所ビル）
（主に集合
住宅）
－ － ※ － (A) －
所有者・使用者主導�戸建て住宅・分譲住宅・自社ビル�
鎌倉古民家再生
（実現しない例）
－ （studio acca） 戸建住宅 － （鎌倉市
周辺）
－ ※ － (B) －
戸建住宅リフォーム
（リフォーム業者による）
小※ リフォーム業者 戸建住宅 同 ※ ※ （個人） － (A) －
戸建住宅断熱改修
（リフォーム業者による）
小※ リフォーム業者 戸建住宅 同 ※ ※ （個人） － A －
戸建住宅断熱改修
（岩村アトリエによる）
小※ 岩村アトリエ 戸建住宅 同 ※ ※ （個人） － A －
グリ ンーサイド東青梅 小 （不明） 分譲 集合
住宅
同 東 京 都、
青梅市
2005 （個人分譲
所有者）
月刊『リフォーム』
2005 年1月号
－ －
中原ビル 小 日建設計 事 務 所ビ
ル
同 神 奈 川
県、川崎
市
2000 東京ガス 『 実 例 に 学 ぶ
CASBEE』など
A 4-2
ヒデビューゲーデ集合住
宅
大
(18棟)
（不明） 集合住宅 同 コ ペ ン
ハーゲン
2001 （住民、市
など）
『集合住宅のリノ
ベーション』
－ －
使用者・第三者主導�賃貸建物など�
鎌倉古民家再生
（studio acca 前事務所）
小 studio acca 戸建住宅 事 務 所、
ギャラリー
鎌 倉 市、
小町
2003 （個人オー
ナー）
（調査の過程で紹
介を受けた事例）
B B
南豆製氷所 小 主催：NPO 地域再創
生プログラム
製氷工場 （期間限定
での展示）
静 岡 県、
下田市
2005 商業 協同
組合
「 R e n o v a t i o n 
Forum」
B B
白ビル 大 エムエイチユニッ
ト ／ 早 野 正 寿、
b.e.w.s.／井坂幸恵
事 務 所ビ
ル
シェア オ
フィス、店
舗
東 京 都、
港区
2002 （個人オー
ナー）
「 R e n o v a t i o n 
Archives」
A 4-2
ヨコハマホステルビレッジ
（フロント）
小 Funnybee Co.,Ltd
／岡部友彦
賃貸ビル ホ ステル
フロントオ
フィス
横 浜 市、
中区
2006 （不明） 「 R e n o v a t i o n 
Archives」
B B
行政主導
旧岩崎家住宅 小 （不明） 住 宅 →司
法研修所
公開 東京都 2002 大 蔵 省、
東京都
『東京遺産』 － －
門司港税関 大 アプル総合計画事務
所／大野秀敏
税関庁舎 多目的 観
光施設
北 九 州
市、門司
区
1994 北 九州市
港湾局
「 R e n o v a t i o n 
Archives」
B B
BankART 1929 大 都市基盤整備公団（、
槇総合計画事務所
銀行 事 務 所、
ギャラリー
横 浜 市、
中区
2003 横浜市 「 R e n o v a t i o n 
Archives」
A,B B
横浜赤レンガ倉庫 大 新居千秋都市建築設
計
倉庫 劇 場、 店
舗等
横 浜 市、
中区
2002 横 浜市な
ど
『 実 例 に 学 ぶ
CASBEE』など
A,B 4-2
,B
世田谷ものづくり学校 小 アールプロジェクト 区 立中学
校
テ ナント
リース、創
業支援
東 京 都、
世田谷区
2004 世田谷区 「 R e n o v a t i o n 
Archives」
B B
八女市多世代交流館 大 青木茂建築工房／青
木茂
福祉施設 多世代 交
流施設
福 岡 県、
八女市
2001 八女市 「 R e n o v a t i o n 
Archives」など
B B
官庁施設のグリ ンー改修 小 ※ 庁舎など 同 ※ ※ 地方整 備
局営繕 部
など
「グリーン診断・
改修計画基準及び
同解説』
（2-3 - 3、
3-1-3,4 参
照）
※事例によって異なるもの
ヒアリング調査結果 A：資料編「ヒアリング調査結果」
ヒアリング調査結果・データシ トーB：資料編「調査対象事例の概要・ヒアリング調査結果」（鈴木志麻卒業論文より）
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表　改修事例の主体と動機
①所有者主導（賃貸建物）　1/2
事例名称 冷泉荘 ヨコハマホステ
ルビレッジ（ホ
ステル）
IPSE都立大学 re-know ラティス青山 レヴェールロワ
イアム壱番館
竹中工務店・日
本土地建物（実
現しない例）
主体名 使用者 住 み 手
/使い手
①入居者（クリエイ
ターなど）
②利用客
利用者 ①既存建物入居者
②改修建物入居者
入居者 入居者 入居者
希望した解決策
実際にとった行動 ①賃貸入居
②施設利用（利）
ホステル利用 ①劣化による不満、
賃貸入居率低下
②賃貸入居
賃貸入居 賃貸入居 分譲購入（半数の住
戸で成約にいたらず、
計画が見直された）
希望・行動へのイン
センティブ
①安さ、立地？、内
装変更の自由、企画
の魅力、設計者との
人脈
②プログラムの魅力
安さ、フロントでの
コミュニケーション
①建物の劣化、機能
の陳腐化
②立地、機能・デザ
インなど
個性的な空間・デザ
インの魅力、立地、
用途の潜在的なニー
ズ？
個性的な空間・デザ
インの魅力、立地、
SOHOの潜在的なニー
ズ？、SOHO 向けサー
ビス
SI方式による自由設
計、▲新築・中古分
譲マンションとの競
合
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 所有者 既存建物
オーナー
個人（小規模企業）
オーナー
個人オーナー ディベロッパー 既存建物オーナー ディベロッパー 既存建物オーナー 既存建物オーナーな
ど
希望した解決策 解体前の3年間限定
での活用
空室放置 or 新築→
改修、コンバージョ
ン
改修 コンバージョン コンバージョン
実際にとった行動 改修、運営の委託 改修、運営の委託 リファイン 土地・建物を手放す 設計者らに相談、コ
ンバージョン
土地・建物の売却 コンバージョン断念
希望・行動へのイン
センティブ
リファインへの興味、
地域の賃料の低さ・
不利な立地（→新築
の工費回収への不
安）
空室対策、建物への
興味・愛着が出てき
た？、将来の地域と
空室への懸念？
耐震性不安、収益性
不安、容積率の維持
（用途地域の変更）、
解体の困難、改修事
業への意欲
テナントの転出、周
辺での再開発による
状況の不確かさ、レ
ントギャップ
▲資金回収困難、▲
コンバージョンの実
績不足（→信頼性不
足、リスクの不透明
性、金融機関等から
の資金調達困難）
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 改修建物
オーナー
（既存建
物 を 購
入して改
修した主
体）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
投資家 （＝既存建物オー
ナー）
コンバージョン事業
を行う企業（内装工
事・建材会社が設立、
本事例が第一号物
件）
（＝主に既存建物
オーナー？）
希望した解決策 コンバージョン コンバージョン コンバージョン
実際にとった行動 設計者らに相談、コ
ンバージョン
コンバージョン断念
希望・行動へのイン
センティブ
コンバージョンへの
興味、投資活動とし
て
新しい事業の試み 資金回収困難
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
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表　改修事例の主体と動機
①所有者主導（賃貸建物）　2/2
事例名称 冷泉荘 ヨコハマホステ
ルビレッジ（ホ
ステル）
IPSE都立大学 re-know ラティス青山 レヴェールロワ
イアム壱番館
竹中工務店・日
本土地建物（実
現しない例）
主体名 第三者 設計者な
ど（改修
工 事 に
関わる主
体）
設計者（個人）（＝
運営者、入居者に含
まれる）
設計者（個人）（＝
NPO に含まれる）
個人設計事務所 個人設計事務所 ①ゼネコン
②デザイン監修者
設計事務所 ゼネコン
改修の経験 リファインを多く手
がける事務所から独
立
リファインを多く手
がける
リノベーションを多く
手がける
①本事例以降コン
バージョンを複数手
がける
②リノベーションを主
に行う
（不明） コンバージョンを複
数手がける
希望した解決策 改修・活用 エリアコンバージョ
ン
改修
実際にとった行動 改修・活用計画の提
案・検討・企画・プ
ロデュース、入居者
の募集
改修・活用計画の提
案・設計
リファインの設計、
実験的改修手法の試
み
コンバージョンの可
能性判断・企画・設
計
①コンバージョンの
提案・設計施工　
②マーケティング・
企画設計
コンバージョンの設
計
コンバージョン事業
の可能性の検討
希望・行動へのイン
センティブ
建築に愛着を持つと
いう考え、自身の理
想とする仕事場の設
計、リファインの経
験を生かす？
地域の改善への意
欲・興味
リファインに特化す
る
①新しい試み
②改修の企画・デザ
インに特化する
環境配慮内容 リファインによる廃
棄物抑制、設備更新
時の運用負荷への配
慮
一般的なレベルの環
境配慮
事後の環境影響評
価、発表
環境配慮へのインセ
ンティブ
環境負荷・ランニン
グコストへの配慮、
リファインの長所の
アピール
▲通常以上に配慮す
るには資金的余裕が
ない
企業としての責任、
改修の環境影響評
価の試み、研究発表
主体名 近隣住民 周辺住民 町内住民など 周辺オフィス使用者・
住民など
希望した解決策
実際にとった行動 改修工事の騒音対策
が必要だった
反発、面白がるなど
の反応
①店舗により賑わい
が生まれた
②新築より近隣との
工事に関するトラブ
ルは少ない
希望・行動へのイン
センティブ
工事騒音被害 地域では異質な用
途・デザインの建物
の出現
①商業店舗の出現
②既に建物が存在し
ていること
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 NPO など
（イニシア
チブ）
NPO
希望した解決策 エリアコンバージョ
ン
実際にとった行動 改修・活用計画の提
案、ホステルの運営
など
希望・行動へのイン
センティブ
地域の改善、将来の
スラム化・空室増を
防ぐ
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 その他の
主体
民間業者（遵法性の
確認、リスクマネジ
メントなどを行う）
希望した解決策
実際にとった行動 遵法性・耐震性の確
認・認定
希望・行動へのイン
センティブ
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 行政 行政 地域の行政機関 横浜市など （確認申請なし） （確認申請なし） 消防法、建築基準法
など
希望した解決策
実際にとった行動 改修計画への法規的
アドバイス
NPOとの共働、視察
など
用途変更の障害
希望・行動へのイン
センティブ
地域の改善、将来の
スラム化・空室増を
防ぐ、公的資金負担
の大きさの問題
▲当時はコンバー
ジョンに関する法令
が未整備な状態だっ
た
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
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表　改修事例の主体と動機
②所有者・使用者主導（戸建て住宅・分譲住宅・自社ビル）　1/2
事例名称 鎌倉古民家再
生（実現しない
例）
戸 建 住 宅 リ
フォ ーム（ リ
フォーム業者に
よる）
戸建住宅断熱
改修（リフォー
ム業者による）
戸建住宅断熱
改修（岩村アト
リエによる）
グリーンサイド
東青梅
中原ビル ヒデビューゲー
デ集合住宅
主体名 使用者 住 み 手
/使い手
住み手（＝既存建物
オーナー、改修建物
オーナー、または空
き家など）
住み手（＝既存建物
オーナー）
住み手（＝既存建物
オーナー）
住み手（＝既存建物
オーナー）
住み手（＝既存建物
オーナー）
職員（＝既存建物
オーナー企業）
住み手（コープラティ
ブ住宅、民間賃貸、
持ち家など）
希望した解決策 （古民家購入）、改修、
住宅等として使用
実際にとった行動
希望・行動へのイン
センティブ
安さ、個性的な空間
の魅力
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 所有者 既存建物
オーナー
住み手（戸建て住宅）住み手（戸建て住宅）住み手（戸建て住宅）住み手（戸建て住宅）分譲所有者 企業（自社ビル） 分譲所有者、賃貸住
宅オーナー、コペン
ハーゲン市
希望した解決策 老朽化した建物の処
分など
リフォーム 断熱改修 断熱改修 修繕 環境配慮型改修
実際にとった行動 放置、解体（→新築、
駐車場など）
リフォーム 断熱改修 断熱改修 アンケートへの回答
（→管理組合に代表
される）、工事に関
するクレーム
環境配慮型改修 環境共生型集合住宅
リノベーション
希望・行動へのイン
センティブ
▲資産価値・収益、
▲運用・管理の面倒
さ、▲固定観念
機能・快適性・美観
の向上
機能・快適性・美観
の向上
機能・快適性・美観
の向上
結露・騒音・陳腐化
した付帯設備等への
不満
既存建物の設計寿命
を全うさせる、企業・
技術の PR、新しい
試み
建物の老朽化、設備
の陳腐化、住戸の狭
さ
環境配慮内容 断熱強化 断熱強化 断熱強化 各種省エネ対策（設
備、断熱強化、監視
システム）、内外装の
リサイクル対策・ユ
ニット化
太陽高利用設備、断
熱強化、温室、外
装のユニット化、エ
ネルギー使用のモニ
ター、廃棄物の分別
回収などの対策
環境配慮へのインセ
ンティブ
快適性向上、エネル
ギー費の節約、行政
による助成
快適性向上、エネル
ギー費の節約、行政
による助成？
結露の問題 企業・技術のPR、新
しい試み
環境配慮型の集合住
宅改修の実験・プロ
トタイプ・促進
主体名 改修建物
オーナー
（既存建
物 を 購
入して改
修した主
体）
（＝使用者、既存建
物オーナーなど）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝主に既存建物
オーナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー、ただし一部の
住戸は改修にあたり
市が買い取った）
希望した解決策
実際にとった行動
希望・行動へのイン
センティブ
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
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表　改修事例の主体と動機
②所有者・使用者主導（戸建て住宅・分譲住宅・自社ビル）　2/2
事例名称 鎌倉古民家再
生（実現しない
例）
戸 建 住 宅 リ
フォ ーム（ リ
フォーム業者に
よる）
戸建住宅断熱
改修（リフォー
ム業者による）
戸建住宅断熱
改修（岩村アト
リエによる）
グリーンサイド
東青梅
中原ビル ヒデビューゲー
デ集合住宅
主体名 第三者 設計者
（改修工
事に関わ
る主体）
個人設計事務所 ハウスメーカー子会
社
ハウスメーカー子会
社
個人設計事務所 設計者（個人） 組織設計事務所 （不明）
改修の経験 古民家再生を多く手
がける
リフォームを主に行
う
リフォームを主に行
う
修繕の経験が豊富？
希望した解決策 改修 リフォーム リフォーム
実際にとった行動 改修の設計 リフォームの設計 断熱改修の設計 断熱改修の設計 修繕の設計、劣化状
態の診断など？
環境配慮の方針に
従って設計
希望・行動へのイン
センティブ
地域の景観、設計者
のポリシー
リフォームに特化す
る
リフォームに特化す
る
環境配慮内容 断熱改強化 断熱強化 各種の環境配慮
環境配慮へのインセ
ンティブ
より高度なリフォー
ムの提案？
環境への意識、実験・
研究
環境配慮技術の PR、
実験・研究
主体名 近隣住民 地域住民など （＝使用者、所有者
を含む）
希望した解決策
実際にとった行動
希望・行動へのイン
センティブ
町並みに愛着を持つ
人はいる？
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 NPO 等
（イニシア
チブ）
景観・古民家保存に
関する団体など
管理組合大規模修
繕専門委員会
希望した解決策 保存、活用など 修繕、清掃
実際にとった行動 修繕の主導
希望・行動へのイン
センティブ
古民家・町並みの歴
史的価値、地域の景
観
機能・デザインの更
新、耐震性の向上、
省エネ化、躯体寿命
の延命、適切なメン
テナンス
環境配慮内容 断熱強化
環境配慮へのインセ
ンティブ
結露の問題
主体名 その他の
主体
不動産業者 ゼネコン、部材業者
希望した解決策 改修
実際にとった行動 古民家再生の仲介 管理組合による選
定、折衝（結果的に
25％の大幅な工事費
削減）
希望・行動へのイン
センティブ
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 行政 行政 鎌倉市など 地方自治体、政府、
NEDOなど
地方自治体、政府、
NEDOなど
地方自治体、政府、
NEDOなど
地方自治体、政府、
NEDOなど
コペンハーゲン市（＝
既存・改修建物オー
ナーの一部）、デン
マーク政府
希望した解決策 古民家・町並みの保
存
ストックの活用・質
的向上
ストックの活用・質
的向上
ストックの活用・質
的向上
環境共生型集合住宅
リノベーション？
実際にとった行動 A 級の古民家は保存
対象に指定（指定さ
れない B 級の建物も
多い、古民家再生へ
の補助金等は無い）
耐震改修などへの助
成
耐震改修などへの助
成
耐震改修などへの助
成
リノベーション費用
の負担、助成など？
希望・行動へのイン
センティブ
町並み・建物の歴史
的価値、地域の景観
環境配慮内容 省エネ改修への助成 省エネ改修への助成 省エネ改修？・屋上
緑化への助成
環境配慮へのインセ
ンティブ
主に地球温暖化対
策
主に地球温暖化対
策
環境問題対策 デンマークの環境資
源対策の推進
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表　改修事例の主体と動機
③使用者・第三者主導（賃貸建物など）　1/2
事例名称 鎌倉古民家再生
（studio acca 
前事務所）
南豆製氷所 白ビル ヨコハマホステ
ルビレッジ（フ
ロント）
主体名 使用者 住 み 手
/使い手
①職員
利用者（②アーティス
ト、③来場者）
①アーティストなど
②企画への来場者
①入居者（設計事務
所など）
②店舗・ギャラリー
利用者
① NPO 職員
②利用者
希望した解決策 ①リノベーション
実際にとった行動 ①改修費用の出資、
入居、事務所として
使用
②企画展示
③来場
①企画展示
②来場
①賃貸入居、リノベー
ションの計画・設計
②店舗・ギャラリー
利用
①ホステルフロント・
オフィスとして使用
②ホステル利用
希望・行動へのイン
センティブ
①安さ、個性的な空
間の魅力
②③立地、個性的な
空間・企画の魅力な
ど？
①②個性的な空間・
企画の魅力など
②地域住民としての
興味？
①建物の雰囲気・デ
ザインの魅力、立地、
共同での設計・改修・
利用、設計思想のプ
レゼンテーション、
安さ？
①立地、安さ？
②安さ、フロントで
のコミュニケーショ
ン
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 所有者 既存建物
オーナー
個人オーナー ①製氷所オーナー
②商業協同組合
個人オーナー 賃貸ビルオーナー
希望した解決策 解体、マンションを
新築？
解体・新築？ 修繕、貸与 貸与？
実際にとった行動 改修、活用→3年後
に解体、駐車場とし
て運用
①使用されていない
まま保有→売却
②期間限定で保有→
売却
使用者の計画による
リノベーション容認、
一部出資
住戸の改修容認？
希望・行動へのイン
センティブ
建物の景観的価値、
▲経済的メリット、
▲運用の面倒さ、▲
相続の問題
用途が時代に合わな
くなった
建物の劣化、古い建
物の価値が分かる若
い人に貸したい
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 改修建物
オーナー
（既存建
物 を 購
入して改
修した主
体）
（＝既存建物オー
ナー）
篤志家 （＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
希望した解決策 保存・活用
実際にとった行動 建物の購入・維持
希望・行動へのイン
センティブ
建物の魅力、地域へ
の貢献
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
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表　改修事例の主体と動機
③使用者・第三者主導（賃貸建物など）　2/2
事例名称 鎌倉古民家再生
（studio acca 
前事務所）
南豆製氷所 白ビル ヨコハマホステ
ルビレッジ（フ
ロント）
主体名 第三者 設計者な
ど（改修
工 事 に
関わる主
体）
個人設計事務所（＝
使用者①）
（＝NPO） （＝使用者①） 設計者（個人）
改修の経験 古民家再生を多く手
がける
リノベーションを多く
手がける
希望した解決策 改修 エリアコンバージョ
ン
実際にとった行動 改修の設計 改修・活用計画の提
案・設計
希望・行動へのイン
センティブ
地域の景観、設計者
のポリシー
地域の改善への意
欲・興味
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 近隣住民 地域住民など 地域住民など 近隣の工場など
希望した解決策 無関心→保存・活用
実際にとった行動 無関心→応援団の形
成
材料の加工などで協
力
希望・行動へのイン
センティブ
町並みに愛着を持つ
人はいる？
建物の魅力・地域に
おける価値
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 NPO など
（イニシア
チブ）
良い建物を探してい
るグループ
NPO NPO
希望した解決策 保存、活用など？ 保存・活用 エリアコンバージョ
ン
実際にとった行動 既存建物を設計者に
紹介
地域の再生・まちづ
くりに関する活動、
建物の保存・活用を
主導、展示等の企画・
運営
改修・活用計画の提
案、ホステルの運営
など
希望・行動へのイン
センティブ
地域の景観？ 建物の魅力・地域に
おける価値
地域の改善、将来の
スラム化・空室増を
防ぐ
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 その他の
主体希望した解決策
実際にとった行動
希望・行動へのイン
センティブ
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 行政 行政 鎌倉市など 都市再生機構 横浜市など
希望した解決策 古民家・町並みの保
存
実際にとった行動 A 級の古民家は保存
対象に指定（指定さ
れない B 級の建物も
多い、古民家再生へ
の補助金等は無い）
NPO などによる下田
市街地の建物の台帳
化（モデル調査）へ
の助成
NPOとの共働、視察
など
希望・行動へのイン
センティブ
町並み・建物の歴史
的価値、地域の景観
地域再生 地域の改善、将来の
スラム化・空室増を
防ぐ、公的資金負担
の大きさの問題
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
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表　改修事例の主体と動機
④行政主導　1/2
事例名称 旧岩崎家住宅
（重要文化財）
門司港税関 BankART 1929 横浜赤レンガ
倉庫
世田谷ものづ
くり学校
八女市多世代
交流館
官庁施設のグ
リ ンー改修
主体名 使用者 住 み 手
/使い手
見学者 利用者（観光客、
市民など）
利用者（①アーティ
ストなど、②来場
者）
①テナント（店舗
他）
②利用者（買い物
客、劇場等利用者）
①入居者（クリエイ
ター、創業事業者
など）
②利用者
利用者（高齢者、
子供、ボランティ
ア団体など）
①職員（＝既存建
物オーナー行政）
②利用者
希望した解決策
実際にとった行動 建物・庭園の見学 門司港レトロ地区
への来客、施設利
用
①イベントの開催
②来場
①賃貸入居
②商業施設の利
用、観光など
①賃貸入居
②施設利用、ワー
クショップ等への
参加
施設利用 ①施設勤務
②施設利用
希望・行動へのイン
センティブ
重要文化財である
こと、建物・庭園
の歴史的価値・魅
力など
観光、建物の歴史
的価値、個性的な
空間・企画の魅力
など
個性的な空間・企
画の魅力、立地な
ど
観光、個性的な空
間の魅力、立地、
プログラムの魅力
など
①創業支援制度、
内装・プラン変更
の自由
②個性的な空間・
企画の魅力、建物
の思い出？など
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 所有者 既存建物
オーナー
司法研修所 民間団体 銀行 横浜市 世田谷区 八女市 国土交通省、地方
整備局営繕部
希望した解決策 保存？ コンバージョン 活用 新築 or 改修 グリーン改修
実際にとった行動 転出 事務所・倉庫とし
ての利用→建物の
放置・荒廃
転出、横浜市への
建物寄付
コンペによる活用
案の選定、発注
廃校決定、活用案
の選定、改修・活
用への助成
コンペ、リファイ
ン案の採用、発注
グリーン診断、改
修計画の策定、最
も老朽化が進んだ
部分から改修工事
の実施
希望・行動へのイン
センティブ
施設規模拡大の必
要、一省庁一機関
移転
建物の歴史的価
値、運営管理の難
しさ？
建物の地域におけ
る価値、観光資源
行 政としての 判
断？
建物の劣化、新た
な機能の必要？、
資金不足、市長の
リファインへの興
味
維持管理・修繕の
必要
環境配慮内容 事後の環境影響評
価、発表（主体は
不明）
グリーン改修（主に
空調熱源の高効率
化、太陽光発電設
置、屋上緑化など）
環境配慮へのインセ
ンティブ
環境問題対策
主体名 改修建物
オーナー
（既存建
物 を 購
入して改
修した主
体）
（＝行政） 北九州市港湾局 横浜市 （株）横浜みなとみ
らい 21（横浜市よ
り賃貸・管理）、横
浜市芸術文化振興
財団（１号館運営）、
（株）横浜赤レンガ
（２号館運営）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
希望した解決策 修復・活用 保存・活用
実際にとった行動 修復・活用 保存・活用、運営
団体の選定、運営
の委託
管理・運営の受託
希望・行動へのイン
センティブ
建物の歴史的価
値、地域活性化
建物の歴史的価
値、地域活性化
公共性（文化、観
光）、事業性？
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
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表　改修事例の主体と動機
④行政主導　2/2
事例名称 旧岩崎家住宅
（重要文化財）
門司港税関 BankART 1929 横浜赤レンガ
倉庫
世田谷ものづ
くり学校
八女市多世代
交流館
官庁施設のグ
リ ンー改修
主体名 第三者 設計者な
ど（改修
工 事 に
関わる主
体）
（不明） 個人設計事務所 個人設計事務所 個人設計事務所 （＝事業主） 個人設計事務所 設計事務所など（事
例による）
改修の経験 本 事 例の 後リノ
ベーションを多く
手がける
リファインを多く手
がける
希望した解決策 リファイン
実際にとった行動 改修の設計 改修の設計 コンペ参加、保存・
活用の企画・設計・
プロデュース
コンペ参加、リファ
インの設計
希望・行動へのイン
センティブ
地域行政との継続
的関わりなど
リファインに特化
する
環境配慮内容 リファインによる廃
棄物抑制、設備更
新時の運用負荷へ
の配慮
環境配慮へのインセ
ンティブ
環境負荷・ランニ
ングコストへの配
慮、リファインの
長所のアピール
主体名 近隣住民 ①上野地区町会連
合会
②湯島地区町会
③その他近隣住民
など
横浜市民など 地域住民 （＝使用者②を含
む）
国民、県民など
希望した解決策 ①清掃工場の建設
②庭園の保存
保存 活用案に強い反対
→次第に理解
実際にとった行動 ①②都議会・知事
への請願・嘆願書
の提出
③保存問題への関
心の高まり
行政に保存を要
望、新聞への投稿
など
活用案反対の主張
→施設活用
希望・行動へのイン
センティブ
①清掃工場の必要
②文化・歴史・自
然の価値
建物の地域におけ
る価値、建物への
愛着
行政の説明不足、
若者が集まること
の懸念→新しい活
動への理解、意欲
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 NPO など
（イニシア
チブ）
保存・公開の推進
団体（地域雑誌編
集者、建築史家等）
保存検討委員会 NPO 法人 STスポッ
ト横浜・YCCC プロ
ジェクト
（保存要望団体な
ど？）
事業主（民間企業）
希望した解決策 保存・公開 補修・修復・復元
による動態保存
コンバージョン
実際にとった行動 地域雑誌での問題
提起、保存・公開
要望書の提出、新
聞への投稿
保存の提言 施設の運営 5 年間定期借家契
約、コンバージョ
ンの企画設計、運
営
希望・行動へのイン
センティブ
歴史的環境の価値 建物の歴史的価値 地域活性化への貢
献、事業性
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 その他の
主体
①建築学会
②新聞、雑誌「東
京人」
③旧所有者の親類
日本政策投資銀行
（金融機関）
希望した解決策 主に保存・公開
実際にとった行動 ①保存要望書の提
出
②報道・特集
融資
希望・行動へのイン
センティブ
①歴史的環境の価
値
SOHOコンバージョ
ンの先駆的試みと
して？
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
主体名 行政 行政 東京都、文化庁、
大蔵省
（＝改修建物オー
ナー）
（＝改修建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
（＝既存建物オー
ナー）
希望した解決策
実際にとった行動 庭園部分を重要文
化財に追加指定、
修復（文）無償で
借り受け、管理運
営、公開（都）
希望・行動へのイン
センティブ
環境配慮内容
環境配慮へのインセ
ンティブ
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■考察
　建物の改修の判断を行うのは建物の所有者である。表「改修事例の主体と動機」のように、一部の事例では、
建物の賃貸入居者が実質的に改修を主導する場合や、建物の保存・活用を望む NPO 等の働きかけが改修への原動
力となる場合が存在した。また特に保存する価値のある建物の場合には、主に行政などが建物を買い取り保存・
改修した事例もある。ただしこれらの場合にも、改修が実際に行われるためには、それらの主体が建物を取得し
て所有者となるか、賃貸契約を結び改修費用を負担するということが必要となっていた。
　このように、基本的には建物の所有者および改修費用の負担者に何らかの動機があるために、（場合によっては
建物を取得して）改修が行われる。この動機（表中でインセンティブと表現した内容の集合と捉える）が何であ
るかによって、改修の内容や重視される事項が異なってくると考えられる。
　また表の「環境配慮へのインセンティブ」の欄はほとんど空欄（入手資料で言及なし）となっており、環境配
慮に対して働くインセンティブは現状国内ではほとんど存在していないと考えられる。（「re-know」の事例に関し
て、資金的余裕のなさから通常以上の環境配慮は難しかったというヒアリング結果は、他の多くの改修事例にお
ける事情も代表していると思われる。）
　環境配慮を実際に行った事例でも、その動機として主に挙げられるのは「企業等による環境配慮のPR・責任感」「環
境配慮技術の PR」「実験・研究」「（省エネ）改修を設計する主体等によるアピール・責任感」「行政としての環境
問題対策」といったもので、一般的な企業や個人等が環境配慮型改修を選択するインセンティブとして更に広がっ
て行くには限界があると考えられる。ただ、環境配慮（主に断熱強化、省エネ化）へのより実際的なインセンティ
ブとして、いくつかの事例では「快適性向上」「エネルギー費の節約」「結露対策」「行政による助成」が意識され
ていた。
　ヒアリングおよび文献において見られた改修へのインセンティブとその相互の関係をまとめると、図「改修動
機の相互関係」のようになる。図では、改修を選択する動機について以下のような考察に基づき整理した。
・改修事例のうち、「建物自体が持つ価値の保存」を所期の目的としたものが存在する。その価値として、「歴史的
価値」「地域における価値」「主観的価値」が存在すると考えて分類した。
・「建物自体が持つ価値の保存」を目的としない場合、主に改修の目的となりうるのは「機能・美観の回復・向上」
（劣化・陳腐化した建物を新しい建物に近づけたい）であり、これに加えて何らかの「新築を選択しない理由」（例
えば初期コストの不足や法規上のメリットなど）が存在する場合に改修が選択される。他の物理的要因（用途
変更、運用管理面での改善など）は、それだけのために大規模な改修が行われるわけではなく、「資産価値を向
上させるために用途変更を行う」「改修するので運用管理面にも配慮する」といったように、他の動機が第一の
目的としてあった上で必要や配慮が生じてくる場合が多い。
・「機能・美観の回復・向上」が必要になる理由として、「資産価値の向上」「賃料収入の取得・向上」（建物オーナー
が資産運用の手段として改修を選択する）あるいは「建物の活用」「地域の再生」（既存建物が存在しているの
でそれを活用したいという発想、または耐用年数に達していないのでメンテナンスとして改修する場合）が挙
げられる。
　また、このような整理に従って、表「改修事例の主体と動機」の各事例について、全主体の改修の動機をまと
めると、表「改修事例の動機の整理」のようになる。（表中では各事例の改修工事内容についても併せてまとめた。）
以上のような整理の結果から、3-3「改修事例の類型化」では改修事例を「改修を選択した動機」により 5 つの類
型に分類する。表「改修事例の動機の整理」では、各事例がどの型に分類されるかを併せて示す。
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文化的要素
建物自体が持つ価値の保存
△使用の自由度
△□コミュニケーションの活性化
物理的要素
●△機能・美観の回復・向上
●△平面の変更
用途変更
環境への配慮
●運用管理のコスト・容易さの改善
経済的要素
●資産価値の向上
●初期コストの安さ（改修＜解体・新築）
●□建物の活用
△賃料の安さ、立地
●法規上のメリット
●時間的要素
 ●△PR効果・実験的要素
□歴史的価値
・地域の記憶
・住民の愛着
●△主観的価値
・既存建物を残すデザイン・アンティーク的価値・思い出
●□地域における価値
△デザイン
・使用者による自由な設計
・各室入居者による自由な改装
・明確なコンセプトによる個性的な設計
・集合住宅の住戸の改修
・保存の過程による地域活動の活性化
・共通の価値観を持つ入居者
・公共的施設の新設
・修繕 ・復元 ・構造補強
・内外装更新  ・設備更新
・外観・内観イメージの刷新
・性能のグレードアップ
・間仕切り壁の除去・付加
・床の除去・付加
・柱の除去・付加
場所の移動
・曳き家
・移築
・新築復元
・省エネ化
・メンテナンスを容易にする変更
・耐久性を高める変更
・クリエイターによる
 デザインのプレゼンテーション
・価値観の表現
・環境配慮のアピール
・資産運用の実験的試み
・改修技術の実験・実績
・環境配慮型技術の実験・実践
・空室率の減少
・賃料の増加
●△□解体・建設工事の縮小
・法的手続き不要
●手間の省略
●△□工期の短さ
・建物を通した
 コミュニティの保存・再生
・地域のコンテクストの保存
・既存不適格（面積など）
・用途地域の変更
・環境配慮型改修（省エネ化など）への補助
・グリーン改修への予算
●解体・新築の物理的困難
・周辺地域の状況
・オーナーの都合
→期間限定での活用、用途変更
・空き家・遊休施設等の活用
・難あり物件の活用
・個人住宅のリフォーム
●□地域の再生
・工事費の削減
・使用不可能な期間の減少
・入居者の継続
・近隣への影響の低減
・新しい人の流れ・賑わいの創出
・廃墟・スラム化の回避
・景観要素
・地域のシンボル
・観光資源
・文化財
・学術的価値
・伝統的技法
●賃料収入の取得・向上
●所有者に対するインセンティブ
△使用者に対するインセンティブ
□第三者に対するインセンティブ
＋
＋
＋
＋
＋ ＋
＋
－
－
－
－
＋
図　改修動機の相互関係
・既存建物を「継続使用」「解体」「新築」ではなく「改修」することへのインセンティブとなる事項を挙げた。
・改修へのインセンティブを大きく「文化的要素」「経済的要素」「物理的要素」に分類した。（太線）
・改修に関係する主体を「所有者（建物の所有者、改修の事業主。建物を所有または取得して改修する行政も含
む）」「使用者（賃貸入居者、施設利用者など）」「第三者（設計者、地域住民、NPO など）」に分け、記号「●
△□」で表した。
・ある事項が理由となって別の事項の必要が生じる（例えば「建物の活用」のために「平面の変更」が必要にな
るなど）という関係が一般的にある場合について、矢印（←）で表した。
・一般に、ある事項を実現していくと別の事項にもプラスの影響がある場合（例えば「機能・美観の回復・向上」
は「資産価値の向上」のためにも有効）を細線と「＋」の記号で表した。逆に、二つの事項がトレードオフ
の関係にある場合を細線と「－」の記号で表した。
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表　改修事例の動機の整理
①所有者主導（賃貸建物）
事例名称 冷泉荘 ヨコハマホステ
ルビレッジ（ホ
ステル）
IPSE都立大学 re-know ラティス青山 レヴェールロワ
イアム壱番館
竹中工務店・日
本土地建物（実
現しない例）
動機によ
る類型
魅力発見型 機能回復型 機能回復型 高付加価値型 高付加価値型 高付加価値型 －
改修規模 小 小 大 大 大 大 －
文化的要素 歴史的価値、
地域における価値
活用による地域再生
主観的価値、
既存建物を残すデザ
イン
デザイン 主観的価値、デザイ
ン
デザイン
コミュニケーション
の活性化
テナント共同での運
営管理
共用部の新設 廊下・ベランダへ開
放的な設計
カフェなど共用施設
の設置
使用の自由度 各室の自由な改装 各室の個性的な設計 明確なコンセプト 各室の自由な改装
物理的要素 機能・美観の回復 内装変更、設備更新 内装変更、設備更新 内外装変更、設備更
新、構造補強
内装変更、設備更新 内外装変更、設備更
新、構造補強
内装変更、設備更新、
（構造補強？）
（改修後の機能レベ
ル）
最低限の機能回復 最低限の現代化 現代の標準以上 現代の標準的機能 現代の標準的機能 現代の標準以上
（機能以外の付加価
値→高い賃料・競争
力）
デザイン デザイン 高級感のあるデザイ
ン
平面の変更 なし なし 間仕切り壁の除去 大幅な変更 大幅な変更 あり
用途変更 あり 小さな変更 なし あり（部分的） あり あり
環境への配慮 環境への影響を意識 事後に環境影響評価
を実施
運用管理のコスト・
容易さの改善
解体・新築の物理的
困難
隣接ビルとの擁壁の
解体が困難
経済的要素 資産価値・賃料収入
の向上
（所有者視点）
遊休施設の活用 一室あたりのオー
ナー収入は減少、空
室率減少により全体
での所有者収入は同
程度
賃料は新築並にまで
向上、空室率減少
購入したビルの運
用、賃料は周辺物件
より高価、空室率は
低い
レントギャップによ
る賃料向上、賃料は
比較的高価、空室率
は低い
賃料は比較的高価、
ただし分譲成約数が
不足し計画変更
用途変更による資産
価値向上などが目的
×初期費用を回収で
きない物件が多い
初期コストの安さ（改
修＜解体・新築）
（所有者視点）
おそらく新築より安
価
新築より安価 賃料も含めて検討の
結果改修が有利だっ
た
△土地・既存建物取
得の費用も必要だっ
た
賃料の安さ、立地
（使用者視点）
安価、ポテンシャル
のある立地
周辺ドヤより高価だ
が、横浜の立地とし
ては安価
周辺物件並？ ×周辺物件より高価 ×周辺物件より高価 ×周辺物件より高価
法規上のメリット（既
存不適格など）
容積率の変更 （確認申請を行って
いない）
×用途変更による若
干の制限
×用途変更に対応で
きない物件が多い
時間的要素 解体・新築までの期
間限定での活用
周辺で再開発中のた
め暫定的な活用
PR 効果・実験的要
素
コンバージョンの実
験的試み
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表　改修事例の動機の整理
②所有者・使用者主導（戸建て住宅・分譲住宅・自社ビル）
事例名称 鎌倉古民家再
生（実現しない
例）
戸 建 住 宅 リ
フォ ーム（ リ
フォーム業者に
よる）
戸建住宅断熱
改修（リフォー
ム業者による）
戸建住宅断熱
改修（岩村アト
リエによる）
グリーンサイド
東青梅
中原ビル ヒデビューゲー
デ集合住宅
動機によ
る類型
魅力発見型 機能回復型 機能回復型 機能回復型 機能回復型 環境配慮型 環境配慮型
改修規模 － 小（ただし事例によ
る）
小（ただし事例によ
る）
小（ただし事例によ
る）
小 小 大（集合住宅18 棟の
リノベーション）
文化的要素 歴史的価値、
地域における価値
景観要素 建築的価値（一部外
観 保 存。 築 100 ～
120年の建物が多い）
主観的価値、
既存建物を残すデザ
イン
主観的価値、デザイ
ン
コミュニケーション
の活性化
使用の自由度
物理的要素 機能・美観の回復 内外装変更、設備更
新、構造補強など
標準的リフォーム＋
断熱性能向上
内外装変更、設備更
新、断熱性能向上な
ど
付帯設備等の更新、
外断熱化、外装の刷
新、耐震性の向上、
躯体寿命の延命、適
切なメンテナンス
内外装変更、設備更
新
内外装変更、設備変
更、環境配慮型設備
の付加
（改修後の機能レベ
ル）
現代の標準的機能 高度な断熱性能 高度な断熱性能 高度な断熱性能 先進的な環境配慮 先進的な環境配慮
（機能以外の付加価
値→高い賃料・競争
力）
平面の変更 場合によりあり 場合によりあり 場合によりあり？ なし なし あり
用途変更 なし なし なし なし なし なし
環境への配慮 環境への影響を意
識、省エネ化
環境への影響を意
識、省エネ化
省エネ化 省エネ化、内外装の
ユニット化、環境配
慮をアピール、研究
成果として発表
省エネ化（熱環境の
改善）、外装ユニッ
ト化、エネルギー使
用の監視・記録、廃
棄物対策
運用管理のコスト・
容易さの改善
省エネ化 省エネ化 省エネ化、結露の改
善
省エネ化、運営管理・
修繕のしやすさの改
善
省エネ化
解体・新築の物理的
困難
経済的要素 資産価値・賃料収入
の向上
（所有者視点）
適切なメンテナンス
により価値を維持？
住宅地・各建物の価
値の向上？
初期コストの安さ（改
修＜解体・新築）
（所有者視点）
（維持管理としての改
修）
（維持管理としての改
修）
（維持管理としての改
修）
（維持管理としての改
修）
（維持管理としての改
修）
賃料の安さ、立地
（使用者視点）
-
法規上のメリット（既
存不適格など）
省エネ改修等への補
助？
省エネ改修等への補
助？
省エネ改修等への補
助？
環境配慮型改修への
補助・助成
行政による補助な
ど？
時間的要素 居ながら施工
PR 効果・実験的要
素
自社技術を用いた環
境配慮型改修
環境配慮型の集合住
宅改修の実験・プロ
トタイプ・促進
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表　改修事例の動機の整理
③使用者・第三者主導（賃貸建物など）
事例名称 鎌倉古民家再生
（studio acca 
前事務所）
南豆製氷所 白ビル ヨコハマホステ
ルビレッジ（フ
ロント）
動機によ
る類型
魅力発見型 魅力発見型 魅力発見型 機能回復型
改修規模 小 小（期間限定で展示
等を行った）
大 小
文化的要素 歴史的価値、
地域における価値
景観要素 地域における記憶
主観的価値、
既存建物を残すデザ
イン
主観的価値、デザイ
ン
主観的価値、デザイ
ン
主観的価値、デザイ
ン
コミュニケーション
の活性化
保存の過程による地
域活動の活性化
仕切りの少ない設計 宿泊者らのコミュニ
ケーション施設
使用の自由度 自由な設計
物理的要素 機能・美観の回復 内装変更、設備更新 内装変更、設備更新 内装変更
（改修後の機能レベ
ル）
用途への適合 機能回復 用途への適合
（機能以外の付加価
値→高い賃料・競争
力）
平面の変更 （蔵の木組を撤去） 一時的な変更 大幅な除去 間仕切り壁等の付加
用途変更 あり あり なし 小さな変更
環境への配慮
運用管理のコスト・
容易さの改善
解体・新築の物理的
困難
経済的要素 資産価値・賃料収入
の向上
（所有者視点）
×駐車場にしたほう
が利益が多い
×解体・転用したほ
うが利益がある
初期コストの安さ（改
修＜解体・新築）
（所有者視点）
（修繕時期にある建
物の改修）
賃料の安さ、立地
（使用者視点）
おそらく周辺の新築
物件より安価
適切な立地のビルか
ら一室のみを利用
法規上のメリット（既
存不適格など）
（確認申請を行って
いない）
時間的要素 期間限定での活用（2
年間延長された）
期間限定での保存
PR 効果・実験的要
素
クリエイターとしての
価値観の表現
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表　改修事例の動機の整理
④行政主導
事例名称 旧岩崎家住宅
（重要文化財）
門司港税関 BankART 1929 横浜赤レンガ
倉庫
世田谷ものづ
くり学校
八女市多世代
交流館
官庁施設のグ
リ ンー改修
動機によ
る類型
保存型 保存型 保存型 保存型 魅力発見型 機能回復型 環境配慮型
改修規模 小？ 大 大 大 小 大 小
文化的要素 歴史的価値、
地域における価値
歴史的価値（重要
文化財）
歴史的価値、観光
資源
歴史的価値、観光
資源
歴史的価値、地域
における記憶、観
光資源
地域における記憶
主観的価値、
既存建物を残すデザ
イン
主観的価値、デザ
イン
コミュニケーション
の活性化
地域住民に解放さ
れた施設
公共福祉施設
使用の自由度 ×改修・使用方法
の制限
×改修・使用方法
の制限
各室の自由な改装
物理的要素 機能・美観の回復 修復 全面的な修復、復
元、構造補強
全面的な修復、復
元、構造補強
内装変更 内外装変更、設備
更新、構造補強
主に熱源更新など
（改修後の機能レベ
ル）
基本的にオリジナ
ルの復元？
現代の標準的設備 現代の標準的機能 大規模商業施設と
しての機能
用途への適合？ 現代の標準的機能 標準以上の環境配
慮
（機能以外の付加価
値→高い賃料・競争
力）
保存 保存、デザイン 保存、デザイン 保存、デザイン
平面の変更 大幅に変更 曳き家、移転復元、
柱の除去
大幅に付加 少ない？ 大幅な変更 （グリーン改修項目
には含まれない）
用途変更 あり（歴史的建造
物としての公開）
あり あり あり あり 小さな変更？ なし
環境への配慮 事後に環境影響評
価を実施
環境への影響を意
識
省エネ化、資源・
廃棄物・有害物質
対策など
運用管理のコスト・
容易さの改善
ランニングコスト削
減、メンテナンス
のしやすさの改善
解体・新築の物理的
困難
経済的要素 資産価値・賃料収入
の向上
（所有者視点）
初期コストの安さ（改
修＜解体・新築）
（所有者視点）
×新築のほうが安
価？
×新築のほうが安
価？
×新築のほうが安
価？
新築より安価 （維持管理としての
改修）
賃料の安さ、立地
（使用者視点）
創業支援等も行う
施設なので安価？
法規上のメリット（既
存不適格など）
（重要文化財） ×当初飲食店が設
置できなかったな
ど用途変更上の制
限
×用途変更上の若
干の制限
（特殊な法令等を
制定し対応）
？ グリーン改修として
の予算
時間的要素 期間限定での活用
（延長中）
期間（5 年間）限
定の活用
PR 効果・実験的要
素
行政としての環境
問題への対策
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3-3　改修事例の類型化
　改修工事内容の調査結果から、実際の改修で行われている内容は事例により様々であり、環境に与える影響も
個別に異なると想像される。また、改修が行われる状況も事例によって異なるため、環境影響への対策として
とるべき方法、とれる方法も一様ではない可能性がある。
　そこで、改修の環境影響を検討する際に改修事例をいくつかの類型に分類し、各類型の特徴と環境影響、対策
をあわせて考えてみることにする。
　この際、改修事例ごとの性格を決定する大きな要素として「改修の動機」が重要であると仮定し、これによっ
て類型化を行う。「改修の動機」（継続使用や解体・新築ではなく改修を選択する理由、メリット）は、各事例の
環境影響の特徴を捉える上で、重要な要素であると思われる。また、改修に関わる当事者全員が認識している要
素であり、これによって環境影響ととるべき対策が異なってくるのであれば、その内容を知ることは今後対策を
進める上でも有効であると考える。
　3-3 で類型化を行った上で、各類型の典型的な事例について 4章でケーススタディを行い、改修の動機による類
型ごとに環境面でどのような特徴があるのかを検討する。
　なお動機の他に、改修の環境影響に大きく関係する可能性があると考えられる要素として、「改修に共通の要素」
「改修工事の規模（改修部位、平面変更の有無、構造補強の有無）」「建物用途・使い方」「用途変更の有無」「築年数、
既存建物の劣化の状態、既存不適格」「構造種別」「建物規模」「改修費用、改修後の機能レベル、セルフビルド」「改
修後の使用期間」といった内容が挙げられる。
　これらの要素による影響については、4-3-1「改修動機以外の要素について」で検討する。
■分類の方法
　実際にはどの事例でも複数の動機から改修が選択されており、それらを単純なパターンに分類することは不可
能である。しかし、いくつかの類似した事例や傾向は見られることから、以下のように類型を定義した。複数の
類型の要素を含む事例も存在するが、便宜的に各事例をいずれかに分類した。
　まず、3-2「改修事例に関するヒアリング調査結果」で整理した内容から、改修の動機のうち「建物自体が持つ
価値の保存」「経済性（資産価値の向上、賃料収入の取得・向上、初期コストの安さ）」の 2 つが特に強力で一般
的な項目として挙げられる。
　そこで、「建物自体が持つ価値の保存」を主な目的として行われる改修を「保存型」として分類する。
　また、「経済性」を主な目的とする改修のうち、「既存建物を新築に近づけることを目指す」ものを「機能回復型」
とする。この中には、「解体・新築によっても目的は達することが出来るが、物理的・経済的・法的理由等により
改修を選択する」「建物の適切なメンテナンスとして改修を行う」といった場合が含まれる。
　また、「経済性」を主な目的とする改修の中でも、単に建物を新築に近づけるのではなく、改修の際に企画やデ
ザインなどによって新たに高い付加価値を与え、それによって高い賃料や競争力を得るという場合がある。これ
を「高付加価値型」として分類した。
　そして、「建物自体が持つ歴史的価値の保存」「経済性」以外の要素（「建物自体が持つ主観的価値」「既存建物
を残すデザイン」「使用の自由度」など）が強い動機となり改修が選択される場合を、「魅力発見型」とした。
　また以上のような動機と同時に、「環境への配慮」「省エネ化」が改修のコンセプトに含まれていた事例が少数
存在する。これらを「環境配慮型」とした。
　以上の方法で分類した結果を表「改修事例の類型」に示す。
表　改修事例の類型                                           （小規模）：設備・内外装の一部のみを改修した事例
動機による分類 改修の動機
改修を行う代表的な
主体
事例
保存型 建物自体が持つ価値（歴史的価値、観光資源としての価値）
の保存
行政・公共機関、NPO
横浜赤レンガ倉庫、門司港税関、
BankART 1929
（小規模）旧岩崎家住宅
機能回復型 経済性
（資産価値の向上、賃
料収入の取得・向上、
初期コストの安さ）
既存建物を新築に近づけることを目
指す（物理的・経済的・法的理由等
により改修を選択する、建物の維持
管理として改修を行う）
既存建物オーナー、
分譲・戸建て居住者、
賃貸入居者、NPO
IPSE 都立大学、八女市多世代交流館
（小規模）ヨコハマホステルビレッジ、
戸建て住宅リフォーム・断熱改修、グリー
ンサイド東青梅
高付加価値型 企画・デザインによる付加価値を新
たに与え、高い賃料や競争力を得る
賃貸建物オーナー、
投資家、ディベロッ
パー
ラティス青山、re-know、レヴェールロ
ワイアム壱番館
（小規模）調査対象事例では該当なし
環境配慮型 環境への配慮 ,省エネ化が改修のコンセプトに含まれる
エネルギー・建設・
不動産業関連企業、
行政・公共機関
ヒデビューゲーデ集合住宅
（小規模）中原ビル、官庁施設のグリー
ン改修
魅力発見型 その他の動機（建物自体が持つ主観的価値、地域における記
憶・役割、既存建物を残すデザイン、使用の自由度、など）
クリエイター、NPO、
個人
白ビル
（小規模）冷泉荘、鎌倉古民家再生、
南豆製氷所、世田谷ものづくり学校
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4. ライフサイクルにおける改修の環境影響評価
　3-3「改修事例の類型化」で定義した各類型の典型的な事例について、4章では環境への影響を評価する。4-1「環
境影響評価の方法」で示す方法により、4-2「改修事例の評価」では環境への影響を検討し、類型ごとの特徴と、
より良い対策の可能性を考察する。さらに 4-3「考察」では、動機による類型と LCA による評価では考慮できなかっ
た内容を整理した上で、全体的な考察を行う。
■ 4章の構成
4-1　環境影響評価の方法 ......................... 52
4-2　改修事例の評価
4-2-1　機能回復型：IPSE都立大学 ................. 53
■事例の概要
■改修の際に行われた解体調査について
■改修事例の環境配慮内容
表①　改修事例の環境配慮内容
■機能回復型改修の環境影響の特徴
表②機能回復型改修の環境影響の特徴
①改修工事段階
②運用段階
③維持管理・廃棄段階
■ AIJ-LCAによる試算
○IPSE 都立大学　使用データ
○IPSE 都立大学　年間消費エネルギーデータ
○IPSE 都立大学のLCA 評価結果
■考察
表③　算出結果の分析
図　「新築」と「改修」の段階別エネルギー消費量
LCE,CO2
LCC
LCR,W
より良い環境配慮のためにとれそうな対策
4-2-2　環境配慮型：中原ビル ...................... 67
■事例の概要
■環境配慮の詳細について
■改修事例の環境配慮内容
表①　改修事例の環境配慮内容
■環境配慮型改修の環境影響の特徴
表②環境配慮型改修の環境影響の特徴
①改修工事段階
②運用段階
③維持管理・廃棄段階
■ AIJ-LCAによる試算
○中原ビル　使用データ
○中原ビル　年間消費エネルギーデータ
○中原ビルのLCA 評価結果
■考察
図　評価期間によるLCA 算出結果の比較
LCE,CO2
LCC
LCR,W
より良い環境配慮のためにとれそうな対策
4-2-3　保存型：横浜赤レンガ倉庫 .................. 82
■事例の概要
■改修事例の環境配慮内容
表①　改修事例の環境配慮内容
■保存型改修の環境影響の特徴
表②保存型改修の環境影響の特徴
①改修工事段階
②運用段階
③維持管理・廃棄段階
LCE
LCC
LCR,W
より良い環境配慮のためにとれそうな対策
4-2-4　魅力発見型：白ビル ........................ 88
■事例の概要
■改修事例の環境配慮内容
表①　改修事例の環境配慮内容
■魅力発見型改修の環境影響の特徴
表②魅力発見型改修の環境影響の特徴
①改修工事段階
②運用段階
③維持管理・廃棄段階
LCE
LCC
LCR,W
より良い環境配慮のために取れそうな対策
4-2-5　高付加価値型：ラティス青山 ................ 95
■事例の概要
■改修事例の環境配慮内容
表①　改修事例の環境配慮内容
■高付加価値型改修の環境影響の特徴
表②高付加価値型改修の環境影響の特徴
①改修工事段階
②運用段階
③維持管理・廃棄段階
LCE
LCC
LCR,W
より良い環境配慮のために取れそうな対策
4-3　考察
4-3-1　改修動機以外の要素について ............... 102
4-3-2　定量的な評価の限界 ...................... 105
4-3-3　考察と提案 .............................. 107
図　調査対象事例の改修工事と運用段階におけるエネルギー消費
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4-1　環境影響評価の方法
■評価方法
・5 つの類型のうち、「機能回復型（4-2-1）」「環境配慮型（4-2-2）」については詳しい資料が入手できたため、日
本建築学会による LCA ツール「AIJ-LCA ＆ LCW_ver.4.04」を用いてライフサイクルでの環境影響を試算した。「保
存型（4-2-3）」「魅力発見型（4-2-4）」「高付加価値型（4-2-5）」については、「機能回復型」とどのような点で
異なるかを定性的に示し考察する。
・AIJ-LCA による評価の際には、ヒアリング調査結果および入手資料から必要なデータを推定し、適切な近似を行っ
て試算した。定性的な評価については、ヒアリング調査結果と入手資料を参照した。
・各類型について、他の類型と比較して「環境影響における特徴的な要素」としてどのような事項が考えられるか、
また、その中で調査対象事例においてどのような内容が実際に行われていたか、をまとめる。それらの比較に
より、定性的な評価を行う。
・動機による分類に加えて、改修の環境影響に大きく関係する可能性があると考えられる要素として、「改修に共
通の要素」「改修工事の規模（改修部位、平面変更の有無、構造補強の有無）」「建物用途・使い方」「用途変更
の有無」「築年数、既存建物の劣化の状態、既存不適格」「構造種別」「建物規模」「改修費用、改修後の機能レ
ベル、セルフビルド」「改修後の使用期間」といった内容が挙げられる。これらの要素による影響については、
4-3-1「改修動機以外の要素について」で検討する。
参考資料：各事例の評価を行う際には、以下のヒアリング結果とヒアリング受領資料、および文献等（資料編：
参考資料）を参照した。
4-2-1 機能回復型：IPSE 都立大学
「青木茂建築工房（福岡事務所）ヒアリング結果」「青木茂建築工房（東京事務所）ヒアリング結果」
（設備機器の効率に関して）「佐藤孝輔氏ヒアリング結果」
4-2-2 環境配慮型：中原ビル
「東京ガス中原ビル見学記録・質問事項への回答」
4-2-3 保存型：横浜赤レンガ倉庫
「新居千秋都市建築設計ヒアリング結果」「調査対象事例の概要・ヒアリング調査結果（横浜赤レンガ倉庫）」
4-2-4 魅力発見型：白ビル
「b.e.w.s. ヒアリング結果」
4-2-5 高付加価値型：ラティス青山
「竹中工務店ヒアリング結果」「日本土地建物ヒアリング結果」
■評価項目
・地球環境への影響として、改修工事以降のライフサイクルにおける「エネルギー消費」「資源消費」「廃棄物発生」
を主に取り上げる。「CO2 排出」についてはエネルギー消費と類似の結果になると考えられるため、4-2-1「機能
回復型」、4-2-2「環境配慮型」でのみ検討する。また、「NOx」「SOx」その他の汚染物質・有害物質についても
地球環境への影響としては重要だが、本研究の調査で得られた資料と環境影響評価の方法から、意味のある精
度の結果を得ることは難しいと考えられるため、評価項目としては取り上げないことにする。
・実際の改修の際に重要な要素となる「コスト」についても取り上げる。
・上記以外の要素について、また適切に評価できない要素や場合については、4-3-2「定量的な評価の限界」で考
察する。
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4-2　改修事例の評価
4-2-1　機能回復型：IPSE 都立大学
動機による分類 改修の動機
改修を行う代表的な
主体
事例
機能回復型
経済性（資産価値の向上、
賃料収入の取得・向上、
初期コストの安さ）
既存建物を新築に近づけることを
目指す（物理的・経済的・法的理
由等により改修を選択する、建物
の維持管理として改修を行う）
既存建物オーナー、
分譲・戸建て居住者、
賃貸入居者、NPO
IPSE 都立大学、八女市多世代交流館
（小規模）ヨコハマホステルビレッジ、
戸建て住宅リフォーム・断熱改修、グリー
ンサイド東青梅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改修後外観
建物名称 IPSE 都立大学
所在地 東京都目黒区緑が丘
現用用途 賃貸集合住宅
旧用途 賃貸集合住宅
用途変更 なし
改修年 2005 年
建設年 1969 年頃
改修時築年数 築 36 年
構造 RC 造
規模 地下 1階、地上 5階
延床面積 1539.35 ㎡
発注者 株式会社モリモト
改修設計 青木茂建築工房
施工 五洋建設
改修の主な動機 ローコストな機能・美観の回復に
よる入居率・賃料の向上、新築が
難しい法規上の動機
改修部位 内外装（全て）、設備機器・配管（全
て？）、構造補強、間仕切り壁の除
去（一部）
改修後の機能レ
ベル
現代の標準以上
機能以外の付加
価値
特になし
環境への配慮 環境への影響を意識（リファイン
による解体量等の削減、運用負荷
に配慮した設備更新の検討、解体
調査への協力）
 
　　　　 改修後エントランス　　　　　　　　　　既存建物外観
　機能回復型の事例として、青木茂建築工房の設計に
よる「IPSE 都立大学」のリファインを取り上げ、環
境面の検討を行う。建物を新築に近づけようとする機
能回復型の事例の中で、IPSE 都立大学は躯体以外の
全てを改修し耐震補強も行って、現在の「新築並」の
機能と美観にまで向上させた例である。改修後の賃料
と入居率も新築並で、改修物件でありながら証券化さ
れた。以下では、本事例の改修内容の紹介と環境影響
の評価を行う。
■事例の概要
　リファイン建築を多く設計する青木茂建築工房によ
る、集合住宅の改修事例。既存建物は築後 36 年が経
過し、「設備配管の経年変化」「外壁タイルの剥離（危
険な部分はネットで覆っていた）」といった劣化が進
んでいた。また、2DK（DK ＋和室）が中心の間取りや
旧式の浴室設備や、エントランスがなく薄暗い共用部、
耐震性の不安など、性能や美観の面で陳腐化しており、
収益性への不安があった。
　しかし、敷地は用途地域の変更により容積率が減少
し、既存建物は容積率 400% 以上だが、新築で法的に
許容されるのは 150% 程度となっていた。また、隣の
建物との間に立つ擁壁と既存建物が一体化しており、
解体・新築を行うと大規模な工事になると考えられた。
そして、事業主であるモリモトの社内で改修部門が立
ち上げられ、改修の市場性の確立・拡大を進めるとい
う意識があったことも改修の動機として挙げられる。
　そうした動機により、既存建物を「新築並のフルス
ペックに改修する」ことが、事業として成立するため
に適切であるという前提が生まれた。青木茂建築工
房では、建物をスケルトンにまで解体し、設備と内外
装を全て改修することはほぼ前提となっている。IPSE
都立大学も、同様の手法により躯体以外は全て改修さ
れた。また、確認申請を行わなかったものの、耐震改
修を行って確認申請を行う場合に必要な耐震性能を確
保した。さらに、耐震性・遵法性について民間業者に
確認を受けたことで、改修としては異例の証券化に耐
えうる物件となった。　
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■改修の際に行われた解体調査について
　2005 年の IPSE 都立大学の改修にあたって、既存建物（旧名称：緑が丘シャトー）の部分解体の調査が行われた。
調査結果は清家研究室の鈴木香菜子により「解体研究会・緑が丘シャトーリファイン工事調査結果」として報告
書にまとめられている。本研究と特に関連する調査結果として、以下のような点が示されている。
（以下報告書「解体研究会・緑が丘シャトーリファイン工事調査結果」より抜粋・編集）
（解体調査結果）
・建物全体から排出された解体材は総計 543 ㎥、うち
35.7% は「がれき類」。（マニフェストより算出）
・住戸 1 戸分の内装解体工事から排出された解体材の総重
量は 2935.4 kg、総体積は 17.896 ㎥。うち重量で 54%、
体積で 41% をコンクリートブロック（コンクリート＋モ
ルタル）が占める。（実測調査）
（廃棄物量の新築との比較：図 1）
・リファイン工事で排出された廃棄物の量は、解体工事か
ら 543 ㎥、解体後の工事で 103 ㎥、合計 646 ㎥であった。
・また、既存建物を全て解体して、新しく同規模の建物に
建て替える場合に排出される廃棄物の量を試算すると、
解体工事から 1290 ㎥、解体後の新築工事から 190 ㎥、合
計 1480 ㎥と試算された。（建築物の解体に伴う廃棄物の
原単位調査報告書（建築業協会）、建築系混合廃棄物の原
単位調査報告書（同協会）のデータを使用して算出）
・よって、今回のリファイン工事では、既存建物を全て解
体して新しく同規模の建物に建て替える場合に比較し
て、廃棄物の量が 43％（体積比）に削減されたといえる。
また、特に削減されたのは、がれき類（28％に削減）と
金属（19％に削減）であり、躯体の鉄筋コンクリートの
柱や梁、床、壁の一部を再利用したことが、廃棄物量の
大幅な削減につながったことがわかる。
（CO2 排出量の新築との比較：「建物の LCA 計算ソフト」（日
本建築学会）により算出。図 2）
・さらに、リファイン工事で排出された CO2 排出量を算出
すると、解体工事から 5,122kg‐CO2、解体後の工事で
211,213 kg‐CO2、合計 216,335 kg‐CO2 であった。
・また、既存建物を全て解体して、新しく同規模の建物に
建て替える場合に排出される CO2 排出量を算出すると、
解体工事から 15,136 kg‐CO2、解体後の新築工事から
1,260,918 kg‐CO2、合計 1,276,054 kg‐CO2 と試算された。
・よって、今回のリファイン工事では、既存建物を全て解
体して新しく同規模の建物に建て替える場合に比較し
て、CO2 排出量が 17％（体積比）に削減されたといえる。
建て替え工事の場合は、躯体の鉄筋コンクリートになる
資材の製造による CO2 排出量が、CO2 排出量全体の約半
分を占めており、躯体の柱や梁、床、壁の一部を再利用
したことが、CO2 排出量の大幅な削減につながったこと
がわかる。
? ??????????????????
????????????????
??????????
? ??????????????????
????? ??????????????
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■改修事例の環境配慮内容
　ここで、評価対象とする各事例の環境面での取り組み（意識されているもの、されていないものを含めて）を
客観的に比較するために、取り組みの内容をリストとして示す。『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』に含
まれる「グリーン化技術候補抽出リスト」（資料編）から、IPSE 都立大学の改修で該当すると考えられる環境配慮
項目を抜粋すると、以下のようになる。（該当しない項目は基本的に省略したが、構造補強・サッシ・昇降機・高
効率照明といった一般的な項目については、他の事例と比較するため該当していない場合も記入した。）
　IPSE 都立大学は特に環境配慮をコンセプトとしてアピールしている事例ではない。（解体・新築の代わりにリ
ファインを行ったことで、廃棄物・CO2 の削減としている。）しかし、グリーン化技術のリストにあてはめてみると、
環境配慮として解釈することが可能な改修内容がいくつか行われていることが分かる。
表①　改修事例の環境配慮内容
●LCAに関する技術として挙げられているもの　　　　　　　　　　　　　　　※ひとつの対策で、複数の項目に○がついている場合がある。
● 技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグ
リーン化技術
項目　
IPSE都立大学
1. 長寿命
(1) フレキシビリ
ティの確保
③ 床荷重のゆとり △現在の耐震診断基準に適合する性能まで構造補強
(3) 非構造部材の合
理的耐久性・更
新性
① 耐久性 /耐火性 /保守性に優
れた材料
○ガルバリウム鋼板・折板貼外壁
③ 耐久性を高める構法、使い方 ○配管の改修（横引きの長さ・勾配不足の解消）
(4) 維持管理の容易
性
① 維持管理作業に適切なスペー
ス
○ PSの改修（コンクリ トーに埋め込まれていたPSを改善）
2. 適正処理・適正使用
(1) 建設副産物の発
生抑制・再資源
化
④ 分別収集の徹底・再資源化 ○解体調査への協力に伴い分別収集・計測
3. エコマテリアル
4. 省エネ・省資源
4.1. 負荷の低減
(2) 外壁・屋根・床
の断熱
① 高断熱 外壁 ○室内に断熱材を施工
屋根 （既存建物は屋根断熱改修済み）
(3) 窓の断熱・日射
遮蔽、気密化
⑦ その他 ○サッシの改修
(5) エネルギー損失
の低減
⑪ 人感ｾﾝｻｰ 共用部 ○人感センサー付ダウンライト
4.2. 自然エネルギー利用
4.3. エネルギー・資源の有効利用
(3) 搬送エネルギー
の最小化
⑥ 昇降機の省エネ 昇降機 VVVF ×昇降機改修せず
(4) 照明エネルギー
の最小化
① 高効率照明器具 執務室高効
率照明（Hf）
○部分的に使用
5. 周辺環境保全
5.1 地域生態系保全
5.2 周辺環境配慮
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■機能回復型改修の環境影響の特徴
　機能回復型の改修について、ライフサイクル各段階での環境への影響として特徴的な点を以下の表に示す。「環
境影響における特徴的な要素」として挙げたのは、機能回復型の改修動機から発生しうると考えられる特徴であ
る。その特徴を示す内容が、実際の事例で行われていたか否かを「実際に行われていた内容」として挙げた。また、
IPSE 都立大学では見られない特徴的な内容が他の機能回復型の改修事例で行われていた場合については、事例名
称と共に挙げた。
表②機能回復型改修の環境影響の特徴
▲環境負荷を増加させる要素　○環境負荷を減少させる要素
評価項目 環境影響における特徴的な要素 実際に行われていた内容
（特に記載のないものは IPSE 都立大学）①改修工事段階
資源消費・廃棄物発生 ▲性能・デザイン性の高い部材・機器の
使用
・床材は最高レベルの遮音性能を持つ仕
様（既存建物は一般に RC スラブ・壁が
薄く遮音性能が低いため）
×コンクリートの増し打ちは行わなかっ
た（重量・コスト増となるため）
▲○古さやオリジナリティをアピールす
る表現
×特に行っていない（一部天井を表しに
して天井高を確保）
○部材等の継続使用・再利用 ×行っていない（既設備・内外装は新築
並のフルスペックに改修）
エネルギー消費 ▲○古さやオリジナリティをアピールす
る表現
×特に行っていない（一部天井を表しに
して天井高を確保）
▲○資産価値・遵法性への特殊な配慮 ・耐震性・遵法性を設計事務所および民
間業者が確認（確認申請は行っていな
い）
○部材等の継続使用・再利用 ×行っていない（既設備・内外装は新築
並のフルスペックに改修）
▲○セルフビルドなど ・学生ボランティアによる施工（ヨコハ
マホステルビレッジ）
コスト ▲性能・デザイン性の高い部材・機器の
使用
・床材は最高レベルの遮音性能を持つ仕
様（既存建物は一般に RC スラブ・壁が
薄く遮音性能が低いため）
×コンクリートの増し打ちは行わなかっ
た（重量・コスト増となるため）
▲○古さやオリジナリティをアピールす
る表現
×特に行っていない（一部天井を表しに
して天井高を確保）
○部材等の継続使用・再利用 ×行っていない（既設備・内外装は新築
並のフルスペックに改修）
▲○セルフビルドなど ・学生ボランティアによる施工（ヨコハ
マホステルビレッジ）
・NPO のメンバーによる設計（ヨコハマホ
ステルビレッジ）②運用段階
エネルギー消費 ▲○設備機器・システムの更新・変更 ・設備機器を全て変更
▲設備機器等の増設・グレードアップ ・設備仕様の現代化 ( セキュリティ、LAN
設備、浴室換気暖房乾燥機、ウォシュ
レット等。通常の新築物件よりスペッ
クが上がっている部分もある）
▲設備機器の継続使用 ×行っていない（既存設備は物理的には
使用可能だが、機能性等が現在の生活
スタイルに合わない）
▲断熱・気密性能の低さ （×内外装を全て変更）
○断熱・気密性能の向上 ・サッシ・建具等の更新
・断熱材の施工（既存建物は無断熱、屋
上のみ外断熱改修されていた）
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③維持管理・廃棄段階
資源消費・廃棄物発生 ○耐久性の高い部材・機器の使用 ・ガルバリウム鋼板・折板貼外壁への変
更（既存外壁はタイル貼り、劣化し剥
離していた）
○メンテナンス・修繕を容易にする工夫 ・配管を全て変更（改修前一部の PS はコ
ンクリートに埋め込まれてメンテナン
スできない状態だった。また古い配管
は横引きの長さ・勾配等の問題で漏水・
詰まりが起こりやすい。）
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
×行っていない
▲高性能な部材・機器の使用（修繕時の
資源消費、修繕・廃棄時の廃棄物発生）
・ガルバリウム鋼板・折板貼外壁への変
更（既存外壁はタイル貼り、劣化し剥
離していた）
改修後の使用期間
（長寿命化対策）
○耐久性の高い部材・機器の使用 ・ガルバリウム鋼板・折板貼外壁への変
更（既存外壁はタイル貼り、劣化し剥
離していた）
○設備・配管の更新・修繕 ・設備・配管を全て変更（建設時から配
管等は更新されておらず、また設備機
器も耐用年数は過ぎていたと考えられ
る）
○部材の更新・修繕 ・ガルバリウム鋼板・折板貼外壁への変
更（既存外壁はタイル貼り、劣化し剥
離していた）
・内外装を全て変更
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
×行っていない
○構造補強 ・一般的な耐震補強（耐震診断基準で Is
値＝ 0.6 以上）
○防水・断熱などによる躯体の保護の強
化
・断熱材の施工（既存建物は無断熱、屋
上のみ外断熱改修されていた）
・ガルバリウム鋼板・折板貼外壁への変
更（既存外壁はタイル貼り、劣化し剥
離していた）
・屋根防水の修繕
○メンテナンス・修繕を容易にする工夫 ・配管を全て変更（改修前一部の PS はコ
ンクリートに埋め込まれてメンテナン
スできない状態だった。また古い配管
は横引きの長さ・勾配等の問題で漏水・
詰まりが起こりやすい。）
（考察）
①改修工事段階（資源消費・廃棄物発生、エネルギー消費、コスト）
（資源消費）
・機能回復型改修では建物を新築に近づけることを目指すため、使用する
資材は基本的には新築と類似の仕様となる。ただし、改修に特有の内容
として構造補強や、防水等の修繕、洗浄などが挙げられる。また、青木
茂建築工房でリファインの際に新築と異なる仕様とする場合はあるか、
という質問に対して、「床の遮音性能は RC 躯体の厚さに大きく影響され
るため、遮音床・遮音壁は新築であれば通常レベルの仕様を選択するが、
リファインでは最高レベルの遮音性能を持つ仕様としている」という回
答があった。しかし、IPSE 都立大学のようにスケルトンにまで戻す規模
の改修では、ほとんどの部位で新築と同様の仕様が選択されており、資
源消費に関しても質的には新築と大きな差はないと言えるだろう。量的
には、新築と比較して IPSE 都立大学の場合であれば基礎と躯体の分の資
材が不要になっており、「改修規模」「改修部位」の影響が大きいと考え
　　　
改修前外観
写真：全てIPSE 都立大学
青木茂建築工房提供
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られる。
（廃棄物発生）
・廃棄物量についても、どの部位を解体して改修するかという「改修規模」
「改修部位」によって大部分が決まると考えられる。IPSE 都立大学の場
合は躯体以外全て解体し改修したが、それでも廃棄物量は新築の 43%（体
積比）となっている（解体調査結果より）。
（エネルギー消費）
・改修工事段階のエネルギー消費は、「解体工事」によるものと「改修工事」
によるものに大別される。エネルギー消費も基本的に「改修規模」「改修
部位」によって決まると考えられるが、それ以外の細かい要素として以
下の 2点が挙げられる。
・IPSE 都立大学では、「古さ」の雰囲気をアピールするのではなく、新築
同様に見せるデザインとしており、デザインに関して特に新築と異なる
点は少ない。ただし、他の型の改修にも共通する苦労として、図面と実
際の建物が異なるために様々な作業が必要になることや、スペースの問
題からデザイン（プラン、使用する部材や機器）などが制限されること
が挙げられる。
　例えば、IPSE 都立大学設計者によると「既存建物は階高が低い場合が
多く、梁の存在もあるので、ユニットバス・キッチンレンジフード等の
選択に制限が出てくる。スペースに合うよう制作することでそのリスク
を解消する場合もあるが、コストは高くなる。IPSE 都立大学では階高
2700mm で、梁がある部分にはユニットバスが入らないなど、プランでも
気を使った。」
　このように、設計者などの作業量が増えることに加えて、建物に合わせ
た機器などを制作するというように、色々な場所でエネルギー（および
コストなど）が消費されている可能性がある。これらについては、「改修
に共通の要素」として 4-3-1「改修動機以外の要素について」でまとめる。
・また、IPSE 都立大学の特徴的な要素として「資産価値・遵法性への特殊
な配慮」があった。資産として十分な性能を確保するため、建物の耐震
性・遵法性を設計事務所や民間業者が順次確認するという作業が発生し
た。直接・間接の影響は把握しにくいものの、作業量の増加は作業に関
係するエネルギー使用、およびコストにある程度反映されると考えるこ
ともできる。
（コスト）
・機能回復型改修は解体・新築よりローコストであることがほとんどの場
合絶対条件と考えられる。コストについても環境影響の項目と同様、機
能回復型では「改修規模」「改修部位」以外の特殊な要素はあまり見られ
ない。IPSE 都立大学の場合は、躯体以外の部分についてはほぼ新築と同
様の仕様であり、改修工事費用も躯体以外の新築費用に解体費用を合わ
せたものに近いと考えられる。
・また、IPSE 都立大学の場合、新築ではなく改修を選択したことによって
改修費用が安くなった分、ウォシュレットや脱衣室を付けるなど通常の
新築物件よりスペックが上がっている部分もある。
②運用段階（エネルギー消費）
・機能回復型では、特に運用段階での環境配慮や省エネが強くアピールさ
れている事例は見られなかったが、単に設備機器を現在のものに更新す
るだけでも省エネ効果はあると考えられる。また青木茂氏からは、リファ
インの際には「ランニングコストのことを考えて、90% 以上新規の設備
に交換する」という説明があった。
内装解体工事の様子
改修後の住戸内観
梁型を見せ天井高を確保している
浴室改修前　　　　浴室改修後
既存住戸内
老朽化・陳腐化したキッチンの設備
既存建物共用廊下
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・IPSE 都立大学の場合は、内外装を全て新たに設計して改修しており、外
壁の室内側に 30mm の発砲ウレタンフォーム断熱材を施工した。（既存建
物は無断熱、屋上のみ外断熱改修されていた。）またサッシ・建具等も新
規のものを使用しているため、旧型の部材を使用していた改修前より断
熱・気密性能は向上しており、空調負荷も低減されていると考えられる。
・ただし、「ヨコハマホステルビレッジ」などの小規模な改修事例では、設
備機器を全て更新するとは限らない。また断熱化・気密化が行われるこ
とは少ないと思われる。青木茂建築工房の場合（スケルトンまで戻す改
修が多い）でも、多くの事例では仕上げと躯体の間に空気層を取ること
で断熱としている。費用があれば断熱材を入れるが、断熱に費用をかけ
られる事例は少ない。
・また、IPSE 都立大学では改修によって設備仕様が現在の新築並となった。
（セキュリティ、LAN 設備、浴室換気暖房乾燥機、ウォシュレット、ユニッ
トバス、キッチンユニット等。通常の新築物件よりスペックが上がって
いる部分もある。）これにより使い勝手や快適性が向上したと同時に、機
器の数や機能が増え、エネルギー消費が増加した可能性がある。しかし
一方で、Hf 照明機器や人感センサーが一部に採用され、エアコン等全て
の設備機器も新規のものとなっている。改修前後の実際のエネルギー消
費量についての資料は入手できなかったため、全体としてエネルギー消
費がどう変化したのかは不明である。
③維持管理・廃棄段階（資源消費・廃棄物発生、改修後の使用期間）
（資源消費・廃棄物発生）
・IPSE 都立大学では改修後の仕様が基本的に新築と同様なので、新築建物
と比較して特に異なると考えられる点は見られなかった。改修前と比較
すると、劣化して剥離していた外壁タイル（危険な部分はネットで覆っ
ていた）をガルバリウム鋼板・折板貼外壁に変更したことにより、修繕
が必要な頻度は減ったのではないかと予想される。しかし、ガルバリウ
ム鋼板などの金属材料はタイルに比べて製造時の環境負荷が大きい傾向
がある。（「建築用金属製品」（鉄板など）の生産・流通段階の CO2 原単位
は 4.154(kg-CO2/kg) であるのに対し、「建設用陶磁器」（タイルなど） で
は 1.214(kg-CO2/kg) となっている。）そのため、全体として交換や修繕
の環境負荷が増加したのか減少したのか評価が難しい。ただし、タイル
落下の危険や修繕の手間が少なくなったことは確かである。
・類似の内容は外壁以外の部位についても考えられるが、一般に改修時に
部材を更新したりメンテナンスを行うことで、修繕が必要になる頻度が
減ることが考えられる。これは、後に必要になる修繕項目を改修の際に
前倒しで行っていると捉えることができる。
（改修後の使用期間）
・IPSE 都立大学では躯体以外を全て新規の部材に更新し、躯体にも現在の
基準に従う補強を行っている。防水の修繕などの適切なメンテナンスに
よっても、躯体の劣化は防がれている。また、設計が改めて行われたこ
とにより、外壁が耐久性の高い仕様にグレードアップされたこと、漏水・
詰まりが起こりやすい古い配管が現在の構法で作り直されたこと、といっ
た改善がある。これらによって、建物の物理的耐用年数が改修によって
延長されたと考えられる。
・IPSE 都立大学は、長寿命化対策として可能な内容が多く実行された事例
と考えられる。改修部位が少ない場合はこれらが全て行えるわけではな
いが、「新築に近づける」改修を行えば、改修した部位については耐用年
数が改修前より延長されると言えるだろう。
住戸内改修工事の様子
既存住戸内
間仕切りが多い2DKの間取り
改修後住戸内
改修後外壁
ガルバリウム鋼板・折板貼
改修前外観
劣化したタイル落下の危険を防ぐネット
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■ AIJ-LCA による試算
　以上の定性的な分析に加えて、IPSE 都立大学の改修については日本建築学会による LCA ツール「AIJ-LCA」を用
いて LCA の試算を行った。IPSE 都立大学については、「継続使用」「改修」「新築」という 3つのシナリオを設定し、
評価期間 20 年間での比較を行った。以下にその際に使用したデータと想定の内容、および試算結果を示す。
○ IPSE 都立大学　使用データ
継続使用 改修 新築
設計監理 0 （新築統計データ） （新築統計データ）
新築 0 躯体以外（設備、内外装）につ
いて新築工事（建築学会事務所
ビルデータ）と同様とした。
新築工事（建築学会事務所ビル
データ）
建替 0 ※改修前の部分解体段階を示す
こととする。
→代用に、「改修」で新規投入し
た部材の解体段階として算出さ
れたデータを使用。
※新築前の解体段階を示すこと
とする。
→代用に、「新築」の解体段階と
して算出されたデータを使用。
修繕
改修
維持管理
「新築」と同様とする。 「新築」と同様とする。 （算出されたデータ）
エネルギー 統計値を使用（「IPSE 都立大学
消費エネルギーデータ」参照）
統計値から算出（「IPSE 都立大
学消費エネルギーデータ」参照）
「改修」と同様とする。
廃棄処分 「新築」と同様とする。 ※最終的な解体段階を示すこと
とする。
「新築」と同様とする。
※最終的な解体段階を示すこと
とする。
（算出されたデータ）
○ IPSE 都立大学　年間消費エネルギーデータ
統計値　※4 AIJ-LCA 入力データ
「継続使用」（改修前）
AIJ-LCA 入力データ
「改修」（改修後の削減量の想定）
AIJ-LCA 入力データ
「新築」
空調 全体に占める割合から算出
900,000＊0.2
＝180,000（MJ/年）
統計値に従う。（電気使用と
する）
180,000（MJ/年）/3.6
＝50,000（kWh/年 )
一般的な既存建物の設備機器を、現在
の一般的な機器に更新した場合、空調
機器の効率の向上が10% 程度、改修前
の機器の劣化による効率の低下が10～
20% 程度とされる。※1
→改修により35% 省エネ化されると想定
する。※2
50,000＊0.65
＝32,500（kWh/年 )
新築建物のエネルギー
消費は改修後建物と同様
とする。　※2
給湯 ※3
20(GJ)＊ 2/3 ＊ 30　( 戸 ) ＝
400,000（MJ/年）
統計値に従う。（ガス使用と
する）
＝400,000（MJ/年）
改修前と同様とする。
＝400,000（MJ/年）
照明 1.5(GJ)＊30
＝ 45,000（MJ/年）
統計値に従う。（電気使用と
する）
45,000（MJ/年）/3.6
＝12,500（kWh/年 )
Hf 型高効率照明器具導入により照明全
体で 20% 省エネ化されると想定する。
※1
12,500＊0.8
＝10,000（kWh/年 )
厨房 1.5(GJ)＊30( 戸 )
＝ 45,000（MJ/年）
統計値に従う。（ガス使用と
する）
＝45,000（MJ/年）
改修前と同様とする。
＝45,000（MJ/年）
その他（冷蔵
庫、 娯 楽 情
報、 家 事 衛
生、その他）
2.5+2+1+2(GJ)＊30( 戸 )
＝225,000（MJ/年）
統計値に従う。（電気使用と
する）
225,000（MJ/年）/3.6
＝ 62,500（kWh/年 )
改修前と同様とする。
＝62,500（kWh/年 )
合計 30(GJ)＊30( 戸 )
＝ 900,000（MJ/年）
（上記合計 895,000MJ/年）
895,000（MJ/年） 823,000（MJ/年）
（改修前より8% 削減）
823,000（MJ/年）
（改修前より8% 削減）
※ 1　設備機器の効率の向上に関しては、前研究室佐藤孝輔氏ヒアリング結果（資料編）による。
※ 2　これらのデータから、改修で空調機器の効率が向上することによるエネルギー消費の削減は計算上合計で (0.9~0.8)/1.1 ＝
18~27% 程度となる。また、IPSE 都立大学の改修では設備機器が全て更新され、断熱も強化されたため、更に熱源の効率化や空調シ
ステム全体の最適化、気密・断熱化による空調負荷の削減効果が期待できると考えて、全体で 35% の省エネ化と想定した。（ボイラー
や冷凍機の効率は向上しており、『省エネルギーハンドブック』により 90 年代以降の機器を 70 年代の機器と比較すると、熱効率・
COP は 1.1~1.4 倍程度となっている。また断熱に関しては、グリーン化技術の資料によると外壁の高断熱化の一次エネルギー消費削
減効果は 2.7% となっている。これらを全て合わせると、計算上 28~49% の省エネ効果があるということになる。ただ、中原ビルの実
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際の改修では熱源等も全て特に省エネな設備に変更した上で効果を実測しており、その結果空調に関しては 38% 程度の削減効果と
なっていると推定した。それを考慮して、IPSE 都立大学の「改修」「新築」のシナリオでは 35% の省エネ化とした。）　
※ 3　集合住宅では、戸建て住宅との合計値の差から、給湯について平均値の 2/3 倍とした。
※ 4　統計値による推計の方法：「住宅内のエネルギー消費に関する研究委員会」（新潟大学赤林研究室などによる）HP 第 4 回シン
ポジウム資料より、以下の調査結果を参照し、表のようにエネルギー消費量を算出した。
（以下「住宅内のエネルギー消費に関する研究委員会」（新潟大学赤林研究室などによる）HP 第 4回シンポジウム資料より抜粋）
４．３ 熱量換算について
測定の結果は原則として二次エネルギーで熱量換算して記述する。電力・ガス・灯油の値は、『総合エネルギー統計』に示された表－２の値を
用いて換算する。測定期間内にあたる平成１５年４月より、『省エネ法』に示される電力の一次エネルギー換算値が変更されたこと、『総合エネ
ルギー統計』の参考値表に示される電力の需要端における熱量換算値（需要端の一次エネルギー換算値）が年度によって異なることを考慮し二
次エネルギーの熱量換算値とした。データベ スーの中では、これらの事情もふまえエネルギー毎にいわゆる取引単位による記載も行っている。
表－２ エネルギー換算値
電力 ３．６ ＭＪ／ｋｗｈ 都市ガス（4A～7C） ２０．４ ＭＪ／Ｎｍ３
灯油 ３６．７ ＭＪ／Ｌ 都市ガス（12A、13A） ４５．９ ＭＪ／Ｎｍ３
ＬＰＧ ５０．２ ＭＪ／ｋｇ
（・単位床面積当たりエネルギー消費量として、０．４ＧＪ／㎡・年が一つの目安となりそうである。これは、事務所ビル等の原単位約２ＧＪ／㎡・
年と比較すると、数分の一のレベルである。）
（４）関東
・年積算エネルギー消費量は戸建てで40～ 50GJ／年、集合で 30GJ／年程度である。最大と最小の住戸で２倍以上の開きがあるが、住戸差
は比較的小さい。集合より戸建ての方が多い傾向を示すが、戸建ての規模が 07 以外は比較的小さいこと、住まい方等の状況の影響を受ける
などのため、一概には評価できない。
・単位床面積あたりの消費量は 0.3～ 0.4GJ／ｍ２年前後の住戸が多く、最大でも0.5GJ／ｍ２年を超える程度である。年積算総量は北陸より
かなり少ないが、住戸規模が比較的小さく、また熱性能もやや悪いことから、床面積あたりでは北陸に近いやや大きい数値を示している。
・用途別については、空調換気と給湯が多くを占める。給湯に調理用のガス等が含まれるデータもあるが、この２つの用途で 60％程度を占める
と推測される。残りが照明・厨房・冷蔵庫・娯楽情報・家事衛生等であるが、相対的にこれらの割合が寒冷な地域より増加し、東北・北陸の
約２倍となっている。
（１）空調換気用エネルギー消費
北海道・東北・北陸の寒冷地で消費量が多い。北海道と東北で４０GJ／年、北陸でも２０ＧＪ／年を超える住戸が多い。関東以南では１０ＧＪ
／年程度までである。全消費量に占める空調換気用途の割合も消費量の傾向を反映し、北海道・東北で５０％、北陸で４０％程度となっている。
その他の地域では約２０％である。
（２）給湯用エネルギー消費
消費量の地域差は比較的小さく、全地域を通して２０ＧＪ／年ないしはそれをやや上回る程度である。
（３）冷蔵庫用エネルギー消費
消費量の地域差・住戸差は小さく、２～３ＧＪ／年程度である。大分類の用途の中で、最も均一な消費量となっている。
（４）その他の用途のエネルギー消費
残る大分類用途のエネルギー消費量を図－２１～図－２５に示す。住戸差の大きい用途もあるが、照明用途・厨房用途で２～４GJ／年、娯楽情
報で２ＧＪ／年、家事衛生がその他以外では最も少なく１～２ＧＪ／年となっている。エネルギー消費が突出した住戸では特殊な事情があると推
測され、詳細な分析が必要である。（※「その他」は関東の集合住宅で1～4GJ 程度。）
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○ IPSE 都立大学の LCA 評価結果
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■考察
　AIJ-LCA による算出結果から、IPSE 都立大学の「改修」の環境負荷を「継続使用」「新築」のシナリオと比較し
た場合の評価を表に示す。（4-2-2「環境配慮型」で検討する中原ビルの評価結果についても、比較し易いよう併
せて示す。中原ビルについての詳しい考察は 4-2-2 で行う。）以下ではこの結果をもとに機能回復型改修の環境影
響について考察する。さらに、機能回復型改修の動機と環境影響の特徴を考慮して、環境面でより良い対策の可
能性を考察する。
表③　算出結果の分析
※増加・削減の割合(%)は「改修」の値を基準にした。
IPSE 都立大学「改修」の評価 中原ビル「改修（環境配慮）」の評価�継続使用
 �との比較
LCE, LCCO2
（エネルギー消費量、CO2 排
出量）
空調・照明機器の更新により全体で 8% の省エネ化と想
定したので、LCE: 6%, LCCO2: 8% 増加している。
20 年でエネルギー消費の初期負荷を回収するには、運
用段階で既存建物より17% の省エネ化が必要となる。
20% の省エネ化を達成しているので、LCE: 14%, 
LCCO2: 13% 削減される。
9. 2年で初期負荷を回収できる。
LCC（コスト） コストでは、建設段階（＝大部分を資材製造の負荷が占める）の比重が大きく、20 年ではどちらの事例でも初期
費用を回収できない。
28% 増加する。運用エネルギー費の削減により20 年で
初期費用を回収するには、129% の省エネ化が必要とな
り、不可能である。仮に既存建物より50% 省エネ化し
たとすると、初期費用回収には51.5 年かかる。
18% 増加する。（IPSE 都立大学と比べ、改修工事の規模
が小さくエネルギー消費量自体が多いためLCC 増加率が
少ないと考えられる。）
初期費用回収には134.0 年かかる。　※2
LCR（資源投入量） 継続使用では0に近いので、改修工事での資材投入の分大幅に増加する。
79% 増加する。 72% 増加する。
LCW（廃棄物発生量） 改修工事前の解体による廃棄物の分だけ増加する。
19% 増加する。 6% 増加する。�新築
 �通常� �との比較
LCE, LCCO2 新築のエネルギー消費を改修後の建物とほぼ同じとしているため、削減される。
LCE: 16%, LCCO2: 26% 削減される。
もし新築建物が改修後の建物より更に 23%（既存建物よ
り30%）省エネ化できるとすると、20 年間でのLCEは等
しくなる。
LCE: 15%, LCCO2: 23% 削減される。
もし新築建物が改修後の建物より更に17%（既存建物よ
り31%）省エネ化できるとすると、20 年間でのLCEは等
しくなる。
LCC 新築のエネルギー消費を改修後の建物とほぼ同じとしているため、削減される。
30% 削減される。
もし新築建物が既存建物より137% 省エネ化できるとす
ると、20 年間での LCC は等しくなるが不可能である。
既存建物より50% 省エネ化できるとしても、初期費用回
収には55.0 年かかる。
44% 削減される。（IPSE 都立大学と比べ初期費用が少な
いため、LCCが大きく削減される。）
もし新築建物が既存建物より173% 省エネ化できるとす
ると、20 年間での LCC は等しくなるが不可能である。
既存建物より50% 省エネ化できるとしても、初期費用回
収には69.3 年かかる。
LCR 工事規模の差により大幅に削減される。
820%（＝新築工事の89%）削減される。
（基礎・躯体の資材投入量にあたる。）
1186%（＝新築工事の 92%）削減される。
LCW 工事規模の差により大幅に削減される。
51%（＝新築工事の34%）削減される。
（基礎・躯体の廃棄物量にあたる。改修工事と新築工事
の段階の負荷のみを比較すると、269%（＝新築工事の
73%）削減される。）　※1
90%（＝新築工事の47%）削減される。
全体
LCE, LCCO2 継続使用＜改修＜新築となる。
（住宅用途ではエネルギー消費量が少ないため、事務所
と比較して初期工事の負荷を運用負荷の削減によって改
修することがより難しいと考えられる。）
改修（環境配慮）＜継続使用＜新築（通常）の順となる。
（今回想定した5つのシナリオの中で、「改修（環境配慮）」
が最もLCE,CO2が少ない結果となった。）
LCC 継続使用＜改修＜新築となる。
LCR 継続使用＜改修＜新築となる。
LCW 継続使用＜改修＜新築となる。
（LCWに占める改修工事と部分解体の割合は、スケルトンにまで解体したIPSE 都立大学の改修でも20% 以下となっ
た。）
※1　過去の解体調査の結果と異なる。これについてはIPSE 都立大学のLCWについての考察で検討する。
※2　中原ビル改修の際に行われた検討結果と異なる。これについては中原ビルのLCCについての考察で検討する。
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図　「新築」と「改修」の段階別エネルギー消費量
LCE,CO2
・エネルギーと CO2 については、細かい数値は異なるもののほぼ同様の結果が得られた。
・エネルギーについては初期の工事段階による負荷が 20 年間でも 14%（改修）～ 26%（新築）程度を占めており、
運用負荷の削減で回収するには、改修で 17% 程度の省エネ化が必要という結果となった。各機器の効率の改善
状況（「IPSE 都立大学　年間消費エネルギーデータ」参照）から、設備機器を単に最新のものに更新するという
だけではそこまでの省エネ化は難しいのではないかと考えられる。しかし、事務所ビルの省エネ改修では 20%
以上の省エネ化を達成している事例も一般的に存在しており、省エネに特に配慮すれば、IPSE 都立大学の建物
で 17% の省エネ化も不可能とは限らない。ただし、その場合には一方で初期負荷が増加すると考えられるため、
LCE として回収が可能かどうかは分からない。
　また同様に、新築建物で改修よりも大幅に省エネ化を行うことで初期負荷の大きさを回収するためには、30% 程
度の省エネ化が必要となり、20 年間の LCE で新築＜改修とすることは困難だと考えられる。
・このため、IPSE 都立大学で解体・新築ではなく改修が選択されたことは、20 年間の期間で見てエネルギー消費
削減効果があったと言えるだろう。改修により建物の物理的・社会的寿命が延長され、快適性等が向上してい
る点も考えれば、改修は LCE の面で望ましい選択肢だったと言えるのではないだろうか。また、既存建物は老
朽化・陳腐化の両面から継続使用が難しい状況であり、LCE では継続使用＜改修となるものの、あと 20 年間継
続使用するという選択肢は物理的・社会的になかったと思われる。
・ただ、継続使用と改修の環境影響やコストを比較する際に「数年後に必要になる修繕などを前倒しで行っている
と考えれば改修がより有利である」という考え方があるが、今回の IPSE 都立大学に関する試算結果からは、「修
繕の前倒し」というだけでは改修の初期負荷を回収できるほどの影響はないことがわかる。
・今回の試算では考慮しなかった内容として、改修により設備機器の数が増える・高機能化するなどのグレードアッ
プや、使い方の変化が起こる可能性がある。これらは建物の性能とは別の問題であると考えて、想定には含め
なかった。しかし実際には、「使い方」による影響は断熱性能と並ぶ程度に大きい。（3-1-3「環境配慮型改修の
技術・手法（戸建て住宅の断熱改修）」参照）
LCC
・LCC では、LCE の場合以上に初期工事の負荷が占める割合が大きく、工事の規模が小さいほどコストでは有利に
なる。IPSE 都立大学の事例では、省エネ化により改修の初期コストを回収することは、現在のエネルギー費と
工費のバランスでは現実的に不可能という試算結果となった。
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・ただし IPSE 都立大学の場合、改修後の賃料・入居率が新築並にまで向上したことにより、コストの問題は解決
されている。そうした収支の検討を行った上で改修が選択されており、新築よりローコストで改修工事を行え
ることが、改修を選択した動機となっている。一方で、省エネ化によるコスト削減は、改修動機となり得るよ
うな割合を占めていないことが試算結果から確認できる。
LCR,W
・資源消費・廃棄物発生については、初期の工事および最終的な解体（廃棄物発生のみ）による負荷が大部分を占
めるため、新築＞改修＞継続使用の順に負荷が大幅に削減される。
・また、IPSE 都立大学は躯体以外を全て新築同様に改修するという大規模な改修事例だが、それでも新築と比べ
て LCR は 8%、LCW は 53% にあたり、大幅な削減となっている。（解体調査結果では、改修の廃棄物発生量が立米
単位で新築の 43% となっている。LCA 試算結果の「新築段階（新築工事または改修工事）」「建替段階（解体工
事）」の部分のみを比較すると、kg 単位で同 27% となっており、結果に差が出た。これは、今回の試算では実際
の IPSE 都立大学とは異なるデータ（建築学会事務所ビルデータ）を用いて廃棄物重量を算出したためである。
また、新築と改修の差となる廃棄物の多くを RC 躯体が占めており、体積あたりの重量が大きいことも原因となっ
ている可能性がある。）
・資源消費・廃棄物発生は、新築・改修の工事を行えば当然量が増え、運用段階の負荷が占める割合が少ないため、
評価期間で割って１年あたりの値とする（LCR,W）という方法でも、工事段階のみを比較するのとあまり意味に
は差がない。しかし、たとえ解体・新築の代わりに改修を行って廃棄物量を削減したと言っても、その 1 年後
に解体・新築を行ったならあまり意味がないどころか、改修せずにすぐ解体・新築したほうが負荷が少なかっ
たと言えるのではないだろうか。そうした意味での評価を行うために、図「LCR・LCW の評価方法」に示すよう
な考え方で「改修後何年以上使用した場合に改修で資源消費・廃棄物発生が削減されたと言えるか」を算出した。
　その結果から、IPSE 都立大学では改修によって建物の使用期間が 27% 延長されれば、廃棄物発生量が削減され
たと言える。IPSE 都立大学は築 36 年で改修されているので、実際の改修が行われた時点で解体・新築する場合
との比較を想定すると、27% は 9.7 年にあたる。つまり、改修後 9.7 年以上使用されるのであれば、解体・新
築した場合と比較して廃棄物発生が削減されたと言えるだろう。また、同様に資源消費に関しては 9%（3.2 年）
使用期間が延長されれば、改修で負荷が削減されたと言うことができる。
　よって、解体・新築の代わりに機能回復型の改修を行うことは、基本的に資源消費の削減効果があると考えら
れる。廃棄物発生についても、スケルトンにまで戻す大規模な改修の場合でも改修後 10 年程度以上使用すれば、
削減効果があると考えられる。
より良い環境配慮のためにとれそうな対策
・以上の結果から、建物の劣化や陳腐化のために継続使用が難しくなった際に、新築ではなく IPSE 都立大学のよ
うな機能回復型改修を行うことは、多くの場合エネルギー消費・CO2 排出・資源消費の削減効果があると考えら
れる。また、IPSE の場合であれば改修後 10 年間程度は使用することを前提として、廃棄物発生の面でも負荷の
削減効果があるということができる。よって、基本的には解体・新築ではなく改修を選択することが、環境対
策としても効果があると考えられる。
・また、エネルギーと CO2 に関しては運用段階が全体に占める割合が大きいので、例えば改修工事を 1% 拡大する
ことで運用段階のエネルギー消費を 1% 削減できるのであれば、そうしたほうが 20 年間では（10 年間程度でも）
エネルギー消費の削減となる。しかし、それと同時に工費も1%増えるとするとLCCでは不利になるため、オーナー
にとって機能回復型改修で省エネ化を行うメリットが考えにくい。
・考えられる対策として、改修を行う際に「省エネ化を行う」というよりは「快適性・利便性を上げる」という考
え方で、設備機器を中心にエネルギー消費に関わる部分を積極的に改修するということが挙げられる。もとも
と設備機器・配管は建物より耐用年数が短い部分なので、できるだけ他の部位と同時に改修することで、熱源
や空調のシステムを最適化し直したり、配管の位置・勾配等を変更したりといったことが可能になる場合もある。
・ただし、改修に伴って設備の数や機能が増え、消費エネルギーが増えるという要素は十分考えられる。一方、設
備機器を単に現在のものに更新するだけでは、「IPSE 都立大学　年間消費エネルギーデータ」で検討したように、
全ての機器を更新し断熱強化を行っても 10% 程度の省エネ化にとどまると考えられる。よって、LCE の削減には
改修が新築より有利と試算されたものの、機能回復型改修を推進するだけでは不十分であり、新築同様、より
高度な省エネ改修手法や使い方の面なども含めて対策を進めていくべきだとも思われる。
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継続使用 改修 新築
継続使用 改修 新築
改修時点
改修時点
バウンダリ
バウンダリA
バウンダリB
バウンダリC
 「改修時点」ですぐに「解体・新
築」するシナリオと比べて、「継続
使用」では建物の寿命がb年、「改修
」ではさらにa年延びると想定する。
 現在からb年以内の期間でLCR・LCW
を計算する（バウンダリA）では「継
続使用」が最も有利な結果になる。
しかし、b年間の継続使用後に解体・
新築することも含めて計算する（バ
ウンダリB）と、「改修」が最も有利
となる。さらに、改修した建物をa年
後に解体・新築することを考える（
バウンダリC）と、改修工事の負荷が
ない分また「継続使用」が最も有利
な結果となる。
 このようにLCR・LCWは期間の設定
により結果が違ってしまうため、比
較して評価することが難しい。
 そこで、「継続使用」「改修」のシナリオ
でも、現在の既存建物を解体しその後新築す
ることまでを想定して、1年あたりの負荷を計
算してみる。
 継続使用：    (新築負荷)/x年
 改修： (新築負荷＋改修負荷)/(x+a)年
 新築：      (新築負荷)/(x-b)年 
 このような考え方で計算すると、資源・廃
棄物に関しては、使用段階の負荷がどのシナ
リオでも同様なため常に「継続使用」＜「新
築」となる。
 「継続使用」＞「改修」となるためには（
改修で資源消費・廃棄物発生の負荷が削減さ
れたと言えるためには）、
(新築負荷)/x ＞(新築負荷＋改修負荷)/(x+a)
     a/x ＞(改修負荷)/(新築負荷)
     a/x ＞ A％
となる必要がある。つまり、建物の寿命（使
用期間）が改修によってA％以上延びたと言え
なければならないと考えられる。
新築負荷
新築負荷
新築負荷
新築負荷
新築負荷
新築負荷
新築負荷
改修負荷
改修負荷
建物寿命
=(ｘ+a)年
建物寿命
=(ｘ-b)年
建物寿命
=ｘ年
建物寿命
=ｘ年
建物寿命
=(ｘ+a)年
建物寿命
=(ｘ-b)年
x年後
(x-b)年後
(x+a)年後
新築負荷
新築負荷
新築負荷
図　LCR・LCW の評価方法
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4-2-2　環境配慮型：中原ビル
動機による分類 改修の動機
改修を行う代表的な
主体
事例
環境配慮型 環境への配慮 ,省エネ化が改修のコンセプトに含まれる
エネルギー・建設・
不動産業関連企業、
行政・公共機関
ヒデビューゲーデ集合住宅
（小規模）中原ビル、官庁施設のグリー
ン改修
                                         改修後外観（西側）
建物名称 東京ガス中原ビル
所在地 神奈川県川崎市中原区
現用用途 事務所ビル
旧用途 事務所ビル
用途変更 なし
改修年 2000 年
建設年 1966 年
改修時築年数 築 34 年
構造 RC 造
規模 地下１階、地上４階、塔屋１階
延床面積 3877 ㎡（本館のみ）
発注者 東京ガス
改修設計 日建設計
施工 銭高組
改修の主な動機 環境配慮の実践、技術の PR、機能・
美観の回復
改修部位 内外装 ( 一部 )、設備機器（全て）、
配管（一部）
改修後の機能レ
ベル
先進的な環境配慮
機能以外の付加
価値
－
環境への配慮 省エネ化を行い環境配慮をアピー
ル、研究成果として発表
  
      BEMSによる運営管理　  屋上に設置された省エネ設備機器
　環境配慮型の事例として、東京ガスの支店である「中
原ビル」の改修を取り上げ、環境面の検討を行う。環
境配慮・省エネ化を特にうたう大規模改修の事例は少
数しか見つからなかった（3-1-4「環境配慮型改修に
関する社会的状況（環境配慮型改修の実施状況）」参照）
が、本事例はその一つである。事前にエネルギー消費・
経済性の両面から手法の検討が行われ、改修前後のエ
ネルギー消費等が記録・検討・研究発表されている。
■事例の概要
　当時「劣化修繕」「（機能・美観の）グレードアップ」
に主眼が置かれていた改修において、「省エネルギー」
の観点を取り入れた先進的な事例。建物は東京ガスが
支店として使用する事務所ビルで、築後 34 年が経過
していた。
　改修の目的として、「建築・設備の劣化修繕」「省エ
ネルギー化」及び「経済性」「省エネルギー法など現
行法規への適合」「快適な執務環境」が挙げられる。
改修にあたっては、事前に調査が行われ「改修箇所」
「既存建物のエネルギー消費状況」「導入できる省エネ
ルギー手法」「各手法の経済性・省エネ効果」等が検
討された。
　検討の結果、先進的な省エネ型の設備機器が多数導
入されたとともに、断熱の強化と天井の改修が行われ
た。
　改修にあたって、新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）から「住宅・建築物高効率エネルギーシ
ステム導入促進事業補助金（建築物に係るもの）」を
取得した。改修後には数年間、建物のエネルギー消
費量や快適性に関する測定・記録が行われ、研究成
果として報告された。CASBEE- 改修による評価も事後
的に行われ、改修前 BEE=0.7(Q=2.9 LR=2.6)、改修後
BEE=1.6(Q=3.2 LR=3.6) となっている。
　また、本改修事例は東京ガスによる環境配慮型（省
エネルギー化）改修のモデルケースであり、積極的な
アピールが行われているといえるだろう。
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■環境配慮の詳細について
表　中原ビルの環境配慮手法
省エネルギ�手法
自然エネルギー利用 ソーラーリンク（太陽熱集熱器＋排熱投入型吸収冷温水機）
負荷の抑制 外断熱パネル（補助対象外）
エネルギーの有効利
用
電気 Hf 型高効率照明器具、照度センサー制御、人感センサー制御
空調衛生 熱源台数分割（異容量制御）、大温度差送水、大温度差送風調、変流量（VWV）制御、変風量（VAV）
制御、厨房換気量制御、普及型 BEMS、
マイクロタービンコージェネレーション（補助対象外）
メンテナンス・リサイクル
への配慮
金属システム天井（天井内設備の点検・更新・変更が容易、クリーニングが容易、長寿命、スチール製で100%リサ
イクルが可能）
負荷の抑制および遮音性
の向上
屋上緑化（断熱性能向上、日射の焼き込み低減、遮音性能向上。2003 年に追加で実施された。「川崎市公園緑地
協会屋上緑化等助成事業」の助成第一号。）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　中原ビルの改修で導入された「省エネルギー手法」
およびその他の環境配慮手法として、表「中原ビルの
環境配慮手法」のような項目が挙げられる。これらの
環境配慮型改修手法を選定するに当たって、改修前１
年間にわたり「①既存建物・設備の診断」「②エネルギー
消費構成の分析」、さらに「（候補となる手法の）省エ
ネルギー効果のシミュレーション」が行われた。省エ
ネルギー改修手法の検討は、図「費用対効果の試算」「省
エネルギー改修技術の投資効果」のような考え方で進
められた。
　図「省エネルギー改修技術の投資効果」に示される
ように、基本的には投資対効果が高いものから、単純
回収年数 10 年の範囲内で手法が採用された。ただし
断熱（外断熱パネル）に関しては、投資対省エネ効果
は低いものの、デザイン性・快適性も考慮して採用さ
れた。
　これらの図から、採用された手法の合計エネルギー
削減量を概算すると、約 1550GJ/ 年となる。実際には、
改修翌年の実績で約 1900GJ/ 年の削減量を達成してお
り、試算以上の結果となっている。中原ビルには改修
当時、保安部門が入居しており稼働時間が長かったた
めに、一般的な事務所ビル（1592MJ/ ㎡・年）に比べ
2575MJ/ ㎡・年と、単位面積あたりの年間エネルギー
消費量が多かった。また「空調熱源」「空調動力」「給湯」
などの用途のエネルギー消費割合が一般的な事務所ビ
ルに比べて大きかった。これらの特徴が改修手法の検
討にも影響しており、またエネルギー消費の削減によ
る投資対効果が比較的大きい建物だったともいえる。
（図「費用対効果の試算（エネルギー削減量）」「費用
対効果の試算（ランニングコスト削減量）」「省エネル
ギー改修技術の投資効果」
：資料編「東京ガス中原ビル見学記録・質問事項への
回答」より）
  
　　　
　　
単純回収年数 10 年
省エネルギー改修技術の投資効果
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　ちなみに、表で検討された手法のうち、『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』でグリーン化技術として LCA
が試算されているものについて、中原ビルの面積に対する値を算出すると以下のようになる。
　これらを図中の試算結果と比較すると、どの値についても大きな差があることがわかる。全く別の建物（中原
ビルと 3000 形モデル庁舎）についての比較であり、技術の内容にも差があるので当然だが、ほぼ同様の面積・用
途（事務所と庁舎）を持つ場合でも、他の建物の費用対効果検討結果はほとんど参考にできないことが分かる。
表　中原ビル省エネルギー改修技術とグリーン化技術の費用対効果の比較
省エネルギー手法 類似のグリーン化技術 初期コスト（千
円）
エネルギー削
減量（GJ/年）
ランニングコス
ト削減量（千
円/年）
備考
断熱 外壁の高断熱 213724 54 93 実際の断熱は西面のみ
高効率照明＋人感センサー 人感センサ （ー＋Hf＋所期照度補
正＋昼光連動）
14665 290 392
VAV（変風量制御） 空調機 VAV 75353 167 186
VWV（変流量制御） 冷温水ポンプ VWV 29163 105 71
大温度差冷房 大温度差送水 101911 361 621 検討されたのは冷房のみ
高効率照明 HF照明 9797 85 153
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■改修事例の環境配慮内容
　ここで、評価対象とする各事例の環境面での取り組み（意識されているもの、されていないものを含めて）を
客観的に比較するために、取り組みの内容をリストとして示す。『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』に含
まれる「グリーン化技術候補抽出リスト」（資料編）から、中原ビルの改修で該当すると考えられる環境配慮項目
を抜粋すると、以下のようになる。
　中原ビルは環境配慮・省エネ化を改修の主なコンセプトとした事例であり、「グリーン化技術」にあたる改修
内容を多数採用していることが分かる。また逆に、中原ビルで「環境配慮型改修手法」としてパンフレットや
CASBEE-改修の評価結果等でアピールしている内容は、全て「グリーン化技術」のリストにも含まれていた。（ただし、
一つの改修内容が複数のグリーン化技術にあたる場合もあった。）
表①　改修事例の環境配慮内容
●LCAに関する技術として挙げられているもの　　　　　　　　　　　　　　　※ひとつの対策で、複数の項目に○がついている場合がある。
● 技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグ
リーン化技術
項目　
中原ビル
1. 長寿命
(1) フレキシビリ
ティの確保
③ 床荷重のゆとり ×構造補強は行っていない
(3) 非構造部材の合
理的耐久性・更
新性
① 耐久性 /耐火性 /保守性に優
れた材料
○外断熱パネル
② 部分更新、交換容易な工法 ○外断熱パネル
○金属システム天井
③ 耐久性を高める構法、使い方 ○外断熱パネル
④ 部分更新、交換容易な設備機
器
○設備機器の屋上設置
(4) 維持管理の容易
性
① 維持管理作業に適切なスペー
ス
○設備機器の屋上設置
② 着脱可能な天井、壁システム ○外断熱パネル
○金属システム天井
2. 適正処理・適正使用
3. エコマテリアル
(1) 低環境負荷材料
の使用
④ リサイクル材料等 ○金属システム天井（下地材も含めスチール製なので100%リサイク
ル可能）
4. 省エネ・省資源
4.1. 負荷の低減
(2) 外壁・屋根・床
の断熱
① 高断熱 外壁 ○外断熱パネル
② 外断熱 ○外断熱パネル
④ 屋上緑化 △改修数年後に屋上を緑化
(3) 窓の断熱・日射
遮蔽、気密化
④ 熱線反射／吸収ｶﾞ ﾗｽ 日照調整フィ
ルム
○西面窓ガラスに断熱フィルム
⑤ 庇 ○庇の設置
⑦ その他 ×サッシ改修せず
(5) エネルギー損失
の低減
⑧ 熱源台数制御 ○
⑪ 人感ｾﾝｻｰ 執務室 ○
共用部 ○男子更衣室のみ
4.2. 自然エネルギー利用
(1) 自然採光 ④ 昼光連動制御 ○照度センサーによる調光制御
(3) 自然エネルギー
利用
③ 太陽水集熱 ○ソーラーリンク
4.3. エネルギー・資源の有効利用
(1) エネルギーの有
効かつ効率的利
用
① ｺｰｼ ｪﾞﾈﾚｰｼｮﾝ（ｴﾝｼ ﾝﾞ / ﾀｰﾋﾞ ﾝ） ○マイクロタービンコージネレーション
③ 排熱回収 ○ソーラーリンク
○マイクロタービンコージネレーション
その他 ○ガスセントラル給湯（コージェネレーション排熱・太陽熱を予熱
に利用）
(2) 負荷平準化 ① ガス冷房 吸収冷温水
機
○ジェネリンク、ガスパック
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ガスエンジン
ヒ トーポンプ
○
(3) 搬送エネルギー
の最小化
① 空調動力の省エネ（VAV等） VAV ○
大温度差送
空 調 ( ⊿
T=12℃以上）
○⊿ T=12℃
② ポンプ動力の省エネ（VWV等）冷温水ポン
プ VWV
○
冷却水ポン
プ VWV
○
大温度差送
水(⊿ T=8℃
以上）
○⊿ T=8℃
④ 換気量制御（CO/CO2） その他 ○厨房換気量制御（ガス消費量に応じた換気ファンインバータ制御）
⑥ 昇降機の省エネ 昇降機 VVVF ×昇降機改修せず
(4) 照明エネルギー
の最小化
① 高効率照明器具 執務室高効
率照明（Hf）
○
(6) 適正な運転管理
が可能なシステ
ムの構築
① 自動制御・中央監視の充実 ○簡易型 BEMS
② ﾋﾞ ﾙﾏﾈｼ ﾒﾞﾝﾄｼｽﾃﾑの充実 ○簡易型 BEMS
5. 周辺環境保全
5.1 地域生態系保全
(2) 緑化、地下水の
涵養
② 屋上緑化 △改修数年後に屋上を緑化
5.2 周辺環境配慮
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■環境配慮型改修の環境影響の特徴
　環境配慮型の改修について、ライフサイクル各段階での環境への影響として特徴的な点を以下の表に示す。「環
境影響における特徴的な要素」として挙げたのは、環境配慮型の改修動機から発生しうると考えられる特徴であ
る。その特徴を示す内容が、実際の事例で行われていたか否かを「実際に行われていた内容」として挙げた。また、
中原ビルでは見られない特徴的な内容が他の環境配慮型の改修事例で行われていた場合については、事例名称と
共に挙げた。
表②環境配慮型改修の環境影響の特徴
▲環境負荷を増加させる要素　○環境負荷を減少させる要素
評価項目 環境影響における特徴的な要素 実際に行われていた内容
（特に記載のないものは中原ビル）①改修工事段階
資源消費・廃棄物発生 ▲環境に配慮した部材・機器の使用 ・金属製天井パネル・外断熱外壁パネル
への変更・付加
・高性能な設備機器への変更
▲環境配慮手法採用による改修部位・作
業の増加
・設備の変更に伴う配管ルートの変更・
新設等の必要
○部材・等の継続使用・再利用 ・既存の設備等をなるべく活かす計画
エネルギー消費 ▲環境配慮手法採用による改修部位・作
業の増加
・設備の変更に伴う配管ルートの変更・
新設等の必要
○部材等の継続使用・再利用 ・既存の設備等をなるべく活かす計画
コスト ▲環境に配慮した部材・機器の使用 ・金属製天井パネル・外断熱外壁パネル
への変更・付加
・高性能な設備機器への変更
▲環境配慮手法採用による改修部位・作
業の増加
・設備の変更に伴う配管ルートの変更・
新設等の必要
○部材等の継続使用・再利用 ・既存の設備等をなるべく活かす計画
②運用段階
エネルギー消費 ▲○設備機器・システムの更新・変更 ・設備システム全体のエネルギー消費の
検討と省エネ化
・熱源・空調・照明・換気設備機器の省
エネ化
▲設備機器等の増設・グレードアップ ×熱源台数等を改修時現状に合わせて最
適化したのみと考えられる
○自然エネルギーの利用 ・太陽熱利用
▲設備機器の継続使用 ×既存設備・配管は全体の最適化を考慮
した上で一部継続使用
▲断熱・気密性能の低さ ・サッシ・単層ガラスの継続使用
○断熱・気密性能の向上 ・外断熱パネル・断熱フィルムの付加
○運用の工夫 ・BEMS による管理
○意識の変化 （×資料では特に言及なし）
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③維持管理・廃棄段階
資源消費・廃棄物発生 ○耐久性の高い部材・機器の使用 ・金属製天井パネル・外断熱外壁パネル
の使用
○リユース・リサイクル可能な部材の使
用
・金属製天井パネルの使用（下地も含め
スチール製なので 100% リサイクル可
能）
○メンテナンス・修繕を容易にする工夫 ・金属製天井パネル・外断熱外壁パネル
への変更・付加
・設備機器の屋上への移動
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
×行っていない
▲環境に配慮した部材・機器の使用（修
繕時の資源消費、修繕・廃棄時の廃棄
物発生）
・金属製天井パネル・外断熱外壁パネル
の使用
改修後の使用期間
（長寿命化対策）
○耐久性の高い部材・機器の使用 ・金属製天井パネル・外断熱外壁パネル
への変更・付加
○設備・配管の更新・修繕 ・設備・配管の一部変更
○部材の更新・修繕 ・天井・外壁の更新
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
×行っていない
○構造補強 ×行っていない
○防水・断熱などによる躯体の保護の強
化
・屋上防水の修繕
・外断熱パネル・断熱フィルムの付加
○メンテナンス・修繕を容易にする工夫 ・金属製天井パネル・外断熱外壁パネル
への変更・付加
・設備機器の屋上への移動
（考察）
①改修工事段階（資源消費・廃棄物発生、エネルギー消費、コスト）
（資源消費・廃棄物発生）（エネルギー消費）
・環境配慮型改修では、環境に配慮した部材・機器を使用することにより、
資源消費による環境への負荷（消費する資源の量、および資材を製造す
る際に消費されるエネルギー量など）は基本的に増えると考えられる。
・また、環境配慮手法を採用するためには、配管や設備の位置を合わせて
変更するなど付随的な改修部位・作業が必要になる場合があり、それら
によっても資源消費・廃棄物発生、エネルギー消費が増加する。ただし、
中原ビルの場合は既存の設備等をなるべく活かすよう配慮されており、
初期の工事による負荷も含めて最適な手法が選択されたため、エネルギー
面ではライフサイクルでの負荷を減らすような計画となっている。
（コスト）
・環境配慮手法を採用すると、一般的に通常より高価な部材・機器を使用
することになる場合が多い（3-1-3「環境配慮型改修の技術・手法」参照）。
また、場合によっては付随した作業が必要になることからも、初期コス
トは環境に配慮しない改修より高くなる傾向があると考えられる。
②運用段階（エネルギー消費）
・中原ビルでは、多種の省エネ技術の採用により、運用段階のエネルギー
消費が削減された。現在建物に関する環境負荷として CO2 発生・エネル
ギー消費が注目されることが多く、また CO2 を主に発生させるのは運用
段階である。そのためか、3-1-4「環境配慮型改修に関する社会的状況」
で挙げた環境配慮型改修事例でも、運用段階での省エネ化に重点が置か
れているものが多い。
屋上に設置された太陽熱利用設備
写真：全て中原ビル
高効率な空調設備機器
-74-
・中原ビルでは簡易型 BEMS を導入して運用の管理を行っており、それによ
り改修後にも運用面での無駄が発見されて改善されるなど、有効に利用
されている。
・また、中原ビルの場合はエネルギー会社でありもともと省エネ意識は高
かった可能性があるが、「省エネ改修を行った」ということにより使用者
やオーナーの意識が向上し、さらに省エネ効果が促進されることも考え
られる。
③維持管理・廃棄段階（資源消費・廃棄物発生、改修後の使用期間）
（資源消費・廃棄物発生）
・中原ビルではメンテナンスや部材のリサイクルについても配慮して、天
井と外壁に金属製のパネルを使用した。これらは修繕の頻度と手間を少
なくし、美観や快適性を向上させる上でも効果が期待できる。また設備
のメンテナンスや修繕が行いやすいスペースがとれるよう、設備機器を
地下から屋上に移動した。こうした工夫は、設備の修繕等の際に本来不
必要な部分まで解体しなければならないという事態を防ぎ、それに伴う
廃棄物等の負荷も削減できる可能性がある。また、維持管理が難しいた
めに劣化が進んだり解体が選択されたりする場合を防げる可能性もある。
　ただし、IPSE 都立大学の外壁パネルの場合と同様に、金属製のパネルは、
資源・廃棄物という面のみを見るとどのように評価すべきか判断が難し
い。また、IPSE 都立大学でも、コンクリートに埋め込まれてメンテナン
スできない状態だった PS を改修により改善するといった内容は行われて
おり、環境配慮型改修に限らず、維持管理への配慮は一般的にある程度
行われていると考えられる。
　なお、省エネ効果のある機器等について、メンテナンスの面で通常の機
器と特に異なる点などは入手資料では見られなかった。
（改修後の使用期間）
・中原ビルでは構造補強および一部配管の更新は行っていないが、設備・
内外装・防水等の更新・修繕により、各部位と躯体の耐用年数が延長さ
れた効果が期待できる。
・また中原ビルの場合、初期投資をして環境配慮型手法を採用しており、
メンテナンスに関する対策も行うなど、長く使用することが想定されて
いると思われる。ただし、実際には社内組織の変化により現在使用され
ていないフロアもあり、想定した使用状況と実際は異なってきてしまう
という難しさがある。
BEMSによるエネルギー消費の管理
改修後外観（東面）
既存建物は塗装による外壁仕上げ
改修後外観（北面）
西面のみに外断熱パネルが設置された
屋上緑化
現在の4階部分
改修後数年で一部の部署が転出
スチール製システム天井　　高効率照明機器・照度センサー
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■ AIJ-LCA による試算
　以上の定性的な分析に加えて、中原ビルの改修については日本建築学会による LCA ツール「AIJ-LCA」を用いて
LCA の試算を行った。中原ビルについては、「継続使用」「改修（通常）」「改修（環境配慮）」「新築（通常）」「新築
（環境配慮）」という 5 つのシナリオを設定し、評価期間 20 年間での比較を行った。以下にその際に使用したデー
タと想定の内容、および試算結果を示す。
○中原ビル　使用データ
継続使用 改修（通常） 改修（環境配慮） 新築（通常） 新築（環境配慮）
設計監理 0 （統計データ） （統計データ） （統計データ） （統計データ）
新築 0 省エネ改修工事の仕様
から、環境配慮に関す
る部分を標準的な仕様
に差し替えた場合を想
定する。
設備に関しては、グリー
ン化技術についての資
料を参考に、「改修（環
境配慮）」のシナリオの
2/3のコスト・規模にな
るものとして入力した。
※1
→新築工事の15.6%
省エネ改修工事後の仕
様（発表資料から読みと
れる範囲、省エネに関
わる部分のみ）
設備に関しては、新築
工事（建築学会事務所ビ
ルデータ）に対して、中
原ビルの改修で省エネ
改修技術（設備）に実
際にかけられたコストと
同様になるよう、設備工
事規模を調整した。
※設備改修コスト（推定）
＝約 58,500(千円 )
→新築工事の23.4%
新築工事（建築学会事
務所ビルデータ）
※設備の資材製造段階
のコスト
＝3,220( 円 /年㎡ )＊
20 年＊3,877㎡
＝249,679(千円 )
新築工事（建築学会事
務所ビルデータ）
→外壁（外断熱パネル）、
天井（スチールパネル）、
窓（断熱）について、改
修後と同様の仕様とし
た。
設備に関しては、環境
配慮の初期負荷として通
常の新築工事の場合の
1.5倍のコストとなるもの
として入力した。
※2
建替 0 ※改修前の部分解体段
階を示すこととする。
→代用に、「改修工事（通
常）」で新規投入した部
材の解体段階として算出
されたデータを使用。
※改修前の部分解体段
階を示すこととする。
→代用に、「改修工事（通
常）」で新規投入した部
材の解体段階として算出
されたデータを使用。
※新築前の解体段階を
示すこととする。
→代用に、「継続使用」
の解体段階として算出さ
れたデータを使用。
※新築前の解体段階を
示すこととする。
→代用に、「継続使用」
の解体段階として算出さ
れたデータを使用。
修繕
改修
維持管理
（算出されたデータ）
→外壁（吹き付け塗装）
と天井について、通常の
仕様（環境配慮型仕様
と比較して更新周期が短
く修繕率が高い）とした。
「継続使用」と同様とす
る。
「新築（環境配慮）」と
同様とする。
（算出されたデータ）
→外壁（タイル）と天井
について、通常の仕様（環
境配慮型仕様と比較して
更新周期が短く修繕率
が高い）とした。
（算出されたデータ）
→外壁（外断熱パネル）
と天井（スチールパネル）
について、更新周期が長
く修繕率が低い仕様とし
た。
エネルギー
（「中原ビル消
費エネルギー
データ」参照）
改修前実測値（発表資
料より推定）
通常の改修でも省エネ
化される要素を考慮す
る。
改修後実測値（発表資料
より）
通常の新築でも既存建
物と比べ省エネ化される
要素を考慮する。
環境配慮型ビル「アース
ポ トー」を参照する。
廃棄処分 （算出されたデータ） ※最終的な解体段階を
示すこととする。
「継続使用」と同様とす
る。
※最終的な解体段階を
示すこととする。
「新築（環境配慮）」と
同様とする。
※最終的な解体段階を
示すこととする。
（算出されたデータ）
※最終的な解体段階を
示すこととする。
（算出されたデータ）
※ 1　ただしこれはグリーン庁舎の場合の大まかな数字であり、中原ビルについて「通常の改修」を行った場合にどのような改修内容
となるかは想定し難い。
※ 2　ただし設備工事のコスト 1.5 倍という値はグリーン改修の場合の平均的な値を参照したに過ぎない。（新築の場合は、コストを調
整したのみで資材投入量は「通常」の新築の設備工事と同様とした。）また設備以外の部材の仕様についても、改修後の中原ビルと
同様の仕様としており、新築の場合を想定するには不十分である。
　しかし、「新築（環境配慮）」のシナリオで消費エネルギー量を参照した「アースポート」（概要は後述）の事例について、仕様を調
査して AIJ-LCA に入力する煩雑さから、本研究ではこのような大まかな方法で試算した。そもそも、中原ビルを解体・新築するとい
う場合はアースポートとも改修後の中原ビルとも異なる建物が新築されるので、「正確に」想定することは不可能であり、あまり意
味がない。また、たとえ正確にアースポートの仕様を参照して計算したとしても、AIJ-LCA では一般的な資材構成と原単位などのデー
タを用いるため、環境に配慮した資材による影響などが簡単に算出できるわけではない。
　こうしたことから、特に「改修（通常）」「新築（通常）（環境配慮）」という架空のシナリオについては、結果の比較・検討がしやす
いよう単純な想定として試算を行った。他の項目の使用データについても同様の考え方により簡略化を行った部分がある。
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○中原ビル　年間消費エネルギーデータ
継続使用 改修（通常） 改修（環境配慮） 新築（通常） 新築（環境配慮）
空調 実測値（改修前）等の資料
から推計
実際の改修では大温度差
送水・送風・VWV・VAVによ
り1730GJ 程度を削減した
と推定し、改修前の値を
算出した。さらに全体のエ
ネルギー消費実績との差か
ら、熱源の高効率化により
201GJ 程度を削減したと想
定する。全体の電気・ガス
比率から、改修で削減され
た分は電気を使用していた
と想定する。
3,131＋1,931(GJ)
＝5,062(GJ)
＝3,130,530(MJ)
　＋196,487(kWh)
一般的な既存建物の設備
機器を、現在の一般的な機
器に更新した場合、空調機
器の効率の向上が10% 程
度、改修前の機器の劣化
による効率の低下が10 ～
20% 程度とされる。※1
→改修により20% 省エネ化
されると想定する。※2
5,062＊0.8
＝ 4,049,600(MJ)
＝3,130,530(MJ)
　＋93,496(kWh)
実測値（改修後）
全体の電気・ガス比率から、
空調にはガスを使用してい
ると想定する。（ソーラーリ
ンク等について正確に入力
することが難しいため。）
熱源 31%
＋空調動力8%
＝3,130,530(MJ)
一般的な既存建物の設備
機器を、現在の一般的な機
器に更新した場合、空調機
器の効率の向上が10% 程
度、改修前の機器の劣化
による効率の低下が10 ～
20% 程度とされる。※1
→既存建物より35% 省エネ
化されると想定する。※2
5,062＊0.65
＝3,290,300(MJ)
＝3,130,530(MJ)
　＋16,253(kWh)
「アースポ トー」の場合
を参照し、改修前の実
測値より各部門で 30%
削減されると想定する。
　※5
照明 実測値（改修前）等の資料
から推計
実際の改修では Hf 型照明
器具・照度センサー・人感
センサーにより25GJ 程度
を削減したと推定し、改修
前の値を算出した。
2809＋25
＝ 2834(GJ)
＝ 288,301(kWh)
Hf 型高効率照明器具導入
により、既存建物より12GJ
省エネ化されると想定する
（実際のに行われた改修に
よる省エネ化のうちHf照明
機器の効果とされる部分）。
2834－12
＝ 2822(GJ)
＝ 287,080（kWh/年）
実測値（改修後）
35%
＝ 2809(GJ)
＝ 285,758(kWh)
Hf 型高効率照明器具導入
により、既存建物より25GJ
省エネ化されると想定する
（実際のに行われた改修に
よる省エネ化のうちHf照明
機器の効果とされる部分）。
2834－12
＝ 2822(GJ)
＝ 287,080（kWh/年）
給湯 実際の改修では変化がな
かったと考え、改修後と同
様とする。
＝240,810(MJ)
改修前（継続使用）と同様
とする。
＝240,810(MJ)
実測値（改修後）
3%
＝240,810(MJ)
改修前（継続使用）と同様
とする。
＝240,810(MJ)
厨房　※3 実際の改修では変化がな
かったと考え、改修後と同
様とする。
＝923,105(MJ)
　＋93,907(kWh)
改修前（継続使用）と同様
とする。※4
＝ 923,105(MJ)
　＋93,907(kWh)
実測値（改修後）
全体の電気・ガス比率から、
電気・ガスは半々の使用と
想定する。
23%
＝1,846,210(MJ)
＝ 923,105(MJ)
　＋93,907(kWh)
改修前（継続使用）と同様
とする。※4
＝ 923,105(MJ)
　＋93,907(kWh)
その他（冷蔵
庫、 娯 楽 情
報、 家 事 衛
生、その他）
合計 実測値（改修前）
9983(GJ/年 )
8959(GJ/年 )
（改修前より10% 削減）
実測値（改修後）
8027(GJ/年 )
（改修前より20% 削減）
8199(GJ/年 )
（改修前より18% 削減）
6988(GJ/年 )
（改修前より30% 削減）
※ 1　設備機器の効率の向上に関しては、前研究室佐藤孝輔氏ヒアリング結果（資料編）による。
※ 2　これらのデータから、改修で空調機器の効率が向上することによるエネルギー消費の削減は計算上合計で (0.9~0.8)/1.1 ＝
18~27% 程度となる。そのため「改修（通常）」では 20% の省エネ化と想定した。また、「新築（通常）」では更に熱源の効率化や空調
システム全体の最適化、気密・断熱化等が行われると考えて、全体で 35% の省エネ化と想定した。（ボイラーや冷凍機の効率は向上
しており、『省エネルギーハンドブック』により 90年代以降の機器を 70年代の機器と比較すると、熱効率・COP は 1.1~1.4 倍程度となっ
ている。また断熱に関しては、グリーン化技術の資料によると外壁の高断熱化の一次エネルギー消費削減効果は 2.7% となっている。
これらを全て合わせると、計算上 28~49% の省エネ効果があるということになる。ただ、中原ビルの実際の改修では熱源等も全て特
に省エネな設備に変更しており、その結果空調に関しては 38% 程度の削減効果となっていると推定した。それを考慮して、「新築（通
常）」のシナリオでは 35% の省エネ化と想定した。）
※ 3　厨房で使用するガスなどに関しては消費量の資料が得られなかったため、全体に占める割合は少ないと考えられることと改修で
特に削減対策は行われなかったことから、「その他」とまとめて扱った。
※ 4　建物内で使用する機器類も変更すればエネルギー消費量は変化するが、建物自体の性能のみを比較するために全シナリオ共通の
値とした。
※ 5　新築建物（環境配慮）のエネルギー消費については、中原ビルと同じく東京ガスの事務所ビルである「アースポート」を参照した。
アースポート（東京ガス港北 NT ビル）は設計も中原ビルと同じ日建設計による、環境配慮型の事務所ビルである。環境配慮に配慮
した資材の使用や長寿命化対策に加え、省エネ対策として
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　　1）自然採光・自然換気など自然エネルギーの活用
　　2）ライトシェルフ、Low-e ペアガラスなど断熱・日射遮蔽性能の向上
　　3）コージェネレーションシステムなどエネルギー高効率利用
　を図り、一次エネルギー消費 774(MJ/ ㎡年 ) を実現した。（エネルギー消費では、標準的なオフィスと比較して年間 30 ～ 35% の削減
を達成した。この実績を元に LCCO2 を想定すると約 25~34％削減の効果があるとされている。）CASBEE による評価では、BEE=3.0（S
ランク）となっている。
　この建物の床面積あたりのエネルギー消費実績を中原ビルの面積にあてはめてみると、774(MJ/ ㎡ ) ＊ 3877( ㎡ ) ＝ 3000(GJ/ 年 ) と
なる。これは改修前の中原ビルの 30% にあたり、やはり同じ企業の事務所ビルとは言え、使い方の差などからエネルギー消費にも大
幅な差があると考えられる。そこで、各部門の占める割合については改修後の中原ビルと同様として、全体のエネルギー消費が既存
建物より 30% 削減されたものとして「新築（環境配慮）」のエネルギー消費量を想定した。（実際のアースポートではオフィスの照明
用電力を 63% 削減したなどの実績があるが、エネルギー消費量の部門別内訳は今回検討する LCA の結果に大きく影響しないと考え、
上記のような想定とした。）
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○中原ビルの LCA 評価結果
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■考察
　AIJ-LCA による算出結果から、中原ビルの「改修（環境配慮）」の環境負荷を「継続使用」「新築（通常）」のシ
ナリオと比較した場合の評価を 4-2-1「機能回復型」の表③「算出結果の分析」に示した。以下ではこれらの結果
をもとに環境配慮型改修の環境影響について考察する。さらに、環境配慮型改修の動機と環境影響の特徴を考慮
して、環境面でより良い対策の可能性を考察する。
図　評価期間による LCA 算出結果の比較
LCE,CO2
・エネルギーと CO2 については、細かい数値は異なるもののほぼ同様の結果が得られた。
・全シナリオの中で「改修（環境配慮）」（実際に行われた内容）が最も有利な結果となり、「新築（環境配慮）」が
2番目となった。この結果から、中原ビルの事例のように、エネルギー多消費型の建物に対して設備に重点を置
いた改修を行い省エネ化した場合、IPSE 都立大学の場合と異なり 9 年程度で初期負荷を回収できる可能性があ
る。（ただし中原ビルでは 20% という大幅な省エネ化を行った。）また、建物を長く使用する予定がある場合や、
既存建物の構造等の耐用年数が近づいている場合などには、解体・新築して大幅に省エネ化するほうが LCE で
有利になることもあり得ると考えられる。
・このようにいくつかのシナリオの環境影響が単純に比較できない場合、図「評価期間による LCA 算出結果の比較」
に示すような検討の仕方が考えられる。図は中原ビルの LCE と LCC について、評価期間を 10 年、20 年、30 年
として評価した結果を並べたものである。
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　このグラフから、例えば改修後 10 ～ 20 年程度の期間使用する場合は「改修（環境配慮）」を行うシナリオが最
もエネルギー消費が少ないが、30 年以上使用する場合にはわずかながら「新築（環境配慮）」のほうが負荷が少
なくなる。30 年以内の使用期間であれば、解体・新築を行うより何らかの改修を行うことが、LCE,LCC で有利
であるといえる。また、20 年以上使用する場合には「継続使用」より「新築（通常）」のほうが負荷が少ない。
　この結果は様々な仮定に基づくものであり、特に修繕や維持管理段階に関しては、詳細な LCA を行ったとして
も仮定にならざるを得ない部分がある。しかし、概算であってもこのような時系列での検討を行い、施主や設
計者が各シナリオの LCA と想定される使用期間の関係を把握することは意味があると考えられる。このような
方法は事業収支の検討では一般的であり、LCCO2 についても検討される場合があるが、より一般的に用いてもわ
かりやすく有効であると思われる。
・なお、以下の①②③に示すような要素から、今回の試算での想定は「新築（環境配慮）」に特に有利な内容となっ
ている。「新築（環境配慮）」の初期負荷等に関してアースポートの仕様を参照することが難しかったためだが、
実際には今回の想定以上の初期負荷（ハイスペックな仕様）となっていると思われる（②）。一方、エネルギー
消費として参照しているのはアースポートの実績値で、先進的な省エネ対策を行った結果である（③）。また中
原ビルが事務所ビルの中でも比較的エネルギー消費が多い建物であるということ（①）も含めて考えると、20
年以内の期間では「改修で省エネ化するよりも新築したほうが LCE で有利になる」という場合は稀なのではな
いだろうか。
① IPSE 都立大学の場合と異なり、改修部位が限られているため初期負荷が小さくなり、また中原ビルがエネル
ギー多消費型の事務所ビルであることからも、運用段階の影響が大きくなった。（→環境配慮を行うシナリオ
の負荷削減効果が比較的大きい事例である。）
②「新築（環境配慮）」の初期負荷などは「新築（通常）」とほぼ同様とし、環境配慮内容（外壁・天井パネル）
のみ「改修（環境配慮）」と同じと想定した。
③「新築（環境配慮）」の運用段階のエネルギー消費はアースポートの実績値を参照して既存建物より 30% 削減
とした。
LCC
・LCC では初期工事のコストの影響が大きく、LCE とは全く異なる結果となっている。算出結果から、中原ビルの
比較的多いエネルギー消費量であっても、コストとして LCC に占める割合は 25%（「改修（環境配慮）」の場合）
程度と、エネルギーの場合と比較して小さく、初期工事と維持管理段階の影響が大きいと言えるだろう。
・「環境配慮の詳細について」で紹介した改修前の検討では、10 年間で初期コストが回収できるよう手法が選択さ
れた。また実際に、改修後 5,6 年で改修コストを回収したという資料がある。しかし、今回の LCA 試算では 20
年でも継続使用と比較して初期コストを回収できないという結果となった。この原因として、入手資料からエ
ネルギー消費（特に排熱利用、太陽熱利用など）の詳細やエネルギー費を正確に把握できず、運用コストが正
しく算出されなかった可能性がある。また、初期工事費も設備以外の部材に関しては AIJ-LCA によって算出し
ているなど、実際の改修内容とは異なっている。
　中原ビルで採用された省エネ化手法について、「グリーン診断・改修計画基準」にあるグリーン化技術の LCC シ
ミュレーション結果を参照すると、類似の技術は初期コストの回収年数 20 年程度（「人感センサー＋ Hf ＋初期
照度補正＋昼光連動」）～ 100 年以上（「空調機 VAV」など）と計算できる。よって、中原ビルで 10 年以内に初
期コストを回収可能となったことには、対象建物について綿密な検討が行われた上で計画が決定されたことが
影響しているのではないかとも思われる。
LCR,W
・IPSE 都立大学と同様、LCR,W については初期工事および最終的な解体による負荷が大部分を占め、新築＞改修＞
継続使用の順に大幅に負荷が削減される結果となった。
・IPSE 都立大学について行ったのと同様の方法で計算すると、中原ビルでは改修を行ったことで建物の使用期間
が 5% 以上延びたとすれば、（継続使用後に、または改修と同じ時点で）解体・新築する場合と比べて資源消費
量が削減されたと言える。中原ビル改修時の築年数は 34 年なので、5% は 2.4 年にあたる。また、同様に廃棄物
発生に関しては 7%（1.7 年）使用期間が延長されれば、改修で負荷が削減されたと言うことができる。
　改修後 3 年以内に解体することは稀と考えられるので、中原ビルの事例やそれと同程度の規模の改修の場合は、
解体・新築の代わりに改修を行うことは基本的に LCR,W の削減効果があると言えるのではないだろうか。
・全体に占める割合は小さいが、修繕段階の資源消費・廃棄物発生について、通常の場合より環境に配慮した場合
のほうが負荷が大きい結果となっている。これは、環境配慮のシナリオでは外壁と天井について、通常の仕様（塗
装、石膏ボードなど）の代わりに金属製のパネル（実際の中原ビル改修での仕様）を想定しているためである。
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試算の際、更新周期と修繕率については、例えば「通常」の仕様（外壁塗装）では更新周期 10 年・修繕率 2%/ 年、
「環境配慮」の仕様（金属＋断熱材）では更新周期 40 年、修繕率 1％ /年というように、金属パネルのほうがメ
ンテナンスの負荷が少ない想定としたが、この程度の差では重量の差がカバーできない結果となった。（LCR,W
の負荷の単位は重量で表示されている。）
　重量が環境負荷を直接表現しているわけではないが、例えば「建築用金属製品」（鉄板など）の生産・流通
段階の CO2 原単位は 4.154(kg-CO2/kg) であるのに対し、「その他の建設用土石製品」（石膏ボードなど） では
0.384(kg-CO2/kg) と 10 倍以上の差があり、金属は生産にかかる負荷も大きいことが分かる。一方、鉄の密度
は 7.86 (g/cm3)、石膏ボードは 0.6~0.9(g/cm3) で、8.7~13 倍の差となっている。よって、場合によるものの、
CO2 排出などの面でも資材の重量と同じく金属パネルのほうが負荷が大きい可能性も考えられる。しかし、仕様
前後のリサイクル可能性等を考慮すればさらに評価は複雑である。実際、AIJ-LCA による今回の評価では、解体
段階の廃棄物発生について、「新築（通常）」より「新築（環境配慮）」のシナリオで負荷が小さくなっている。
これはパネルに使用されている金属のリサイクル率の高さが算出結果に反映しているためである。
　また、金属パネルは耐久性・断熱性・メンテナンスの容易さ・美観・リサイクル可能性等に優れた材料とされ、
それらの効果を合わせて得られる改修手法として採用された。LCA の計算内容（「修繕率」等）は全て想定であり、
わずかな数値の差にはあまり意味がないが、環境配慮型の高性能な部材・機器は、運用の仕方によっては通常
のものより資源・廃棄物という面で負荷が大きくなる可能性があるということが言えるだろう。
より良い環境配慮のためにとれそうな対策
・環境配慮型改修は、現状においては啓発・技術のアピール等の意味があり、環境配慮手法の効果を検証していく
上でも重要だと考えられる。中原ビルの場合は、LCE の面で実際に環境負荷削減の成果をあげることに成功した
と言えるだろう。
・ただし、中原ビルの改修ではこの結果を出すために、社外の専門家も含めて改修前 1年間の検討が行われたとい
うことを見ても、簡単に他の建物に応用できる改修方法ではない。「環境配慮の詳細について」で述べたように、
類似の規模・用途の建物であっても個々の技術の適用可能性と効果を独自に検討しなければ、正しい手法の選
択は難しいと考えられる。また、コストの問題として、中原ビルでは初期費用の回収期間 10 年を基準に計画さ
れたが、10 年という期間は一般的な企業にとっては長すぎると考えられる。また、改修時に想定された範囲の
建物の使用状況がある程度の期間継続しなければ、LCE としても初期負荷を回収できない可能性がある。これら
の手法が一般的な企業や個人による改修にまで普及し効果を出すことを目指すならば、様々な面からの対策が
必要である。
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4-2-3　保存型：横浜赤レンガ倉庫
動機による分類 改修の動機
改修を行う代表的な
主体
事例
保存型 建物自体が持つ価値（歴史的価値、観光資源としての価値）
の保存
行政・公共機関、NPO
横浜赤レンガ倉庫、門司港税関、
BankART 1929
（小規模）旧岩崎家住宅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  改修後外観
建物名称 横浜赤レンガ倉庫
所在地 神奈川県横浜市中区
現用用途 商業施設（ホール、レンタルスペー
ス、店舗など）
旧用途 倉庫（→不使用）
用途変更 あり（使用されていない建物への
用途の付加）
改修年 2002 年
建設年 1913 年（1号倉庫）
1911 年（2号倉庫）
改修時築年数 築 89 年（1号倉庫）
築 91 年（2号倉庫）
構造 組積造、一部鉄骨造
規模 地上 3階
延床面積 6408.48 ㎡（1号館）
10755.01 ㎡（2号館）
企画 財団法人横浜市芸術文化振興財団
（1号館）
株式会社横浜赤レンガ（2号館）
改修設計 新居千秋都市建築設計
構造設計 TIS&PARTNERS
施工 竹中工務店、他 1社 JV
改修の主な動機 建物の保存、地域の活性化
改修部位 修復、復元、内外装 ( 全て )、設備
機器 ( 全て )、構造補強、壁・床等
の付加
改修後の機能レ
ベル
大規模商業施設としての機能
機能以外の付加
価値
保存、デザイン
環境への配慮 事後に環境影響評価を実施
　　　　　　 　
　　　　　　　　　　　　改修後内観 　　　　　　改修後内観
　保存型の事例として「横浜赤レンガ倉庫」の保存・
活用を取り上げる。既存建物である倉庫は、歴史的価
値があるとはいえ文化財等に指定されているわけでは
なく、地域のシンボルとして親しまれていた建物であ
る。しかし保存活用にあたっては、廃墟となっていた
建物を復元・補強し、内部は文化と商業の施設として
デザイン性にも配慮した設計を行うなど、時間や費用
をかけて大規模な改修が行われた事例である。
■事例の概要
　横浜赤レンガ倉庫は明治末期に建築家・妻木頼黄の
設計により大蔵省の保税倉庫として一号倉庫と二号倉
庫が建設され、以後 90 年以上も「ハマの赤レンガ」
と呼ばれ横浜のシンボル的存在として市民から親しま
れてきた。その歴史的存在の大きさと存続を望む市民
の熱意により昭和 54 年頃から建物の保存計画が継続
的に行なわれていた。当初の計画では建物の外観保存
に主眼が置かれていたが、みなとみらい 21 地区開発
（横浜の都心再生プロジェクト）の一環で平成 4 年に
横浜市が国から赤レンガ倉庫を取得したことをきっか
けに、プロジェクトは “ 保存から保全（＝積極的に
活用しながらの保存）”へと大きく変化していった。
　また、事業の構成は、第三セクターである（株）横
浜みなとみらい 21 が一号館と二号館を横浜市から賃
借し、二棟間の広場の管理を市から受託している。一
号館を横浜市芸術文化振興財団が受託し文化事業を運
営し、二号館は事業コンペで選定された（株）横浜赤
レンガが受託しテナント運営を行なうという仕組みに
なっている。
　この建物の再生プロジェクトでは供給設備棟を建物
から離れた半地下に設置し、地中のボックスカルバー
ト（地下排水溝）を通してエネルギーを供給するなど
建物の外観を損なわない方法が採用された。このため
外観の原型がほぼ忠実に守られ、レンガ建築特有の雰
囲気や歴史性を残したまま文化施設・商業施設として
活用することが可能となった。
　また、CASBEE- 改修による評価も事後的に行
わ れ、 改 修 前 BEE=0.7(Q=2.5 LR=2.7)、 改 修 後
BEE=2.0(Q=3.9 LR=3.5) となっている。
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■改修事例の環境配慮内容
　ここで、評価対象とする各事例の環境面での取り組み（意識されているもの、されていないものを含めて）を
客観的に比較するために、取り組みの内容をリストとして示す。『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』に含
まれる「グリーン化技術候補抽出リスト」（資料編）から、横浜赤レンガ倉庫の改修で該当すると考えられる環境
配慮項目を抜粋すると、以下のようになる。
　横浜赤レンガ倉庫の改修については、事後的に CASBEE- 改修による評価が行われている。その資料の中で「LR（環
境負荷低減）の特徴的な取り組み」として挙げられている内容については、グリーン化技術のリストでも類似の
項目を探して表に含めた。その結果、細かい内容については「その他」としたものや、取り組みの詳細な内容が
改修ではないため資料からは分からず小項目に分類できなかったものがあるが、大まかには問題なくグリーン化
技術として分類することができた。また、CASBEE では「Q（環境品質・性能向上）」としている取り組みの中にも、
環境負荷の削減としてグリーン化技術に該当するものがあり、表に含めた。
　横浜赤レンガ倉庫は環境配慮を主なコンセプトとした改修ではないが、グリーン化技術にあたる改修内容を多
く採用していることが分かる。中原ビルと異なる点として、横浜赤レンガ倉庫では特殊な省エネ設備等を使用し
たという資料はないが、改修規模が大きいためグリーン化技術にあたる改修内容も多様である。また、CASBEE- 改
修による評価結果を比較してみると、改修後の BEE は中原ビルが 1.6、横浜赤レンガ倉庫が 2.0 と、横浜赤レンガ
倉庫のほうが評価が高い。これは、CASBEE では地球環境への影響以外に「Q（居住環境のアメニティを向上させる
性能）」を評価するためで、横浜赤レンガ倉庫は「まちなみ・景観への配慮」などで特に評価が高くなっている。
表①　改修事例の環境配慮内容
●LCAに関する技術として挙げられているもの　　　　　　　　　　　　　　　※ひとつの対策で、複数の項目に○がついている場合がある。
● 技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグ
リーン化技術
項目　
横浜赤レンガ倉庫
1. 長寿命
(1) フレキシビリ
ティの確保
③ 床荷重のゆとり △構造補強を行った
⑥ その他リニュ アールへの考慮 ○プランニングの自由度が高い内装レイアウト
○供給設備棟の分散配置等による対応性・更新性の向上
2. 適正処理・適正使用
3. エコマテリアル
(1) 低環境負荷材料
の使用
② 自然材料（石材他） ？レンガ
⑥ その他 ○水系消火設備
(3) 副産物・再生資
源の活用
② 電炉鋼等利用範囲拡大 ○電炉鋼
⑤ その他再生資源の活用 ○既存躯体利用と一部既存躯体撤去材の外構への利用
4. 省エネ・省資源
4.1. 負荷の低減
(3) 窓の断熱・日射
遮蔽、気密化
⑦ その他 ○サッシの改修
(4) 局所空調・局所
排気
⑥ その他 ○耐震コアへの設備集約と給排気口の区分けによる換気性能の改
善
4.2. 自然エネルギー利用
4.3. エネルギー・資源の有効利用
○設備システムにおける ERR 値の削減（物販店 16.8%、飲食店
21.9%）
(3) 搬送エネルギー
の最小化
⑥ 昇降機の省エネ 昇降機 VVVF ○昇降機を設置
(4) 照明エネルギー
の最小化
① 高効率照明器具 執務室高効
率照明（Hf）
？
(5) 水資源の有効活
用
③ 各種節水ｼｽﾃﾑ その他 ○節水便器
5. 周辺環境保全
5.1 地域生態系保全
(2) 緑化、地下水の
涵養
① 敷地内緑化 ○供給設備棟を半地下とし上部を芝で緑化
(3) 環境汚染物質の
排出抑制
② 大気汚染の抑制 ○低 NOx 機器
○天然ガス使用
5.2 周辺環境配慮
騒音・振動、風
害及び光害の抑
制
① 騒音・振動の防止 ○供給設備棟排気口の壁面に水を流す
④ その他 ○設備排熱対策として、供給設備棟上部に囲いを設置、屋上から
の排熱
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■保存型改修の環境影響の特徴
　保存型の改修について、ライフサイクル各段階での環境への影響として特徴的な点を以下の表に示す。「環境影
響における特徴的な要素」として挙げたのは、保存型の改修動機から発生しうると考えられる特徴である。その
特徴を示す内容が、実際の事例で行われていたか否かを「実際に行われていた内容」として挙げた。また、横浜
赤レンガ倉庫では見られない特徴的な内容が他の保存型の改修事例で行われていた場合については、事例名称と
共に挙げた。
表②保存型改修の環境影響の特徴
▲環境負荷を増加させる要素　○環境負荷を減少させる要素
評価項目 環境影響における特徴的な要素 実際に行われていた内容
（特に記載のないものは横浜赤レンガ倉
庫）①改修工事段階
資源消費・廃棄物発生
エネルギー消費
コスト
▲建物の移築など ・曳き家（「BankART 1929」）
・一度解体して、別の場所に再度新築復
元（「BankART 1929」）
▲復元等のための作業・特殊な部材・機
器の使用
・オリジナルに近いレンガを焼くために
中国の工場を購入し、製品を輸送（た
だし輸送費を含めても国産品より安価）
・個々の窓の大きさを計測し、それに合
わせてサッシを製作
・オリジナルに近いビスを、水門のメー
カーに依頼して製作
・解体後に再度復元するため、既存の建
物についてミリ単位で寸法を測るなど
の調査を行い記録（「BankART 1929」）
・曳家の際に壊れてしまった場合などに
そなえ、モルタルで一部部材の型どり
（「BankART 1929」）
▲保存・活用のための大幅な修繕・補強
など
・鉄骨等による構造補強
・レンガの目地にエポキシ樹脂を注入し
て補強
・レンガの補強前後に試験体を抜き、強
度を検査
▲保存のための物理的制約 ・床下に設備を入れられず、外観保存の
ため供給設備棟を建物から離れた半地
下に設置
▲コンセプト・デザイン・高性能等のた
めの改修部位・作業の増加
・エスカレーター等の現代的な設備の駆
動部を表現するため、通常の設備を加
工（既存部分と新規部分を統合するデ
ザインコンセプト "The First Machine 
Age" による）
▲○古さやオリジナリティをアピールす
る表現
・床下に既存部材を展示
・外観は既存建物から大きく変更せず
○部材等の継続使用・再利用 ・レンガ・トラス・建具等を一部継続使
用
・既存躯体撤去材の一部を外構に利用
（・床下に既存部材を展示）
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②運用段階
エネルギー消費 ▲○設備機器・システムの更新・変更 ・設備機器を新設
・高効率な設備システムの採用（ERR 値を
物販店で 16.8% 削減、飲食店で 21.9%
削減）
▲設備機器等の増設・グレードアップ ・大部分の設備機器を新設
▲設備機器の継続使用 ×特にないと考えられる
▲断熱・気密性能の低さ ・レンガ壁の露出
○断熱・気密性能の向上 ・個々の窓の大きさを計測し、それに合
わせてサッシを製作
・風除室の付加③維持管理・廃棄段階
資源消費・廃棄物発生
エネルギー消費
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用、保存のための制約
・躯体の継続使用
・外観の保存
▲特殊な部材・機器の使用（修繕時の資
源消費、修繕・廃棄時の廃棄物発生）
？修繕時の資材調達方法は不明
改修後の使用期間
（長寿命化対策）
○設備・配管の更新・修繕 ・設備・配管を新設
○部材の更新・修繕 ・レンガの一部更新、内装の付加
・コンクリートの打ち直し
・鉄板に錆止め塗装
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
・躯体の継続使用
○構造補強 ・鉄骨等による構造補強
・レンガの目地にエポキシ樹脂を注入し
て補強
○防水・断熱などによる躯体の保護の強
化
・防水の施工
・コンクリートの打ち直し
（考察）
①改修工事段階（資源消費・廃棄物発生、エネルギー消費、コスト）
（資源消費・廃棄物発生）（エネルギー消費）（コスト）
・保存型改修では、通常の改修工事項目に加えて、「移築」「復元（建物を
オリジナルの姿に戻すことなどを目指して改修する）」といった作業が行
われる場合がある。また、既に耐用年数を過ぎているような構造や部材
であっても保存する場合があり、そのためには通常の耐震補強以上の大
がかりな改修や特殊な手法が必要になることもある。これらの作業は一
般に資源消費・廃棄物発生・エネルギー消費・コストを増加させる傾向
にある。
・また、既存または「オリジナル（建設当初など、歴史性・デザイン等の
面で最も価値があると考えられている時点）」の状態を保存・復元し、効
果的に表現するために、制約が生まれる。その内容としては、保存すべ
き部分を壊せないことによるスペース等の問題や、内外観を保存するた
めの制約などがある。一方、古い外観や部材も価値あるものとして継続
使用するために、見た目に新しさを求める場合より工事項目が少なくなっ
ているという面もある。
・保存型改修では、保存自体が目的であり、改修コストが解体・新築コス
トより少ない必要性はない。そのため、曳き家やオーダーメイドの部材
など、高コストと思われる改修内容も多く見られた。これらはコストだ
けでなく、場合によっては環境への影響としても大きい可能性がある。
・さらに横浜赤レンガ倉庫の場合は、古い部材等を展示したり、新規部材
も既存の部分に合うような工夫をしたりという積極的なアピールも行わ
れていた。これらも工事項目の増加となっているが、文化・商業施設と
しての企画・コンセプトに基づいた工夫でもあるため、改修特有の問題
というわけではないと考えられる。
改修後外壁
既存のレンガは補強して使用
サッシは個々の窓を計測して製作された
写真：全て横浜赤レンガ倉庫
既存部材の展示
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②運用段階（エネルギー消費）
・横浜赤レンガ倉庫の事例では、設備システムに高効率なものを使用した
との資料がある。この事例の場合、既存建物は倉庫であり、既存の設備
機器や、空間的に制約となる要素が少なかったため、比較的新築に近い
設備設計が可能になったのではないかと考えられる。しかしそれでも、
床下のスペースの問題から設備棟を別に設けるといった工夫が行われた。
既存建物によっては、設備機器の省エネ化が難しい場合もあると考えら
れる。
・また、建物の気密・断熱性の向上のためには外壁や建具の改修が重要で
あり、内外観の保存とは矛盾する場合が多いと考えられる。横浜赤レン
ガ倉庫の場合も、内外観共にレンガ壁を露出したことがデザインの特徴
となっており、壁の断熱を強化したという資料はない。しかし、サッシ
は新たに制作し時代考証に基づいた塗装を施しており、窓の気密・断熱
性能は向上したと考えられる。また、外観に配慮したデザインで風除室
を付加したことも、気密性を向上させていると考えられる。
③維持管理・廃棄段階（資源消費・廃棄物発生、改修後の使用期間）
（資源消費・廃棄物発生）
・保存型改修では古い部材・構法や特殊な材料が使用されている場合が多
いことから、一般的な改修後の建物より維持管理の頻度、作業量、資源
消費、エネルギー消費などが多い可能性がある。ただし、横浜赤レンガ
倉庫に関しては、入手資料から維持管理の詳細は分からなかったため、
どの程度影響があるかは不明である。
（改修後の使用期間）
・横浜赤レンガ倉庫では、全体的な構造補強を行い、設備・配管・内装・
建具なども大部分が新規のものとなっている。防水等の修繕も行われ、
建物の耐久性は大幅に向上した（むしろ、耐用性を失っていた建物を再
び使用可能な状態へとよみがえらせた）と言えるだろう。ただ、事例によっ
ては古い部材や配管などが継続使用される場合もあると考えられ、その
場合物理的には改修後の耐用年数が長いとは言えない。
・しかし、保存型改修では「保存」を目的として改修を行っており、物理
的に耐用年数を過ぎたとしても更に保存され続ける可能性がある。
LCE
・以上のように、保存・復元のための処置は環境配慮と相反する場合が多い。
例えば内外観の保存と断熱性のように、根本的に両立が不可能と思われる
内容も多く見られた。
・ただし、IPSE 都立大学の LCE 試算結果によれば、新築の初期工事（解体・建設）
のエネルギー消費量は改修（スケルトンまで戻し設備・内外装を全て変更）
の２倍程度となっている。たとえ保存・復元のために多少の負荷の増加が
あっても、解体・新築するよりはエネルギー消費が少ないという場合があ
り得る。
・ただし保存型改修の場合、建物を改修し保存するシナリオと解体・新築す
るシナリオで LCE を比較しても、あまり意味がない。また、保存したい建
物の継続使用が可能ならば改修する必要はなく、保存のために物理的・社
会的必要性があるために改修を行う事例が多いと思われる。更に、保存さ
れた建物が公共施設・商業施設等として活用される場合には、用途変更や
新たに設置される機器等の影響を含めて考えると、運用段階のエネルギー
改修後内観
既存のトラスとレンガを活かした内装
改修後外観
付加されたガラスの風除室
改修後外観
設備等が外観に現れないよう意図された
改修後外観
付加された鉄骨造部分
改修後内観
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消費は増大することが予想される。そのため、継続使用と改修のシナリオ
の比較もあまり意味がないと思われる。
LCC
・保存型改修では行政や NPO 等が主体となっている場合が多いこともあり、
多くの事例では初期費用を新築と比較したり、運用により回収するという
考え方はしておらず、LCC に馴染みにくいのではないかと思われる。曳き
家等の大規模な作業を行った場合は、新築するより費用がかかっていると
想像される。横浜赤レンガ倉庫は行政と民間が共同で改修し運営している
事例だが、コストに関して詳しい調査は行わなかったため、各主体の収支
などは不明である。
LCR,W
・継続使用する部分が多ければ、基本的に資源消費・廃棄物発生は減少する
はずだが、保存型改修では特殊な資材の使用や保存・復元のための作業な
どが存在するため、同規模の建物を新築する場合と比べて資源消費・廃棄
物発生の負荷が少ないとは限らない。横浜赤レンガ倉庫の事例で見られた
ような特殊な資材について、製造に関わる直接・間接の環境負荷は把握し
にくく、仮に保存型改修の事例について LCA を行おうとしても正確な結果
を出すことは難しいと思われる。
より良い環境配慮のためにとれそうな対策
・保存型改修では、建物を保存することに文化的・社会的価値があり、地球
環境とは別の問題であるため対策には限界がある。例えば横浜赤レンガ倉
庫の場合は、レンガ等を除く大部分を新設しているのに加えて、補強や復
元を行っているため、解体・新築したほうが初期負荷も運用負荷も少なかっ
た可能性もある。
・そこで考えられる対策としては、新設する設備機器は省エネに配慮するな
ど、可能な限り運用負荷を削減する工夫を採用することが挙げられる。改
修後も長期間使用される可能性があるので、運用段階と維持管理に関する
配慮は効果が高いと考えられる。例えば横浜赤レンガ倉庫で行われたサッ
シの変更や風除室の付加は、デザイン性を損なわずに快適性と気密断熱性
等を向上させるという方法である。このように、高いコストをかけてオリ
ジナルの状態に近づけることを追求するよりも、現代的な資材を利用して
性能を向上させる改修を行うことは、環境負荷の削減という意味では有効
な場合も多いと考えられる。
道路からの外観
店舗内観
店舗内観
内装にはデザインコ ドーが設けられた
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4-2-4　魅力発見型：白ビル
動機による分類 改修の動機
改修を行う代表的な
主体
事例
魅力発見型 その他の動機（建物自体が持つ主観的価値、地域における記
憶・役割、既存建物を残すデザイン、使用の自由度、など）
クリエイター、NPO、
個人
白ビル
（小規模）冷泉荘、鎌倉古民家再生、
南豆製氷所、世田谷ものづくり学校
　　　　　　　　　　　　　　改修後外観
建物名称 白ビル
所在地 東京都港区南麻布
現用用途 クリエイターのシェアオフィス・
店舗
旧用途 賃貸事務所ビル
用途変更 なし
改修年 2002 年
建設年 1970 年代
改修時築年数 築 30 年程度
構造 RC 造
規模 地上 3階
延床面積 74.7 坪
発注者 個人ビルオーナー（外装、幹線設備、
雨漏りの修繕）、入居者（間仕切り、
天井、設備機器など）
改修設計 早野正寿（エムエイチユニット）＋
井坂幸恵（b.e.w.s.）
構造設計 （知人の構造家に相談、2002 年改修
では構造補強は行わず）
施工 有川建設株式会社、セルフビルド
改修の主な動機 自由な設計と利用、建物の魅力
改修部位 内装（大幅な除去）、外装（洗浄、
塗装）設備機器・配管（大部分）、
防水、間仕切り壁の除去
改修後の機能レ
ベル
機能回復（現代の標準的設備、断
熱性等の向上は目指していない）
機能以外の付加
価値
－
環境への配慮 特になし
　
　　　　　　　　　　  改修後店舗入口　　　　改修後2階内観
　魅力発見型の事例として、東京都港区にある小規模
なオフィスビル「白ビル」のリノベーションを取り上
げる。古い建物に魅力を感じる人々が、自ら施主・設
計者・施工者となり改修を行った事例で、類似の事例
（「冷泉荘」「オープンスタジオ NOPE」など）がいくつ
か存在する。ただし、魅力発見型では主に内装・設備
の一部に手を加える小規模な改修が多く見られた中
で、本事例ではスケルトンにまで戻す大規模な改修が
行われた。
■事例の概要
　建築設計や家具デザインなどを行う複数のクリエイ
ターが集まり、小規模なオフィスビルを改修して、シェ
アオフィス・店舗として使用している事例。既存建物
は 1970 年代にドイツのレンズメーカーが自社ビルと
して建て、その後も事務所ビルとして使用されていた。
　設計者らは、新築の事務所ビルではなく既存建物を
自分達でリノベーションし、共同でオフィスを持ちた
いという希望から、既存建物を探していた。また、設
計者は改修以前から既存建物の外観に魅力を感じてい
たこともあり、不動産屋で物件を見つけてからオー
ナーに交渉し、改修の了承を得た。
　既存建物は、尺貫モジュールに沿った設計や開口の
広さなど、現代の建物にはない魅力を持つ。その一方
で、改修直前には外壁がエメラルドグリーンに塗られ
ていたなど、建設当初から変更が加えられていた。そ
のため、改修の設計では建物を「素に戻す」ことが意
図された。また、シェアオフィスとして間仕切りの少
ないオープンなプランとするという意図もあり、既存
の間仕切り・天井・建具等が大幅に取り除かれた。壁
を塗装で仕上げ、床・天井は表しとするなど、躯体を
生かした内装となっている。
　内装以外の改修内容は、外装（一部洗浄の上塗装）、
設備・配管（ほぼ全て更新、一部既存のものを利用）、
防水（雨漏りを修繕）、となっている。スケルトンに
まで戻す大規模な改修だが、可能な内装の施工はセル
フビルドとし、安価な材料を用いるなどローコストで
行われた。
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■改修事例の環境配慮内容
　ここで、評価対象とする各事例の環境面での取り組み（意識されているもの、されていないものを含めて）を
客観的に比較するために、取り組みの内容をリストとして示す。『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』に含
まれる「グリーン化技術候補抽出リスト」（資料編）から、白ビルの改修で該当すると考えられる環境配慮項目を
抜粋すると、以下のようになる。
　白ビルは特に環境配慮を意識して行った改修ではなく、グリーン化技術にあたる改修内容も少ないことが分か
る。ただし、今回詳しい調査対象とした 5 事例のうち IPSE 都立大学と白ビルに関しては、環境影響評価などは行
われておらず環境面での資料が少ない。そのため、設備機器や資材などに関して詳しく調査して検討すれば、グリー
ン化技術にあたるものがより多く存在している可能性がある。
表①　改修事例の環境配慮内容
●LCAに関する技術として挙げられているもの　　　　　　　　　　　　　　　※ひとつの対策で、複数の項目に○がついている場合がある。
● 技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグ
リーン化技術
項目　
白ビル
1. 長寿命
(1) フレキシビリ
ティの確保
③ 床荷重のゆとり ×構造補強は行っていない
2. 適正処理・適正使用
3. エコマテリアル
(1) 低環境負荷材料
の使用
① 自然材料（木材） ○内装材として木材を一部使用
4. 省エネ・省資源
4.1. 負荷の低減
(3) 窓の断熱・日射
遮蔽、気密化
⑦ その他 ×サッシ改修せず
4.2. 自然エネルギー利用
4.3. エネルギー・資源の有効利用
(3) 搬送エネルギー
の最小化
⑥ 昇降機の省エネ 昇降機 VVVF（昇降機なし）
(4) 照明エネルギー
の最小化
① 高効率照明器具 執務室高効
率照明（Hf）
？
5. 周辺環境保全
5.1 地域生態系保全
5.2 周辺環境配慮
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■魅力発見型改修の環境影響の特徴
　魅力発見型の改修について、ライフサイクル各段階での環境への影響として特徴的な点を以下の表に示す。「環
境影響における特徴的な要素」として挙げたのは、魅力発見型の改修動機から発生しうると考えられる特徴であ
る。その特徴を示す内容が、実際の事例で行われていたか否かを「実際に行われていた内容」として挙げた。また、
白ビルでは見られない特徴的な内容が他の魅力発見型の改修事例で行われていた場合については、事例名称と共
に挙げた。
表②魅力発見型改修の環境影響の特徴
▲環境負荷を増加させる要素　○環境負荷を減少させる要素
評価項目 環境影響における特徴的な要素 実際に行われていた内容
（特に記載のないものは白ビル）①改修工事段階
資源消費・廃棄物発生
エネルギー消費
コスト
▲保存・活用のための大幅な修繕・補強
など
（・雨漏りの数回にわたる修繕）
▲保存のための物理的制約 （×資料では特に言及なし）
▲○シンプルな内装、古さやオリジナリ
ティをアピールする表現
・間仕切り壁の除去
・天井・建具等の除去
・開放的なプラン（間仕切り壁等を付加
しない）
・天井・床・壁の剥き出しの仕上げ
▲○特殊な部材・機器の使用 ・木質系材料など安価な材料の使用
・オリジナルの家具・什器の使用
・輸入品のコンロの使用
○部材等の継続使用・再利用 ・設備機器を一部継続して使用、一部移
設して再利用
・建具等一部部材を継続使用
・既存のスペースに合うサイズの湯沸か
し器が入手できず、既存の機器を継続
使用
・躯体の構造補強を行わずにすむよう積
載荷重を制限（「冷泉荘」）
・入居者の必要にあわせて各室の設備を
改修（冷泉荘）
▲○セルフビルドなど ・セルフビルド
・個人施工者による施工（施工費が安い
が時間がかかる）②運用段階
エネルギー消費 ▲○設備機器・システムの更新・変更 ・セントラルヒーティングから個別空調
へ変更
・設備機器の大部分を更新
▲設備機器等の増設・グレードアップ ？
▲設備機器の継続使用 ・設備機器（エアコン・蛍光灯・蛇口・
湯沸かし器）の一部を継続使用
▲断熱・気密性能の低さ ・スティールサッシュ・ドアなどの継続
使用
・天井・壁などの入洛壁を取り除いたこ
とによる無断熱化
○断熱・気密性能の向上 ×特にないと考えられる
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③維持管理・廃棄段階
資源消費・廃棄物発生 ▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用、保存のための制約
（・窓が開かないなど建具等の一部は使用
に支障を来しているものもあるが、現
在まで継続使用）
▲特殊な部材・機器の使用（修繕時の資
源消費、修繕・廃棄時の廃棄物発生）
（×資料では特に言及なし）
改修後の使用期間
（長寿命化対策）
○設備・配管の更新・修繕 ・設備・配管の大部分を更新
○部材の更新・修繕 ・内装材の一部更新
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
（・窓が開かないなど建具等の一部は使用
に支障を来しているものもあるが、現
在まで継続使用）
○構造補強 ×行っていない
○防水・断熱などによる躯体の保護の強
化
・外壁・サッシ・内壁等の塗装
・防水（雨漏り）の修繕
（考察）
①改修工事段階（資源消費・廃棄物発生、エネルギー消費、コスト）
（資源消費）
・白ビルの事例では、「建物の素の状態を活かす」「シェアオフィスとしての
オープンなプラン」という 2 つの要素がデザインの大きなコンセプトであ
り、改修を選択した動機でもあった。その結果として、間仕切りが少なく、
壁・床・天井は表しの仕上げとする部分が多い内装となっている。これは
白ビル固有のコンセプトによる結果だが、「冷泉荘」や「世田谷ものづく
り学校」など他の魅力発見型の事例でも、間仕切りや内装材を多量に付加
することはせず、古い建物の雰囲気や空間の大きさを活かしている場合が
多く見られた。（これらの内容を、表中では「シンプルな内装」「古さやオ
リジナリティをアピールする表現」と表現した。）その結果として白ビル
の改修では、新規に投入した資材量は、解体した量に対して少なかったと
考えられる。
・また、使用する資材の種類にも特長が見られた。白ビルではコスト削減の
ために安価な材料を多く用いており、鉄板と 2 × 12 構造材（木材）で製
作した本棚や、カーペット下地材（フェルト）を床材として用いるなど、
通常とは異なる資材の使い方をしている部分がある。こうした特殊な資材
の使用や製作は、資源消費という面から見ると、その内容によって通常よ
り負荷が大きい場合と小さい場合があると考えられる。例えば木材で製作
した本棚は、市販の金属製本棚より製造段階の負荷は小さいのではないか
と想像される。逆に、輸入品の設備機器などは一般的な国産品より負荷が
大きい可能性もある。ただし、改修であるということとは無関係に設計者
や使用者が好みの資材を使っているとも考えられ、また設計者が他の物件
での使用も考えて様々な材料を試しているという面もある。
（廃棄物発生）
・機能回復型改修と同様、廃棄物発生は「改修規模」「改修部位」によって大
部分が決まると考えられる。
・白ビルの事例ではスケルトンにまで戻す大規模な改修が行われた。先述の
ように、改修後は間仕切りの少ないプランとしたため、既存の間仕切りを
解体する必要が生じた。また、既存の天井や壁・床の仕上げなど、内装材
も大量に解体された。これらは内装デザインの変更のために解体が必要
だった部位と言える。ただ、既存の建物は雨漏りが発生するなど物理的に
修繕・改修が必要な状態であり、実際に改修では設備・配管の大部分を更
新したことから、例えデザインの変更を行わなくても内装材の解体が必要
改修後2階内観
間仕切りのないプラン
写真：全て白ビル
b.e.w.s.提供
改修後3階内観
木材などで製作した家具を使用
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になった部分はあると考えられる。
（エネルギー消費）（コスト）
・機能回復型改修と同様、エネルギー消費とコストについても「改修規模」「改
修部位」の影響が大きいと考えられる。またコストは、資源消費のところ
で述べたように安価な資材やデザイン性の高い資材などを選択することに
よっても変化する。
・白ビルや「冷泉荘」の事例では、既存建物の劣化が進んだ状態で改修を行っ
たため、改修項目の中には継続使用のためにも必要なメンテナンス・修繕
が含まれている。これについては 4-3-1「改修動機以外の要素」で検討する。
・魅力発見型で特徴的だった要素として、コスト削減等の手段として行われ
ている、設計者や使用者によるセルフビルドが挙げられる。白ビルでは内
装改修の多くの作業を設計者と使用者らがセルフビルドで行った。「冷泉
荘」「世田谷ものづくり学校」では、入居者（クリエイターと呼ばれる職
種の入居者が多い）が内装をある程度自由に改修してよいということが、
入居者に対する魅力ともなっている。世田谷ものづくり学校の場合、大規
模改修の後も入居者らによって継続的に内装の変更が行われている。こう
した素人による設計や施工は、機能回復型改修の小規模な事例である「ヨ
コハマホステルビレッジ」でも行われており一般的なものだが、魅力発見
型ではとくに多くの事例があった。エネルギー消費などの環境影響として
は、素人が施工できる程度の内容に関しては大がかりな機械によるエネル
ギー消費などはあまりないと想像され、通常の施工者が行う場合と大きな
差はないと思われる。
・また、「冷泉荘」では改修工事の際に入居予定者の必要に応じてバス・キッ
チン等の設備改修を行ったため、使用する必要がない部分は既存のままと
なっている。これは改修工事の時点で入居者が決まっていたために可能に
なったことだが、余分なコストや環境負荷を削減する効果があったと考え
られる。
・今回調査した魅力発見型の改修事例では、全体的に改修コストを低く抑え
ることが強く意識されているという印象があった。またヒアリングを行っ
たそれらの事例の設計者の中には、改修の設計によってほとんど（あるい
は全く）利益を得ていないという意見が複数あった。これは、改修では新
築以上に設計などの作業量が必要となるにもかかわらず、工事全体の費用
が少なく設計者が十分な利益を得ていないという現状を示している。また、
魅力発見型の事例に関わる設計者らは、単に依頼された仕事という以上に、
古い建物の魅力や景観などに対して個人的に思い入れがあって改修に関
わっているという場合が多く見られた。（ただし魅力発見型の事例以外で
もこのような特徴を持つ事例は存在する。）
②運用段階（エネルギー消費）
・魅力発見型改修では特に省エネなどを意識している事例は見られなかった。
機能回復型の場合と同様、単に設備機器等を更新するだけでも省エネ効果
があるはずだが、魅力発見型改修では見た目の古さが必ずしも問題になら
ないことと、ローコストな事例が多いことから、設備が継続使用される場
合も多い。
・例えば、白ビルでは一部のエアコン・照明器具などを継続使用しており、
更新すれば確実に省エネ化される部分が残されているとも言える。（ただ
し、これらの設備機器の継続使用はコストの制限により選択された。）また、
スティールサッシュなどの建具を継続使用しているほか、天井や壁の仕上
げ材を取り除いたことにより、断熱性能は改修前より低下している可能性
がある。ただ、保存型改修の場合と同じく、サッシやドアは内外観上重要
な部分でもあり、更新して断熱・気密性能を向上させることは改修のコン
改修後3階内観
エアコンは既存のものを継続使用
改修後3階内観
既存 2階の照明機器を再使用
改修後3階内観
既存の床の間をセルフビルドで改修
階段部分
改修後ビル内で写真展などが行われた
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セプトと相反するとも考えられる。
③維持管理・廃棄段階（資源消費・廃棄物発生、改修後の使用期間）
（資源消費・廃棄物発生）
・白ビルでは、サッシを継続使用したため一部の窓が開かないなど不都合が
発生しているものの、現在までその状態のまま使用しており修繕等の負荷
が増えているというような要素は見られなかった。
（改修後の使用期間）
・白ビルでは建物をスケルトンにまで戻して設備・配管・内装材の多くを更新・
変更し、雨漏りの修繕や外壁の再塗装といったメンテナンスも行った。こ
れにより、修繕が必要な時期にあった建物の耐用年数が延長されたと言え
るだろう。魅力発見型の事例では白ビルほど大規模に改修していない場合
が多いが、特に劣化した部分などが修繕・更新されることにより、やはり
耐用年数を延長する効果があると考えられる。
・今回調査対象とした魅力発見型の事例では、構造補強を行っている事例は
なかった。白ビルでは構造的に不安がある部分があったものの、構造設計
者に相談した上でコストの制約により構造補強は見送りとなった。「冷泉
荘」の場合は、用途変更があり法的に対策が必要だったが、積載荷重を改
修前の用途（共同住宅）で必要とされる値までとする（入居者が持ち込む
物の量を制限する）ことにより、構造補強は行わなかった。よってこれら
の事例では構造補強で躯体の耐用年数が延長されたわけではない。ただ、
白ビルの場合特に問題があるのは建物の一部であり、改修後に追加で補強
を行うことも可能と考えられる。また冷泉荘の場合、オーナーの意向で数
年後に解体・新築されることが当初から予定されていたため、構造補強を
行わなかったことは初期負荷・コストの削減として捉えることができる。
LCE
・機能回復型改修とエネルギー消費の特徴を比較した場合、白ビルなどの魅
力発見型改修は、継続使用部分の多さやシンプルな内装のため初期負荷が
小さい一方、運用段階のエネルギー消費は多い（継続使用した場合に近い、
場合によっては改修前より多い）傾向があると考えられる。そこで IPSE
都立大学の LCE 試算結果（図「IPSE 都立大学の LCA 評価結果」）を見てみ
ると、たとえ改修後の運用エネルギー消費が改修前（継続使用のシナリオ）
と同じだったとしても、解体・新築と比べれば 20 年間の LCE では改修の
ほうが依然有利と言える。
・また、IPSE 都立大学では改修後の LCE で、初期の工事段階による負荷が
1/6 程度を占めると試算された。そのため、例えば魅力発見型改修で運用
段階のエネルギー消費が改修前と同じだとしても、改修工事の負荷が機能
回復型の 2/3 以下であれば、20 年間使用しても LCE は機能回復型改修より
少ない。以上は計算上の話ではあるが、高機能と見た目の新しさを目指し
つつ省エネ化を行う改修と、古い物を残す改修のどちらがエネルギーの節
約となるかは微妙である。
LCC
・先述のように魅力発見型改修では特にコスト削減を重視する事例が多く見
られた。IPSE 都立大学の LCC 試算結果では初期工事と維持管理のコストが
大部分を占めていたが、例えば白ビルでは開かない窓でもそのまま使用し
ているなど、改修工事だけでなく維持管理に関しても比較的ローコストな
場合があると想像される。
改修後3階内観
設備機器の大部分を更新
現在の外観
外装の改修は清掃・再塗装のみ
改修後3階内観
床・天井は躯体を露出
天井にはジャンカ等も見られる
改修後2階内観
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LCR,W
・資源消費・廃棄物発生については、機能回復型改修と同様「改修規模」「改
修部位」による影響が大きく、負荷は新築＞改修＞継続使用の順になると
考えられる。
・ただし機能回復型と比較すると、機能（快適性・使い勝手など）や見た目
の新しさを追求せずに部材・機器の継続使用を行う場合があるため、結果
として改修部位が減り、資源消費・廃棄物発生も少なくなる要素があると
考えられる。また、間仕切りの少なさや躯体の露出などシンプルな内装も、
資源消費を少なくする要素だろう。
　一方で、プラン・デザインの趣向や既存の建物との兼ね合いなどから、特
殊な資材の使用や製作、解体部位の増加といった負荷が発生する場合もあ
る。ただしこれに関しては、調査した資料で特に負荷が大きいと思われる
ような例は見られなかった。
より良い環境配慮のために取れそうな対策
・魅力発見型の改修事例で現在以上の環境配慮を行うことは、既存建物の雰
囲気を残したデザインなどと対立する面があると考えられる。また、改修
後短期間のみ使用する場合は特に、初期工事の負荷を少なくすることが効
果的であり、環境配慮手法を採用しても逆効果となることがあり得る。そ
のため、魅力発見型改修では既存建物にあまり手を加えずに活かす工夫を
さらに進め、設備の変更が必要な時のみ省エネ等に配慮するという方針が
考えられる。その際、「冷泉荘」で行われていた「使用者が必要とする部
分のみ選択的に改修し、必要がなければ放置する」「用途によって必要な
積載荷重を決めて補強するのではなく、使用方法を既存建物にあわせる」
という考え方は、改修の無駄を減らす工夫として環境負荷の削減に対して
も意味があると考えられる。
・ただし、設備の効率や断熱・気密性などエネルギー性能が低い建物で、新
築建物と同じ使い方をすればエネルギー負荷は大きい。使用者が快適な温
熱環境を求めている場合は設備やサッシ等の改修も検討するなど、場合に
よって適切な判断が必要である。そのためにはやはり、環境配慮型改修の
手法とコスト、省エネ・快適性等への効果に関する情報が、より一般的に
普及することが必要と思われる。
改修後店舗入口
改修後外観
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4-2-5　高付加価値型：ラティス青山
動機による分類 改修の動機
改修を行う代表的な
主体
事例
高付加価値型
経済性（資産価値の向上、
賃料収入の取得・向上、
初期コストの安さ）
企画・デザインによる付加価値を
新たに与え、高い賃料や競争力
を得る
賃貸建物オーナー、
投資家、ディベロッ
パー
ラティス青山、re-know、レヴェールロ
ワイアム壱番館
（小規模）調査対象事例では該当なし
 
　　　　　　　　　　　　　  改修後外観
建物名称 ラティス青山
所在地 東京都港区南青山
現用用途 賃貸集合住宅、店舗、スタジオ、ト
ランクルームなど
旧用途 事務所ビル
用途変更 あり
改修年 2003 年 11 月～ 2004 年 4 月
建設年 1965 年
改修時築年数 築 38 年
構造 SRC 造、7,8 階 S 造
規模 地下 2階、地上 8階
延床面積 4047.463 ㎡
事業主 日本土地建物
設計監修 日土地綜合設計
改修設計 竹中工務店
デザイン監修 ブルースタジオ
施工 竹中工務店
改修の主な動機 用途変更、新築が不利となる周辺
地域の状況
改修部位 内装 (大部分 )、外装 (一部付加 )、
設備機器 ( 大部分 )、構造補強、平
面変更
改修後の機能レ
ベル
現代の標準的機能
機能以外の付加
価値
デザイン
環境への配慮 事後に環境影響評価を実施
　　　  
　　　　　  改修後店舗内観　　　　　　　周辺のオフィスビル
　高付加価値型の事例として、東京都港区の集合住宅
「ラティス青山」のコンバージョンを取り上げる。事
務所ビルを改修し、個性的なコンセプトを持つ賃貸集
合住宅とした事例で、類似のコンバージョンの例は都
心を中心に行われている。また本事例では、改修を複
数手がける主体が企画・デザイン監修・設計・施工を
分担し、組織的に計画が実施された。
■事例の概要
　都心に建つ延床面積 4,000 ㎡ のオフィスビル全体
を改修し、SOHO タイプの賃貸集合住宅へと用途変更
した「フル・コンバージョン」の事例。1 階にはブッ
クストアと打ち合わせもできるカフェ、地下 2 階には
写真スタジオが出店している。「クリエイターズビレッ
ジ」というコンセプトに基づいて、内外装のデザイン
にこだわり、IT 関係のヘビーユースにも対応可能な
設備が用意されている。街路側外壁には木製ルーバー
とバルコニーが付加され、ファサードが一新された。
　コンバージョンの計画は、2003 年 8 月に一棟貸し
のビルテナントが転出したことに伴い始められた。そ
の時点では、「建替」「リニューアル（オフィスとして
継続使用）」「コンバージョン」という 3 つの選択肢が
存在していた。これらについて 10 年間での事業性の
比較を行ったところ、改修の費用は新築の半分程度と
なった。オフィスと住宅のレントギャップなどから、
コンバージョンを実施する場合 5,6 年程度で投資を回
収できる計画となり、最も有利な結果であったため、
コンバージョン案が採用された。この判断には、近隣
の青山 PFI プロジェクトの都市に与える影響が不確定
であるという観測も影響している。
　事業主であるディベロッパーにとっては初めて実施
したコンバージョン事例だが、本事例では計画より早
い投資の回収が可能と考えられ、類似のコンバージョ
ン計画が続いて実施された。また、デザイン・企画の
プロデュースを行ったブルースタジオは、集合住宅の
改修デザインを多く手がけている。
　本事例は環境配慮をコンセプトとした改修ではな
いが、事後的に CASBEE- 改修による評価が行われた。
その結果は改修前 BEE=0.6(Q=2.6 LR=2.6)、改修後
BEE=1.6(Q=3.5 LR=3.4) となっている。
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■改修事例の環境配慮内容
　ここで、評価対象とする各事例の環境面での取り組み（意識されているもの、されていないものを含めて）を
客観的に比較するために、取り組みの内容をリストとして示す。『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』に含
まれる「グリーン化技術候補抽出リスト」（資料編）から、ラティス青山の改修で該当すると考えられる環境配慮
項目を抜粋すると、以下のようになる。
　ラティス青山は特に環境配慮をコンセプトとしてアピールしている事例ではないが、CASBEE- 改修による評価結
果などから記入すると、グリーン化技術にあたる改修内容がいくつか行われていることが分かる。
表①　改修事例の環境配慮内容
●LCAに関する技術として挙げられているもの
● 技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグ
リーン化技術
項目　
ラティス青山
1. 長寿命
(1) フレキシビリ
ティの確保
③ 床荷重のゆとり ○用途変更により100N/㎡の余裕
2. 適正処理・適正使用
(2) 環境負荷の大き
い物質の使用抑
制・適正回収
⑦ アスベスト、PCB 回収 ○アスベスト除去
3. エコマテリアル
(1) 低環境負荷材料
の使用
① 自然材料（木材） ○中質繊維板 MDF、パーティクルボード、F☆☆☆☆建材、針葉樹
等の木材使用
④ リサイクル材料等 ○再生建設資材（中質繊維板 MDF）
⑤ 人体に無害な材料（ＶＯＣ発
生のない建材、石綿などへの
配慮、ＥＭケーブル）
○ F☆☆☆☆建材
4. 省エネ・省資源
4.1. 負荷の低減
(2) 外壁・屋根・床
の断熱
① 高断熱 外壁 ○外壁に断熱処理
② 外断熱 ○外壁に断熱処理
(3) 窓の断熱・日射
遮蔽、気密化
⑤ 庇 ○ラティス（木ルーバー）・バルコニーの設置
⑦ その他 ×サッシ改修せず
○結露対策（サッシへの金具の付加）
(5) エネルギー損失
の低減
⑧ 熱源台数制御 ○用途変更に伴う設備システムの全面的改修
4.2. 自然エネルギー利用
(1) 自然採光 ① 自然採光を考慮した窓のデザ
イン
○横連窓による自然採光
(2) 自然通風 ① 自然通風を促進するﾃ ｻﾞ ｲﾞﾝ（風
の塔、光庭等）
○横連窓による換気
4.3. エネルギー・資源の有効利用
(3) 搬送エネルギー
の最小化
⑥ 昇降機の省エネ 昇降機 VVVF ？
(4) 照明エネルギー
の最小化
① 高効率照明器具 執務室高効
率照明（Hf）
？
5. 周辺環境保全
5.1 地域生態系保全
(3) 環境汚染物質の
排出抑制
② 大気汚染の抑制 ○オール電化
5.2 周辺環境配慮
※ひとつの対策で、複数の項目に○がついている場合がある。
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■高付加価値型改修の環境影響の特徴
　高付加価値型の改修について、ライフサイクル各段階での環境への影響として特徴的な点を以下の表に示す。
「環境影響における特徴的な要素」として挙げたのは、高付加価値型の改修動機から発生しうると考えられる特徴
である。その特徴を示す内容が、実際の事例で行われていたか否かを「実際に行われていた内容」として挙げた。
また、ラティス青山では見られない特徴的な内容が他の高付加価値型の改修事例で行われていた場合については、
事例名称と共に挙げた。
表②高付加価値型改修の環境影響の特徴
▲環境負荷を増加させる要素　○環境負荷を減少させる要素
評価項目 環境影響における特徴的な要素 実際に行われていた内容
（特に記載のないものはラティス青山）①改修工事段階
資源消費・廃棄物発生
エネルギー消費
コスト
▲コンセプト・デザイン・高性能等のた
めの改修部位・作業の増加
・ラティス（外装材）の付加
・遮音シートの使用
・現場での使用材料の検討、変更など
▲性能・デザイン性の高い部材・機器の
使用
・低騒音機器、24 時間換気、オール電化
などの採用？
×床の増し打ちは行わなかった（重量・
コスト増となるため）
▲○シンプルな内装、古さやオリジナリ
ティをアピールする表現
・共用部などに既存建物を部分的に残す
・天井を貼らず配管を剥き出しにする
・間仕切り壁をあまり付加しない（「re-
know」）
▲○安全性・環境等に特に配慮した部材・
機器の使用
・再生建設資材（中質繊維板 MDF）等木質
系材料の使用
・F☆☆☆☆建材の使用
▲○安全性・環境等への配慮による改修
部位・作業の増加
・耐震性能・遮音・防水の状態などに関
する、調査・測定・シミュレーション
・アスベスト除去
○部材等の継続使用・再利用 （・既存建物を部分的に残す）②運用段階
エネルギー消費 ▲○設備機器の更新・変更 ・設備機器の大部分を更新
・オール電化（改修前は空冷 PAC、ボイラー
無し）
・24 時間換気
▲設備機器等の増設・グレードアップ （？資料が少なく不明）
▲設備機器の継続使用 ×ほとんど行っていない
▲断熱・気密性能の低さ ・サッシの継続使用
○断熱・気密性能の向上 ・外壁の吹き付け断熱処理（※天井・壁
などは表しの仕上げとしたためデザイ
ン上外断熱化）
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③維持管理・廃棄段階
資源消費・廃棄物発生 ○耐久性の高い部材・機器の使用 （×資料では特に言及なし）
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
（×資料では特に言及なし）
▲高性能な部材・機器の使用（修繕時の
資源消費、修繕・廃棄時の廃棄物発生）
（×資料では特に言及なし）
改修後の使用期間
（長寿命化対策）
○耐久性の高い部材・機器の使用 （×資料では特に言及なし）
○設備・配管の更新・修繕 ・設備・配管の大部分を更新
○部材の更新・修繕 ・内外装材の大部分を変更
▲耐用年数を過ぎた部材・機器の継続使
用
（×資料では特に言及なし）
○構造補強 ・用途変更による積載荷重の減少
・部分的補強？
○防水・断熱などによる躯体の保護の強
化
・外壁の吹き付け断熱処理・外壁更新
・防水性能の確保
・結露をサッシ部分で止める金具の付加
（考察）
①改修工事段階（資源消費・廃棄物発生、エネルギー消費、コスト）
（資源消費・廃棄物発生）（エネルギー消費）
・高付加価値型は、改修により建物の機能・美観を新築並のレベルに向上さ
せるというだけでなく、高い機能性やデザイン性、特殊なコンセプトなど
により、一般的な新築建物以上の付加価値を与える（賃料、競争力、資産
価値等を高める）という場合である。そのため、資源消費・廃棄物発生・
エネルギー消費の面では機能回復型に類似しており、さらに高い付加価値
を与えるための要素が加わっている。
・機能回復型改修と異なる点としてまず、グレードの高い部材・機器の使用と、
高性能やデザインのための改修項目・作業の増加が考えられる。これらは
一般に資源消費・廃棄物発生・エネルギー消費を増加させる要素であると
考えられる。ただしラティス青山の事例に関する入手資料では、明らかに
資源を多く消費しているというような特殊な部材・機器は見られなかった。
また、性能・デザインのための改修項目として、外観の刷新などを目的と
した外装材の付加や、遮音シートの使用等が挙げられる。ただこれらも特
別に高い性能を目指しているというわけではなく、機能回復型の事例と大
きな差はない可能性がある。遮音性能などに関してはむしろ、ラティス青
山の場合高性能化というより「用途変更」により問題となる部分を解決す
ることが必要だった。これについては4-3-1「改修動機以外の要素について」
で検討する。
・また、それ以外の性能や安全性・環境に関する作業として、耐震性・遮音
性等について改修前に測定やシミュレーションを行ったことと、アスベス
ト除去を行ったことが挙げられる。機能回復型の IPSE 都立大学の事例等
でも、既存建物の劣化状況の調査には手間がかけられていたが、ラティス
青山ではビル全体を構造計算ソフトに入れ直して検討するなど、特に綿密
に事前の検討作業が行われたと思われる。また、再生建設資材など環境に
配慮した資材も一部使用された。これらの内容が行われた背景には、高い
賃料を設定する物件として十分な性能等を確保する必要があったことと、
改修にかけられた資金にもこうした対策を行う余裕があったことが影響し
ていると考えられる。
　このように、ラティス青山の事例に関しては、高付加価値な物件への改修
であることが環境や安全性への配慮を可能にしている可能性もあり、付加
価値のために必ずしも改修工事の環境負荷が増加しているとは限らないと
言えるだろう。
改修後店舗内観
1階にはカフェなどの店舗が出店
写真：記載のないものはラティス青山
一部『実例に学ぶ CASBEE』より
改修後エントランス
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・またラティス青山や「re-know」の事例では、部分的に既存建物の内外装を
残すなど、新築ではないことを積極的にアピールしている事例であり、魅
力発見型の白ビルなどと共通する面がある。ただ、白ビルなど魅力発見型
の事例では、既存部分をそのままの状態で残している（例えば表しの天井
で、亀裂を修繕した跡が残っているなど）場合が多く見られたのに対し、
ラティス青山では「古いものを一部残す場合、周囲と比べて見劣りしない
ように実はコストがかかっている」。ラティス青山のように内装の大半を
更新する場合、残している既存部分の汚れなどが気になりやすいという問
題から、付加的な作業が必要になることが示されている。一方、re-know
の場合には「選択と集中」「手を加える部分を絞って重点的に改修する」
という設計者の方針により、この問題はある程度回避された可能性がある。
　また、ラティス青山と re-know では室内の配管を天井で隠さず剥き出しに
しているが、配管が見えても良いようにするためには、通常より高価な材
料や丁寧な施工が必要となる。天井を張らず配管や躯体を露出することで、
階高も生かせるので、リノベーションやコンバージョンで建物の魅力をア
ピールする際には一般的な手段となっているが、実は単に通常の配管を露
出しているわけではない場合がある。このように、既存建物を残すことや
シンプルな内装とすることが、単純に環境付加の削減となるとは言えない
場合がある。特に、見た目や性能に気を遣う高付加価値型改修では、その
傾向が強いのではないかと考えられる。
（コスト）
・コストに関しても、機能回復型改修と同様「改修規模」「改修部位」の影響
が大きく、そこに先述のような付加価値のための要素が加わると捉えるこ
とができる。また、高付加価値型改修についても、解体・新築よりローコ
ストであることはほとんどの場合必須であると考えられる。改修が事業と
して行われる場合は、賃料等によって初期費用が回収できることが条件と
なる。ラティス青山の事例では、事前に10年間のキャッシュフローのシミュ
レーションを行い、コンバージョンが最も有利な結果となったことが計画
実施の理由の一つになった。従ってラティス青山などの事例でもコストの
制限によって断念している改修内容はあり、無制限にコストをかけて性能
を追求しているというような事例は見られなかった。
②運用段階（エネルギー消費）
・機能回復型改修と同様、特に省エネ化をアピールしている事例は見られず、
設備機器が更新・変更されることによる省エネ化が主と考えられる。ラティ
ス青山では設備機器を一部継続使用することも検討されたが、結局引き込
み以外新築と同様の改修工事を行い、新規の設備に変更した。これに伴っ
て電気容量など設備システム自体の変更も行われ、改修前の設備を継続使
用するよりは運用段階の省エネになっていると考えられる。
・また、断熱に関しては外壁に吹き付け断熱処理を行うことで対応した。こ
れは、用途変更に伴い必要な断熱性能が変化したことと、内壁を表しの仕
上げとしたためにデザイン上内断熱が難しくなったことによる。また外断
熱は断熱材を隠す化粧材の分重量が増えるので難しく、結果として一般的
な断熱処理の方法が採られた。
・高付加価値型改修の特徴として、高機能な設備機器が使用されエネルギー
消費を増加させるのではないかとも想像される。ただ、これは改修に特有
の問題というより、一般的に高賃料の物件で高機能な機器を多く使用して
いる例はあると思われる。ラティス青山では 24 時間換気などが実際に導
入されたが、特別に高機能な設備がアピールされているという物件ではな
い。また、機能回復型改修と比較した場合、設備のスペックなどは事例に
よって異なり、必ずしも高付加価値型のほうがエネルギー消費が多いとい
う要素は見られなかった。
エレベーターのボタン
既存部分が残された
階段と手摺り
既存部分が残された
改修後住戸内
配管を見せる設備機器
改修後外観（背面）
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③維持管理・廃棄段階（資源消費・廃棄物発生、改修後の使用期間）
（資源消費・廃棄物発生）
・調査した資料から、高付加価値型改修の事例で、メンテナンスや修繕に関
して特に新築と異なるような点は見られなかった。ラティス青山では新規
の部材・機器は新築と類似のものを使用していると考えられ、既存部材が
継続使用されている部分についても特別なメンテナンスが必要になると
いった資料はない。
（改修後の使用期間）
・ラティス青山では設備・配管・内外装を全面的に改修したことで、建物の
耐用年数が延長されたと考えられる。また、構造については構造計算を行っ
て検討し、また用途変更で積載荷重に余裕ができたことにより耐震性が確
保されたと言えるだろう。
・ただし、ラティス青山の場合はもともと暫定的な使用を想定して改修が選
択されており、償却期間が過ぎれば比較的短期間で解体・新築される可能
性もある。
LCE
・機能回復型改修とエネルギー消費の特徴を比較した場合、高付加価値型改
修では、性能やデザインといった付加価値のために初期負荷が増加する可
能性がある一方、運用段階のエネルギー消費は機能回復型と同程度または
それ以上と考えられる。よって、ライフサイクルでのエネルギー消費は機
能回復型と同程度、またはそれ以上になると考えられる。ただし、機能・
快適性・デザインなどを追求することによってエネルギー消費が増加する
のは一般的な現象であるとも言えるだろう。
　また、ラティス青山の事例では用途変更による影響が大きく、性能やデザ
インといった付加価値によって明らかに初期工事・運用段階のエネルギー
消費が増加しているという内容は見られなかった。
　IPSE 都立大学の LCE 試算結果（図「IPSE 都立大学の LCA 評価結果」）から
分かるように、新築工事と改修工事のエネルギー消費の差は大きく、たと
え高付加価値型改修で初期工事の負荷が増加するとしても、新築より LCE
が多くなるということは考えにくい。
LCC
・LCC に関しては機能回復型改修と同様で、改修後に高い賃料を設定する物
件の場合には、その分改修工事にコストをかけられるという関係がある。
運用段階での省エネ化を行ったとしても LCC に与える影響が小さく、それ
以前に現状では運用のエネルギー費用は入居者持ちであるため、賃貸建物
のオーナーが改修で省エネ対策を行うメリットがないという点も同様であ
る。
LCR,W
・資源消費・廃棄物発生についても機能回復型改修と同様で、「改修規模」「改
修部位」による影響が大きく、負荷は新築＞改修＞継続使用の順になると
考えられる。
・機能回復型改修と異なる点として、「①改修工事段階」について述べたよう
に、グレードの高い資材の使用や改修項目の増加による負荷の増加が考え
られる。一方、環境に配慮した資材の使用も行われていた。高付加価値型
改修でも環境配慮のためだけにコストをかけることは少ないと考えられる
が、比較的資金に余裕がある場合もあることや、安全性・快適性等を追求
した結果が、環境配慮につながっている可能性がある。
改修後外観（背面）
背面には既存建物の外観が残る
改修後外観
外壁には木ルーバーが付加された
改修後店舗内観
本屋・写真スタジオなどが利用できる
改修後店舗外観
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より良い環境配慮のために取れそうな対策
・以上のように、改修の内容として高付加価値型は機能回復型と類似してい
る。考えられる環境対策も、機能回復型改修と同様「省エネ化が可能な設
備機器を積極的に改修する」ということはまず挙げられる。一般に高付加
価値型改修では、初期費用をかけて設備を新しく効率の良いものに変更す
ることは、他の型と比べれば行いやすいと考えられる。
・ただし、高付加価値型改修の特徴として、必ずしも劣化・陳腐化が進んだ
建物を改修で回復させるだけではなく、「レントギャップ」「周辺地域の状
況等による入居率の低下」といった社会的事情により改修が行われる可能
性がある。また、ラティス青山の場合は周辺地域の状況により、改修後比
較的短期間で解体・新築される可能性がある。環境影響の面では、物理的
に使用可能な建物はメンテナンスのみを行って継続使用し、大規模改修後
はできる限り長く使用することが望ましい。ただ、継続使用が可能ならば
工事は行わないほうが負荷が少ないのは当然で、高付加価値型改修の事例
でも社会的に継続使用が困難（または問題や不満がある）ために改修が行
われている。そのため、改修を行わないシナリオと比較するよりは、解体・
新築するシナリオと比較して負荷が削減され、しかも事業として成立して
いるという面を評価すべきではないだろうか。
・また、ラティス青山と re-know の事例では、想定している入居者像や、改
修後の空間のデザインに類似性がみられる。これには、現在はリノベーショ
ンやコンバージョンの物件に特に興味を持つのが主に一部の層（若い単身
男性、クリエイター、SOHO、「こだわり層」など）に限られており、デザ
インやコンセプトもそれらの人々のニーズ・趣向に合わせるような工夫が
されているという理由があると思われる。新築にはない魅力を表現するこ
とは、改修により新築並の建物とすることを目指すのとは別の方向性とし
て存在している。これに関して、魅力発見型の事例では、古い部材でも気
にせず継続使用することで環境負荷が削減されていると考えられる場合が
多くあった。ただ、高付加価値型改修の事例では先述のように、既存部分
を残すために逆に手間やコストがかかっている場合がある。
　また、個性的なコンセプトによる改修でニッチ市場に訴えるというような
手法（ラティス芝浦では住戸内にバイクを持ち込めることが特徴の一つと
なっている。また、例えば納谷建築設計事務所による分譲マンションのリ
ノベーションでは、クライアントのニーズに応えた個性的な事例がある。）
があるが、こうした手法は既存建物の欠点を魅力に変える場合が多い一方、
物理的には継続使用可能な部分を変更するなどの結果につながる可能性も
ある。
　つまり、「新築にはない魅力」をアピールする場合に、古さや個性を強く
演出する手法は、環境影響という面では負荷が大きくなる可能性を持って
いると考えられる。改修による物件がより広く受け入れられるためには、
デザインや企画の工夫をさらに展開していくことが重要と考えられるが、
それが本来の古い建物の良さをできるだけ加工せず表現する（あるいは一
部だけを効果的に加工して、他の既存部分を引き立てるというような取捨
選択を行う）方向であることが、環境影響の面からは望ましいと思われる。
改修後外観
青山一丁目駅から徒歩1分の立地
周辺地域では開発計画が進行中
re-know 改修後外観
既存外壁タイルが残されている
re-know 改修後内観
配管を見せる設備機器
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4-3　考察
4-3-1　改修動機以外の要素について
　4-2 では改修の動機による類型ごとに環境面での特徴を検討したが、動機以外に事例の環境負荷に大きく影響し
ていたと考えられる要素として、以下に示すような事項が挙げられる。これらの中には改修の動機と関係が深い
ものも含まれる。また、既存建物や改修計画上の条件として、既に各事例で対策が行われている部分や、対策の
行いづらい部分も多い。本研究ではこれらの要素について詳しい検討を行わなかったが、以下に調査対象事例で
見られた傾向を簡単に紹介する。
■改修に共通の要素
　新築ではなく改修の工事に特有の環境影響に関連する要素として、以下のような点が挙げられる。
・過去の書類・図面が手に入らず（また竣工図などが必ずしも正確ではないため）、既存建物の状態が分からな
いことによる設計・施工の作業増加、予定外の変更。
・スペース等の問題からデザイン（プラン、使用する部材や機器）が制限され、場合によっては個別に部材・機
器を製作する必要がある。
・現場での使用材料の検討、変更など
・工期の短さ（施工の作業量、コスト・賃料収入など各側面で有利）（工期は短いが作業量は新築以上なので、
施工図のチェックバックなどを素早く行い品質確保する苦労がある）
　以上の内容の実例として、IPSE 都立大学では以下のような問題があった。
ex)（参考資料：青木茂建築工房東京事務所ヒアリング結果）
・既存躯体と既存図の寸法の違いがあり、現場にて全て測量を行いミリ単位で納まりを確認。この物件では比較
的運良く計画通りに納まった。
・既存躯体の精度が出ない。機能面（廊下の幅、ユニットバスの納まり、仕上げの納まりなど）、性能面（床・
壁厚の薄さ、場所によって違うことによる遮音性能の問題など）に影響する。
・階高が低い場合が多く、梁の存在もあるので、ユニットバス・キッチンレンジフード等の選択に制限が出てく
る。スペースに合うよう制作することでそのリスクを解消する場合もあるが、コストは高くなる。（IPSE 都立
大学では階高 2700mm で、梁がある部分にはユニットバスが入らないなど、プランでも気を使った。）
　このように、設計者や施工者の作業量が増えることに加えて、建物に合わせた機器等を制作するというように、
色々な場所でエネルギー・コスト等が消費されている可能性がある。新築と異なり、既存建物が存在する改修工
事ではやむを得ない部分もあるが、青木茂建築工房が一部の事例で試みているように、改修を前提とした建物の
資料を整えておくことにより、一部の問題は回避できる可能性もある。
■改修工事の規模（改修部位、平面変更の有無、構造補強の有無）
　当然とも言えるが、改修工事の環境負荷に直接大きな影響を与えるのは改修工事の規模である。IPSE 都立大学
と中原ビルの LCA 試算結果から、運用段階の影響が大きいエネルギー消費に関しても、改修工事による初期負荷
の占める割合は決して無視できない（特に住宅用途の IPSE 都立大学の場合は工事の負荷により LCE の大小が決定
している）ことが分かる。
　本研究で事例の概要を紹介する際、便宜的に改修規模を「大（既存建物をスケルトン（躯体）のみの状態にま
で解体し、内外装・設備の大部分を変更するもの）」と「小（内外装・設備のうち一部のみを改修するもの）」の
2つに分類した。しかし実際には、小規模な改修から大規模な改修まで、一つの既存建物に対しても段階的に様々
な規模の改修があり得る。また、例えば青木茂建築工房では、「耐震性能に関しては、大規模な耐震補強（中小地
震では建物が破壊されない。許容応力度設計を行う。かつ大地震時には倒壊しない。保有水平耐力計算または耐
震診断を行う）から一般的な補強（大地震でも人命が損なわれない。耐震診断を行い Is 値 =0.6 以上とする）ま
で考えられるので、いくつかの案を提案する場合もある。」としている。
　つまり、「内装」「外装」「設備（機器、配管）」「劣化部分の修繕・清掃」「構造補強」「平面計画の変更（間仕切
り壁・構造壁の除去・付加）」「その他の特殊な作業（曳き家、復元等）」といった改修工事項目の中で、各項目に
ついて多くの内容を含む大規模な改修ほど、改修工事のエネルギー・資源・廃棄物・コストの負荷は大きくなる
と言えるだろう。例えば中原ビルの LCW 試算では、リサイクル可能性の影響により環境配慮型のシナリオのほう
が通常より負荷が小さいという結果となったが、工事の規模と比較すれば影響は小さかった。
　ただし、改修する部位や平面変更の有無などは、改修を行う際の目的と状況によって決定されるものであり、
改修工事の規模を自由に選択できるわけではない。主にコスト対策として改修規模を抑える工夫は既にどの事例
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でも行われており、よって環境負荷削減のために直接改修規模を小さくしようとしても限界がある。しかし、改
修の目的を損なわずに工事内容を減らす工夫として、以下のような例も見られた。
ex)
・構造補強を行うのではなく、既存建物の強度（改修前の住宅用途での積載荷重）から、テナントが建物に持ち
込める物の量を制限することで構造的な安全性を確保した。（冷泉荘）
・設備は快適性・満足度に大きく関わるため大幅に改修し、デザイン面から一部にグレードの高い材料を用いた
一方で、一部は全く手を加えずに残すという取捨選択によってコストを調整した。（re-know）
■建物用途・使い方
　IPSE 都立大学と中原ビルの LCE 試算結果で、初期負荷の回収年数に大きな差が出た一因として、中原ビルのよ
うにエネルギー多消費型の事務所ビルでは住宅と比較して省エネ化の効果が高いことがある。このように、建物
のエネルギー消費の特性は用途と使い方によって決まるため、改修でどのような省エネ化を行うべきかもそれに
よって異なってくる。
　また、改修後には建物の機能が現代化される場合が多く、それに伴って設備機器や機能の数も増える傾向にある。
この点については今回の LCA 試算では考慮しなかったが、機能が向上し便利になった結果、運用段階のエネルギー
消費が増加するという要素は存在している。
■用途変更の有無
　改修前後で建物の用途が大きく異なるほど、設備・プラン・断熱遮音等の性能に大きな変更を加える必要が生
じるため、同用途での改修より工事規模は大きくなる傾向がある。例えば、事務所から集合住宅へ用途転換を行っ
たラティス青山について、以下のような指摘があった。
ex)（参考資料：竹中工務店ヒアリング結果）
・既存の設備はほとんど使えず、以下のような改修が必要になった。これらは、一般にオフィスから住宅へのコ
ンバージョンでは共通する場合が多いだろう。
　配水管など水関係：水を大量に使うようになるため、全てやり直す。各住戸にシャフト（穴）を空け、新た
に配管する必要があった。
　電気関係：電気温水器を使うために、全体の電気容量を増やし、幹線を施工しなおした。東京電力の借室を
設置する必要もあった。
　空調：もとの設備を生かす案もあったが、小割のプランにしたため吹き出し口の位置が壁になる可能性もあり、
空調機はすべて交換取替えを行った。
・設備の施工内容は引き込み以外新築と同じ（引き込みを増やす改修もあり得る）。もとあったものを取り除く分、
新築より作業が多い。
・オフィスからオフィス使用に近い SOHO に変える程度の用途変更であれば、今回よりも既存の設備を利用でき
るだろう。
・設備のダクトを通す穴を空けるなど諸々の必要があり、外壁側の内装をスケルトンにまで戻した。
・法規上の用途や積載荷重の変化により、補強・バルコニー（避難通路）・室外機を付加する必要があった。また、
それらを隠すためにラティスを付加した。
・用途変更による積載荷重の減少により余裕が生まれた。
　このように、改修後も同用途で使用することが可能な場合は、用途変更は行わないほうが環境負荷も小さ
いと考えられる。ただし実際には、入居率の低下など社会的状況により同用途での使用に問題がある場合に、建
替えの代わりにコンバージョンが行われている事例が多かった。IPSE 都立大学について試算したように、たとえ
スケルトンまで解体して改修しても、解体・新築に比べれば環境負荷は基本的に小さいと言える。用途変更によ
り解体を免れるならば、コンバージョンを行うことは環境負荷削減の効果があると考えられる。
　また、横浜赤レンガ倉庫やラティス青山のように、改修による用途変更がある場合には「継続使用」と「改修」
のシナリオでエネルギー消費を比較することに意味がない。改修前の用途に合わせた既存設備機器がある場合に、
それを改修後の用途に合わせて変更するべきか否かを LCE 的に検討することは意味があると考えられるが、実際
の事例における判断にはスペースやプランによる制限が大きな影響を与えていた。
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■築年数、既存建物の劣化の状態、既存不適格
　既存建物が古く老朽化している場合や、不使用の状態で放置されていた期間が長い場合には、劣化した部分を
修繕・清掃するなどの対策が必要となる。また、IPSE 都立大学の場合のように機能や美観の面で陳腐化している
既存建物を現代化するためには、大規模な改修が必要となる。例えば、リノベーションの設計を多く行っている
白ビルの改修設計者からは以下のような指摘があった。
ex)（参考資料：b.e.w.s. ヒアリング結果）
・築年数が 20 年以上経った古いビル全体をリノベーションする場合はコストがかかる。（設備と雨漏りの問題。
古い建物は基本的に雨漏りがある。）
・既存建物が違法だったケースもあり、非常に苦労した。既存不適格などを見抜く、法規の知識が必要。
・設計事務所としては、プロジェクトをまとめるために手間暇が新築の 1.8 倍くらいかかる。経験、ノウハウも
必要。リノベーションのプロジェクトに関しては、利益が出ていない。例えばブルースタジオではある程度
のコストがかけられる物件のみ受注し、リスクをコントロールしていると考えられる。
　このように、物理的な劣化・陳腐化の他に、特に新耐震基準以前の建物は耐震改修が必要になり改修を選択す
るハードルが高いなど、法的な問題も改修の内容に大きな影響を与えていた。
■構造種別
　4-2 で取り上げた 5 事例の構造種別は「RC 造」「組積造（レンガ）」「S 造（一部）」「SRC 造」で、一般的な構造
種別としてはこの他に「木造」がある。この中では、組積造の横浜赤レンガ倉庫で、耐震改修として鉄骨とエポ
キシ樹脂による大規模な補強が行われた。また、木造の場合は小規模な戸建て住宅であれば、RC のような厳密な
性能基準がなく、構造計算や耐震補強を行わずに済むため、改修を選択しやすいという指摘があった。一方で、
基礎の劣化や水廻りの処理など困難な点もある（参考資料：鎌倉古民家再生ヒアリング結果）。このように、構造
種別毎に必要な改修内容には特徴がある。
　また、4-2 で LCA 試算を行った 2事例はいずれも RC 造だが、資源・廃棄物の面で RC 躯体（鉄筋＋コンクリート）
が負荷の大部分を占めていた。これは、負荷を重量で表現していることにもよるが、木造や鉄骨造の建物で木材・
鉄の再生可能性や再資源化率を考慮すると、改修の LCR,W の評価は大きく異なると考えられる。
■建物規模
　同じ住宅用途であっても、小規模な戸建て住宅は体積に対して表面積が大きく、集合住宅など大規模な建物と
比較して断熱強化の効果が大きいとされる。また、例えば事務所ビルでも小規模な白ビルと比較的大規模な中原
ビルでは、改修で省エネ化を行うとした場合、初期投資対効果の面から手法の選択に差が出ると考えられる。ただ、
これらの例では建物規模以外にも異なる点が多く比較は難しいため、詳しい検討は行わない。
■改修費用、改修後の機能レベル、セルフビルド
　4-2 で検討した事例のうち、3 事例の改修費用と機能レベルを比較すると以下のようになる。（改修費用につい
ては資料を入手していない事例があり、比較も難しい。以下の表中には、ヒアリング調査の内容から推定できる
範囲で記入した。）
表　改修費用と改修後の機能レベル
改修費用（ヒアリング結果より推定） 改修後の機能レベル
白ビル
（魅力発見型）
・可能な限りローコスト 機能回復（古い既存設備機器の一部や、開かない
窓を継続使用するなど、快適性や利便性は多少
妥協している）
IPSE 都立大学
（機能回復型）
・改修後の賃料収入で回収できるよう計画
（改修後の賃料は標準的）
・新築よりローコスト
現代の標準以上（新築ではなく改修を選択した
ことにより資金に余裕ができた分、標準よりス
ペックが上がっている部分がある）
ラティス青山
（高付加価値型）
・改修後の賃料収入で回収できるよう計画
（改修後の賃料は周辺地域の物件と比べて
高め、用途転換で賃料・入居率向上）
・新築よりローコスト
現代の標準的機能（用途転換により性能に問題が
出る部分に対応。設備等のスペックに関しては
詳しい資料がなく不明）
　改修後の機能のレベルは、改修動機や改修費用と関連している。また、設計者が使用者でもある場合（白ビル）と、
事業としての賃貸ビルの場合（IPSE 都立大学、ラティス青山）では状況に大きな差がある。
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　これらの要素の環境影響としては、まずローコスト化の工夫として、目指す機能のレベルを下げて既存部材・
機器を継続使用することは、改修工事の負荷を小さくしていると考えられる場合がある（白ビルなど）。一方で、
比較的コストをかけた改修の事例では、高い機能・快適性と共に安全性や設備の効率、材料の環境負荷などにも
配慮している場合があった（ラティス青山、横浜赤レンガ倉庫）。従って、改修費用と環境影響の関係については
一概に言えない。
　また、その他のローコスト化に関係する工夫として、改修費用負担者・入居者がセルフビルドや設計を行う場
合がある。調査対象事例では「白ビル」「冷泉荘」「ヨコハマホステルビレッジ」「世田谷ものづくり学校」の 4 事
例がそれにあたるが、ヒアリング調査結果からは、セルフビルドを行ったことにより環境影響の面で大きな差が
あると考えられるような内容は見られなかった。
■改修後の使用期間
　調査対象事例のうち「ラティス青山」「冷泉荘」「鎌倉古民家再生 (studio acca 前事務所）」では、建物所有者
の意向により、改修当初から短期間での使用が想定されていた。「BankART 1929」「世田谷ものづくり学校」も、
期間限定で運営が委託された事例である。（これらの中には当初予定していた期間が延長された事例も含まれる。）
これらの事例のうち、保存を目的とした BankART 1929 以外は、短期間でもコスト面で事業として成立するよう（も
しくは放置するよりは何らかの利点があるよう）計画された。
　しかし、用途転換等の工夫により改修費用を回収可能でも、改修後短期間で解体することは、改修せず解体す
るより環境負荷が大きくなる場合があり得る。IPSE 都立大学の LCW 試算では、スケルトンまで戻す改修を行った
場合、改修後 10 年程度使用しなければ、改修せず解体・新築するのと比較して廃棄物発生の面で不利になるとい
う結果となった。
4-3-2　定量的な評価の限界
　本研究では、改修が地球環境に与える影響のうち、入手した資料と調査結果からある程度検討が可能な「エネ
ルギー消費」「CO2 排出」「資源消費」「廃棄物発生」について取り上げてきた。しかし、「LCA」という手法により
定量的に評価することが困難な要素が多く存在する。
　まず、一般的に定量的な評価は行われているが本研究では定量的に十分検討できなかったものとして、以下の
要素がある。
・経済性（「資産価値」「入居率・競争力」「賃料」「工事期間の影響（賃料収入がない期間、居ながら施工の可否）」
「税」「金利」「管理費」などは AIJ-LCA では考慮されていない。）
・汚染物質・有害物質の排出
　経済性については、改修の事業計画の検討が綿密に行われている事例も多く、定量的な評価に関して特に問題
は見られなかった。ただ、AIJ-LCA によって算出される LCC で「経済性」を判断することは出来ない。
　また、建材に含まれる有害物質や NOx 等の汚染物質については、部分解体した部位や改修に用いた資材の詳細
な情報によらなければ正確な評価は難しいと思われる。これを実際に行うには煩雑さや情報不足といった問題が
出てくる可能性はあるが、定量化して評価すること自体は一般的である。
　ただし、例えば蛍光灯を更新して高効率化するという改修内容は、省エネ化の効果がある一方で、既存の蛍光
灯に含まれる有害物質が大量に廃棄されるという問題も指摘されている。このように、省エネ化と資源・廃棄物・
有害物質といった環境負荷の対策同士が、トレードオフの関係にある場合は多くある。これらを総合した影響評
価も存在しているが、やはり別々の問題を合わせて評価することには限界があると考えられる。
　定量的に捉えること自体が難しいと考えられる要素として、調査対象事例では以下が見られた。
・歴史的価値
・地域における価値（「景観要素」「地域の記憶」「シンボル」「観光資源」として、あるいはソフト面で建物が果
たす役割）
・個人的な思い出・思い入れ
・デザイン・オリジナリティ
・PR 効果（企業などのイメージ、クリエイターのプレゼンテーションとしての意味）
・コミュニティの形成（建物の保存・改修・活用などを、計画・検討し使用する過程におけるコミュニケーショ
ン。改修による個性的な建物に、価値観を共有する人々が集まるという効果。活用による「賑わい」の創出
やスラム化の回避。）
・ソフト面での利点（使用者による自由な設計・改装、その他個性的な企画など）
　また、建物の使用に関する比較的実利的な要素として、以下のようなものが挙げられる。これらについては個
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別に何らかの定量化を行うことは考えられるが、別の要素との関係を含めて評価することは難しい。
・機能・利便性・快適性
・美観
・プランの特徴（「間仕切りが少なく開放的」「天井が高い」「開口が大きい」など）
・安全性
　このように、既存の建物をどう扱うかを検討する際に考慮すべき要素は多岐にわたっている。CASBEE などの定
性的な評価手法では、上に挙げたような内容も点数として処理し評価するが、特に項目が互いにトレードオフの
関係にある場合には、その判断は問題を総合的に理解した上で人間が行うしかない。本研究では改修の地球環境
への影響を明らかにすることを目的としたが、歴史的価値の保存や快適性等と環境配慮は改修においても相反す
る場合が多く、それらをどの程度まで犠牲にしても環境に配慮するべきなのかはあまり議論されていないのが現
状であると思われる。
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4-3-3　考察と提案
　4-2 で行ったように、建築物のライフサイクルを
　①改修工事段階
　②運用段階
　③維持管理・廃棄段階
に分け、各段階における事例の「環境負荷に影響する特殊な要素」を検討すると、各類型の動機と関連した特徴
と考えられるものが整理できた。（4-2 各事例の表②「環境影響の特徴」）
　これらの段階のうち、定量的な LCA 評価を行った事例の評価結果から、特に①②が LCE,LCC,LCR,W に大きく影
響すると言える。そこで、①②の段階でのエネルギー消費について、各事例の改修内容と、環境負荷に影響する
特殊な要素を考慮して整理すると、以下の図のようになる。
 
初期工事負荷
運用段階負荷
改修工事規模 小
（設備・内外装のうち一部のみを改修）
改修工事規模 大
（スケルトンにまで戻す）
改修規模 大
（特殊な工事あり：移築、復元、
大幅な修繕・補強など））
小（高度な省エネ化
：高効率な機器の採用、
断熱強化）
小（高度な省エネ化
：省エネ化をコンセプト
とした総合的な計画）
中（一般的新築と同
程度の設備仕様）
大（設備機器が完全
に更新されない）
保存型
保存型
機能回復型
魅力発見型
環境配慮型
高付加価値型
冷泉荘（魅）
旧岩崎家住宅（保）
ヨコハマホステルビレッジ（機）
鎌倉古民家再生（魅）
戸建住宅断熱改修（機）
戸建住宅リフォーム（機）
戸建住宅リフォーム（機）
世田谷ものづくり学校（魅）
南豆製氷所（魅）
官庁施設のグリーン改修（環）
グリーンサイド東青梅（機）
中原ビル（環）
白ビル（魅）
re-know（高）
ラティス青山（高）
IPSE都立大学（機）
八女市多世代交流館（機）
ヒデビューゲーデ集合住宅（環）
門司港税関（保）
BankART 1929（保）
横浜赤レンガ倉庫（保）
　図　調査対象事例の改修工事と運用段階におけるエネルギー消費
　「改修工事規模」等について、資料から明確に判断できない事例や、事例によって異なるもの（戸建住宅リフォー
ムなど）が存在するが、便宜上図のように分類した。
　基本的には、図の原点付近（改修工事負荷小、運用段階負荷小）から離れるほど LCE で負荷が大きくなる。
　「環境配慮型」「保存型」以外の多くの事例は、「改修工事規模小、運用負荷大」または「改修工事規模大、運用
段階負荷中」のいずれかに含まれる。しかし一部に「改修工事規模小、運用段階負荷中」（＝設備の現代化に重点
を置いた事例）、あるいは「改修工事規模大、運用段階負荷大」（＝設備改修の優先順位が低かった事例）と考え
られるものが存在する。「改修工事規模小、運用段階負荷小」とした 2 事例は、主に快適性向上などを目的として
断熱改修が行われた事例で、「環境配慮型」（環境配慮が改修のコンセプトに含まれる）以外でも、高度な省エネ
化が行われる改修事例が存在していると言える。
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　「環境配慮型」「保存型」の事例については、類型と図中の分類の定義上、図のような位置に示される。「高付加
価値型」の事例は、今回調査対象とした事例（その中から改修工事内容について情報が得られたもの）が 2 事例
とも用途変更を伴っており、改修工事規模が大きいため図のような位置に示される。ただ、こうした事例と「横
浜赤レンガ倉庫」（高効率な設備システムを採用したという資料が得られた）の運用エネルギー消費効率の差は不
明であり、設備の効率をアピールするか否かの差でしかない可能性もある。
　以上のように、調査した改修事例の環境への影響には、改修の動機と関係した特徴があることが、図中では示
されている。これらの特徴を考慮して、類型ごとに考えられる環境面での問題点と対策については、4-2 で既に述
べた。以下では、4章で行ってきた調査と分析の結果から、よりサステナブルなストック活用のあり方が日本で普
及していくための課題の考察と提案を行う。
解体・新築と改修の環境負荷
・4-2 で検討した結果から、特に意識して環境配慮を行わない改修でも、エネルギー消費・資源消費・廃棄物発生
といった面で、解体・新築するシナリオと比べれば環境負荷が削減される場合が多いと考えられる。4-2 で詳し
く検討した 5 事例のうち、唯一保存型の改修に関しては、大幅な補強や復元を行っているため解体・新築した
ほうが初期負荷も運用負荷も少なかった可能性が考えられる。しかし、4-2-3「保存型」で述べたとおり、保存
型の改修では建物を残すこと自体に意味があると考えられる。よって、環境負荷をかけても保存すべきと思わ
れるような建物は別として、基本的には建替えの代わりに改修やリノベーション・コンバージョンを推進して
いくことが環境面でも望ましいと考えられる。
　しかし今回調査したリノベーションやコンバージョンの事例でも、何らかの特殊なポリシーを持つ設計者・
NPO・施主などが、採算を度外視して行っている事例が多くあり、そのユーザーも一部の特定の価値観を持った
層に限られている場合がある。これに関しては一般に言われているように、改修の設計の作業量が適切に設計
料に反映されることや、施主・入居者などが改修に対して持つネガティブな認識を変えるよう実績を重ねて行
くことが必要だろう。
・また、エネルギー消費や CO2 発生という面では、改修時に省エネ化の配慮をしない場合、継続使用後に解体・新
築した方が LCE で有利になることがあり得る。省エネ化した場合でも、改修後に解体・新築するまでの期間が
短い場合は、改修せず継続使用か解体を行うほうが、1年あたりのエネルギー消費としては少なくなる可能性が
ある。
　そのため、やはり建物ごとに「既存建物の状態」「改修にかけられる費用」「改修後のエネルギー使用の特性」
「改修後の使用期間」といった内容を調査・分析・予測した上で改修手法を検討しなければ、環境面で望ましい
改修手法や改修の時期、あるいは改修しないほうがよいという判断を適切に行うことは出来ないと考えられる。
また、各類型の考察で述べたように、更新するだけで省エネ化されるような一部の設備機器に関しては、改修
に合わせて積極的に更新することが LCE の削減となる場合が多いと考えられる。
　
「省エネ改修」の可能性について
・IPSE 都立大学（機能回復型）と中原ビル（環境配慮型）について、20 年間の LCE,LCCO2 の試算結果を比較すると、
IPSE 都立大学では「新築」＞「改修」＞「継続使用」の順に負荷が大きいのに対し、中原ビルでは「新築（通常）」
＞「継続使用」＞「改修（実際に行われた環境配慮型改修）」の順となる。これは、「改修による運用エネルギー
の削減量」および「運用エネルギー消費量が LCE に占める割合（使用状況、建物用途によって変化する）」によっ
て、エネルギー消費の初期負荷が回収できるか否かは別れることを示している。
　つまり、IPSE 都立大学の LCE 試算結果についての考察でも検討したように、もともとエネルギー消費のボリュー
ムが小さい建物の場合、継続使用のシナリオと比較すると「省エネ化によって改修工事の負荷を回収する」こ
とが技術的に不可能なこともあり得る。
　こうした内容については、各種の設備について詳細な研究も行われており、現状の把握が十分ではないので本
研究ではこれ以上詳しく検討しない。「省エネ化」だけを目的とせず、内外装の変更等を合わせて行う改修では、
省エネ化を合わせて行ったとしても、多くの場合「継続使用（改修を行わない場合）」と比べて LCE を削減でき
るわけではないと考えたほうが良いのかもしれない。
　また、例えば、エネルギー消費が少ない住宅用途の建物に対して中原ビルのような高度な省エネ設備を導入し
ても、通常の設備を使う改修のほうが LCE で有利になることがあり得る。よって、改修の際にどの程度省エネ
化を行うべきかは、「建物のエネルギー消費の特性」「既存設備の状態」「省エネ以外の改修目的（改修したい部
位）」「改修後に予定される使用期間」などによって異なると考えられる。どのような手法の選択が良いかを正
確に検討するためには、中原ビルの事例で改修前に行われたような調査・分析を行う必要があると考えられるが、
それには時間や労力がかかる。一般的な事例では、より簡易に省エネ改修の検討が行えるような手法や情報が
必要であると考えられる。
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・情報という面では、各種の改修手法について、実施に適する既存建物の条件やコスト、省エネ・快適性等への効果、
改修後何年以上使用する場合に適するか、といった情報を整理し蓄積していくことが有用と考えられる。庁舎
に関してはグリーン診断・改修計画基準にまとめられているが、今後は一般的な建物についても取り組みを進
めていく必要がある。そうした情報が得られた上で、環境配慮のための処置がコスト・歴史性・デザインなど
他の要素と相容れない部分を検討することで、新しい解決方法を考えて共有していく可能性があるのではない
だろうか。
改修の環境影響評価ツールに関する課題
・ 今回調査した改修の LCA 評価手法で、特に実用化が進んでいたものとして、「グリーン診断・改修計画基準」、
自治体によるツール、ゼネコンによるツールが挙げられる。しかし、「グリーン診断・改修計画基準」は診断か
ら検討、モデルによるシミュレーションに至るまで作業量が多く、専門的知識も必要となる。そのため、民間
では特殊な理由がない限り、このような検討方法は負担が大きく使用し難いと考えられる。（自治体によるツー
ルも類似の内容である。）一方、ゼネコンによるツールは自社の技術と実績のデータを利用しており、積算など
とも連携していることが特徴である。環境影響評価が設計・積算等の作業を利用して行えるという方法は効率
的と考えられるが、現在はゼネコンが独自にツールを開発し使用しているため、他のツールとの間で結果を比
較することは難しいという面がある。
　そのため、より環境影響を意識した改修を行っていく上では、公共建築物以外の建物についても「既存建物に
関する一般的な情報」「ライフサイクルでの環境影響を簡易に検討・プレゼンテーション出来るツール」が必要
であると思われる。また作業負担を減らすために、すでに一般的に用いられている改修の事業収支の検討ツー
ルや CAD などのソフトと、連携して環境影響評価を行えるようなツールが望ましいのではないだろうか。
・4-2「改修事例の評価」の中で、改修事例の環境配慮内容を客観的に把握するために、「グリーン化技術」に該
当する改修内容をリストアップした。その結果を各類型の事例について比較すると、環境配慮型改修の事例で
ある中原ビルではやはり圧倒的に多くのグリーン化技術を採用していることがわかる。ただ、リストに含まれ
ている内容を見ると、LCA として評価した評価した場合に、必ずしも影響が大きくない技術が多く含まれている
ことがわかる。グリーン診断・改修計画基準では、グリーン化技術のうち「LCA に関するもの」として一部の技
術を指定しているが、初期負荷の回収年数は技術によって異なるため、それらを多く採用している事例ほど LCE
で優れているというような関係にはない。
　今回行った 2 事例の LCA 試算結果からも、「継続使用」「改修」「新築」のシナリオでは初期負荷に大幅な差が
あることは確かである。それは、解体と建設の工事および資材の使用が大きな負荷となるためである。つまり、
改修工事では「環境配慮手法を採用する」という積極的な環境配慮とは別に、「出来るだけ解体・建設せずに既
存部材・機器を継続使用する」という配慮が存在する。（ただし、設備機器など場合によっては継続使用しない
ほうが良いものもある。）改修事例で採用した環境配慮手法を挙げることで環境対策の評価とすると、そうした
消極的とも言える配慮は評価することができない。しかし LCE への影響としては、例えば「人感センサーの設置」
よりも「間取りを変更せず継続使用する」ことのほうが大きい可能性がある。また、エネルギー多消費型の建
物以外で採用しても意味がない省エネ手法等は多数存在するため、特にエネルギー・CO2 に関しては、やはり事
例ごとに LCA 的な検討を行わないと正しい評価は出来ないと考えられる。CASBEE による評価も、現在は定性的
なものとなっており、環境配慮手法を多く採用するほど評価が高くなるため、同様の課題があると考えられる。
また、CASBEE では改修によって快適性が向上することでも評価が高くなるが、快適性や機能性の高い設備機器
などを増設すればエネルギー消費は増える可能性があり、それについては評価に反映されないという点も LCA
との差として挙げられる。
コストについて
・LCC に関しては、LCE と比較して初期工事の影響が大きい試算結果となった。ただし、建物の「機能」「快適性」
「資産価値」「入居率・競争力」「賃料」「工事期間の影響（賃料収入がない期間、居ながら施工の可否）」といっ
た面が今回試算した LCC には含まれておらず、AIJ-LCA によって算出される LCC で「経済性」を判断することは
出来ない。実際、環境配慮型以外の改修事例では「省エネ化」や「ランニングコスト」についてはほとんど意
識されておらず、改修費用を省エネ化によって回収しようという考え方は見られなかった。
　賃貸ビルでは主に入居者がランニングコストを負担するため、オーナーが改修で省エネ化してもメリットがな
いということが理由の一つである。これに関しては、EU で行われ始めているように、建物の性能をランニング
コストなども含めて入居者や買い手に提示するということが、対策として考えられる。
　また、LCE では削減効果のある手法が、LCC では増加となる場合が一般的に多いことも、省エネ改修手法の採用
がオーナーのメリットとならない理由の一つである。LCE と LCC で評価結果が異なるということは、エネルギー
費が安いために、環境負荷の少ない一部の手法はコストが高くなってしまうという現状を表していると捉えら
れる。これに関しては、エネルギー自体のコストが上がらない限り解決が難しい。
　ただ、グリーン化技術に関する資料（3-1-3「環境配慮型改修の技術・手法」参照）によると、「通常の改修手法」
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と比較して 25 年以内に初期費用の回収が可能とされるグリーン化技術技術がいくつかある。それらを検討し採
用することにより、特に環境配慮を目的としない改修であっても、LCE と LCC をともに削減できる可能性がある。
ただし、それらの中でも 5 年以内に費用が回収できる技術は少数である。しかも、短期間で初期費用を回収可
能な高効率機器（Hf 照明機器など）は、既に一般的に採用される場合もあり、そうした技術のみを採用しても、
エネルギー消費削減効果としては十分ではない可能性がある。一方、20 年や 25 年で初期費用が回収できるとし
ても、民間で行う投資としては期間が長く、またその期間想定された状態で継続使用しなければエネルギー負
荷も回収できないというリスクがある。
　対策としては、初期費用が回収できなくてもエネルギーの初期負荷を回収できるような手法や、回収に 5 年以
上かかるような手法について、行政などが補助や融資を行うことが考えられる。現在も各種の補助金やESCO事業、
環境配慮を行う計画への融資などが行われているが、「申請の煩雑さ」「施主にとってのわかりにくさ」「計画段
階で補助金が得られるかどうかが分からない」「確実に省エネ化を達成し報告しなければならない」といった利
用の問題点も指摘されており、一般的な改修事例に十分普及しているとは言えない。
環境配慮型改修と無配慮な改修について
・ 環境に特に配慮した改修事例は、行政やエネルギー・建設・不動産業関連の企業等が、企業や技術の PR・実績・
技術研究などの意味を含めて行ったものも多い。また、改修の環境影響評価についても、現状ではごく一部の
事例で行われているに過ぎず、多くは研究や実験的な意味合いが強いと考えられる。
　環境配慮がコスト面でメリットにならない場合が多いことや、環境影響に注目する施主が少なく評価に労力を
かけるインセンティブがないことから、多くの改修事例で環境配慮や評価が行われていないのは当然とも思わ
れる。
　こうした現状については既に述べたように対策が必要であり、実際に色々な主体によって取り組みは行われて
いる。ただ、もし今後対策によって環境影響評価や環境配慮型手法の普及が進んだとしても、それだけで十分
というわけではない。
・まず、設備の効率や断熱・気密性などを改修で完全に新築同様にまで向上させることは技術的にも難しく、環境
面からみても必要がない。しかしそれらの性能が低い建物で、新築建物と同じ使い方をすればエネルギー負荷
は大きい。また、改修で省エネ化を行っても、一方で機能性や快適性を向上させるために設備機器の数などが
増えれば、エネルギー消費は削減されない。こうした使い方の問題は改修に限ったことではないが、対策が必
要である。改修の設計時に行える対策としては、建物や設備の状態と、改修後に予想される使い方の特性を考
慮に入れて、省エネ対策を検討すべきだと言える。また、それが行えるような手法と情報が必要であることを
既に述べた。
・また、「環境配慮手法を採用する」という積極的な環境配慮と平行して、「出来るだけ解体・建設せずに既存部材・
機器を継続使用する（あるいは改修も使用もせず放置する）」「耐用年数に至った部位の改修時に合わせて他の
工事を行う」といった配慮も行っていく必要がある。これらは現在でも、維持管理や改修の際にはごく一般的
に考慮されている内容である。またそのために、こうした配慮を行っても「環境配慮」と見なされることは少
ない。しかし実際には、環境技術を多く取り入れた改修であっても、省エネ化以外の改修項目が増えればその
分エネルギーは消費されるのであり、また省エネ化のためにも資源消費や廃棄物発生という負荷はかかってい
る。そのため、各類型の考察（4-2）でも述べたように、基本的には既存のものを出来る限りそのまま長期間継
続使用して、省エネ化や維持管理への配慮で確実に初期負荷を回収できると判断した部分のみを改修して行け
ば、最も環境負荷の少ないストック利用となると考えられる。しかし実際は耐震性や部材・機器の耐用年数と
いう問題に加えて、快適性・機能性・美観も劣化し、陳腐化する。
　このような、安全性やどうしても必要な機能以外の問題に関して、状況によっては改修したり建て替えたりし
て解決することが必要になる。しかし、今回調査した事例の中には、多少機能性や快適性に問題がある部位や
古い内外観もそのまま使用している例が見られた。これは、「白ビル」「冷泉荘」「ヨコハマホステルビレッジ」
「世田谷ものづくり学校」など、設計者または事業主が使用者や運営主体と同一である場合や、使用料金の低い
施設等とする場合に可能になりやすいと考えられる。しかし、設計者本人だけが改修後性能の低い建物を我慢
して使っているというわけではなく、入居者や利用者が存在している。つまり、快適性や機能性が新築より低
いことを「気にしない」という面と、既存建物の「古さ」を魅力と捉えている、あるいは用途の変更や個性的
なコンセプトにより「欠点」や「通常と異なる部分」を個性や魅力に変えているという面がある。こうした感
性に共感し、さらに投資しようという人々は現在一部に限られているとはいえ、機能や見た目に常に新しさを
求めるよりはサステナブルな価値観と思われ、さらに普及していくことを期待したい。またこうした価値観が、
趣味的な装飾や記号化・ブランド化ではなく、既存のものを上手く利用する方向に発展することが、環境負荷
の少ない改修として望ましいと思われる。
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■ 061013　伊香賀俊治教授ヒアリング結果
061015　松原
内容 建物改修の環境負荷の評価手法などに関するヒアリング　
日時 平成 18 年 10 月 13 日（金）　16:00 ～ 18:00
場所 慶應義塾大学矢上キャンパス　創想館 620E
出席者 慶應義塾大学　伊香賀俊治教授
聞き手（敬称略）：東京大学　鷲崎（博士課程１年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1013 質問事項」
受領資料：
061013-1　国交省「環境報告書」
　　　　　　（HP で「庁舎」などで検索すれば、ダウンロード可。）
061013-2　伊香賀先生のパワーポイント
061013-3　「東京都有施設における環境配慮型建築の環境・コスト評価システムの開発」
　　　　　　（林立也ほか、日本建築学会技術報告集　第 23 号 , 235-258, 2006 年 6 月）
061013-4　「青森県県有施設における環境負荷低減手法の定量効果算定ツールの開発」
　　　　　　（林立也ほか、日本建築学会技術報告集　第 20 号 , 205-210, 2004 年 12 月）
061013-5　NRI パブリックマネジメントレビュー
　　　　　　（野村総合研究所、vol.39 October 2006）
061013-6　「我が国の建築関連 CO2 排出量の 2050 年までの予測
　　　　　　－建築・都市の環境負荷評価に関する研究－」
　　　　　　（伊香賀ほか、日本建築学会計画系論文集　第 535 号 , 53-58, 2000 年 9 月）
061013-7　IBEC （No.152, Vol.26-5, 2006 年 1 月）
教えていただいた資料：
・『グリーン診断・改修計画基準』
・日経アーキテクチュア（２年前くらいのもの？）・・・日産本社ビルの設計について
・青森県による改修の評価指針（ネットで公開されている。キーワード：建築住宅課、県土整備部、環
境調和）
・『外断熱建物に関する性能基準及び同解説』（国交省北海道開発局営繕部）
（グレー：質問事項　黒：回答）
■改修の環境負荷の評価について
1. 改修工事の環境面での影響を評価する場合、一般的にはどのような方法が用いられるのでしょうか。
1-1 →例えば、「建物の LCA 指針」「CASBEE- 改修」「グリーン診断・改修計画指針」などはそれぞれどのような場合に、
誰が使用していますか。
「建物の LCA 指針」・・・改修の評価用ではない。擬似的な数字を入れて改修の評価に応用することは可能だろう。
「CASBEE 改修」・・・CO2 排出量など、具体的な数値は出ない。総合的・アバウトな評価方法である。
「グリーン診断・改修計画基準」（今年５月に「基準」が発行された）・・・
・CASBEE 改修をそのまま利用している。
・LCCO2,LCR,LCW,LCC で評価する。省エネのメニューを設計に加えていくと、LCCO2 が減少、LCR,LCW,IC は増加す
る。CO2 の削減目標がまずあり、それを達成するように色々な手段を検討していくという順序で設計を行う。（京
都議定書の目標を達成するために検討された目標では、LCCO2 を 30% 減少させることになっており、以前建築学
会からも声明が出た。それによると改修工事では 15% 減少させることとなっている。）
・実際に設計を行う際は、CO2 削減目標を達成するためどのような手法を選択するべきかあたりをつけ、コストな
どを検討していく。
→日経アーキテクチュア（２年前くらいのもの？）に、日産本社ビルの設計について書かれている。
　（掲載先：日経アーキテクチュア　2005-9-19）
・庁舎改修の際は、受注した事務所が必ず基準に従ってグリーン改修を実施することになっている。（その作業も
設計契約と設計料に含まれている。）
・コンペの際（特に環境への意識の高い企業の本社ビルなどの場合）に、「CO2 ～ % 減」「CASBEE ～以上」などの目
標値が示される場合もある。
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・国交省「環境報告書」を参照すること。（HP で「庁舎」などで検索すれば、ダウンロード可。資料 061013-1）
（改修用に使えそうなその他の評価ツールについて）
・自治体が独自に評価ツールを作り始めている。（理由として、気候の差などがあることや、国によるツールとは
別にそれぞれ評価基準を持ちたいという意識があるだろう。）
・東京都によるツール（資料 061013-2 伊香賀先生のパワーポイント p.36 ～ 38、資料 061013-3）
　・・・未公開。日建設計の林さんが開発に関わっていた。
・青森県によるツール・指針（資料 061013-4）
　・・・ネットで公開されている。
・福島県でもつくっている。
・デンマークの規制（資料 061013-5 p.9 ～ 11 など）
　・・・既存建物の性能表示と、考えられる省エネ改修メニューの表示を義務化。
1-2 →建物のライフサイクルの中で、改修工事やそれ以降の環境負荷を検討する場合、どのような想定を行うの
でしょうか。（特に、建物の寿命や省エネ効果など不確定な要素に関して）
2-1 改修工事を行う際に、その環境負荷を評価・検討することは実際には多くあるのでしょうか。
・国→設計契約に含まれるので（設計事務所が）行っている。
・自治体→これから本格的に使うのではないか。
・民間→意識があるところは行っている。
2-2 また、新築の場合と比較して、特に評価が難しいような点はありますか。（評価を行うこと自体の社会的な難
しさ、あるいはデータが得にくいなど技術的な難しさについて、差はあるのでしょうか。）
・改修の評価の場合は、改修以前の運転実績、断熱などを見なければならない。
・改修を行えば機能などのグレードアップも伴うので、省エネと逆行し、評価しにくい。
3. 改修工事の環境負荷を詳しく評価した事例などがあれば教えて下さい。
・『実例に学ぶ CASBEE』で紹介されている。それ以外は、公開されているものがあるかどうか不明。
・「東京ガス中原支社」は、日建設計に委託された事例。
■環境に配慮した改修の手法・技術について
4. 環境に配慮した改修工事を行う際、特に参照されるマニュアルや、モデルとなる事例などはあるのでしょうか。
（→ 1. で挙げられたもの）
5. 「省エネ改修」と呼ばれている事例は、一般的な改修やリノベーションとどの程度差があるのでしょうか。
・例えば照明器具・設備機器などは、特別に費用をかけて配慮しなくても、新しいものに替えればそれだけで省エ
ネ化される場合が多い。（高効率の照明器具を入れると設置個数が減る。また、新しい設備のエネルギー消費量
は交換前のものより少ないので。）
・一方、断熱や複層ガラスなどは、結露等のクレームが特にない限りあまり採用されないだろう。
・エネルギー費が安いので、断熱改修などで元を取るには数十年かかる。
　→計算した研究がある。（資料 061013-6）
・省エネ改修は、既に運用実績がある物件を対象とするため、過去の記録の分析や建築の断熱を調べ上げることで
手間が増える。
・ＯＡ化などはエネルギーが増す方向の改修なので、グレードアップをしても改修後のエネルギー量が改修前より
増えることがある。
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6. 「省エネ改修」が行われる動機は、何なのでしょうか。（例えば電力・ガス会社やゼネコンが自社ビルで行って
いる事例は、コストには見合わない実験的な部分が大きいのか、一般にも適用できるような内容なのか。）
・動機は、建築主の環境への意識。
・設備は数年で元が取れるものが多いが、断熱など建築（全体で）は数十年かかる。
　→民間ではそのような先行投資はありえない。
■既往研究や文献について
7. 建物の「改修」と「環境負荷」の関係についての研究や文献で、重要なものがあれば教えて下さい。特に以下
のようなものを探しています。
7-1 改修工事の環境負荷について検討したもの
7-2 特定の設備などではなく建物全体について、改修後の省エネ効果（またはランニングコストなど）を検討し
たもの
　（寒冷な地域での断熱改修についての論文を見ましたが、そのような分野の研究はどのように進んでいるので
しょうか。）
7-3 建物のライフサイクルの中で、改修段階（または改修以降の段階）における環境負荷の計算方法などについて、
特に検討したもの
・国交省北海道開発局営繕部『外断熱建物に関する性能基準及び同解説』
・青森県によるもの（資料 061013-4）
（質問：省エネルギー改修実施のネックになっているものは何でしょうか）
・コスト、費用対効果。
→対策として、補助金、または固定資産税（政策投資銀行の管轄）を減らす優遇処置などが考えられる。しかし、
市場原理から外れることが問題。
→投資（エコファンドなど）は既に存在している。（環境への意識が高い会社は、収益も高く投資に適していると
いう考え方。同様に、CASBEE や環境報告書などで優秀な企業に投資やテナントがつくようになる、という考え
方は出来る。）
・今までの改修は機能アップが基本だった。
→建物を改修後売却する場合は、見た目や機能を主に改善し、出来るだけ安く改修したほうが有利である。
　一方、賃貸の場合でも、エネルギー費はテナントもちなので、建築主が費用をかけて改修する意味がない。
→ CASBEE などでの表示が当たり前になれば状況は変わるかも知れない。イギリスでは 1000 ㎡以上の新築、大
規模改修の場合に CO2 削減量の表示が義務づけられている。EU でも今年 1 月から義務化されている。（資料
061013-5）
・12/12 に IBEC 主催の国際ワークショップ「サステナブル建築普及のための戦略的市場変革」が行われる。
・関連した内容で、今年 1月に座談会が行われた。（資料 061013-7）
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■ 061020　鹿島建設ヒアリング結果
061022　松原
内容 建物改修の環境負荷の評価手法・事例などに関するヒアリング　
日時 平成 18 年 10 月 20 日（金）　13:00 ～ 15:00
場所 鹿島建設 KI ビル　会議室
出席者 鹿島建設株式会社　建築設計本部設備設計統括グループ　佐藤正章様、　山田安彦様、　藤谷真人様、　
日沖正行様
聞き手（敬称略）：東京大学　鷲崎（博士課程１年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1013 質問事項」
受領資料：
061020-1　BELCA ホームページ・BELCA 賞（http://www.belca.or.jp）
061020-2　「建築物の総合環境性能評価手法 CASBEE に関する研究（その 41）」
　　　　　　（江草恒則ほか、日本建築学会大会学術講演梗概集（近畿）、2005 年 9 月）
061020-3,4　「KLEAD」資料
061020-5　「KRIPEA」パンフレット
061013-6　「リニューアル計画における LCCO2 と LCC 計算の手引き」（BELCA、平成 17 年 1 月）
教えていただいた資料：
・ビルディングエネルギー管理技術者協会による値（既存建物のエネルギー消費について）
・『ビルの省エネルギーガイドブック』（省エネセンター、http://www.eccj.or.jp/audit/build06/
index.html）
・「リニューアル計画における LCCO2 と LCC 計算」ツール（BELCA）
（グレー：質問事項　黒：回答）
■改修の環境負荷の評価について
・BELCA 賞の事例を見てみると良い。「ダヴィンチ銀座」など。（資料 061020-1）
・基本的に、断熱が目的の改修は少ない。建物の保全、耐震補強などが主な目的である場合が多い。
1. 改修工事の環境面での影響を評価する場合、一般的にはどのような方法が用いられるのでしょうか。
1-1 →例えば、「建物の LCA 指針」「CASBEE- 改修」「グリーン診断・改修計画指針」などはそれぞれどのような場合に、
誰が使用していますか。
1-2 →建物のライフサイクルの中で、改修工事やそれ以降の環境負荷を検討する場合、どのような想定を行うの
でしょうか。（特に、建物の寿命や省エネ効果など不確定な要素に関して）
・鹿島では、改修の際には上記のツールはほとんど使用していない。
「グリーン診断・改修計画指針」・・・庁舎を設計することはほとんどないので、まだ使用した例がない。
「CASBEE 改修」・・・歯科大学付属病院の改修事例について、CASBEE 委員会からの依頼で事後評価を行ったのが、
今のところ唯一の使用例。ただし、この改修事例の内容は機能の更新がメインだった。（資料 061020-2）
「KLEAD-R」・・・鹿島で用いているリニューアル時の LCC 評価システム。（資料 061020-3,4）
対象・目的：ドアノックツール。改修・建替えの可能性がある施主などに対して、計画の初期の段階で使用し、
建替えあるいはリニューアルの提案を行う。
　アウトプット：LCC、LCCO2 など。（実際には、CO2 に興味をもつ施主は少ない。）
評価システムの内容について：
・建物に対して、「リニューアルを行う」「数年後にリニューアルを行う」「そのまま使い続ける」「建替」といっ
たパターンごとに現時点からの LCC を算出できる。
・リニューアル仕様の省エネ化の程度については、３段階程度から選んで推計するようになっている。（省エネ
化の手法ごとに、今までのケーススタディから CO2 削減率を設定している。）
・省エネ化の手法としては、建築的手法では「窓の種類」「エアフローウィンドウ」「自然換気のための吹き抜け
空間の設置」など、設備では VAV,VWV, 高効率照明器具などがある。
・更新周期については、BELCA や「建築物のライフサイクルコスト」( 経済調査会 ) などの資料および鹿島オリ
ジナルのデータベースにより設定している。
・既存建物のエネルギー消費については、日本ビルエネルギー総合管理技術協会による値、および省エネルギー
センターによる『ビルの省エネルギーガイドブック』から一般的な値を用いて推計している。既存の機器の
種類は、ウォークスルーの調査あるいは図面等から判断して入力できるようになっている。既存建物の断熱
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等は、図面で判断しており、実建物の調査までは行っていない。（事務所ビルの場合エネルギー消費への影響
が少ないため）
「KRIPEA」・・・鹿島で用いている改修工事計画のサポートツール。（資料 061020-5）
対象・目的：改修時期をむかえた建物の改修工事計画を策定するときに使用する。（顧客が考える建物改修方針
を定量化することで、顧客の意思決定を後押しし、工事出件を迅速化するために用いる。）
使用手順の概要：建物の診断（鹿島の専門家による現地調査など）を行う　→改修すべき項目をリストアップ
する　→６つの評価基準（部位・機器の劣化度、施設に対する故障の影響度、機能性、経済性、社会性、安全性）
に項目を配分する　→ AHP（意志決定支援手法）により顧客の建物改修方針を分析し、評価基準の重要度を把
握する　→改修項目を優先度順にリストアップする　→予算の範囲で優先度の高い改修項目を提案する。
　
・鹿島独自のツールは、積算などとも連携して使いやすい。一方、公的なツールを使ったほうが顧客の信頼を得や
すい場合もある。
・投資用不動産を扱うことが最近多くなっている。その場合、顧客は例えば 10 年で収益をあげることを前提にリー
トによる投資家からの資金調達を行うので、5,6 年で回収できない投資はしない。テナント誘致などに必要な改
修は行うが、改修コストは極力押える方向にある。
・企業の本社ビル、公共建築では建物の寿命や美観も重要になる。
・工場建築では、エネルギー消費量などによって省エネ対策の届出義務があり、環境負荷対策に対して積極的であ
る。
・ESCO(Energy Survice Company) 事業：建物所有者に代わって省エネ改修や運営管理を行い、そのコストをエネ
ルギー費の削減分から受け取る事業。ESCO 事業者には電気・ガス会社などの関連会社が多く、またメーカー（三
菱電機など）やサブコン（電気設備工事業者）によるものもある。ゼネコンにとっては小規模な事業になるの
で、あまり行われていない。ESCO では、省エネ改修のイニシャルコストを建築主が負担する必要が無く、分割
払いのような形になる。しかし、ESCO事業者も実際には５年程度で改修できるものにしか投資しない。それでも、
現状はあまりうまくいっていない場合が多いようだ。（エネルギー費の変化などによって採算がとれなくなって
いる例もある。）
2-1 改修工事を行う際に、その環境負荷を評価・検討することは実際には多くあるのでしょうか。
（1. 参照）
・今年の省エネ法改正により 2000 ㎡以上の建物の大規模改修の際、PAL・CEC の算出が義務になったので、今後は
改修時の数値が蓄積されることになる。
2-2 また、新築の場合と比較して、特に評価が難しいような点はありますか。（評価を行うこと自体の社会的な難
しさ、あるいはデータが得にくいなど技術的な難しさについて、差はあるのでしょうか。）
・設備の劣化状況を知ることは難しい。（消費電力は計測出来るが、現在どの程度の能力を実際に発揮しているの
かはなかなか分からない。そのため、改修による効果も正確には分からない。）
3. 改修工事の環境負荷を詳しく評価した事例などがあれば教えて下さい。
「ニチレイ水道橋ビル」・・・築 26 年のテナントビルで詳しい診断・評価を行い、リニューアルした事例。
・ビルの地下部分が変電所となっており、容易に取り壊せないのでリニューアルせざるを得なかった。
・診断の手順：劣化調査→改修すべき項目を緊急度 ABC（改修が 1 年以内に必要、5 年以内に必要、など）の三
段階で評価、各項目についてコストを提示→提案書を作成
・ビルはもともと鹿島で施工を行った建物で、その後小規模な修繕は繰り返してきた。施主とも継続してつきあっ
ており、この事例の場合、劣化調査・診断と報告書の作成は無償で行っている。場合によってはこれらを有
償で行っている。
・リニューアルを行うにあたって、東京電力の関連会社が ESCO 事業者になり、NEDO の補助金を受けるという改
修計画が採用されかけたが、鹿島ではこのビルについて以前からより詳しく把握していたので、より実現可
能な計画を提案した。過去のケーススタディなどからシミュレーションを行い、9.5% 省エネ化して補助金を
獲得することが現実的に可能だと示し、採用された。（NEDO の補助金を活用した場合、改修後 3 年間経過を報
告する義務があり、その点は多少手間がかかる。）
・リニューアルのコストは約 4億円、内容は特に不便になっていた BEMS・中央制御と熱源の改修が主だった。
・今年は別の衛生設備などをリニューアル予定。やはり一度に投資するのは負担が大きいので、数回に分けて行っ
ている。
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■環境に配慮した改修の手法・技術について
4. 環境に配慮した改修工事を行う際、特に参照されるマニュアルや、モデルとなる事例などはあるのでしょうか。
・改修工事のマニュアルは公的なものがいくつかあるが、環境への配慮に関しては特にない。事例を参照すること
になる。
・改修を行うと機能のグレードアップによりエネルギー消費は増えることがある。たとえば個別空調は省エネ化の
手法とされているが、実際にはセントラル空調の時に我慢していた残業の時間などにもテナントによっては空
調を行うことが可能になるので、エネルギー消費が増えることも考えられる。
・庁舎（公共建築）に関しては、今まで 30 年で建て替えることが前提になっていたので、最近になって 60 年使う
ということになり、どこから（どの建物から、どの部分から）対策を取ればよいのかわからず相談を受けるこ
ともある。（グリーン改修指針はあるが、すべての公共建築で取り組みが進んでいるわけではないと思われる。
指針以前は公共建築について最低限の「現状維持」の改修しか予算がつかず、例えば北海道での外断熱に対し
ても予算が降りにくいなどの問題があった。それが、グリーン改修という概念でよりレベルの高い改修が出来
るようになった。）
5. 「省エネ改修」と呼ばれている事例は、一般的な改修やリノベーションとどの程度差があるのでしょうか。
6. 「省エネ改修」が行われる動機は、何なのでしょうか。（例えば電力・ガス会社やゼネコンが自社ビルで行って
いる事例は、コストには見合わない実験的な部分が大きいのか、一般にも適用できるような内容なのか。）
・電力・ガス会社などは、自社ビルのエネルギー費を払っていない。そのため、ランニングコスト削減という意味
からではなく、率先して、社会的な責任を果たすと言う意味で省エネ改修は一般よりやりやすいのではないか。
それらの改修事例はアピールの意味も強く、費用をかけてトップランナーの技術を採用しているだろう。
・「省エネ診断」は、現在は ESCO 業者が主に行っている。鹿島ではその後の受注が見込める場合のみ行っている。
改修の第一の目的に省エネがくることは一般的ではない。耐震や機能更新という目的で改修が計画され、付随
的に省エネ改修のニーズが示されたり、設計者として提案していくことになる。
・「神戸貿易センタービル」は、鹿島で唯一 ESCO 事業として行った事例。
（質問：省エネルギー改修実施のネックになっているものは何でしょうか）
・CO2 削減だけでは、顧客は興味が無い。コストで元が取れる必要があるが、エネルギー費が安いので難しい。同
じ部位を耐震補強などで改修する必要があれば、抱き合わせで省エネ改修もペイする場合がある。
・外観のリニューアルとして、外壁の改修は大体の事例で行う。外壁の改修の１つの方法として、カバーリングが
あるが、これにより結果的には断熱性能が向上する。しかし、省エネを第一の目的にして、外壁を改修することは、
寒冷地の住宅などをの除いて一般的ではないと思われる。
（質問：改修において設計施工の強みは何でしょうか）
・施主と継続してつきあっているので、他の所有物件も含めて困ったことがあれば相談に乗る。建物についてよく
分かっているということで、新築で施工のみを行った物件についても改修（設計施工）を依頼される場合がある。
・改修工事は現場での変更などが多いので、設計施工のほうが小回りが利く。また、実現性のある図面が出来る。
劣化調査を行う際には、設計の担当者も参加することで設計を見越した診断が出来る。
（質問：設備担当者からみて意匠設計担当者へコメントはありますか）
・改修は設備関係が主導で行っているので、意匠的な理由で制約を受けることはほとんどない。
・現在改修している建物は改修を見込んだ設計にはなっていない。ただ、その点は現在設計されるものについては
改善されてきている。
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■ 061021　江口亨氏ヒアリング結果
061023　松原
内容 コンバージョンの現状、事例に関するヒアリング　
日時 平成 18 年 10 月 21 日（土）　15:00 ～ 17:00
場所 東京大学本郷キャンパス 11 号館 8階
出席者 東京大学　工学部建築学科松村研究室博士課程　江口亨様
聞き手（敬称略）：東京大学　鷲崎（博士課程１年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1013 質問事項」
受領資料：
061021-1　「オフィスビルと共同住宅の法律・技術の変遷年表」（BELCA、平成 16 年 8 月）
061021-2　「中央市街地における空き店舗のコンバージョンによる公益施設の整備・運営等にか
　　　　　　かる PFI 導入調査」報告書（財団法人エンジニアリング振興協会、平成 16 年 3 月）
061021-3　『建築コンバージョン事例集 100』（建築リフォーム・リニューアル・コンバージョ
　　　　　　ン展コンバージョン委員会編、株式会社テツアドー出版、2004 年 6 月）
（後日）　　  「ラティス青山」内覧会資料
　　　　　  『Re』（2004 ・10・ No.144）「オフィスビルを賃貸マンションへ」
教えていただいた資料：
・Re（2004 October, Vol.26, No.2）
・『建物のライフサイクルと維持保全　－地球環境世紀のビル保全学入門』（BELCA）
・『コンバージョン等の建築ストック有効活用の手引き』（BELCA）
■環境に配慮したコンバージョンについて
・環境に配慮している事例は公共建築くらいしか無いのではないか。コンバージョンにおいては環境よりも、費用
をかけずに改修することが第一に考えられている。
■リノベーションとコンバージョンの違いについて
・リノベーション
→その建物を同じ用途で使いたい人がいる場合。建物のハード面の問題（設備の更新など）はあらかじめ予測
されている。
・コンバージョン
→求められる用途が変化する場合。建物のハード面で、予想されていなかった問題が発生する。
■公共建築のコンバージョン事例について
「きらめきプラザ」（岡山県、国立病院→公共施設）
・新しい耐震改修技術（外壁の外にフレームを新設して補強する）を採用し、コストを削減した。（通常改修では
80 億円程度かかるところを 50 億円程度で実施。（PFI 事業における VFM））ただ、一般的にはコンバージョンで
技術的に新しいものを使うことは少なく、あっても耐震改修の技術くらいである。
・既存建物を解体すると廃材が 11t トラック 16000 台分発生すると試算された。建物前の道路が二車線で、問題
があるということがコンバージョンの動機の一つになった。
・PFI事業の期間は17年（工事期間2年、施設使用期間15年）に設定された。耐震的には50年くらい使える建物だっ
たが、仮に 20 年使うとすると 15 年目で大規模改修が必要になり無駄が多いことから、費用対効果をみて 15
年となった。
「上越市市民プラザ」（新潟県、商業施設→市民活動施設）
・改修では初の PFI 事業として行われた事例。事業主体は熊谷組など。
・改修と運営は 20 年契約で民間に委託された。
「長岡市民センター」（新潟県、店舗→公共施設）
・店舗を改修し、公共施設として 5 年間使用することに決めた。（コンバージョンの事例では、短期間暫定的に
ある用途で建物を利用する場合がある。）
・既存建物構造の耐用年数（固定資産税における減価償却資産の耐用年数）は 5年より長かった。
・ISO14001 の考えに基づき、行政においてストックの活用が奨励されている傾向がある。また、国有財産法では
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公共の土地・建物はなるべく公共のまま使い続けるよう定められており、公共の福祉・教育施設などに転用す
る場合は補助金がつく。（こうしたことで公共建築のコンバージョンはひとつの手法として確立されている。）
（質問：公共建築のコンバージョンの際グリーン診断・改修などはどの程度行われているのでしょうか？）
・あまり使われていないのでは。事例調査で特に実施したという話を聞いたことがない。
・建物の運営などを民間に委託する場合は出てきている。
■ PFI 事業とコンバージョンについて
・PFI は、1999 年にできた制度。（内閣府 HP 参照）
・PFI 事業は期間がはっきりしているという意味で、ランニングコストを削減するような改修手法への投資は一般
的な場合よりしやすいのではないか。
※「リハイム」とはセキスイハイムに住んでいる人が再びセキスイハイムで建て替えることを内部ではそう呼ん
でいるのではないか。それとは別に、改修したハイムのユニットをコンビニなどに再利用した例がある。また、
セキスイハイムの子会社で改修を行うファミエスという会社がある。
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■ 061023　日建設計ヒアリング結果
061023　松原
内容 建物改修の環境負荷の評価手法・事例などに関するヒアリング　
日時 平成 18 年 10 月 23 日（月）　10:00 ～ 12:00
場所 日建設計東京ビル
出席者 日建設計　設備設計部門設備計画室　長谷川巌様
日建設計総合研究所　環境・エネルギー研究センター　林立也様
聞き手（敬称略）：東京大学　鷲崎（博士課程１年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1023 質問事項」
受領資料：
061023-1　「福島県環境性能診断ガイドライン」
教えていただいた資料：
・建築学会梗概（東京ガス中原ビルの改修事例について）
・『建物の LCC』（保全センター）：部材の修繕周期について書かれたもの。
（グレー：質問事項　黒：回答）
■改修の環境負荷の評価について
1. 改修工事の環境面での影響を評価する場合、一般的にはどのような方法が用いられるのでしょうか。
1-1 →例えば、「建物の LCA 指針」「CASBEE- 改修」「グリーン診断・改修計画指針」などはそれぞれどのような場合に、
誰が使用していますか。
「グリーン診断・改修計画基準」・・・
・公共建築でグリーン改修を行う場合に使用する。
・予算要求の段階であたりをつけて検討することが目的。実際の運用における値と比較して精度を問うようなもの
ではない。
「CASBEE 改修」・・・グリーン診断を行う際に CASBEE での評価も行う。
「建物の LCA 指針」・・・他のツールを使用する際にバックデータとして参照する程度。
・自治体などによるものも含め、評価ツールの内容は AIJ-LCA（地球環境委員会、最近改訂された）が唯一のより
どころとなっており、根本的な違いはない。使い勝手以外で差がある部分としては、運用データの扱い方、複
合効果率を設定するかどうか、が挙げられる。
・複合効果率とは、例えば断熱仕様を変えると実際には設備容量も変わるという影響を見込む方法である。「グリー
ン診断・改修計画基準」では、個別の計算を避けるため適当な値を複合効果率として設定している。評価ツー
ルによっては複合的な効果を見込んでいないものもある。
　→複合効果を見込まないと、断熱の効果が正当に評価されず不利になる。一方複合効果を見込むと、手法の切
り分けが複雑になる。また、断熱材の部材としての LCA には、断熱材による省エネルギー効果は含まれないが、
それでは断熱材の効果を打ち出すことが出来ないとして現在議論が行われている。
・自分から環境影響の評価を求める顧客は少ない。民間の改修事例では、これらのツールはほとんど使わない。
・ESCO 事業では、費用対効果・フィージビリティーのスタディはしっかり行われているだろう。
・東京都では建物の CO2 排出削減の法制度が出来ており、現在は運用面での対策がとられているが、将来的には削
減が頭打ちになり改修による根本的な省エネ化の必要が出てくるのではないか。
1-2 →その評価・検討作業の手順はどのようなものなのでしょうか。
グリーン改修・・・
・行政がコンサルタントなどに委託し、まず現状の診断・ベンチマーク診断を行う。（手順は基準に従う。）
・モニタリングを十分行っていない建物が多いので、部門別のエネルギー消費量が分からない場合もあり、その
場合はどの部門のエネルギー消費に問題があるのか分析できない。
・ただし、改修計画の中で環境面はあくまでも検討の一部である。
民間の改修・・・
・改修計画ではコストを削減することと共に、インカムと売却する際の価値を高めることが重要である。
　建物のランニングコストは全体から見てわずかであり、環境負荷対策へのモチベーションは低い。
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　一般的なオフィスコストは、
　　通信・情報コスト　10％
　　スペースコスト　  10％（光熱費、維持管理）
　　人件費　　　　　  65％
　　その他　　　　　  15％
　と言われている。この場合、単純に光熱費＝スペースコストとしても、光熱費 50% 削減は人件費 10％弱の削
減と同等になる見込み。（建築雑誌 10 月号の特集に上記の数値が記載されている。）
・現在は CSR で CO2 削減がコンプライアンスとされている。海外では企業に質問状を送り環境面の格付けを行う
団体（「Carbon disclosure project」http://www.cdproject.net/index.asp 参照）が存在しているが、日本
の状況は遅れている。
・建築という分野の特徴として、個別性が強く需要も供給も少ないこと、情報の開示が進んでいないことがあり、
経験のない買い手は公平な情報を得て判断することができない状況になっている。また、日本ではプロダク
ティビティが正当に評価されておらず、そのため建物の機能の向上などを定量的に評価することも難しい。
1-3 →グリーン庁舎や公共建築に対する評価と、一般的な改修に対する評価で、方法に差は出てくるのでしょうか。
・一般の改修事例では、評価するとしても費用対効果、コストの回収年数程度で、それ以上の評価は行っていない。
・中原ビル（東京ガス）、豊島支社（東京電力）の例でも、「グリーン診断・改修計画指針」には環境に配慮した改
修事例として載っており、LCA などの評価は行っていない。
2-1 改修工事を行う際に、その環境負荷を評価・検討することは実際には多くあるのでしょうか。
・ほとんどしない。ゼロに近い。
2-2 また、新築の場合と比較して、特に評価が難しいような点はありますか。（評価を行うこと自体の社会的な難
しさ、あるいはデータが得にくいなど技術的な難しさについて、差はあるのでしょうか。）
・考え方によって評価のベースが変わる。（既存と比較したい場合、改修案同士を比較したい場合など。既存建物
に比べてどれだけ改善されるかを評価したいという場合が多い。）ESCO 事業の場合は、各事業の FS 単位で検討
のベースを厳格に設定し、事業採算性を検討している。
・例えば中原ビルの場合は、機能のグレードアップも行ったので CO2 排出量などの評価が難しい。CASBEE の Q は
機能面を評価するものだが、実際の運用は評価せず、省エネ効果のある運用を可能にする機能があるかどうか
を評価する。
3. 改修工事の環境負荷を詳しく評価した事例などがあれば教えて下さい
3-1 →「東京ガス中原支社」の評価で用いた手法、データの収集方法、困難だった点、課題など。
・部位ごとに省エネ効果の分析を行っている。
・改修前→シミュレーションにより評価。（既存建物の断熱等までは調査していない。）
・改修後→ BEMS による実測値により評価。
　　　　　実際に行ったものと違う改修のケースについては想定で試算を行った。
・古い建物は部位別のエネルギー消費データまで把握できておらず、改修前についてはすべてシミュレーションで
算出する場合が多い。
・建築学会の梗概で研究結果を発表した。SB03?（05 の前）でも発表を行った。
・シミュレーション結果と実績値を比較する研究も行った。実際の運用状況等によるシミュレーションでも 5％程
度差が出てしまうという結果になった。
←ベースとする値にも色々なものがある。ESCO 事業の基準など。
←設備機器では、カタログの性能と実際に発揮している性能が異なる。LCEM で検証することができる。
・グリーン改修で省エネ効果を評価しても、現状では改修後の運用でその効果が実際に上がっていることを確かめ
る義務はない。（改修後の値として 1 年後のエネルギー消費量などを報告する程度だろう。）今後運用段階でも
グリーン改修の効果を検証･報告する義務ができてくる方向にあるのではないか。
・省エネ改修の実際の効果について、設計事務所側が知りたい場合には運用段階でも調査をさせてもらうことがあ
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る。それ以外の場合は、特に改修工事後の検証などは行っていない。
3-2 →東京都および青森県による環境配慮型建築の評価システムについて。
3-2-1　「環境配慮手法項目」とその内容はどのように選択されたのでしょうか。
・「グリーン診断･改修計画基準」から、自治体の場合に不要な項目を削除し、オリジナリティのある項目を新たに
入れた。
・「グリーン診断･改修計画基準」（国の基準）では、通常の公共建築に用いる「標準仕様」と、より高レベルな「グ
リーン改修仕様」（各部位につき 1 種類のみ）が定められている。自治体による評価手法の場合は、環境配慮型
の設計の中でも数パターンの仕様を選択できるようにした。
3-2-2　LCCO2・LCC の算出方法について。
・「グリーン診断･改修計画基準」では 3種類の規模のモデル庁舎について検討を行っている。
→自治体の場合は、他のモデルが必要。
→例えば福島県の場合は、地域ごとの気候、現行の法令による断熱仕様、設備仕様（特に空調と給湯のシステム
には地域性が出る）などが国と異なっている。これらに対応した評価手法とするためにデータベースを作った。
データの量は膨大になるが、データベースの整備の意味も含めて行っている。
・国や自治体は、所有する建物数が多数で仕様が同等なため、標準モデルによる検討をマクロ解析に発展させるこ
とが効果的かつ有効である。一方、民間建物は仕様の個別性が高いため、個別に検討しなければ有効な検討が
行えない。
・LCR,LCW については、国でもまだ浸透していない段階にある。
3-2-3　CASBEE- 改修と定量的な評価手法の連携の考え方について。
・「グリーン診断･改修計画基準」における評価内容の「5 本柱」のうち、定量的には主にエネルギー消費しか評価
できていないので、残る部分を CASBEE により評価することにしている。
■環境に配慮した改修の手法・技術について
4-1 環境に配慮した改修工事を行う際、特に参照されるマニュアルや、モデルとなる事例などはあるのでしょうか。
・「グリーン診断･改修計画基準」・・・網羅的な基準。実際には簡略化して使用している。（資料 061023-1）
（モニタリングが十分行われていない建物が多いので、部門別のエネルギー消費量までは入力できない場合がある
など。）
・「省エネルギーセンター」ホームページ
・東京都「地球温暖化対策計画制度」保全のチェックリスト（LCC など。膨大なデータ量）
4-2 環境配慮型改修（特に断熱改修）の実態について。（技術的な問題点・普及率・地域差など）
・断熱改修は外壁に手を加えることが難しい。居ながら工事の場合は最初から選択肢に入らないこともある。新築
で断熱材が入っている建物の場合に、断熱材厚を増すこと自体は大きなコスト増にならないが、改修では断熱
材のスペースの確保が大きな問題となる。
・コストの観点では断熱改修はペイしない（回収年数が長い）。
→劣化、耐震改修とセットで行う場合が多い。その際予算があれば断熱も行うが、予算がないと最初に削られる
ことになる。みちづれ工事を見据えて計画を行うことが望ましい。
→ダブルスキン化などの手法は、外観のリニューアルなど色々な効果を同時にあげることができる。
・戸建住宅では、断熱改修によって結露なども解決出来るので、事情が異なる。
・既存の設備を更新する際に、特に検討せず同じものと取り替えるだけという場合が多い。診断を行って、設備容
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量なども現状に合ったものに更新するべきである。
5. 「省エネ改修」と呼ばれている事例は、一般的な改修やリノベーションとどの程度差があるのでしょうか。
・「省エネ改修」か否かは、主に省エネ化をアピールするかどうかの差。改修の動機、重み付けによるだろう。
・今後は CO2 排出や運営コストを当然のこととして下げなければならないので、一般的な改修でも省エネ化が行わ
れ、省エネ改修に近づいてくるのではないか。
6-1 環境配慮型改修が行われる動機は、何なのでしょうか。（例えば電力・ガス会社やゼネコンが自社ビルで行っ
ている事例は、コストには見合わない実験的な部分が大きいのか、一般にも適用できるような内容なのか。）
・電気・ガス会社→自社のエネルギーを使う省エネ技術をアピールし、使ってもらいたい
・ゼネコン→技術のアピール、総合的な建物価値を高めるため
・これらに対し、一般の中小ビルのオーナーにとっては一度に費用がかかるような改修は難しい。
・中原ビル（東京ガス）の事例では、省エネ化のアピール、技術的に可能なことをアピールし実績をつくる、自社
ビルで実験的な手法を試すなどの目的で高度な環境配慮手法が採用されたと考えられる。ただ、それらの手法
は高価だったために当初より縮小された経緯がある。
・中原ビルでは CO2 排出量を 20% 削減し、コストとしても 5,6 年でペイした。
6-2 環境配慮型改修をより促進させるために必要と思われる事項は。（普及・促進する上での課題）
・施策、補助、助成。
・不動産としての価値と、環境面での性能が関係づけられるようになるとよい。
・プロダクティビティなど、エネルギー消費以外の品質を定量化できるようになると、建物を総合的に定量評価で
きることになり競争が生まれると考えられる。現在は実際に建物に足を運んで機能面を評価している状態であ
る。公害など外部負荷を定量化できるツールは、産総研による "LIME" が既にある。(http://unit.aist.go.jp/
lca-center/ci/activity/project/lime/index.html 参照。その他、国総研の以下のレポートなどがある。「総
合的な建設事業コスト評価指針 (試案 )」http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/tc/tc_05.htm）
・現状での CO2 削減とは、一般的にはコスト削減として行われている企業努力である。
■既往研究や文献について
7. 建物の「改修」と「環境負荷」の関係についての研究や文献で、重要なものがあれば教えて下さい。特に以下
のようなものを探しています。
7-1 改修工事の環境負荷について検討したもの
7-2 特定の設備などではなく建物全体について、改修後の省エネ効果（またはランニングコストなど）を検討し
たもの
　（寒冷な地域での断熱改修についての論文を見ましたが、そのような分野の研究はどのように進んでいるので
しょうか。）
・断熱材が 100mm 以上になったら外断熱にするのが常識になっている。また、寒冷地では Low-E・複層ガラスが標
準的になりつつある。住宅では多く普及が進んでいると考えらるが、業務用ビルでの普及は今後になるだろう。
・外断熱が良いと言われながら普及しないのは、あまりオーソライズされていないということと、コストの高さが
原因だろう。
・寒冷地では、建物使用者に不要な時は空調を消すという認識がないために、外断熱の建物でも過剰に空調を使用
している場合が多い。どのような時に空調を止めればよいのか、使用者に基準を示す必要がある。
・外断熱でも、熱の損失自体は内断熱と同じである。熱容量が内側にあることを前提にした運営の工夫が重要であ
る。
7-3 建物のライフサイクルの中で、改修段階（または改修以降の段階）における環境負荷の計算方法などについて、
特に検討したもの
・『建物の LCC』（保全センター）：部材の修繕周期について書かれたもの。
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■ 061101　東京ガス中原ビル見学記録・質問事項への回答
061101　松原
内容 東京ガス中原ビルの見学　
日時 平成 18 年 11 月 1 日（水）　10:00 ～ 11:00
場所 東京ガス中原ビル（神奈川県川崎市中原区）
出席者 東京ガス　エネルギーソリューション事業部　花岡健様
聞き手（敬称略）：東京大学　鷲崎（博士課程１年）、松原（修士課程２年）
資料 受領資料：
061101-1　パンフレット「新時代のビルリニューアル」
061101-2　DVD（中原ビル改修工事について）
■中原ビル改修（2000 年）の概要
・1999 年 10 月～ 2000 年 5 月の約 8ヶ月間に施工された。
・「劣化修繕」「グレードアップ」に加えて、「省エネルギー」を考慮したことが当時の改修工事としては斬新だった。
・3,4 階と食堂は、改修後に組織の変更・移動があり現在は使っていない。
・東京ガスで省エネルギー化に力を入れた新築の建物として、横浜市都筑区の「アースポート」（設計：日建設計）
がある。
■改修前の問題点
・外壁の劣化が著しかった。（美観、水漏れ）
・設備機器の 2 度目の更新時期にあたっていた。（設備のおおよその寿命は 15 年。1966 年の竣工後一度設備の更
新を行っていた。）
・照明器具が竣工当時のままになっており、老朽化していた。
・天井が竣工当時のままになっており、美観の問題があった。
■環境配慮型改修手法について（資料 061101-1 参照）
（建築）
・外断熱パネル：　
・硬質ポリウレタンフォーム（25mm）を使用。西側の壁面に設置。
・施工が容易、防水性に優れ、既存外壁の劣化防止の効果も期待できる。
・改修手順としては、既存外壁（吹き付け塗装、経年劣化で水漏れが発生していた）の吹き付けをやり直した後、
既存外壁の外側に空気層を設けて断熱パネルを取り付けた。
・金属システム天井　：スチール製で 100% リサイクルが可能。天井のメンテナンスを容易にした。
・屋上緑化　：2003 年に追加。
※屋根には、塗布防水を施工した後新たに設備機器を設置した。既存では設備は地下にあったが、メンテナンス
のしやすさを考慮して一部の機器を屋上に置いた。屋上にある機器は全て改修で新たに設置したもの。地下に
残っている既存の機器は、大温度差用に変更を加えて使用している。
（設備）
・ソーラーリンク　：90 度の温水をつくり、冷暖房に使用。
・マイクロタービンコージェネレーション　：約 27kW の発電、排熱を冷暖房と給湯に利用。
・高効率空調　：冷却水は通常 37.6 度のところ 39.6 度で回収、冷水は通常 12 度のところ 15 度で回収。
・BEMS　：山武と共同開発した。
・高効率照明　：Hf 型高効率照明器具。約２割（改修後実測値：27%）の省エネ効果。照度センサー、人感センサー
によりさらに省エネ化されている。
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061121 質問事項への回答（東京ガス花岡様のご紹介により、中原ビル設計者の方よりご回答）
■中原支社の改修工事（２０００年）について
・ 断熱強化のためにどのような工事を行ったか。
・ 外断熱パネルを採用した経緯について。
○建物としての断熱強化のため、西面（一部北面、南面）に外断熱パネルを施工しています。
また、西面の窓ガラスに断熱フィルムを貼り、断熱性の強化と西日の遮断効果を持たせています。
　
＜仕様＞
外断熱パネル 
材質 硬質ポリウレタンフォーム
厚さ 25  mm
重量 11.0  kg/ ㎡
熱貫流率 0.79  W/ ㎡ K
メーカー 大同鋼板（株）
　外壁の傷みが激しかったため、クラック補修、仕上げのやり直しなどを全面で行う必要がありました。西面は
①建物正面であること、②居室が集中していること、③西日の影響を受け、冷房負荷増大の原因となっていること、
④特に傷みが激しかったこと、等から断熱パネルを施工することを決定しました。断熱の強化は、省エネルギー
性の観点から見ると、投資対効果が小さく見える傾向にありますが、PMV の向上等、快適性に大きく寄与すること
が検証の結果わかっています。また、改修の手法として、デザイン性の向上も大きな効果であると考えます。
・設備を更新するためにどの程度の工事が必要になったか。
○空調熱源機（吸収式冷凍機）は改修前は地下の機械室にありました。居ながら工事を行うために熱源機を屋上
にしたため、メインの縦配管（屋上　　地下）を新たに設ける必要がありました。室内側では空調吹き出し口
の最適化を行ったため、それに伴い一部配管のルートを変更し、実質新設した形になった部分もあります。
　室内側の改修工事を行わない場合は、設備診断をしたうえで、なるべく既存のものを利用する方が、投資に対
する効果が大きくなります。今回は天井を全面的に計画でしたので、最適化を図るために変更を行いました。
そのほかの設備については、なるべく既存設備を活かすように配慮して計画しました。
・設備更新や断熱の作業は、他の目的も兼ねて行われたか。
○外断熱に関しては、前述のとおり断熱性能向上の他に、既存外壁の保護、デザイン性の向上を狙っています。
設備更新に関しては、機能優先ですので、基本的には副次的な効果は狙っていません。（マイクロタービン等実
験を目的に使われているものがあります。）
・改修以前の中原支社は、同種の事務所ビルと比較してエネルギー的に平均的であったか。
○当社の事業所の特徴は、保安部門が入居し、稼働時間が長いため普通の事務所ビル（1,592MJ/ ㎡・年）に比べ、
2,575 MJ/ ㎡・年と単位面積当たりの年間エネルギー消費量が多く、エネルギー多消費型建物です。また、用途
別エネルギー消費では、「空調熱源」、「空調動力」、「給湯」などの割合も一般的な事務所ビルに比べ多いものとなっ
ていました。これらのエネルギーを機能を維持したまま減らすことも課題の一つでした。
■環境配慮型の改修について
・省エネ改修を行う場合、エネルギー・CO2、コスト面で回収できるか。
○設備的な手法（コージェネ・熱源機・照明等）は比較的短期で回収可能です。一方、断熱や金属天井等は回収
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が長くなりますが、寿命も長く、リサイクル性等も配慮すると、最終的には効果があると考えられます。
   太陽熱は残念ながらコスト面で回収は困難です。（エネルギー費用はほぼ０ですが。）
　以下に費用対効果試算（エネルギー削減量、ランニングコスト削減量）を示します。
 
・改修内容や省エネルギー手法をどのように選択したか。
○社内に１年間の PJ を設け、社外の専門家も入れて検討を進めました。
①建物・設備の診断（傷みが激しくて更新が必要な部位の特定、改善することによって効果が期待できる部位の
選定等）②エネルギー消費構成の分析（設備の更新や使い方の改善で削減が期待できる項目の抽出等）を行い
それら項目の省エネルギー手法について、効果シミュレーションを行いながら、実際に導入する改善内容・省
エネルギー手法等を選定しました。
省エネルギー技術一覧
自然ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 ・ソーラーリンク
（太陽熱集熱器＋排熱投入型吸収冷温水機）
負荷の抑制 ・外断熱パネル（補助対象外）
ｴﾈﾙｷﾞｰの有効活用 電気 ・Hf 型高効率照明器具
・照度センサー制御
・人感センサー制御
空調衛生 ・熱源台数分割（異容量制御）
・大温度差送水
・大温度差送風
・変流量（VWV）制御
・変風量（VAV）制御
・厨房換気量制御
・普及版 BEMS
 ・ﾏｲｸﾛｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ（補助対象外）
単純回収年数 10 年                                          図　省エネルギー改修技術の投資効果
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・仮に改修でなく建て替えた場合、より高い質のものが造れるか。
○全く新しい建物を、最新の省エネルギー手法やアメニティ手法等を投入して造れば、より高い質のものになる
と思います。どの程度の効果になるかは導入する手法によって大きく変わります。
　中原ビルが建てられた当時、一般的な事務所ビルは 60 年程度もつよう造られているはずです。
　しかしながら、設備（機器や配管）が建物本体に比べ寿命が短いため、これらの更新が難しくなると、建物本
体の寿命を全うする前に、建て替えられてしまう例が多数あります。これにはデザインや、建物としての機能
が陳腐化してしまうといった要素もあります。 トータルとしてのエネルギー削減として、建物の設計寿命を全
うさせるという考え方で中原ビルの改修は進められました。
   アースポートでは、設備コアに建物の外からアクセスできるよう設計することによって、寿命の違う部位（建
物本体と配管等）を分離し、設備改修時に建物本体に対する影響を最小限にできるよう配慮して、建物本体を
100 年使えるようにというコンセプトが採用されています。
（その他）
○省エネルギー改修建築のエネルギー消費特性に関する研究（関配管本社ビル）
（※既往研究「省エネルギー改修建築のエネルギー消費特性に関する研究」（新川他）参照）
改修前後の「設備のシステムフロー」、「エネルギー使用量」についてご紹介します。
○設備のシステムフロー
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●使用データ
  改修前：1996 ～ 1998 年の 3ヵ年平均
  改修後：2001 年 1 月～ 2001 年 12 月
●改修前後の運用条件の違い
  ①空調運転時間（改修後に延長）
  ②外気温度（改修後は猛暑厳冬）
　
資料編 -18-
■ 061109　竹中工務店ヒアリング結果
061110　松原
内容 ラティス青山などの改修事例に関するヒアリング　
日時 平成 18 年 11 月 9 日（木）　14:00 ～ 16:00
場所 竹中工務店東京本店
出席者 竹中工務店　技術企画本部　武藤浩様、　設計部　垣谷様
聞き手（敬称略）：東京大学　鈴木（学部４年）、村田（学部３年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1109 質問事項」
受領資料：
061109-1　コンバージョン事例の紹介
061109-2　「コンバージョンによる価値向上と環境配慮への取組み」
　　　　　　（IBEC No.146、SB05Tokyo 国内プレワークショップ 2004 特集）
（グレー：質問事項　黒：回答）
□「ラティス青山」のコンバージョンについて
■概要について
1-1 デザイン監修者であるブルースタジオと発注者である日本土地建物との役割分担、打ち合わせプロセスについ
てお聞かせください。（設計を決定する具体的なプロセス・やりとりについて） 
・改修前のビルはもともと企業の本社ビルとして所有・使用されていたが、企業の合併に伴い土地とビルが日本土
地建物に売却され、本社ビルとしていた企業は賃貸で使用を続けていた。その企業が転出する際に、日本土地
建物が竹中工務店に相談した。そこで、竹中工務店がコンバージョンを提案したところ受け入れられた。
・コンバージョンでの事業収支などは、竹中工務店のアセットバリュープロデュース部門で検討を行い、設計の段
階では設計者にバトンタッチした。
・コンバージョンを行うにはデザインのコンセプトが必要と考え、日本土地建物がブルースタジオにデザイン監修
などを依頼した。ブルースタジオは当時からリノベーションの実績があり、潜在的入居者である特定の層のニー
ズを把握していること、彼らへの情報伝達の手段を持っていることなどから、協力を依頼したと思われる。
・作業の分担としては、ニーズの調査等と企画設計をブルースタジオが行い、基本設計（法令、構造、設備の面か
らのチェック）を竹中工務店が行った。その後共同作業で設計を行い、最終的な判断は日本土地建物が行うと
いう形で進められた。
・店舗部分のテナントはブルースタジオが誘致した。どの部分を店舗にするかはいくつか案があり、テナントの入
り方を見て最終的に決定した。
1-2 既存建物が「コンバージョン」された理由として、どのようなものが挙げられますか。
・事務所ビルとしての競争力の低下
・近隣で再開発が行われており、地域が将来どうなるか予想出来なかった。その時点で新築してしまうと数年後に
簡単に取り壊すことなどは難しく、足かせとなる可能性があった。
・レントギャップ。周辺の地域では事務所より住宅としての賃料のほうが高かった。
・潜在的ニーズ。SOHO という生活スタイルが青山で成り立つことを確かめるために、ブルースタジオは周辺地域
で実際に SOHO の事務所が存在しているかどうか、調査も行った。
1-3 ラティス青山への改修で、最優先された項目（見栄え・コスト・快適性・省エネなど）は何ですか。 
 →省エネへの発注者・デザイン監修者の意識度は高いと感じましたか。 
・最優先されたのは商品企画。事業性のためにコンセプトがあった。借り手が現れるかどうかが最も心配した点。
・環境配慮はもともとのコンセプトだったわけではない。
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1-4 設計・施工の際に苦労した点についてお聞かせください。 
・必要な改修項目を洗い出す作業。通常の建物では、過去の書類・図面が手に入らず既存建物の状態が分からない
ことが大きな問題である。ただし、ラティス青山の場合はかなりそれらが揃っており、条件は良いほうだった。
・企画設計段階より、現場に入ってから苦労が多い。竣工図が手に入ったとはいえ必ずしも正確なものではないの
で、収まらない部分などが出てきた。
　→収まらない場合、機能に優先順位をつけて、諦めなければならない部分が出てくる。
・どの程度の性能を目指すのかが決めにくい（遮音、断熱など）。あと何年持たせるかが決まっていれば決めやす
いが、決まっていなかった。結局、仕様は事務所に近い内容になっている。
・既存建物は他社の設計施工なので、施工不良などがもしあったとすると費用の負担などが問題となる。しかし、
予算を提示してその中で施工する必要があり、ゼネコンにとってはリスクとなる。
※遮音性能について測定を行ったり、既存の構造についてシミュレーションを行ったりという作業が行われた。
　また、最初の企画の段階でも耐震補強の可能性、遮音、防水の状態などについて簡単な調査を行い、それをも
とに予算を提示した。
・コスト面で大きな制限を受けたということはない。ただ、耐荷重の問題もあり床の増し打ちまでは行わなかった。
　サッシについては、既存のもののままなので結露はしてしまう。それをサッシの部分で止めるための金具を取
り付けたので、それを入居者に拭いてもらうことにしている。
■環境配慮型の改修について
2-1 環境負荷低減の取り組み（特に外壁の断熱処理）の具体的な採用技術についてお聞かせください。（採用した
理由なども含めて） 
2-1-1（→断熱強化のために、どのような工事が行われましたか。）
・一度外壁を取り除いてスケルトンの状態にし、一般的な吹き付けの断熱処理をして外壁を取り付けた。
2-1-2（→外壁の断熱処理を採用した経緯について教えて下さい。）
・室内で床・天井と外側の壁の取り合い部分は通常断熱するが、今回の場合表しの内装のため、見た目の問題から
断熱できなかった。また、外断熱は断熱材を隠す化粧材の分重量が増えるので難しい。そのため上記の方法で
一般的な断熱処理を施し、断熱性能を確保した。
2-2 →設備更新や断熱のための作業は、他の目的（機能面での更新など）も兼ねて行われる場合が多かったのでしょ
うか。あるいは、単独で行われたのでしょうか。
・外壁側の内装をスケルトンにまで戻したのは、設備のダクトを通す穴を空けるなど諸々の必要があったため。
2-3・改修の際、設備を更新するためにどの程度の工事が必要になったのでしょうか。
　（既存の設備機器、配管などはどの程度継続して使用できたのでしょうか。）
・既存の設備はほとんど使えず、以下のような改修が必要になった。これらは、一般にオフィスから住宅へのコン
バージョンでは共通する場合が多いだろう。
配水管など水関係：水を大量に使うようになるため、全てやり直す。各住戸にシャフト（穴）を空け、新たに
配管する必要があった。
電気関係：電気温水器を使うために、全体の電気容量を増やし、幹線を施工しなおした。東京電力の借室を設
置する必要もあった。
空調：もとの設備を生かす案もあったが、小割のプランにしたため吹き出し口の位置が壁になる可能性もあり、
空調機はすべて交換取替えを行った。
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・設備の施工内容は引き込み以外新築と同じ（引き込みを増やす改修もあり得る）。もとあったものを取り除く分、
新築より作業が多い。
・オフィスからオフィス使用に近い SOHO に変える程度の用途変更であれば、今回よりも既存の設備を利用できる
だろう。
2-4・事前に環境性能のシミュレーションを行いましたか。
→行った場合、その目的・方法はどのようなものでしたか。 
・事前には行わなかった。
・改修後に、CASBEE で評価を行い、SB05 で発表した。（資料 061109-2：当時は CASBEE- 改修がなかったため、改
修前はオフィス、改修後は新築の住宅として評価を行った。その後CASBEE-改修でも評価し直したのではないか。）
・現在は、社内の方針で、小規模な建物でも施工前後に CASBEE による評価を行うことになっている。
2-5・仮に、既存ビルの改修ではなく解体して新築した場合、新築建物は現在の改修後の建物と比べて、エネルギー
消費・機能などの面でより質の高いものになるのでしょうか。
→より省エネ化できるとすると、どの程度の量でしょうか。（技術的に、あるいは経済性等も考慮して）
・新築であればもっと高品質なものができる。
・例えば、構造など改修では変更できない部分もあり、また今回はコスト面からサッシの交換などは行っていない。
・工期は、新築であれば最低 1年半はかかると思われる。計画期間も長くなるため、賃料収入がない期間は 2年程
度になるだろう。それに対して、実際の改修では工期 5ヶ月（2003 年 11 月～ 2004 年 4 月）だった。
■その他
○「ラティス」について
・既存の建物に対して、補強、バルコニー（避難通路）、室外機を付加する必要があった。それらを隠す意味がある。
・また、クリエイターが集まり相互に影響しあう場所のイメージとして、「ラティス」という言葉が提案された。
・「アンテニア御茶ノ水」の事例では外観に手を加えなかったが、やはり外観が変わらないと、建物に手が加えら
れたことが一見して分からないという問題がある。そのため、外観を変えたいという要望は多い。
○デザインについて
・既存建物をあえて露出している。階段、エレベーターなど古いものを残している。
→設備の露出は、通常見えないはずのものが見えても良いように気を使うため、かえってコストや手間はかかっ
ている。古いものを一部残す場合も、周囲と比べて見劣りしないように実はコストがかかっている。
○法的な制限について
・法的にみて、既存の建物でコンバージョンが可能なのは 1 ～ 2 割程度ではないか。2 割程度は一見して無理だと
分かる。
・ラティス青山では、既存の屋上に 2層分増築しているため、エレベーターと建築基準法で必要な直通階段が無い
ことが問題となった。これについては、増築部分の住戸とメゾネットとして解決した。エレベーターはハート
ビル法の指定より小さいが、建物規模が対象より少し小さいので問題はなかった。
・地下部分では排煙設備が必要になった。既存建物の地下に手を加えるのは困難である。
・当時は用途変更に関して前例が少なく、規制もあまりなかったが、現在は違うだろう。税制度などについても当
時は決まっていなかった。現在は助成（千代田区など）や財団による融資といった制度も出てきているのでは
ないか。
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○住宅コンバージョンが成立する土地について
・現在住宅コンバージョンの可能性が高いのは東京以外に大阪、名古屋といった大都市と考えられる。地方では賃
料が東京と比較して安い（場所によっては 1/3 程度）ため、同じ工費では初期費用の回収に数倍の期間を要す
ることになる。
・また、（コンバージョンした）建物の需要も地方では少ない。小規模な建物で個性的にデザインするようなもの
は成立するかも知れないが、基本的にはコンバージョンは都市部でしか成立しないのではないか。
○ラティス青山の事例以後について
・地上部分は、大きな開口を新たに作り両側の道から通り抜けや店舗へのアクセスができるようにした。店舗は入
居者にもよく利用されており、店舗ができたことで周辺の街路にも賑わいが生まれた。
・コンバージョンに関する問い合わせは増えた。（ビルオーナーや仲介業者から）しかし、問い合わせを受けた物
件のほとんどはコストが見合わないため実現していない。
　新規に土地と既存建物を購入してコンバージョンを行うという事業は、まず成立しない。「アンテニア御茶ノ水」
は、施主にとって PR や新たな試みという意味があり、利益抜きで実施された事例。
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■ 061111　b.e.w.s. ヒアリング結果
061111　松原
内容 「白ビル」などのリノベーション事例に関するヒアリング　
日時 平成 18 年 11 月 11 日（土）　20:00 ～ 21:30
場所 白ビル（東京都港区）
出席者 building environment workshop(b.e.w.s.)　井坂幸恵様、寺脇様　
聞き手（敬称略）：東京大学　松原（修士課程２年）、田口（修士課程１年）
資料 配布資料：「1111 質問事項」
（グレー：質問事項　黒：回答）
□白ビルのリノベーションについて
■概要について
（リノベーションに至る経緯）
・m+h unit の森さん、早野さんと b.e.w.s. の井坂さんで、ワークプレイスを共有したいと話していた。
・2002 年 1 月末に現在の白ビルの物件を見つけ、税理士に相談して 2,3 日で借りることを決めた。それ以前に 2
物件検討したがまとまらなかったという経緯があり、決断は早かった。都心の中古物件は骨董品のようなもので、
魅力のある物件を借りるには競争が激しい。
・他の借り手候補として外資系医療系の企業がおり、全面改修して使いたいと言っていた。しかし大家さんは娘
さんが建築関係者であることもあり、古い建物の価値がわかる若い人に貸したいという考えから、m+h unit や
bews が借りられることになった。（他のシェアオフィスパートナー２社も知り合いの中から見つかった。現在は
1事務所が事情により転出し、他の事務所が代わりに入っている。）
・賃貸借の条件と共に、一週間程度で工事費の試算を行ったところ費用が足りないことが分かった。交渉の結果、
外装、幹線設備、雨漏りの修繕は大家さんが費用を負担し、間仕切り・天井・設備機器などは借り手が階ごと
に分けて負担することになった。
・2月頃には解体を行い一部改修を始める一方、ビル全体での事業の計画などを行っていた。
・竣工入居は３月末、正式なオープニングは 2002 年４月末。
1-1 既存建物がリノベーションされた理由として、どのようなものが挙げられますか。
（なぜ自分たちでリノベーションするという選択肢を選んだか、なぜ白ビルの建物を選んだか）
・自分たちがイメージできるワークプレイスとして、ビルの一室ではなく自由に作れる環境を手に入れたいと思っ
ていた。新しい既成のオフィスに入る気は最初からなかった。
・自ら手を加えた場所を使うことで、施主に対する説得力を持たせたかった。
・m+h unit では、ネットでの販売を行っていたが、リアルショップを持つという意味があった。
・白ビルのオリジナル設計は近代建築の手法が端的に具現化されており、建築として良いものだから。
1-2 井坂さん（b.e.w.s.）と早野正寿さん（エムエイチユニット）、及び他の関係者の方々との役割分担、打ち合
わせプロセスについてお聞かせください。
・m+h unit が大家さんと契約して建物全体を借りており、3階に関しては m+h unit から bews が借りてさらに他の
借り手に貸している。（これは建築又貸しになりそうだが、大家さんの理解で契約書上も特記してある。）
・設計は早野さんと井坂さんの 2人で行った。
・m+h unit の森博さんが、契約・工事費の調整などマネージメント面について大家さんとの窓口を引き受けるなど、
シェアオフィスのメンバーが各々特徴を生かして実現にこぎつけた。
・白ビルウェブサイトの立ち上げ・デザインは、フラデザインの疋田美緒さん。
1-3 改修の際、最優先された項目（見た目、コスト、快適性など）は何ですか。 
・働きやすさ（＝プラン）、コスト、オープンな建物にすること。
（ビル全体で、様々な分野のデザインをトータルに請け負う事業の計画があった。現在行っているのはリノベーショ
ンデスク・企画展程度だが、ビル内でオフィス間にドアや間仕切りがほとんどないオープンな作りにしている。）
・既存の建物の良さを生かした改修とし、自分たちのリノベーションを体現する「引き算のデザイン」のモデルハ
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ウスとする。
（もともとの建物はモジュールにそった端正な設計で、開口が広いという現在では得難い地割りの良さがあった。
それを生かすために、建物を「素に戻す」ことをコンセプトとしている。）
 
1-4 設計・施工の際に特に問題となった点についてお聞かせください。
（法令、コスト、構造による制限など）
・既存建物は雨漏りがひどかったので、いくつかの業者が修繕し止まるのに 2年かかった。
・サッシは現在では貴重なスティールサッシュ。サッシを替えていないので窓が開かなかった。今でも半分以上は
開かない。鍵がかからないところもあったため一度泥棒に入られ、以後セキュリティシステムを導入した。
・用途変更はないので法的には問題はなかった。
・構造は一部増築部分の鉄骨に心配な部分があり、構造家に相談したが予算的に補強は見送った。
1-5 改修後にどのような効果・変化がありましたか。
・写真やインスタレーションなど、色々な企画展示を 4回程行った。来年も行う予定。展示を行う場合、ギャラリー
代が必要なく、港区という立地なので人が来てくれる。
・企画展やデザインウィークの時期に合わせてパーティを行っている。萩原修さんらによるデザインネットの会場
にもなった。
・設計を始めるにあたって施主は白ビルを訪れるので、モデルハウスの役目も果たす。
■改修内容について
2-1 改修した項目はどのようなものでしたか。また、それらはどのようにして決められましたか。
2-2 改修前の建物の設備や断熱等の仕様、性能はどのようなものでしたか。また、改修後はどのような仕様としま
したか。
2-2-1 →リノベーションの事例で、改修前の建物の設備・断熱の仕様はどのようなものが多いですか。（最近のも
のと比べて劣る仕様かどうか、劣化の程度など）
2-3 改修の際、設備を更新するためにどの程度の工事が必要になったのでしょうか。
　（既存の設備機器、配管などはどの程度継続して使用できたのでしょうか。）
・外装：サッシまわりを高圧洗浄した後、白く塗装。窓部も錆止めなど下処理の上グレーグリーンに SOP 塗装。
・内装全て：間仕切りや建具、天井を取り除き、壁の塗装などを行った。大きな解体と設備以外はセルフビルド。
・トイレ：設備・内装を一新。
・設備・配管：全て取り替えた。配管も劣化しており取り替える必要があった。
　ただし、3階はコストの制限から、エアコンは既存のままで、照明は他の階から既存のものを移設した。キッ
チンの蛇口、湯沸かし器（新しいものがスペースの都合で入らなかった）も既存。
　既存建物はセントラルヒーティングでダクトがあったが、熱源のボイラ以外は撤去し、現在は個別空調になっ
ている。
・防水：雨漏りがひどかったので修繕。
・断熱は、改修前には入洛壁（25mm）が天井、壁の一部などに使われており保温性があった。改修後はそれらを取
り除き、天井がない状態なので、無断熱である。RC 造なので、夏暑く、冬寒い。設計上貴重な実体験となっている。
2-2-2 →改修後の仕様は、どのように選択していますか。新築の場合と違う点はありますか。
・黒皮鉄板、スプルス材（2x12 構造材）を家具に使用するなど、新築でよく使う材料と似ているものはある。内
部と外構はオリジナルの間接照明、衛生陶器は最新のものを使っている。
・新しい材料を試しに使ってみるという実験、また使い心地まで知っているものを施主に勧められるという設計業
務上の意味もある。
□その他のリノベーション事例について
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・現在までに bews で 9 件（それ以前に 2件）のリノベーションを行っている。
3-1 施主の方は、どのような動機でリノベーションを依頼されるのでしょうか。
・店舗は基本的にリノベーションである。
・「エスパー」「I邸」「N邸」は、新しい建物のお仕着せのデザインでは満足しない施主が、好みに合う中古建物を
探し出して改修して使うという事例。「I邸」の場合は、子育て期間の 10 年間限定の住まいとして計画された。
・スクラップアンドビルドの時代ではないという考え方を持つ不動産屋、施主が現れている。
・リノベーションを求める若い人自体は以前から存在していたのだが、そうした人々が実際に資金を得られる時期
になっている。また、銀行も新築ではなく中古物件改修工事への融資に理解を示し始めている。
・リノベーションのコストは、建築家に新築を依頼するのと大差ないだろう。新築マンションを購入する場合は、
建築家に依頼する新築、改修中古物件より費用対効果は割高である。
3-2 計画で特に重視される項目はどのようなものですか。
・施主のライフスタイルを既存の建物において、コストをコントロールしつつ有機的に実現する。
3-3 どのような改修工事が必要になりますか。また、特に困難なのはどのような点でしょうか。
・ベンチャー支援施設「Mco-O（マイクロ・クリエーション・オフィス・おおみか）」の場合、工事内容は間仕切り
壁の増設、外壁のデザイン、古いトイレの全面改装など。日立市の助成があり、安価にベンチャー企業に貸し
出している事例。
・「N邸」では、設備は全て取り替え、雨漏りの補修を行った。
・築年数が 20 年以上経った古いビル全体をリノベーションする場合はコストがかかる。（設備と雨漏りの問題。古
い建物は基本的に雨漏りがある。）
・既存建物が違法だったケースもあり、非常に苦労した。既存不適格などを見抜く、法規の知識が必要。
・設計事務所としては、プロジェクトをまとめるために手間暇が新築の1.8倍くらいかかる。経験、ノウハウも必要。
リノベーションのプロジェクトに関しては、利益が出ていない。例えばブルースタジオではある程度のコスト
がかけられる物件のみ受注し、リスクをコントロールしていると考えられる。
・既存の建物ありきで、デザインコントロールできない割合が多いので、建築家としてデザインをアピールできる
事例になりにくい。また、ディベロッパーなどにとっては改修は新築設計よりサブ的な仕事だという感覚があ
るのではないか。しかし、改修などで既存の建物の手直しをするということは、建築家にとっては昔から普通
に行われてきたことでもある。
3-4「リノベーションデスク」ではどのような活動を行っていますか。
・m+h unit がリノベーションデスクとしてサイト運営などの窓口になり、不動産、構造、デザインなど幅広くリ
ノベーションを行っている。「N邸」「I邸」はリノベーションデスクに依頼があった物件。
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■ 061113　青木茂建築工房（福岡事務所）ヒアリング結果
　（環境影響に関連する部分のみ抜粋）
松原
内容 青木茂建築工房設計によるリノベーション事例に関するヒアリング　
日時 平成 18 年 11 月 13 日（月）
場所 青木茂建築工房　福岡事務所
出席者 青木茂建築工房　青木茂様、青山泰様
聞き手（敬称略）：東京大学　鈴木（学部 4年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1113 質問事項」
受領資料：『新建築』2005 年 6 月号「IPSE 都立大学」コピー
　　　　　『新建築』2004 年 6 月号「八女市立福島中学校屋内運動場」コピー
　　　　　『CRI』2006 年 11 月号「マンション再生民間ビジネスの時代」コピー
　　　　　『環境管理』2006 年 9 月 VOL.42「環境・防災への配慮－リファイン建築」コピー
（見学先にて）「八女市多世代交流館「共生の森」視察資料」（福岡県八女市）
（グレー：質問事項　黒：回答）
■断熱について
・リファイン前の建物の断熱仕様はどのようなものが多いですか。（全体的な傾向などがあれば教えて下さい。）
・ほとんどの場合は断熱されていない。
・リファイン後の断熱仕様はどのようなものにしていますか。
・仕上げと躯体の間に空気層を取ることで断熱としている。費用があれば断熱材を入れるが、断熱に費用をかけら
れる事例は少ない。
・断熱材を入れた事例が少ないため、断熱改修効果がよく分からない。
・使用するパーツ（部材）の数が減らせれば、それに従ってコストも減らせることになるので、パーツの数が少な
くてすむ構法ができてくると良い。
■設備について
・リファイン前の建物の断熱・設備の仕様はどのようなものが多いですか。（最近のものと比べて劣る仕様かどうか、
劣化の程度など）
・リファインの際に設備機器は全て交換しますか。それとも、既存のものを使う場合もあるのでしょうか。
・ランニングコストのことを考えて、90% 以上新規の設備に交換する。既存の設備の一部が更新後数年しか経って
いないような場合には、それをそのまま使うこともある。
・配水管は劣化しているので交換する。
■環境配慮について
・公共の施設などで、所有者・使用者は「省エネ」「環境配慮」といったことについてどのような意識を持ってい
るのでしょうか。
　→設計の際、それらへの配慮や説明を求められることはありますか。
・ある。それによって補助金を受け取るという意味もある。
　→逆に、そういった設計の配慮が理解されなかったことはありますか。
・コスト面の制限で採用できなくなりがちである。
・庁舎の「グリーン診断」「グリーン改修」などを行ったリファインの事例はありますか。
・「星陵公民館」の事例。グリーン改修として、環境に配慮したいとの要望があった。屋上などに環境配慮技術を使っ
ている。
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■ 061113　野田恒雄氏ヒアリング結果
　（環境影響に関連する部分のみ抜粋）
松原
内容 「冷泉荘」などのリノベーション事例に関するヒアリング　
日時 平成 18 年 11 月 13 日（月）
場所 冷泉荘（福岡市博多区）
出席者 number of design and architecture　野田恒雄様
聞き手（敬称略）：東京大学　鈴木（学部 4年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1113 質問事項」
（グレー：質問事項　黒：回答）
□冷泉荘のリノベーションについて
■改修内容について
・害虫駆除、外壁の補修は行った。各室のトイレとキッチン（流し台の交換）は、各入居者のニーズによって改修
した部屋としていない部屋がある。各室のドア、内装、フラッグ（外壁に取り付けているもの）などについては、
野田さんがある程度ルールを決めた上で各入居者が自由に改修した。
・構造・設備を大幅に改修すると、数年間の期間限定の使用としては回収費用が多くなりすぎる。そのため、構造
補強をしなくても問題ない範囲に積載荷重（各入居者が持ち込める物の量）を制限した。また、使用できない
配管は、撤去せず残ったままにしているものもある。シャワー室は１ヶ所のみ新設し、共用としている。
・改修の仕方にも、既存建物そのままの状態から、スケルトンに戻す場合まで、多くのパターンが考えられる。そ
の中で、運用予定の年数から収支計算によって手法を決定する。
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■ 061120　佐藤孝輔氏ヒアリング結果
061120　松原
内容 既存建物と改修後建物のエネルギー負荷などに関するヒアリング　
日時 平成 18 年 11 月 20 日（月）
場所 東大工学部１号館
出席者 東京大学大学院工学系研究科建築学専攻　佐藤孝輔様、廣江誠人様
聞き手（敬称略）：東京大学　松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1120 質問事項」
受領資料：「文献：住宅のエネルギー調査」（word ファイル）
（グレー：質問事項　黒：回答）
1. 現在ストックとして存在する建物（特に事務所ビルと集合住宅）の「（部門別）エネルギー消費量」「設備の性能」
「断熱性能」といったことについて、参照できる統計値や研究結果があれば教えて下さい。
1-1 →「㎡あたり」の平均値は、統計としてあるのでしょうか。
1-2 →「世帯あたり」などの統計値から、実際の集合住宅の大まかなエネルギー消費量を推定する場合、一般的な
方法はあるのでしょうか。
・事務所等のエネルギー消費量に関しては、「原単位管理ツール」に入っているデフォルト値が既往建物の統計値。
（PAL,CEC の計算に使われるものと共通の部分もある）
・住宅のエネルギー消費量については、最近３年ほどで研究が進められている途中である。（学会などで発表され
ている）　※ 1
・設計資料集成にも関連するデータが載っている。住宅の住まい方については、NHK による調査結果があるかもし
れない。　※ 2
・住宅では「世帯あたり」の統計が多いが、世帯の人数等から㎡あたりに直して使用することは可能。
・『建築の光熱水原単位 [東京版 ]』（尾島俊雄研究室）には、各用途の建物のエネルギー消費量（㎡あたり）が載っ
ている。ただし 90 年代以前の調査がもとになっている。　※ 3
・既存建物の断熱性能については、戸建て住宅に関しては研究結果があると思われるが他の用途については見たこ
とがない。
・現在改修されている建物は無断熱が多いが、今後は断熱された建物も改修され始めることを考えるならば、年毎
の断熱施工の状況を知る必要がある。
1-3（・MJ として発表されているエネルギー消費量（空調、照明、その他の器具による）を、kWh に直す方法。）
・一次エネルギー (MJ) に換算する場合は、kWh に 9.83 をかける。
・ガスの原単位は、国内でも場所によって異なるので注意。（原単位管理ツールの最初に換算係数が出ている）
2. 既存建物を、特に環境に配慮せず単に改修した場合、省エネ化されると考えられる部分にはどのようなものが
ありますか。
2-1 →現在普通に使用される設備機器で、数十年前より省エネ化されているもの（空調機、給湯、Hf 照明器具など？）
　→それらは改修工事でどの程度一般的に使用されていると思われますか。
・熱源：省エネ化されている。（『省エネルギーハンドブック』（IBEC）参照）
・空調機：最近のものは 10% 程度効率が上がっている。さらに、改修前の機器は劣化により効率が低下している（10
～ 20% 程度）ため、新しい機器に交換するだけでも省エネ効果はある。
・給湯：省エネ化はされているが、システムによって異なる。
・照明：Hf 照明器具は通常の器具より 21% 省エネ化できる（カタログのデータによる）。更に初期照度補正なども
合わせると 30% 強省エネ化が可能である。　※ 4
・エレベータ ：ー新しい製品（インバーターを使ったもの）に変えると、30 ～ 50% 以上省エネ化されるのではないか。
ただし、建物全体のエネルギー消費にしめる割合は小さい。　※ 5
・PAL,CEC の計算の際に用いる省エネ化率は基準が決められている。
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2-2 →断熱性能・気密性能は、特に意図しなくても改修によって向上する可能性はあるのでしょうか。
・意図しなければ向上しないだろう。改修で性能を上げるには、普通は外壁（断熱性）・サッシ（気密性）に手を
加える必要がある。
3. 省エネ化を伴う改修を行った場合、エネルギ ・ーCO2 およびコストの面で、改修工事の負荷を回収できるのでしょ
うか。すぐに回収できる手法・回収できない手法には、それぞれどのようなものがあると考えられますか。
（→初期負荷・費用の回収が現実的に難しいような手法は、どのような場合に用いられる可能性があるのでしょ
うか。）
・グリーン改修技術に関する研究では、初期負荷の回収に50年～100年以上かかるというような結果が出ているが、
改修はもともと必要な劣化修繕を兼ねて行われることも考慮したほうがよい。
※外壁の断熱改修に関しては、大規模な建物ほど全体に占める外壁の影響が小さくなるため、改修効果も違って
くる。
・ESCO 事業などで省エネ化技術の導入を検討する際に、下図のようなグラフを描き、事業の年数以内に初期費用
を回収できる技術を採用するという方法が行われている。
4. 一般的な改修後の建物は、一般的な新築建物と比べて、エネルギー消費の面でどの程度劣るのでしょうか。
→新築建物がより省エネだとすると、どの程度の量でしょうか。また、どのような部位の影響が大きいのでしょ
うか。
・改修後より新築のほうがエネルギー性能は高いだろう。（実例の平米あたりのエネルギー消費量を比較してみれ
ばよい）
・新築ほど省エネにならない理由として、改修では、設備のシステム全体を変えることはまずないので、系統を最
適化することまでは出来ない。また、スペース等の諸条件によって、使用できる機器にも制限が出てくる。
※住宅など小規模な建物では、設備のシステムによるエネルギー消費の差は大規模な建物より小さい。
※補足事項（佐藤様より後日指摘して頂いたもの）
※ 2.NHK 関連の調査に関する刊行物は以下を参考にして下さい
　http://www.nhk.or.jp/bunken/book/book_etc.html
※ 3. 尾島研の原単位は　Ａ調査：90 年代以前、Ｂ調査：92 年です
※ 4. 照明関連の制御による効果率は CEC/L の算定基準によれば
　①適正照度補正：0.85
　②昼光利用：0.9
　③タイムスケジュール：0.9
　となっています（全て併用した場合は：0.69< 高効率器具を採用すれば更に省エネ >）
※ 5. 同じく CEC/EV によるエレベーターのインバータ化の効果率は最大で０.４５になります（但し、事前、事
後のシステムにより異なる）
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5 年
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※ 1. 住宅のエネルギー調査に関連しそうな最近２年間の学会論文は以下のようなものがあるようです
【建築学会（2005）】
41129 アンケートによる大都市圏の家庭用エネルギー消費構造の実態調
査　その 1　調査の目的・概要および調査方法
○村越千春（住環境計画研究所）・中上英俊・田中章夫 
41130 アンケートによる大都市圏の家庭用エネルギー消費構造の実態調
査　その 2　家庭での居室の暖房状況の実態
○田中章夫（住環境計画研究所）・中上英俊・村越千春 
41131 全国規模アンケートによる住宅内エネルギー消費の実態調査　そ
の 6　暖房に関する検討
○水谷傑（東京理科大大学院）・井上隆・小熊孝典 
41132 全国規模アンケートによる住宅内エネルギー消費の実態調査　そ
の 7　意識と住まい方との関係
○小熊孝典（東京理科大大学院）・井上隆・水谷傑 
41133 居住者の意識・住まい方とエネルギー消費量に関する研究　夏期
の京都市集合住宅における研究
○小林恵美子（京都府立大）・松原斎樹・藏澄美仁 
住宅のエネルギー (1) 
41141 住宅内のエネルギー消費量の都道府県別将来推計に関する研究(そ
の 5)　住宅内のエネルギー消費推計マクロモデルの改良
○小池万里（日建設計）・伊香賀俊治・三浦秀一・外岡豊・下田吉之・水
石仁 
41142 住宅内のエネルギー消費量の都道府県別将来推計に関する研究(そ
の 6)　住宅の省エネルギー対策による CO2 削減量の 2020 年までの予測
○伊香賀俊治（日建設計）・小池万里・三浦秀一・外岡豊・下田吉之・水
石仁 
41145 住宅の省エネルギー改修に関する研究　その 1　福岡市における住
宅の省エネルギー改修の現状把握
○細木翼（九州大）・萩原智子・高口洋人・渡辺俊行 
41146 住宅の省エネルギー改修に関する研究　その 2　改修による年間暖
冷房負荷削減効果の検討
○萩原智子（九州大）・細木翼・高口洋人・渡邊俊行 
【建築学会（2006）】
41094 全国の住宅を対象としたエネルギー消費の実態に関する調査研究
　その 1　暖冷房換気・給湯エネルギー消費量について
○坂口淳（県立新潟女子短大）・村上周三・坊垣和明・羽山広文・吉野博・
井上隆・三浦尚志・尾崎明仁・石山洋平 
41095 全国の住宅を対象としたエネルギー消費の実態に関する調査研究
　その 2　冷蔵庫の電力消費量について
○宝里智洋（新潟大大学院）・村上周三・坊垣和明・羽山広文・吉野博・
坂口淳・飯尾昭彦・三浦尚志・尾崎明仁 
41096 全国の住宅を対象としたエネルギー消費の実態に関する調査研究
　その 3　各種家電機器のエネルギー消費量について
○富岡誠子（新潟大）・村上周三・坊垣和明・羽山広文・吉野博・坂口淳・
飯尾昭彦・三浦尚志・尾崎明仁 
41097 全国の住宅を対象としたエネルギー消費の実態に関する調査研究
　その 4　住宅で消費される待機電力について
○石山洋平（新潟大大学院）・村上周三・坊垣和明・羽山広文・吉野博・
坂口淳・井上隆・三浦尚志・尾崎明仁 
41098 全国の住宅を対象としたエネルギー消費の実態に関する調査研究
　その 5　ニューラルネットワークによる住宅用途別エネルギー消費量の
構造解析
○謝静超（東北大）・吉野博・村上周三・坊垣和明・田中俊彦・羽山広文・
赤林伸一・井上隆・三浦尚志・尾崎明仁 
41099 全国規模アンケートによる住宅内エネルギー消費の実態調査　そ
の 8　各要因の寄与度に関する検討
○水谷傑（住環境計画研究所）・井上隆・小熊孝典・矢野慶一・田中俊彦 
41100 全国規模アンケートによる住宅内エネルギー消費の実態調査　そ
の 9　冷房に関する検討
○小熊孝典（東京理科大大学院）・井上隆・水谷傑・矢野慶一・田中俊彦 
41101 住宅内のエネルギー消費量の都道府県別将来推計に関する研究（そ
の 9）　インターネットを利用した CO2 排出量の 2050 年までの将来推計
サービス
○小池万里（日建設計）・伊香賀俊治・吉野博・長谷川兼一・外岡豊・下
田吉之・三浦秀一 
41102 戸建住宅のエネルギー消費アンケート調査による省エネルギー手
法の検証
○石田建一（積水ハウス） 
41103 住宅におけるエネルギー消費のピーク発生時刻とその要因に関す
る調査研究
○菅原華子（東北大大学院）・吉野博・長谷川兼一・三田村輝章・源城か
ほり・佐々木隆・謝静超 
41104 関東地域における住宅のエネルギー消費量に関する調査研究　そ
の 13　エネルギー源別消費量とガスの用途分解
○平山翔（住環境計画研究所）・井上隆・前真之・飯尾昭彦・室恵子・田
中俊彦・関崎真・矢野慶一 
41105 関東地域における住宅のエネルギー消費量に関する調査研究　そ
の 14　エネルギー消費量の変動及び住戸差
○関崎真（東京理科大大学院）・井上隆・前真之・飯尾昭彦・田中俊彦・
平山翔・矢野慶一 
41106 関東地域における住宅のエネルギー消費量に関する調査研究　そ
の 15　暖冷房機器の使用状況が及ぼす影響
○矢野慶一（東京理科大大学院）・井上隆・前真之・飯尾昭彦・田中俊彦・
平山翔・関崎真 
41107 関東地域における住宅のエネルギー消費量に関する調査研究　そ
の 16　調理に関するエネルギー消費量について
○青木千明（日本女子大大学院）・前真之・室恵子・田中俊彦・井上隆・
飯尾昭彦 
41108 長野市の戸建住宅における生活スケジュールとエネルギー消費量
及び温熱環境に関する研究
○小林義雄（信州大）・浅野良晴・高村秀紀 
41109 関西地区の住宅における電気・熱需要の測定（第 3報）
○近藤修平（関西電力）・鉾井修一 
41110 大阪の住宅における用途別エネルギー消費量の実態
○大橋真紀（九州大）・永村一雄 
41111 九州・沖縄における住宅のエネルギー消費量に関する調査研究　
その 8　暖房用エネルギー消費量の分析
○副島正成（九州大）・宅間康人・尾崎明仁・高口洋人・堤純一郎・小副
川学・篠崎正弘・渡辺俊行 
41112 九州・沖縄における住宅のエネルギー消費量に関する調査研究　
その 9　九州地域と他地域の暖房用エネルギー消費量の比較
○宅間康人（鹿島建設）・村上周三・坊垣和明・羽山広文・吉野博・赤林
伸一・井上隆・三浦尚志・渡辺俊行・尾崎明仁・高口洋人・副島正成 
41113 福岡市における住宅の環境負荷将来予測　その 2　省エネ手法と環
境負荷推移
○中山成和（九州大大学院）・林徹夫・野村幸司・田里香織 
41115 積雪寒冷地における集合住宅のエネルギー消費量に関する研究　
その 1　駐車場の雪対策について
○羽山広文（北海道大）・末藤奈美・絵内正道・菊田弘輝 
【空気調和・衛生工学会（2005）】
I-28 北陸地域の住宅におけるエネルギー消費調査研究その 3　エアコン
の COP と冷蔵庫の電力消費量測定結果 
○浅間英樹・赤林伸一（新潟大学・正）・坂口淳（県立新潟女子短期大学・
正）・山岸明浩（信州大学・正） 
I-29 北海道における住宅内エネルギー消費に関する調査研究（第 8報）；
空調用エネルギー消費量と熱損失係数 
○繪内正道（北海道大学・正）・高橋弘揮（セキスイハウス）・羽山広文（北
海道大学・正）・菊田弘輝（北海道大学・学） 
I-30 北海道における住宅内エネルギー消費に関する調査研究　（第９報）
室内温度分布の評価 
○羽山広文（北海道大学・正）・高橋弘揮（セキスイハウス）・絵内正道（北
海道大学・正）・菊田弘輝（北海道大学・学） 
I-31 住宅内のエネルギー消費量の都道府県別将来推計に関する研究（そ
の 7）：世帯あたりエネルギー消費量の推計値と実測値の比較 
○小池万里・伊香賀俊治（日建設計・正）・三浦秀一（東北芸術工科大学・
正）・外岡豊（埼玉大学・正）・下田吉之（大阪大学・正） 
I-32 住宅内のエネルギー消費量の都道府県別将来推計に関する研究（そ
の 8）断熱・家電製品・ライフスタイルの変更による CO2 削減量 
○伊香賀俊治（日建設計・正）・三浦秀一（東北芸術工科大学・正）・外岡豊（埼
玉大学・正）・下田吉之（大阪大学・正）・小池万里（日建設計・正） 
I-33 準寒冷地住宅におけるエネルギー使用に関する実態調査 
○祝京子（中部電力・正） 
【空気調和・衛生工学会（2006）】
C-25 床暖房・温風暖房を設置した実居住住宅を対象とした暖房用エネル
ギー消費量の詳細調査 
○赤林伸一（新潟大学・正）・長谷川弘（進展工業・正）・坂口淳（県立
新潟女子短期大学・正）・浅間英樹（新潟大学・正） 
C-27 住宅におけるエネルギー消費のピーク負荷に関する調査研究 
○菅原華子（東北大学・学）・吉野博（東北大学・正）・長谷川兼一（秋
田県立大学・正）・三田村輝章（足利工業大学・正）・源城かほり（秋田
県立大学・正）・佐々木隆（岩手県立大学）・謝静超（東北大学） 
C-28 長野市の戸建住宅における生活スケジュールとエネルギー消費量及
び温熱環境に関する研究 
○小林義雄（信州大学・学）・浅野良晴・高村秀紀（信州大学・正） 
C-33 アンケートによる大都市圏の家庭用エネルギー消費構造の実態調査
（第 2報）エネルギー種別消費量 
○中村美紀子・中上英俊・村越千春・田中章夫（住環境計画研究所・正） 
C-34 アンケートによる大都市圏の家庭用エネルギー消費構造の実態調査
（第 3報）用途別エネルギー消費量 
○田中章夫・中上英俊・村越千春・中村美紀子（住環境計画研究所・正）
E-2 アンケートによる全国一般家庭での暖房使用実態調査
（第１報）居間・主寝室・子供室の暖房使用実態 
○草刈和俊・小林和幸・荻野登司・酒井涼子（東京電力・正） 
E-3 アンケートによる全国一般家庭での暖房使用実態調査
（第２報）居間の暖房使用実態の分析 
○酒井涼子・草刈和俊・小林和幸・荻野登司（東京電力・正）
G-59 住宅のエネルギーシミュレーションに関する研究
ライフスタイル等による住宅のエネルギー負荷特性の差異の検討 
○阪井美樹（日建設計総合研究所・正）・青竹紀子・嶋田宣広・判田保（関
西電力・正）・丹羽英治（日建設計・正） 
G-60 住宅内のエネルギー消費量の都道府県別将来推計に関する研究（そ
の 10）
エネルギー消費量と CO2 排出量の 2050 年までの推計結果 
○伊香賀俊治（慶應義塾大学・正）・吉野博（東北大学・正）・長谷川兼一（秋
田県立大学・正）・小池万里（日建設計・正）・外岡豊（埼玉大学・正）・
下田吉之（大阪大学・正）・三浦秀一（東北芸術工科大学・正）
資料編 -30-
■ 061121　新居千秋都市建築設計ヒアリング結果
（環境負荷に関連する部分のみ抜粋）
061122　松原
内容 「横浜赤レンガ倉庫」などのリノベーション事例に関するヒアリング
日時 平成 18 年 11 月 21 日（火）
場所 新居千秋都市建築設計　事務所
出席者 新居千秋都市建築設計　新居千秋様、矢野寿洋様
聞き手（敬称略）：東京大学　鈴木（学部 4年）、松原（修士課程２年）
資料
（グレー：質問事項　黒：回答）
□横浜赤レンガ倉庫のリノベーション事例について
■改修内容について
・リノベーション前の倉庫は鉄骨等による構造補強のみがされており、廃墟のような状態だった。レンガの強度を
調べるため、250 体の試験体をとり検査を行った。
・補強のため、レンガの目地にエポキシ樹脂（2 号棟で 7 万 5 千本）を注入し、その後再度試験体を抜いて強度を
確認した。
・オリジナルの 2号棟のレンガは海外製のものだった。改修の際には中国で工場を（施工を行ったゼネコンなどが）
買い取り、レンガを焼いた。しかし、輸送費を含めても国産のレンガより安価だった。
・設備については、何十案もコストを試算して検討した。
・床下に設備を入れることは物理的に不可能だったので、供給設備棟を建物から離れた半地下に設置した。
・工事は A,B,C 工事に分かれており、キリン、横浜市などがそれぞれ費用を負担した。配線なども全て、どこまで
が誰の所有か決められている。
・劇場のトラスは、照明などの荷重に耐えるために新規の部材に差し替えた。
・コンクリートの打ち直し、防水の施工、鉄板に錆止めを塗り直すなどの作業も行った。
・窓の大きさを一つ一つ計測し、それに合わせてサッシを作った。
・オリジナルで使われているようなビスは現在作れるメーカーがないため、水門のメーカーに依頼して制作した。
資料編 -31-
■ 061122　槇総合計画事務所ヒアリング結果
（環境負荷に関連する部分のみ抜粋）
061122　松原
内容 「BankART 1929」などのリノベーション事例に関するヒアリング
日時 平成 18 年 11 月 22 日（水）
場所 槇総合計画事務所
出席者 新槇総合計画事務所　本田様
聞き手（敬称略）：東京大学　鈴木（学部 4年）、鷲崎（博士課程 1年）、松原（修士課程２年）
資料
（グレー：質問事項　黒：回答）
□ BankART 1929 のリノベーション事例について
■改修内容について
・建物の一部は曳家保存、他の部分は一度解体して、再度新築復元した。
・リノベーション前に、横浜市の依頼で槇事務所が「保存活用調査」を行った。既存の建物についてミリ単位で寸
法を測るなどの調査を行い、記録した。（一旦解体した後に復元するため。）
・曳家の際に壊れてしまった場合などにそなえて、モルタルで天井の一部の型を取ることも行った。
・曳家保存部分は、曳家前に庇のパーツが落下したため庇は解体し GRC で作り直した。（解体前に型を取り、GRC
に石の粉を吹き付けて、周囲の部分の雰囲気に近づけた。）
・曳家保存部分は構造の強度が現行の法規では不的確となるため、構造補強を行った。（見えない部分で新たに柱
をたて、壁に増し打ちを行った。）
・3階はもともと下の階と同様柱があったが、活用しやすくするために鉄骨を入れて柱を抜き、無柱空間とした。
・解体復元部分に関しては、部材はほとんど新規のものを使用した。
・オリジナルは人造石（テラゾー）をコンクリートの上に塗りつけてあったが、現在ではそのような費用のかかる
構法は採用できないので、花崗岩で石肌の似たものを使用している。
資料編 -32-
■ 061125　青木茂建築工房（東京事務所）ヒアリング結果
061127　松原
内容 「IPSE 都立大学」のリファイン事例に関するヒアリング　
日時 平成 18 年 11 月 25 日（土）　15:00 ～ 18:30
場所 青木茂建築工房　東京事務所
出席者 青木茂建築工房　坂本匡史様
聞き手（敬称略）：東京大学　鷲崎（博士課程１年）、松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「1124 質問事項」
受領資料：061125-1　ERS パンフレット （コピー）
閲覧資料：緑が丘シャトー新築工事設計図、緑が丘シャトーリファイン工事図面・竣工図
（グレー：質問事項　黒：回答）
「IPSE 都立大学」のリファインについて
■概要について
1-1 既存建物が改修された理由として、どのようなものが挙げられますか。
（なぜ改修の必要があったか）
・設備配管の経年変化
・外壁タイルの剥離（危険な部分はネットで覆っていた）
・現在の生活スタイルへの不対応（特に間取り）
・耐震性不安・収益性不安
（なぜ新築ではなく改修だったか）
・新築すれば都市計画の変更（用途地域の変更による容積率の減少。既存建物は容積率 400% 以上だが、現在法的
に許容されるのは 150% 程度。）により床面積が現状の半分になり、事業収益が厳しくなる。
・既存建物は、隣の建物との間に立つ擁壁と一体化しており、この壁を取り除くと隣にも影響を与えるなど大がか
りな工事になると考えられた。
・事業主の改修部門の立ち上げ、改修での市場性の確立、拡大。（既存の物件の耐震性を改修によって上げるなど、
先見的な考えがあったのではないか。IPSE 都立大学の後、同事業主によるリファインの物件を青木茂建築工房
で現在設計中。）
1-2 御事務所に設計が依頼された経緯を教えて下さい。
・事業主には、第一号の再生建築は「その世界の第一人者」に依頼するという考えがあったもよう。
・事業として成り立たせるには、実績のある設計者に依頼するほうがリスクを小さくできる。過去の作品、受賞歴
も選考理由の一つであったと思われる。
1-3 改修の際、最優先された項目（見た目、コスト、快適性など）は何ですか。 
・事業主は「事業として成立する事」が最大の目的。つまり、
・安い
・デザイン良い
・住環境も新築並
・耐震性も新耐震に適合
という全てが成り立ちはじめてその目的が達成できた。どれがというのではなく全てが最優先だったと思う。
 
1-4 設計・施工の際に特に問題となった点についてお聞かせください。
（法令、コスト、構造による制限など）
（設計時）
・建築確認申請対象外計画で新築並に劇的変貌を遂げる必要があった。つまりひとつひとつ適法に改修し、その
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チェックは行政が行わないので青木茂建築工房で詳細まで全て確認した。（最終的には遵法性を確認する民間業
者に適法の判断を委託した。資料 061125-1 参照。構造に関しては事業主を通じて同業者に事前にチェックして
もらった。現在行っている物件では、遵法性についても事前にチェックしてもらっている。）
・コスト積算時にローコスト化するための工夫がなかなかゼネコンに伝わらず、常にいつもの積算の方法で積算さ
れた。一つ一つローコスト化の工夫を伝えるのに苦労があった。
（監理時）
・既存躯体と既存図の寸法の違いがあり、現場にて全て測量を行いミリ単位で納まりを確認。この物件では比較的
運良く計画通りに納まった。
・既存躯体の精度が出ない。機能面（廊下の幅、ユニットバスの納まり、仕上げの納まりなど）、性能面（床・壁
厚の薄さ、場所によって違うことによる遮音性能の問題など）に影響する。
・工期が短い分、施工図のチェックバックを速やかに行い回答しないとすぐに工期に影響が及ぶことがあり、施工
図が遅れたときはその日にチェック訂正～確認～承認ということもしばしばあった。品質確保のための苦労が
存在する。
1-5 改修後にどのような効果・変化がありましたか。
・入居率が新築並（事業主が新築で手がけるデザイナーズマンションにひけをとらない）になった。
・家賃、セキュリティ、設備仕様、スペック等も新築並である。( ウォシュレットや脱衣室が付くなど、工費が安
い分、通常の新築物件よりスペックが上がっている部分もある）
・地震のリスク分析、遵法性など証券化に耐えうる物件となった。
■改修内容について
2-1 改修した項目はどのようなものでしたか。
・既存構造躯体（RC 躯体）以外（設備、内外装）は全て改修。耐震補強も実施。
また、それらはどのようにして決められましたか。
・事業主へ基本設計時に提案した方針でおおよそ決定。どれを残すかという協議はなく、事業として成立するため
にはリファインという工法が適切であるという共通認識が既に存在していた。設備・内外装は新築並のフルス
ペックに改修することが、この事例では前提だった。
・青木茂建築工房では、設備と内外装を全て改修することはほぼ前提となっている。耐震性能に関しては、大規模
な耐震補強（中小地震では建物が破壊されない。許容応力度設計を行う。かつ大地震時には倒壊しない。保有
水平耐力計算または耐震診断を行う）から一般的な補強（大地震でも人命が損なわれない。耐震診断を行い Is
値 =0.6 以上とする）まで考えられるので、いくつかの案を提案する場合もある。IPSE 都立大学の場合は、その
耐震診断基準で IS 値 =0.6（改修で確認申請をした場合は、この値以上とすることが指針により定められている）
以上を目標とした。
2-2 改修前の建物の設備（熱源、空調機、給湯関係、照明など）や断熱等の仕様、性能はどのようなものでしたか。
また、改修後はどのような仕様としましたか。
2-2-1 →リファインの事例で、改修前の建物の設備・断熱の仕様はどのようなものが多いですか。（最近のものと
比べて劣る仕様かどうか、劣化の程度など）
（改修前の性能：新築と比べて劣るもの）
・高気密、高断熱という性能はほぼない。
　例：サッシは当初気密性、水密性の等級の監理はなかったと思われる。
　　　外壁に面する壁、天井に断熱材がないことがある。
　　　既存建物は無断熱で、屋上のみ外断熱改修されていた。
・耐震性能。新耐震基準施行前の建物は耐震性能に不安が存在する。
・昭和 43 年（新築時）から、設備の配管などは変えていないだろう。一部の PS は、コンクリートに埋め込まれて
メンテナンス出来ない状態だった。設備自体も既に耐用年数は過ぎている状態だったと考えられる。
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2-2-2 →改修後の仕様は、どのように選択していますか。新築の場合と違う点はありますか。
（改修後の仕様：新築と違うもの）
・床の遮音性能は RC 躯体の厚さに大きく影響するため、遮音床・遮音壁は新築であれば通常レベルの仕様を選択
するが、リファインでは最高レベルの遮音性能を持つ仕様としている。（それでも RC 躯体の厚さにより全体と
しての遮音性能は新築より劣る可能性がある。とくに重量衝撃音はスラブが薄いと対策が困難である。また、
板材を貼るとかえって高い音が発生するため、貼らずに塗装を行うのが無難である。）
・コンクリートの増し打ちは遮音性能を向上させることが可能だが、重量とコストが増えるので今のところ補強以
外の目的では行った例がない。
・リファインの場合床に不陸があるので、床材の直貼りはしない。
2-2-3 →設備等に関して、既存建物の状態（スペースの制限など）あるいは施工上の理由などで、改修後の仕様の
決定に影響したことがあればお教え下さい。（IPSE 都立大学の場合、または他の事例でも）
（既存建物の状態により仕様決定に影響を及ぼしたもの）
・階高が低い場合が多く、梁の存在もあるので、ユニットバス・キッチンレンジフード等の選択に制限が出てくる。
スペースに合うよう制作することでそのリスクを解消する場合もあるが、コストは高くなる。（IPSE 都立大学で
は階高 2700mm で、梁がある部分にはユニットバスが入らないなど、プランでも気を使った。）
・階高、梁により天井高さの確保、デザインはそれに規制される。しかし、型枠の表情や、梁の存在を逆手に取っ
たデザインを行うことで解消させている。（居間とキッチンのみ天井を表しにして天井高を確保している。）
・柱、梁という絶対条件は変更は出来ないが、耐震壁は一部開口部を設ける等変更できるので、その規制が規制と
ならないプランニングで解消する。（構造壁を一部抜いて、隣り合う 2戸の水廻りを集中させた。）
2-3 改修の際、設備を更新するためにどの程度の工事が必要になったのでしょうか。
　（既存の設備機器、配管などはどの程度継続して使用できたのでしょうか。）
・一般の改修で設備を更新することは、他の入居者の生活に対し大きく影響を及ぼす。（一時水を流せないなど。）
劣化した配管をよみがえらせる工法もあるが、配管の横引きが長かったり、勾配がとれていなかったり、配管
経路が複雑であったりした場合は近い将来また同じ問題が発生すると思われる。（現在の新築物件であればその
ような配管は行われない。）そうした根本的な問題点を解消するため、メンテナンスしやすく、漏水・詰まりな
どが起こらない計画に変更することが最も重要だと思われる。
・既存の設備機器は物理的には使用は可能だが、使い勝手が今の生活スタイルに追いつかないと思われる。
（その他）
※改修工事について、「解体した部位」「新規投入した部材」「設備の仕様（改修前・後）」「エネルギー使用量」な
どの資料で入手可能なものがあれば、お教え下さい。
（既存建物の竣工図、リファイン工事の図面、リファイン工事の竣工図が残っている。）
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■ 061208　日本土地建物ヒアリング結果
061210　松原
内容 「ラティス青山」「ラティス芝浦」のコンバージョン事例に関するヒアリング　
日時 平成 18 年 12 月 8 日（金）　10:00 ～ 11:00
場所 日土地ビル　16 階
出席者 日本土地建物株式会社　芳賀 厚一様、　森 香奈枝様
聞き手（敬称略）：東京大学　江口（松村研博士課程）、鷲崎（清家研博士課程１年）、見立（松村研修士課程）、
松原（修士課程２年）
資料 配布資料：「061208 日本土地建物様（東大ヒアリング調査）」
受領資料：
061208-1　「住宅特集２　成功するコンバージョン」
　　　　　　（日経アーキテクチュア 2006 年 3 月 27 日号より抜粋）
（グレー：質問事項　黒：回答）
「ラティス青山」「ラティス芝浦」のコンバージョンについて
■コンバージョン事業の企画・戦略について
1-1 なぜ、コンバージョン事業に注目したのですか？事業の目的は何ですか？
・日本土地建物はオフィスビルを中心に賃貸収益物件を 100 棟以上所有している。その中には老朽化やマーケッ
トの変遷（とりわけ、当時 2003 年問題が騒がれていた。）に伴い、競争力を失い収益性が低下するビルが出て
くることが予見された為、ポートフォリオ戦略を検討する中で、資産入替や建て替え・リニューアル等と共に、
コンバージョンも選択肢の一つとして研究していた。
1-2 どのようなビジネスモデルで考えたのですか？また、そのモデルは、これまでとは異なるものですか？
・通常の賃貸物件のリニューアルと同様、基本的には土地・建物を所有し、数年かけて賃貸収入で改修費を回収し
ていくものであり、改修して付加価値をつけて売却したり、証券化スキームを活用したりはしていない。
・コンバージョンを試みることについては、当時事例もほとんどなく手探りの状態で進めていた為、通常の事業に
比べてリスクはあったと思う。企業として挑戦していくことも必要。ラティス青山では手探りの状態だったが、
その経験から芝浦の事例では、どのようなリスクがあるか事前に把握できていたので、自信をもって計画を進
めることが出来た。
1-3 プロパティマネジメントの観点から、通常のリノベーションとコンバージョンが異なる点は何ですか？
・一般の住宅とコンバージョンによる住宅との間でプロパティマネジメントに特別に異なる点はない。
 
1-4 レントギャップがなかったら、コンバージョンを行っていましたか？
・行っていないだろう。（用途変更するよりもリニューアルした方がより賃料を高く設定出来るのであれば、リ
ニューアルを選択することになる。）
・駅からの距離、物件規模や築年数・スペック、敷地条件（日照眺望等）、想定空室率等により、同じエリアであっ
てもレントギャップには個別性があると思われる。従ってオフィスと住宅にコンバージョンした場合とをそれ
ぞれ比較する場合は個別に、より詳細なマーケット調査を実施する必要があると考えている。
□ 事業検討段階
2-1 既存不適格の建物はありましたか？規制緩和措置は受けましたか？また、確認申請上はどのような用途で申請
していますか？ 
・法規は毎年改正されるので、新築から数年経てば、全ての建物が何らかの既存不適格にあたるとも言える。
・増築を伴わない用途変更では、既存不適格のままでよいとされている部分がかなりあるので、通常の法律に従っ
て行っている。
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・ラティス青山は構造補強を行い、申請で許可されるのに十分な程度になったが、新耐震のレベルまでは達してい
ない。
・ラティス芝浦は新耐震基準以降の建物なので、大きな構造補強は行っていない。
・用途は共同住宅、ラティス青山の一部は店舗としている。
2-2 何年で投資を回収するような計画ですか？
・ラティス青山においては 5,6 年程度で回収する計画だった。
・実際は、現在までに１回、１割ほど賃料を上げており、満室の状態（計画時は 5％程度の空室を見込んでいた。）
でもあるので、おそらく 4年程度で回収できるのではないか。
（リニューアルした場合と回収年数を比較するとどうなるか？）
・リニューアルの場合は必要に応じて改修していくので、回収年数を比較することは難しい。
・ラティス芝浦において、オフィスとして使い続けた場合、10 年間のリニューアル費用はコンバージョン費用の
60 ～ 70% と試算された。コンバージョンを実施する場合、設備はほぼ入替となるし、躯体も補修する為、コンバー
ジョン後、10 年間のリニューアル費用は相当程度軽減される。
・従って、コンバージョンは本来必要となるリニューアル投資を前倒しで行っていると考えることも出来る。
2-3「SOHO」という使い方のメリットとデメリットは何ですか？
・青山の事例では、ターゲットを広く設定し、事業の安定性を高めるために SOHO 対応可能な住戸とした。
・建物のコンセプト：クリエーターズビレッジを基に 1F に打ち合わせも出来るカフェを、地下 2 階には写真スタ
ジオを誘致し、内外装のデザインにもこだわった。IT 関係のヘビーユースにも対応可能な設備を用意した。一
般賃貸マンションを SOHO として利用している小規模事業者は多いが、コンセプトをベースによりモチベーショ
ンを上げて働き、且つお客様を招きやすく、従業員を確保しやすい環境になるように意図して空間・スペック
を設定した。相乗効果として、建物がテナントの交流をラティス（＝格子）のように促し、新しいビジネスの
発信拠点となることの願いも込めている。満室になったことからも実需はあると感じている。
2-4 新築やオフィスのまま改修する場合等と、事業性の比較は行いましたか？
・比較は建替、リニューアル、コンバージョンの 3パターンで実施した。
・改修時の費用は新築の半分程度。
1. コンバージョンする場合は新築と比べて解体費や建物の登録免許税・不動産取得税等が不要となる。
2.　　〃　　　　　　　　は新築と比べて短工期の為、工事期間中の金利・経費が少なく、賃料収入がなくな
る期間も短いことから、減収相応分の経済的メリットもある。
3. 2-2 でも触れたように、コンバージョンはオフィスのまま使用する場合に必要となるリニューアル費用を前
倒しで実施しているとも考えられる。
□ 設計、施工段階
3-1 確認申請の手続きや消防との事前協議を通じて、事業内容を変更しましたか？
・ラティス三宮の事例では、用途変更によって法規上駐輪場が必要になるがスペースがとれないため、事業内容を
変更した。10 戸以上で駐輪場の付置義務があり、スペースがとれなかったため一部を用途変更とならないよう
に調整した。その他の事例でも、行政協議による計画のマイナーチェンジは実施している。
3-2 設計を工夫したにもかかわらず、できてしまった余分なスペースはありますか？また、それに対してはどの
ようにお考えですか？
・余分なスペースはほとんど無い。
・余る部分はトランクルームにするなど何らかの活用をしている。特にオフィスから住宅に変更する場合、機械室
の一部が不要となるケースがあるが、フォトスタジオ（青山）・ペントハウス（芝浦・三宮）として貸し出せる
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ようにするなど事業性を高めるための工夫している。
□ 管理、運営段階
4-1 これまで、入居者の希望を受けて、管理運営業務を変更した事はありますか？
・ない。事業者として、他の入居者に迷惑が掛からないように管理運営規則を設定し、その設定の中で入居者募集
活動を実施するため。
　ただ、承諾はしていないが、オフィスとして利用している場合に、間仕切りやキッチン等を撤去して広く使い
たいという要望はたまにある。
■コンバージョン事業の評価
5-1 想定していた事業リスクについて、どのように評価しますか？
・はじめてのコンバージョン事業であり、その意味でいろいろと懸念はあった。
　→入居者はコンバージョンであることをあまり意識しておらず、その点では問題なかった。（分譲であればまた
反応は異なるかも知れない。）
（施工を始めてから発覚する、予想外の躯体の破損等のリスクについて）
・青山の事例では予想外のことが多かったが、芝浦では青山の事例に学んで、一度内装を全て取り除き、調査を行っ
て破損等を修繕してから、次の作業に入るという手順を踏むなどの工夫をした為、大きな問題はなかった。
・リニューアルの場合は、定期点検でそうした破損が見つかった際に、随時補修を実施する。
5-2 想定していた入居者像と、実際との違いはありましたか？また、入居者の入れ替わりはありましたか？
・おおよそ想定通りだった。入れ替わりは通常の賃貸マンションと同程度。
5-3 コンバージョンのメリットとデメリットは何だとお考えですか？
メリット：マーケット状況に合せて最有効の用途に短工期、少投資で変更できること。登録免許税・不動産取得
税等の税金が不要、固定資産税の減免措置（住宅用途の場合）、近隣紛争・電波障害などリスクが新築に比べて
少ない、地盤によるリスク（調査してみたら大規模な杭が必要だったなど）がないこと。
デメリット：プランの自由度に限界があること、床の遮音性能等、既存躯体の構造的条件による制限があること。
法的な制限が大きく、また不透明な点があること。
5-4 都心部での実績から、コンバージョン事業の成立条件は何だとお考えですか？
・レントギャップ
・周辺環境が住環境として成立していること（買い物の利便性など）
・法的条件においてコンバージョンしやすい建物であること
（建物オーナーのコンバージョンに対する抵抗感について）
・青山、芝浦、三ノ宮は自社保有だったが、江古田のコンバージョン事例（老人ホームに転用した）のみ、物件を
購入してからコンバージョンを行った。
・建物オーナーは、まだコンバージョンには実績がないため消極的になっているのではないか。（費用などのデー
タの蓄積がなく、不透明な部分が多い。銀行からの資金調達もし難い。オーナー個人でリスクをとるのは現段
階においては難しい部分ではないかと考える。）
・まだコンバージョン事例が少ないので地道に成功事例を積み上げることが大切と考えている。またコンバージョ
ン後の更新、維持費に関するデータも少ないので、こういった情報をそろえることができればオーナーの説得、
銀行からの資金調達もしやすくなるのではないだろうか。
5-5 「コンバージョン」というブランドは、どのような消費者に訴求できますか？
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・入居者はコンバージョンであるということをあまり気にしていないだろう。実際は、大きな開口・高い天井など
が魅力となっている。
　→青山では、既存建物の状況やエリアからこだわり層に訴求するしかないと考えた。青山はスラブ厚が 120 ｍ
ｍであり、床の遮音性などの面で、ファミリー層に対応することは難しく（２重床にすると床荷重の問題が生
じる。）、又、相当に老朽化した建物であった為、すべてを新築に近づけるにはコストがかかり過ぎた。
（コンバージョン物件のような剥き出しの配管等のデザインを、新築で行う可能性は？）
・新築では、天井があったほうが広い層に受け入れられる。また、天井高を高くすることは費用に大きく影響する
ため、その分を賃料で回収できるという検討結果にならない限りそうした設計は行わないだろう。
・デザイン監修を行ったブルースタジオは、以前から中古マンションの改修デザインを行っており、そのデザイン
への共感と中古物件再生のノウハウがコンバージョンに転用できるのではとの期待から監修を依頼した。
5-6 耐震性や採光条件など、コンバージョンで障害になる法規制の中で、緩和すべき項目は何だとお考えですか？
また、それは何故ですか？
・増築すると全体が既存遡及を受けてしまう点は、事業を計画する上で難しい点である。
・採光と避難経路の確保が難しい。
・東京都建築安全条例による窓先空地（バルコニー）設置義務などの地方公共団体の条例や消防指導等、そしてそ
の運用や解釈が行政区や管轄によって大きく違うことが、事業を計画する上で難しい点であり、リスクと感じ
ている。実際に詳細図面を作成し、行政協議を実施するまで、そもそもコンバージョンが可能であるかが判明
しなかったり、またコスト試算が大きくブレてしまうケースがある。
・ 用途変更については、資源の有効活用等の社会的有意性を踏まえた法規の緩和措置であるとか、可能な限り法
の運用について統一的な基準なり、見解があると非常に有り難い。
　※日本土地建物の事例ではないが、既存階段の踏面が 1 ｃｍ足りなかったために、階段を全撤去し、新設しな
ければならなかったケースがあると聞く。
■今後の方針
6-1 今回コンバージョンした建物を、再コンバージョンする可能性はありますか？
・マーケット状況や社会情勢の変化によってはあり得るだろう。
・基本的に建物の経済的耐用年数は 40 ～ 50 年、躯体の構造的耐用年数は 60 年程度と考えているので改修時にこ
れから何年使うという期間は、原則この年数から築年数を引いたものとして考えている。最終的にはコア抜き
による中性化試験や耐震診断等の各種診断結果を基に判断する。
6-2 今後、どのようにコンバージョン事業を拡大していく方針ですか？また、コンバージョン市場は拡大してい
くとお考えですか？
・実施された事例以外の物件でもコンバージョンの検討は行っているが、実現には至っていない。
・現在は、2003 年問題の時点よりはコンバージョン市場の拡大は難しい状況にあるのではないか。
　※特に東京においてはオフィス賃料が上昇トレンドにあるため、レントギャップが縮小傾向にあるのではない
か。
○また、可能であれば以下のような資料をご提供願えますでしょうか？
・ コンバージョン事業の企画書、提案書に類するもの
・ 事業費の内訳（耐震改修、設備改修、外壁改修等の内訳、割合）
→数値的な情報の開示は難しい。
■追加質問事項
「J-RIET に関する質問」
・昨今、J-R ＥＩ T が保有している物件数が急速に増えてきていますが、この影響で、市場全体の傾向に比べ、御
社所有のオフィスビル等の改修は頻繁に行われるようになりましたか？
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　また、J-REIT の影響で、都市部におけるコンバージョン市場が拡大する可能性はあるとお考えですか？
　その際にも、レントギャップがあることが重要な前提条件になりますか？
・J － REIT の普及もそうですが、オフィス需要に応じて競争力強化が必要な状況になると改修費用は増加する傾
向にあります。
・J － REIT の普及により、不動産に対する投資資金が増加し、間接的にリノベーションやコンバージョンの増加
をもたらす可能性はあると思います。つまり J － REIT やファンド等による出口戦略が描きやすくなったことに
より、中古ビルを購入・改修しバリューアップした上で売却し、転売益を得るビジネスモデルが成立しやすくなっ
たのは確かだと思います。
・レントギャップがあることは重要な条件です。
「地価と建物を長く使うことの関係についての質問」
・土地の評価手法において、バブル崩壊後は収益還元法による評価方法も考慮されるようになったと聞きますが、
この数年で、土地に比べて建物の重要性は変化しましたか？
　その結果として、既存の建物を長く使うことに対する意識は高まりましたか？
　また、地価が下げ止まり上昇傾向の中、土地に比べた建物の重要度に対する考え方は、どう変わりましたか？
・収益還元法は更地のケースや既存建物を建替する場合にも用いられますので、その評価手法の重要性が上がった
こと自体が既存建物を長く使うことの意識を高めているかは正直よくわかりません。特に近年の賃料上昇局面
においては、収益還元法で評価した場合であっても、既存建物を使い続けるよりも建替えた場合の方が高い評
価となるケースも多いからです。
・地価が上昇したこともそうですが、オフィス賃料が上昇していることにより、相対的にレントギャップが縮小し
ていることは、コンバージョン事業の成立性に大きな影響を与えていると考えられます。
　つまり、現在はオフィスの新規賃料が高くなっているため、「オフィス建替」の事業性が相対的に高く評価され
るのです。
・とはいえ、長期的には就業人口は減少しますし、都心居住の需要は根強いので、コンバージョン手法の重要性は
高いと考えております。従来は建物が老朽化した場合は、取壊して建替えることが当たり前でしたが、継続利
用した方がより事業性が高いと判断される場合には、積極的に検討していきたいと考えています。
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■戸建住宅の断熱改修の実態に関するヒアリング結果
060722　住友林業ホームテックヒアリング結果
日時 平成 18 年 7 月 22 日（木）　10:00 ～ 11:00
場所 住友林業ホームテック株式会社　打ち合わせ室 , 九段センタービル 8階
出席者 住友林業ホームテック ( 株 )（Ｓ）　高橋部長（技術部）、久保課長代理（技術部）
聞き手（Ｋ）　（敬称略）：東京大学 松原（修士課程２年）、鷲崎（博士課程１年、記録）
資料 配布資料：「戸建住宅の断熱性能向上化と長寿命化の為の改修工事に関する調査研究」
　　　　　ヒアリング内容
受領資料：住友林業ホームテックの断熱・省エネリフォーム　（パンフレット）
１．数の把握・工法・部位
・２００６年４月から、耐震改修、防音改修、断熱改修等の項目別に毎月の発注数を記録している。そのうち、断
熱改修の数は０。耐震改修と防水工事が多く、耐震改修については、工事種類別に項目を分けて統計をとって
いる。
・耐震改修において新省エネ基準の断熱改修（充填断熱）を行っている。この数については、上記の数にはカウン
トしていない。
・改修において次世代省エネ基準を目指すのは困難。躯体以外を全面撤去する必要があり、高コストになる。
・次世代省エネ基準の断熱改修を行った事例が数件ある。家の躯体を残したいという施主の要望で、スケルトン以
外を全面的に改修（３世帯、民家、木組みが立派）
・断熱改修部位：具体的な数値は把握していないが、壁が多い。次に天井
・建物の箱としての省エネルギー性向上の事例は、断熱改修よりも窓ガラスの改修が多い。耐震改修に伴い開口部
の寸法が変更し、ガラスを省エネルギー性の高いものへ取り替える場合が多い
２．地域差について
・改修メニュー：地域ごとには設定していない／技術的な差：札幌だけが他地域と異なる
３．技術的なことについて
・通常は大工さんに頼むが、断熱改修のグレードに応じて、専門業者へ発注先を変える
・事前に現場の現況報告を作成する
・工事中に目視で検査を行っている（設計図と照合）／設計営業を対象に定期的に勉強会を行っている
・断熱改修における問題点（疑問点）：①通気止めが困難、②断熱の連続性を保つことが難しい、③土壁の改修方
法が分からない、④改修手法についての技術的な確立がなされていない気がする（マニュアルが必要）、⑤適度
な高気密・高断熱が果たして本当にいいのか疑問を抱いている
４．断熱改修工事メニューの決定プロセスについて
・設計者用：仕様選択フローを作成している。まず、全面撤去か部分改修かの選択をする。（コストへの影響が大
きいため）続いて、外装材・床下材などについて撤去するか維持するかを選択し、仕様を決めていく。
・施主用：断熱改修前に、施主の要望を引き出すためのアンケートを用いることもある
・断熱改修工事を積極的に施主に薦めている。企業姿勢として、見た目だけではないスタンスで改修を行いたいと
考えている
・社内でも断熱改修に関して研修を行うなど啓蒙しているが、耐震改修・防犯リフォームに比べると広告などでも
取り上げられる機会は少ない
・耐震改修や防犯のための改修の打ち合わせ中に断熱改修を施主へ薦める場合が多く、そのタイミングを逃すこと
もある
・お客様へ説明する要素が多いため、断熱改修工事をお薦めするプロセスが難しい
・見えない部分よりも見える部分にお金をかける傾向にある（断熱改修にかけるお金があるなら、より立派なキッ
チンにしたいなど）
５．断熱改修後について
・断熱改修に限ったアンケート調査は行っていない。これまで行った断熱改修工事においては、クレームはない。
むしろ、好評。ただし、説明不足による誤解は生じることがある。（断熱性能向上後に、窓の結露が発生しやす
くなるなど）
・技術的な蓄積について：充填断熱工法についての技術的な蓄積を行っている
６．断熱改修の今後の需要
・増えると思う。施主の年齢層が高くなり、終の棲家として①温度差のバリアフリー②ランニングコストのかから
ない家、といった観点から断熱改修への需要が増すと思われる。メーカーが積極的に薦めれば、断熱改修工事
は増えると思う。
・特に寒冷地では断熱への要望が強く、次世代省エネ基準を目指した改修を行う場合もある。反面、関東以南では
関心が低い
・国からの補助金制度があるが、ユーザーにはわかりにくい。
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060802　三井ホームリモデリングヒアリング結果　
日時 平成 18 年 8 月 2 日（水）　10:00 ～ 11:00
場所 三井ホームリモデリング株式会社　打ち合わせコーナー , 神楽坂１丁目ビル８階
出席者 三井ホームリモデリング ( 株 )（Ｍ）浅利マネジャー（営業本部、業務推進グループ）
聞き手（Ｋ）　（敬称略）：東京大学　松原（修士課程２年）、鷲崎（博士課程１年、記録）
資料
　
配布資料：「戸建住宅の断熱性能向上化と長寿命化の為の改修工事に関する調査研究」　
ヒアリング内容
受領資料：メンテナンスガイド（パンフレット１）、快適・省エネルギー（パンフレット２）
１．数の把握・工法・部位
・ 工事種別、部位別等の統計をとっていない。金額別の統計をとっている。
２．地域差について
・ 北海道、沖縄は営業をかけていない。統一メニューで改修を行っており、技術的差はない
・ 断熱改修では、次世代省エネ基準と新省エネ基準の中間をめざしている。国の省エネ基準は現在まで徐々に上
がってきているので、出来る限り高いレベルの断熱を勧めている。
・ 営業所ごとに施工者（メーカー）を選定している。
３．技術的なことについて
・ 技術的指導、品質精度維持のために実施している事項はない
・ 断熱改修工事における問題点や課題はない。床下や天井裏に入れないなど、物理的に不可能なことはある
・ 改修工事で使用する材料は新築の場合と同様。大体どの改修事例でも同じ材料を使用している
４．断熱改修工事メニューの決定プロセスについて
・ 施主の要望に応じて、断熱改修工事をお勧めする。キッチン改修が目的の場合、あえて断熱改修工事を提案す
ることはしない
・ 間仕切り変更や、壁を剥がす改修の際に行うことが多いが、施主からの要望がない場合は勧めない。
・ ユーザーの省エネルギーに対する意識度は低い。断熱改修を行う場合、省エネルギー性よりも快適性の向上を
目的としている
・ フローチャートは用意していない。予算ありきで改修工事の項目を決めている
・ 営業の担当者が設計も行っている
・ キッチンや風呂場など、使い勝手を優先する改修工事項目が多い傾向にある
・ 改修工事の打ち合わせの初期段階で、基本性能についての説明をする（受領資料のパンフレット１）。ここでは、
①デザイン・間取り変更②バリアフリー③構造・防火・耐久性・設備④防水・防蟻、リペア＆クリーニングといっ
たリフォームの優先順位を示している。①を行う前に、②をすべきということを施主に理解してもらうように
している。
・ 「三井のリフォームのお勧めプラン」（受領資料のパンフレット２）で、以下の３段階を設定している
　　ＳＴＥＰ１　：　天井・床下断熱（棟換気）、省エネ効果４０％ダウン
　　ＳＴＥＰ２　：　ＳＴＥＰ１＋開口部換気（ダクトレス式）気密、省エネ効果５０％ダウン
　　ＳＴＥＰ３　：　ＳＴＥＰ２＋空調（全館式）、省エネ効果５５％ダウン、温熱バリアフリー
（省エネルギー基準（昭和５５年）以前の在来工法の住まいを１００％とした場合の改善効果）
・ STEP3 まで行う事例は少ない。断熱改修工事については、まず件数を増やしていくことが第一の課題である
・ 施主に温熱環境の問題点を理解してもらうために、レーザーで温度を測る機械を用いて具体的に説明している。
５．断熱改修後について
・ クレームは特にない。満足している人が多い。断熱改修の評判はいいが、より評判のいい改修（キッチンなど）
は沢山ある
・ 一部の部屋のみ断熱改修を行った後に、改修しなかった部屋の快適性が相対的に低く感じられてクレームとな
る場合はある
６．断熱改修の今後の需要
・ 断熱改修よりも開口部改修の方が普及すると思われる。Low-e ガラスなどは、クロスが焼けないなどのメリット
もあるため
７．その他
・ 伝統的な民家の改修は行っていない　・三井ホーム以外の家のリフォームも請け負っている
・ 最近のリフォーム番組について：法的に適合しているのか疑問。基礎・土台などの耐用年数を考慮せずに行っ
ている気がする
・ 耐震診断を行った結果、構造を補強するより新築のほうが安くなると言う場合はない。どのような住宅でも補
強することは可能
・ 日本の省エネ基準は、諸外国の基準を真似して設定しており、消費者や企業に対して半強制的な傾向がある
・ 各国の政策を参照するといい。断熱に関する基準は、欧米が進んでいる
・ アトリエ系の建築家の断熱意識に興味がある
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060802　積水ハウスリフォームヒアリング結果　
日時 平成 18 年 8 月 2 日（水）　14:00 ～ 16:00
場所 積水ハウス株式会社　打ち合わせ室 , 新宿マインズタワー２０階
出席者 積水ハウスリフォーム ( 株 )（Ｓ）　岩村取締役・技術部長
積水ハウス（株）　北村主任（技術部、リフォーム技術開発室）
聞き手（Ｋ）　（敬称略）：東京大学　松原（修士課程２年）、鷲崎（博士課程１年、記録）
資料 配布資料：「戸建住宅の断熱性能向上化と長寿命化の為の改修工事に関する調査研究」　ヒアリング
内容
受領資料：積水ハウスのリフォーム、エコライフをかなえる開口交換システム（パンフレット）、既
築住宅・断熱の手引き（要返却）、
後日郵送：断熱改修の説明ビデオ、統計資料、断熱改修に関する雑誌の記事
１．数の把握・工法・部位
・ 断熱改修工事の竣工数の把握はしていないが、件数はある。
・ 開口部の改修が多い。200 ～ 250 棟 / 月。改修工事全体の 1/3 を占める。改修対象は２Ｂ型住宅が多く、同一
寸法の部材での取替えが可能。既存のガラス・障子をはずして、複層ガラス＋アルミ障子をはめるだけなので、
施工が容易で低コスト。去年４月にサステナブル宣言をしており、会社として開口部改修に力を入れている
・ 開口部の改修：半年で１万㎡。去年は１,２００㎡ /半年。断熱：防犯＝５：１の割合。
・ 抱き合わせ工事の有無：クロス工事の際に断熱を入れる。新耐震以前の住宅でも、積水ハウスの場合、現基準
法に適合しているため、耐震改修はほとんど行わない。外装に関しては、塗装が多い
・ 屋根に瓦や太陽光発電を新たに載せるような場合には耐震改修が必要なことがある。耐震改修を行う場合でも、
壁は乾式が多いので、耐力壁にするのは難しくない
・ 断熱改修は居室と寝室が多い
・ 部位：窓が最も多い。屋根では、天井断熱が多く、遮熱塗料を屋根に用いることはほとんどない。壁はほとん
どない。床は床下に入れないなど技術的に困難なことが多く（施工精度を保てないため積極的に行っていない）、
床暖房の工事の際に併せて行う。部位ごとの工事件数を把握するのは難しい
・ 窓ガラスは障子ごと替える。複層ガラスにする場合、荷重が二倍になるので、建具を同時に替えないと建て付
けの悪さなどの問題につながることがある。また、障子ごと替えることによって施工にかかる時間が短くて済
むというメリットもある。自社物件のみを対象にしているので、９割方の窓は互換性がある（基本となる寸法
が維持されているため）。ガラスを新築物件のものと同じルートで仕入れることにより、障子付きでも安価にす
ることができる。
２．地域差について
・ 地域ごとに改修メニューを設定している。技術的な差は特にない
・ 次世代省エネ基準に適合させるためには、Ⅳ地域では窓ガラスの変更のみでよい。Ⅲ地域ではサッシ枠を断熱
する必要があり、そこまでの改修は行わない場合もある。それ以外では、地域ごとに断熱材の厚みに差をつけ
ている。
３．技術的なことについて
・ 品質維持・技術的指導等：リフォーム独自の施工体制をとっている。研修を行い、基準を設けている。特に営
業マンへ定期的に講義を行っている。営業の仕方は担当者によって異なる。改修工事を効率的に行うには、多
能な人材の育成が必要。
・ プレハブ改修はやりにくい。新築は工業化認定を受けているため進めやすいが、一般鉄骨造の改修は申請に手
間がかかる
・ 改修工事は主に特定の建設会社に依頼する。ただし、技術向上のため、開口部改修のみ別会社を特定して依頼
する。
・ 同じ施工者が新築とリフォームの施工の両方を行っていると、リフォームの施工に習熟することが難しい。また、
リフォームの工事は多能工がいればコストダウンが可能である。そのため、開口部のリフォームを全て施工で
きる会社をつくることを目指している。
・ 改修工事は自社内でも難しい。
・ 全面改修を行う場合、気密性を保つ。それ以外の場合は、通気を保っている。（結露しにくい）
４．断熱改修工事メニューの決定プロセスについて
・ 改修工事のアドバイザーは３割以上が女性。男性に比べるとキッチンのアドバイスなどがしやすい
・ 外壁の塗装については、現状の住宅で塗り替えの結果をシュミレーションしたＣＧでプレゼンテーションする
・ 90 万から 2,000 万まで改修工事費に開きがあり、2,000 万の物件は営業マンのみでは対応できないため、監督
をつける
・ 改修の動機は、「必然性」と「気がつくこと」の２タイプに分かれる（改修工事全般）。ニーズあっての断熱改
修
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・ 営業担当者に対して、技術部門から断熱改修の社内営業を行っている。リフォームの営業は、新築の場合より
も個々の場合にそった対応をしなければならす、担当者のレベルも高い必要がある
・ 設備機器メーカーなどによるリフォームと比較して、ハウスメーカーではリフォームの順序（他の工事の際同
時に断熱をしておく、など）を考えてアドバイスができることが特徴
５．断熱改修後について
・ 改修工事の評判：こだわった施主には評判がいい。断熱改修の評判はいい
・ 断熱・気密化したことにより、夏期の留守中に家が暑くなるといったクレームが出ることはあるが、それは高
断熱・高気密である以上仕方がない。リフォームで新たに換気まで考えることは難しい。
・ 工事全般に対する満足度調査は実施しているが、断熱改修工事に限ったアンケートはない
・ 技術的蓄積：体制としてはあるが、システマティックな整備はしていない。断熱についてわかりやすく営業で
きるように、質問への対応の仕方などについて蓄積を行っていくことが課題と考えている
・ 内断熱改修において結露などのクレームはないのか（Ｋ）→通気があるので結露はない。サッシュに結露が発
生することはある
６．断熱改修の今後の需要
・ ニーズは増すと思う。会社として、増やしていかなければならないと思う
７．その他
・ ＮＥＤＯの補助金：開口部単体への補助金制度が欲しい。一般の工務店が申請しやすい形態にする必要がある。
申請書類を揃えるには、大手メーカーでないと対応できない部分がある。
・ 改修対象を自社内の物件のみにしている理由：全国の６５万～７０万戸既築物件に対して、営業マン５５０人
で対応している。１人あたり、約６００件持っている（自社内物件のみの対応で精一杯）
・ 他社物件の改修への対応について：御社の開口部改修技術を他社へ用いることは可能か（Ｋ）→そのまま製品
を用いることは、寸法が合わないため不可能。しかし、技術的な開発手法を他社のプレハブ住宅の改修に活か
すことは可能であると思う
・ メディアで見られるようなリフォームの事例について：構造的には、木造で確認申請の必要がないからできる
ことだと思う
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061031　岩村アトリエヒアリング結果　
日時 平成 18 年 10 月 31 日（水）　16:00 ～ 17:30
場所 株式会社　岩村アトリエ
出席者 (株 )岩村アトリエ（Ｉ）　石崎竜一様、那須洋平様（※１）
聞き手（Ｋ）　（敬称略）：東京大学　鷲崎（博士課程１年、記録）、松原（修士課程２年）
資料
　
受領資料：「自立循環型住宅への設計ガイドライン」の付録５：既存住宅の省エネ改修技術（Ａ３、
２枚）、全国の既存住宅実態調査（Ａ３、１枚）、ドイツ・デュースブル市の建築タイポロジー事例（Ａ
３、１枚）
紹介：省エネリフォーム（住宅リフォーム・紛争処理支援センター、平成１２年）
１．既存戸建住宅の断熱改修における実態
・ 改修手法の際に採用する技術：小屋裏への断熱材の吹き込み等は、比較的採用しやすい工法。現場の状況に応
じて技術を選択。
　全てを完璧に改修することはできないので、施主に負担がかからない範囲でできる改修内容を選択する。
　床下に入るなど技術的に困難な場合もあり、施工者の技術・経験によって出来が違ってくる。
・ 省エネ改修後のコスト回収：試算を行うと、断熱改修では初期負荷・費用の回収は現実的に難しいという結果
になる。そのため、施主への説明ではコストメリットを前面にだし難い。断熱による快適性をアピールするが、
定量的に言えないので説明が難しい。
　設計の時点で快適性を定量的に示すためにシミュレーションを行うことは、特にそれに対する対価を受け取れ
ない限り、作業量が多すぎて難しい。仮に行ったとしても、改修後実際にその性能が実現されるわけではなく、
保証ができない。改修の結果、使い方（暮らし方）が変わり空調負荷が増えることもあり得る。シミュレーショ
ン以外の方法として、熱画像を見せると熱環境の問題点を説明しやすい。
・ 断熱改修レベルの設定：部位別には次世代省エネ基準の断熱性能を目指している。（次世代省エネ基準のマニュ
アルから試算、あるいは仕様から判断。）しかし、全体としては改修しない部位もあるので新省エネ基準レベル
の性能が限度。
・ 断熱改修部位：改修は基本的に居ながら工事を原則としている。そのため、壁よりは床下や小屋裏からの断熱
改修が多い。
・ 開口部改修：技術確立がある程度できており（サッシ追加、カバー工法・カット工法・サッシそのままでガラ
スのみなど）、工事時間が短時間でできるため、改修工事を行いやすい。　開口部面積は関東Ⅳ地域の住宅で大
きい面積を占めていることが調査（※１による）で明らかになっており、この部分の改修により、かなりの効
果が期待できると予測できる。
・ 改修物件は、新築時は工務店に拠るもので、断熱施工実態としては、断熱性能が発揮できていない場合がある。
２．日本建築学会発表論文について
・ 「既存住宅ストックにおける断熱性能の改修戦略に関する調査研究（その１）」（以後、研究１という）における、
ドイツのデュースブルク市における事例は、ブッパダール研究所の出版物を参考にしている。デュースブルク
市内における住宅をタイポロジー化し、年代ごとに適正な断熱改修手法を提案している。この手法を日本に適
用しようとしたが、日本では住宅の移り変わりが速く、ドイツのように住宅を年代別にタイポロジー化するこ
とは困難であったが、年代毎の住宅仕様について実現できた。こうした類型化を行っておくことにより、改修
物件で実際に見られない部位について時代・地域から仕様を推測するために使用できる。（ただし間違った推測
には注意が必要。）また、各類型についてシミュレーションを行っておくことで、改修の効果がエンドユーザー
にもわかりやすくなる。
・ 研究１のヒアリング内容については、住団連のすまい Web（http://sumai.judanren.or.jp/index.html）に掲載
している。
・ 住宅について、「寒い」などの不満は潜在的にあるはずだが、改修が必須ではないので優先順位が低いと考えら
れる。工務店の意識も南に地域ほど低い。一方、北海道では断熱に関して施工の意識も技術レベルも高く、ニー
ズも強い。
３．断熱改修工事の他工事との関連について
・ 断熱改修工事はこれまでに３件行っており、１件が進行中である。偶然、いずれの工事も単独の断熱改修工事
である。１件目は IBEC で報告書を出した。２件目は DIY で改修を行いたいという施主の希望により行ったもの。
どの事例も実験的要素が強い。
４．省エネルギー改修などの環境配慮型改修を促進する上での課題
・ 環境性能の改修工事は効果が目に見えないので、改修後の効果を施主に説明することが困難。数値で示しても、
数値の信憑性が曖昧であったりして、上手く説明できない。
・ 省エネ改修を施主に説明するためのプレゼンテーションツールの開発が必要。
・ 改修の事前・事後の評価ツール（簡易で手間のかからないもの）が必要。（顧客への説明用。工務店も容易に利
用可能）
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・ 改修を行う側が勉強していく必要もある。手法の組み合わせ方など、知識がないと結露等の問題が出る可能性
がある。
・ 断熱改修は耐震改修と同様に、その必要性を知っていても改修工事を実行しない傾向がある。生活者の意識改
革が必要。
・ 改修に関して、悪徳商法や住宅をさわられる不安などの要素もある。
５．採用している評価ツールの有無
・ 山内設計室の評価ツール・ＡＥ　ＣＡＤを用いている。（熱負荷計算、スマッシュとの互換性がある）使用目的
は今のところ実験・研究が中心であり、作業量の問題から施主への説明には今後検討する予定。
６．その他
・ 自立循環型住宅の開発（建築研究所との協働）の一環として、昭和５０年代の住宅（壁にのみ断熱）を建設し、
断熱改修を施工する実験を今年度から行っている。この実験では、代表的な断熱改修の施工方法の研究と温熱
環境に係わる性能測定を行っている。自立循環型住宅の開発に関連する研究のメインは新築の断熱の技術改修
で、３年間行ってきた。新築は今一段落し、今後は改修についても実験を行う予定である。
・ 注目している技術：真空断熱材（自立循環型住宅の開発の実験メニューに入っており、来年にできる。）
・ 自立循環型住宅の調査の中で長野県飯田市に伝統的な民家を改修した事例を見学した。この物件の施主は、建
物外観を景観として残したいという目的があった。このような考えが周辺の人々に広まれば、地方においては
断熱改修をする需要が増すきっかけになるのではないか。
・ ＵＲ都市機構では、戦後から現代までの公団住宅の仕様調査を行っている。公団住宅の仕様は一般的な集合住
宅と大きくは変わらないと考えられるので、集合住宅の仕様の変遷を知る事例として参考になるのでは。
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■調査対象事例の概要・ヒアリング調査結果
　鈴木志麻（東京大学工学部建築学科清家剛研究室）による 2006 年度の卒業論文「建築の再生と都市の再生をつ
なぐもの －コンバージョンデザインにみる手法と現象－」より、調査対象事例の概要と設計者に対するヒアリン
グ調査結果を以下に抜粋する。
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■グリーン化技術候補抽出リスト　（『グリーン診断・改修計画基準及び同解説』より抜粋、書式を加工）
※ひとつの対策で、複数の項目に○がついている場合あり。
●LCAに関する技術として挙げられているもの
○＝適用可　△＝要検討　×＝困難　○△×＝各事例での該当の有無
● グリーン
化に係る
性能の項
目
技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグリー
ン化技術項目　
改修の場合の一般的な判断
IPSE
都立大学
中原ビル赤レンガ倉庫白ビルラテ�ス青山
一般的
な適用
の可否
改修の場合の留意点
1. 長寿命
(1) フレキシビリ
ティの確保
① 階高のゆとり × 改修工事では不可能（新築時に配慮する）
② 延床面積のゆとり × 改修工事では不可能（新築時に配慮する）
③ 床荷重のゆとり △ 補強を要するなど困難な場合が多い △ × △ × ○
④ 敷地面積のゆとり × 改修工事では不可能（新築時に配慮する）
⑤ 設備容量、配管ス
ペ スーのゆとり
× 改修工事では対応困難
⑥ その他リニュ アール
への考慮
△ 躯体関係は改修工事で変更は困難（×）、
内装、設備についてはユニット化などを
検討（△）
○
○
(2) 構造体の耐久性 ① 充分な耐久性 ×また
は△
基本的に新築時に配慮する
② 劣化防止 ×また
は△
基本的に新築時に配慮する
③ その他
(3) 非構造部材の合
理的耐久性・更
新性
① 耐 久 性 / 耐 火 性
/保守性に優れた
材料
×また
は△
基 本 的 に 新 築 時 に 配 慮 す る
が、内外装については検討を要す 
○ ○
② 部分更新、交換容
易な工法
× 改修時においては困難（新築時に配慮す
る）
○
○
③ 耐久性を高める構
法、使い方
○ ○ ○
④ 部分更新、交換容
易な設備機器
○ ○
⑤ その他
(4) 維持管理の容易
性
① 維持管理作業に適
切なスペ スー
×また
は△
基本的に新築時に配慮する ○ ○
② 着脱可能な天井、
壁システム
○
○
③ その他
2. 適正処理・適正使用
(1) 建設副産物の発
生抑制・再資源
化
① プレハブ化、ユニッ
ト化
○
② 適量購入・梱包レ
ス化
○
③ 仮設資材削減 ○
④ 分別収集の徹底・
再資源化
○ ○
⑤ 発生土適正処理 △ 掘削を伴う場合に検討を要する
⑥ その他
(2) 環境負荷の大き
い物質の使用抑
制・適正回収
① 代替フロン冷媒 ○○ 熱源等の改修が前提、標準的に行う ？ ？ ？ ？ ？
② ノンフロン冷媒 ○ 熱源等の改修が前提、自然冷媒等は投
資回収が困難な場合が多い。
③ 代替ハロン消火 ○○ 対象部位の改修（電気室、通信室等）が
前提、標準的に行う
？ ？ ？ ？ ？
④ 代替フロン断熱材 ○
⑤ ノンフロン断熱材 ○
⑥ フロン回収、フロ
ン回収を考慮した
システム
○
⑦ アスベスト、PCB 回
収
○ ○
⑧ その他（SF6、冷媒
の使用抑制など）
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(3) 施設運用時の廃
棄物適正処理
① 分別収集を考慮し
た設計
△ スペ スーが必要
② ゴミ搬送システム × 縦シャフト、横引きル トーが必要なため困
難な場合が多い
③ 生ゴミの処理 △ 生ゴミ発生がある場合（厨房等）コンポ
スト、消滅型等検討
④ その他
3. エコマテリアル
(1) 低環境負荷材料
の使用
① 自然材料（木材） △ 内装材にほぼ限定される ○ ○
② 自然材料（石材他） △ 仕上げ材にほぼ限定される ？
③ 使い捨て材料の最
小化（エアフィルタ
など）
○
④ リサイクル材料等 ○ ○ ○
⑤ 人体に無害な材料
（ＶＯＣ発生のない
建材、石綿などへ
の配慮、ＥＭケー
ブル）
○ ○
⑥ その他 ○
(2) 熱帯材型枠の使
用合理化
① 各 種 代 替 型 枠 × 同上
② ＰＣ化 × 同上
③ 型枠転用回数の増
加
× 新築時に配慮する
④ その他型枠を使用
しない工法
× 同上
(3) 副産物・再生資
源の活用
① 高炉セメントなど × 新築時に配慮する
② 電炉鋼等利用範囲
拡大
× 同上 ○
③ 再生砕石・再生資
材
○
④ 汚泥焼成レンガ ○
⑤ その他再生資源の
活用
○ ○
(4) 解体容易な材
料・工法
① 定尺を考慮したモ
ジュール設計
× 新築時に配慮する
② 標準化設計 × 同上
③ その他
4. 省エネ・省資源
4.1. 負荷
の低減
(1) 建物配置 ① 建物向き × 新築時に配慮する
② 室配置 × 新築時に配慮する
③ 窓の向き × 新築時に配慮する
④ その他
(2) 外壁・屋根・床
の断熱
① 高断熱 外壁 △ 費用対効果の検討を要す（内装改修、ｻｯ
ｼ改修と同時施工が一般的）
○ ○ ○
屋根 △ 費用対効果の検討を要す（防水改修と同
時施工が一般的）
－
その他
② 外断熱 △ 費用対効果の検討を要す（外装改修と同
時施工が一般的）
○ ○
③ 半地下構造 × 物理的に困難で改修工事では一般的に
行われない
④ 屋上緑化 △ 屋上のスペ スー・床荷重にゆとりのある場
合に検討を要す
△
⑤ 屋根散水 △ 技術の適用は可能だが屋根が断熱されて
いる場合は効果が少ない、歩行床の場
合は不向き、井戸水等が利用できない場
合は水道料金等費用がかかり経済的に合
わない
● グリーン
化に係る
性能の項
目
技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグリー
ン化技術項目　
改修の場合の一般的な判断
IPSE
都立大学
中原ビル赤レンガ倉庫白ビルラテ�ス青山
一般的
な適用
の可否
改修の場合の留意点
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⑥ その他
(3) 窓の断熱・日射
遮蔽、気密化
① 複層 /Low-E/ ﾋｰﾄﾐ
ﾗｰｶﾞ ﾗｽ
△ 費用対効果の検討を要す（サッシ改修と
同時に施工するなど）ペリメーターレス化
に有効
② ｴｱﾌﾛｰｳｨﾝﾄﾞ ｳ △ ｻｯｼ一体型のﾍﾞ ﾝﾁﾚｰｼｮﾝ窓は費用対効果の
検討を要すその他は納まり検討および費
用対効果の検討を要す
③ ﾀ ﾌﾞ ﾙﾞｽｷﾝ × 投資回収困難および容積率の検討を要
す
④ 熱線反射／吸収ｶ ﾗﾞ
ｽ
熱線反射ガラス △ 費用対効果の検討を要す（費用対
効果からは ﾌｨ ﾙ ﾑ 程 度） 自然 採光
の費用対効果減少を招くので注意 
また、日射低減により暖房負荷増加の可
能性があるので注意
日照調整フィル
ム
○
その他
⑤ 庇 × 一般的に改修工事にて適用することはな
い、費用対効果の検討を要す壁面線・壁
の耐力の検討を要す
○ ○
⑥ 高気密な建具 △ 費用対効果の検討を要す（サッシ改修と
同時に施工するなど）ペリメーターレス化
に有効
⑦ その他 ○ × ○ × ×
○
(4) 局所空調・局所
排気
① ﾀｽｸ＆ｱﾝﾋﾞ ｴﾝﾄ空調 △ ｽﾍﾟｰｽ（階高・空調機械室面積 /位置）
の検討を要す家具とのｲﾝﾃｸ ﾚﾞｰｼｮﾝに注意
② 床吹出空調 △ 階高・空調機械室面積 /位置・人員密度
などの検討を要す
③ 局所排気 △ ﾀ ｸﾞﾄﾙｰﾄ・排気ｶﾞ ﾗﾘの検討を要す
④ 分煙・禁煙 △ ﾘﾌﾚｯｼｭｽﾍﾟ ｰｽ（喫煙ｺｰﾅｰ）の確保が必要
⑤ 脱臭便器 △ ユニット形式の場合適用可能であるが脱
臭用ダクトスペ スー等要検討
⑥ その他 ○
(5) エネルギー損失
の低減
① 混合損失の回避 △ 吹き出し口位置の変更・自動制御ｿﾌﾄの
変更を要す
② 除湿再熱の回避 △ VAV ｼｽﾃﾑ採用による場合、吹き出し形状
の変更を要す定風量ｼｽﾃﾑの場合、ﾊ ｲﾞﾊ ｽﾟ
制御必要（空調機改修が前提条件）
③ 外気カット ○○ 予熱、予冷時の外気カットは通常に導入
される。
？ ？ ？ ？ ？
④ 外気量制御（CO2) ○ 室内の CO2 濃度が基準値を超えないこと
の確認必要
⑤ 配電損失の低減 × 受変電設備の設置位置変更は困難幹線・
配線ｻｲｽ のﾞ見直し程度であるが、全面改
修等でないと効果が大きくない
⑥ 力率改善 ○ 省ｴﾈ改修というよりも省ｺｽﾄ改修（電力会
社の割引制度利用）
⑦ 変圧器の損失低減 高効率変圧器 ○ 受変電設備の全面更新と同時期が前提
その他
⑧ 熱源台数制御 △ 熱 源 設 置 スペースの 検 討を要 す 
製品のラインアップにより複数台の合計
容量が１台の場合の容量を超える場合は
要注意
○ ○
⑨ 初期照度補正制御
（ｾﾙﾌｺﾝﾄﾛｰﾙ）
執務室 ○ 高効率照明（Hf 型）の採用が前提条件
共用部
⑩ ﾀｽｸ＆ｱﾝﾋﾞ ｴﾝﾄ照明 △ 家具とのｲﾝﾃｸ ﾚﾞｰｼｮﾝが必要
⑪ 人感ｾﾝｻｰ 執務室 ○ 在館人員の推移等の調査必要 ○
共用部 ○ 在館人員の推移等の調査必要 ○ ○
その他
⑫ その他 蒸気バルブ断熱
● グリーン
化に係る
性能の項
目
技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグリー
ン化技術項目　
改修の場合の一般的な判断
IPSE
都立大学
中原ビル赤レンガ倉庫白ビルラテ�ス青山
一般的
な適用
の可否
改修の場合の留意点
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4.2. 自
然エネル
ギー利用
(1) 自然採光 ① 自然採光を考慮し
た窓のデザイン
× 改修工事にて窓の追加等のデザイン変更
は物理的に困難
○
② ライトシェルフ × 同上。投資回収困難。壁面線の検討を
要す
③ ﾄｯﾌ ﾗﾟｲﾄ / ﾊｲｻｲﾄﾞ ﾗｲﾄ × 物理的に困難な場合が多い。構造検討
を要す
④ 昼光連動制御 ○ 制御単位等現地調査等にて要検討 ○
⑤ その他
(2) 自然通風 ① 自然通風を促進す
るﾃﾞｻ ｲﾞﾝ（風の塔、
光庭等）
△ 階段室を利用できる場合は要検討、その
他は改修工事にて風の塔等を新設するこ
とは一般的に困難（×）
○
② ナイトパージ × 改修工事にて追加設置困難。ﾌｧﾝ動力を
必要とする場合は省ｴﾈとならない場合が
多い（×）、自動換気窓の場合は経済性
で投資回収困難（×）
③ 換気窓・換気ﾀﾞﾝﾊﾟ
制御
△ 現状で遠方制御可能の換気窓（排煙窓な
ど）のない場合は経済性で投資回収困難
（×）
④ その他
(3) 自然エネルギー
利用
① 太陽光発電 △ 設置場所の検討を要す。民間施設の場
合等は補助金等の利用を考慮する。
② 太陽空気集熱 △ 設置場所の検討を要す。熱の利用先の検
討を要す。バックアップ用熱源設置の場
合が多く投資回収困難
③ 太陽水集熱 △ 同上 ○
④ 外気冷房 △ 空調機械室面積（空調機・ダクトサイズ
大）・給排気ｶﾞ ﾗﾘなどの検討を要す
⑤ 地中熱 × 敷地のゆとり、取り入れﾙｰﾄの検討を要す
投資回収困難
⑥ 井水熱 △ 井水利用可能量等'法規制の検討、水質・
周辺での設置採水状況等を検討を要す
⑦ 河川/海水熱 × 立地による。また、法規制の検討を要す
⑧ 風力 × 立地から困難（振動・騒音）な場合が多
い。また、平均風速等の検討が必要
⑨ 小水力 × 立地から困難（河川などの管理者との協
議）な場合が多い
⑩ 冷却塔冷水 △ 冬期の高密度内部発熱のある場合（電算
室など）に効果あり
⑪ その他
4.3. エネ
ル ギ ・ー
資源の有
効利用
○
(1) エネルギーの有
効かつ効率的利
用
① ｺｰｼ ｪﾞﾈﾚｰｼｮﾝ（ｴﾝｼﾞ
ﾝ / ﾀｰﾋﾞ ﾝ）
△ 設置場所の検討を要す。排熱の利用先の
検討を要す
○
② 燃料電池 △ 設置場所の検討を要す。排熱の利用先の
検討を要す
③ 排熱回収 △ 熱回収型冷凍機は、配管ｼｽﾃﾑの見直しが
必要（配管ｼｽﾃﾑ等）、冬期の冷暖負荷ﾊﾞ ﾗ
ﾝｽに基づきｺｽﾄ対効果の検討を要す
○
○
④ 排気熱回収（全熱
交等）
全熱交換ユニッ
ト
△ 空調機械室面積の検討を要す。費用対効
果の検討要す。個別空調の外気取り入れ
には全熱交換ユニットが有効
全熱交換器 △ 空調機械室面積の検討を要す。費用対効
果の検討要す。個別空調の外気取り入れ
には全熱交換ユニットが有効
⑤ 熱源の高効率化 ○ 熱源改修に伴い検討
⑥ 高効率給湯器 ヒートポンプ式
給湯器
△ 設置場所の検討を要す。利用先の検討を
要す（浴室・食堂等）。
潜熱回収型給
湯器
△ 設置場所の検討を要す。利用先の検討を
要す（浴室・食堂等）。
その他 ○
● グリーン
化に係る
性能の項
目
技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグリー
ン化技術項目　
改修の場合の一般的な判断
IPSE
都立大学
中原ビル赤レンガ倉庫白ビルラテ�ス青山
一般的
な適用
の可否
改修の場合の留意点
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⑦ その他（下水熱等） × 立地条件による
(2) 負荷平準化 ① ガス冷房 吸収冷温水機 △ ｲﾝﾌﾗ整備状況、煙突の有無などの検討を
要す
○
ガスエンジン
ヒ トーポンプ
△ ｲﾝﾌﾗ整備状況などの検討を要す ○
その他 △ ｲﾝﾌﾗ整備状況などの検討を要す
② 氷蓄熱 氷蓄熱 △ 蓄熱槽の設置場所または床加重などの検
討を要す。ガス熱源等からの変更の場合
は電源容量（増設必要な場合は変圧器ス
ペ スー等）の検討を要す。
氷蓄熱 +大温度
差
△ 地下ﾋ ｯﾟﾄの有無などの検討を要す
氷蓄熱パッケー
ジ
△ 設置場所または床加重などの検討を要す
③ 水蓄熱
④ 潜熱蓄熱
⑤ 躯体蓄熱 △ ﾊ ｯﾟｼﾌﾞ手法は困難（×）、ｱｸﾃｨﾌﾞ手法（空
調機夜間運転等負荷平準化を狙いとした
ｼｽﾃﾑ）は要検討（△）
⑥ 土壌蓄熱 × 立地から不可能の場合が多い。投資回
収困難
⑦ 蓄電（NaS電池等） △ 設置場所または床加重などの検討を要す
⑧ その他
(3) 搬送エネルギー
の最小化
① 空調動力の省エネ
（VAV等）
VAV △ コスト効果の点から天井改修と同時期が
望ましい（単独で改修の場合は道ずれ工
事として天井改修が必要）
○
コイル面風速低
減
△ 空調機サイズ UP による面風速低減
の場合は空調機スペースの検討要。 
大温度差による風量低減の場合で極低温
（10℃程度）の場合は吹き出し口の変更
工事が要
高効率ファン ○
高効率 Vベルト ○
大温度差送空
調 ( ⊿ T=12 ℃
以上）
△ ○
その他
② ポンプ動力の省エ
ネ（VWV等）
冷温水ポンプ
VWV
○ 3方弁制御の場合は配管システム全面変
更となる場合があるので注意
○
冷温水ポンプ台
数制御
○ 熱源も対応機器とする必要有り（小流量
の場合の圧力上昇防止など）
冷温水ポンプそ
の他
冷却水ポンプ
VWV
○
大温度差送水
(⊿ T=8℃以上）
△ 大温度差送水の場合は熱源も対応機器
とする或いは氷等にて低温製造できるも
のとする必要有り
○
高効率ポンプ
その他
③ ファン動力の省エ
ネ
高効率ファン
高効率 Vベルト
その他
④ 換気量 制 御（CO/
CO2）
CO/CO2濃度発停
（駐車場）
○ 駐車場等で適用。ただし CO2 濃度等の
測定により省エネ効果の試算等を行う
サーモ発停（電
気 室、EV 機 械
室）
その他 ○
⑤ 衛生動力の省エネ ○ 衛生設備改修時に高効率ポンプ、配管損
失の低減等を検討
⑥ 昇降機の省エネ 昇降機 VVVF ○○ 標準的にVVVF 制御とすることが多い × × ○ － ？
● グリーン
化に係る
性能の項
目
技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグリー
ン化技術項目　
改修の場合の一般的な判断
IPSE
都立大学
中原ビル赤レンガ倉庫白ビルラテ�ス青山
一般的
な適用
の可否
改修の場合の留意点
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⑦ その他 エスカレーター
人感センサー
(4) 照明エネルギー
の最小化
① 高効率照明器具 執務室高効率照
明（Hf）
○ 天井改修が道ずれ工事で発生するため天
井改修と同時期が望ましい
○ ○ ？ ？ ？
執務室高効率安
定器
高効率誘導灯
その他
② 連続 /段調光 執務室 ○ 同上
その他
③ その他
(5) 水資源の有効活
用
① 排水再利用 △ 地下ﾋ ｯﾟﾄの有無・ｺｽﾄ対効果などの検討を
要す
② 雨水利用 △ 地下ﾋ ｯﾟﾄの有無・ｺｽﾄ対効果などの検討を
要す
③ 各種節水ｼｽﾃﾑ 自動水栓 ○
小便器感知 FV ○
擬音装置 ○
着座センサー付
FV
○
その他 ○ ○
④ その他
(6) 適正な運転管理
が可能なシステ
ムの構築
① 自動制御・中央監
視の充実
○ 自動制御全面改修、熱源・空調等の改
修が前提
○
② ﾋﾞ ﾙﾏﾈｼ ﾒﾞﾝﾄｼｽﾃﾑの充
実
○ 同上。 ○
③ その他（PMV ｾ ﾝ ｻ、
BOFD）
○
5. 周辺環境保全
5.1 地 域
生態系保
全
(1) 地形改変の抑制 ① 自然の地形を活か
した配置
× 改修工事にて配置の変更は一般的に行
われない（新築時に配慮する）
② 緑のネットワーク △ 敷地にゆとりのある場合、または屋上に
スペース・荷重にゆとりのある場合に検
討を要す
③ ビオトープ △ 同上
④ その他
(2) 緑化、地下水の
涵養
① 敷地内緑化 △ 敷地にゆとりのある場合に検討を要す ○
② 屋上緑化 △ 屋上にスペース・荷重にゆとりのある場
合に検討を要す
△
③ 壁面緑化 △ バルコニーがある場合などに検討を要す
④ 透水性舗装 ○
⑤ その他
(3) 環境汚染物質の
排出抑制
① 水質汚濁の抑制 ○ 現行の環境規制値を超える場合は、排
水浄化装置の設置を検討する
② 大気汚染の抑制 ○ 現行の環境規制値を超える場合は、ク
リーンな熱源の選択・排気浄化装置の設
置を検討する
○
○
○
③ 土壌汚染の防止 ○ 現行有害物質などの埋設を行っている場
合は廃棄物処理を検討する
④ その他
5.2 周 辺
環境配慮
騒音・振動、風
害及び光害の抑
制
① 騒音・振動の防止 ×また
は○
現行の環境規制値を超える場合に、防
音装置、防振装置の設置について検討を
要す
○
② 風害の防止 ×また
は○
③ 光害抑制 ×また
は○
④ その他 ×また
は○
○
● グリーン
化に係る
性能の項
目
技術的事項 グリーン化技術の例示 具体的なグリー
ン化技術項目　
改修の場合の一般的な判断
IPSE
都立大学
中原ビル赤レンガ倉庫白ビルラテ�ス青山
一般的
な適用
の可否
改修の場合の留意点
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■参考事例
※一般的な「改修」とは異なる内容を持つと考えられるもの
●本研究で調査対象事例として取り上げたもの      
※
●
建物名 改修設計者 用途
（改修前）
用途
（改修後）
所在地 改修工事
時期
建物所有者 備考
『リノベーションの現場』より
テンポラリー・コンテンポ
ラリー
フランク・O・ゲーリー 消防署 ギャラリー ロサンゼル
ス
仮設 MoMA 工場 ギャラリー ニューヨー
ク、クイー
ンズ地区
※ ホルヘ・パルドの夏の家 住宅 ニューヨー
ク、ロング
ビーチ
インテリアをア トー作
品の余材で作り変え、
建物をア トー作品とし
てサザビーズのオー
クションに出品しよう
とした。
D.U.M.B.O （地区） ギャラリー、カ
フェなど
ニューヨー
ク
ＰＳ１ 小学校 ギャラリー ニューヨー
ク、クイー
ンズ地区
MoMA?
湯島もみじ 佐藤慎也 住宅、アトリエ、
ギャラリー
東京、湯島 2000 ～ 中村政人
武藤邸 R-プロジェクト 住戸 住戸 東京、中央
区
武藤
Dアンドデパ トーメント 事務所 インテリアショッ
プ
東京
チョリス 木造住宅 設計事務所 東京 チョリスな
ど
阿野邸 R-プロジェクト？ 倉庫 住宅、作業場、
ギャラリー
東京 阿野太一
IID(Ikajiri Institute 
of Design)
R-プロジェクト 池尻中学校（廃
校）
ギャラリー、工
房など
東京
その他 R-プロジェクトに
よる事例
オープンスタジオ NOPE 田島則行など みずほ会館（木
造集合住宅？）
アトリエ 東京、三田 1996 ～ 田島則行な
ど
DELUXE クライン・ダイサムアーキ
テクツ？
オフィス、イベン
トスペ スー
クライン・ダ
イサムアー
キテクツな
ど
EXIT 倉庫 工房
インクスティック芝浦 倉庫 ライブハウス 東京港 80 年代
FLOOR！吉祥寺 カフェ 東京、吉祥
寺
Lattice aoyama ブル スータジオ オフィスビル 賃貸集合住宅、
SOHO
東京、青山
その他ブルースタジオに
よる事例
s-tube 納谷学、納谷新 住宅 住宅
403 納谷学、納谷新 住戸 住戸
#406 納谷学、納谷新 住戸 住戸
仙川の住宅 納谷学、納谷新 木造住宅 住宅
#1227 納谷学、納谷新 住戸 住戸
#404 納谷学、納谷新 住戸 住戸
#502 納谷学、納谷新 住戸 住戸
板橋の住宅 納谷学、納谷新 RC住宅 住宅 東京、板橋
大改造!!劇的ビフォ アー
フターの事例
※ VOXEL HOUSE ベラ・ジュン、藤村龍至 住戸 住戸 東京、渋谷
区
2004 引越用段ボールに収
まる基本単位からな
る収納棚を、住戸内
にビルトインした。
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※ co-lab オフィスビルの１
フロア
シェアオフィス 東京、六本
木
森ビル /長
岡勉など（運
営・管理）
ビル内にクリエイター
のためのシェアオフィ
スとしてブースなどを
設置
REN-BASE UK01 連プロジェクト（田島則行
など）
オフィスビルの１
フロア
オフィス 東京、神田
白ビル bews、m+h unite 倉庫、制作所 オフィス、店舗 東京
sync（シンク） 000studioなど（セルフビ
ルド）
運送会社ビル 住居、オフィス、
倉庫、スタジオ
2003～
（再生長屋） 向井一規 長屋 再生長屋 名古屋
さくらアパ トーメント 稀温（キオン・ステューディ
オ）
旅館 テナントビル 名古屋？ 住みながらの工事？
エディット リブリッジ（NPO 法人）、
菅波哲也
居酒屋 ギャラリー 2003 3月
～10月
セルフビルド、webあ
り p.198
※ 鞆の浦プロジェクト ナンシー・フィンレイなど 広島
新生卸町コンセプトス
ペ スー
阿部仁史など 倉庫 イベントスペー
ス
仙台、卸町 敷地は第一種特別業
務地区にあり、マン
ションに出来ないた
めイベントスペース
に。
※ VOT（バーチャル卸町） 阿部仁史など？ 地図とリンクさせた
町のデータベースに、
町のファシリティマネ
ジメントに必要な情
報が蓄積され、常に
更新される。
倉庫のリノベーション エリック・モス ロサンゼル
ス、カルバー
シティ
BankART1929 横浜 p.244
※ サイト・リノベーション 杉浦久子
海外の美術館 p.268,246
テンポラリー・コンテンポ
ラリー
タマダプロジェクトコーポ
レーション
倉庫 ギャラリー 東京、月島 「月島タマダプロジェ
ク ト 」http://www.
tamada-pj.co.jp/
（COLUMN8,9の事例）
大山子の芸術地区（「798」
など）
ギ ャラリーな
ど？
北京 グッゲンハイ
ムが買取り
済み
kiss café 長岡さんなど 東京、移転
済み
パレ・ド・トーキョー フランス
『住宅建築のリノベーション』より
歴史的建造物の再生事例
（一部）
（民家再生） 三木哲 古民家 別荘 沖縄、八重
山諸島
（伝統的建物の再生） 岸崎隆生 北海道、富
良野
引き屋、断熱改修
歴史的建造物の改修事例
（一部）
※ 大山崎山荘改修 安藤忠夫
※ 迎賓館改修 村野籐吾
「リノベーションしやすい建物」とされる事例
『住宅建築のリノベーション』より
※ シンガポールの高層共同
住宅
集合住宅 スケルトン・インフィ
ルの集合住宅
※ NEXT21 集合住宅 スケルトン・インフィ
ルの集合住宅
※ センチュリ ・ーハウジング・
システム
建設省 集合住宅 1982 スケルトン・インフィ
ルの集合住宅
※ 新都市ハウジングプロ
ジェクト
建設省 集合住宅 1986 スケルトン・インフィ
ルの集合住宅
※
●
建物名 改修設計者 用途
（改修前）
用途
（改修後）
所在地 改修工事
時期
建物所有者 備考
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※ ユーメイク住宅 住宅都市整備公団 集合住宅 1995 スケルトン・インフィ
ルの集合住宅
※ 二段階供給 大阪府住宅供給公社 集合住宅 1982 スケルトン・インフィ
ルの集合住宅
『リノベーション・スタディ ズー』より
※ ゼンカイハウス 宮本佳明 仮設の構造と改修が
連続的に施工され
る？
63 中谷礼仁 長屋 改装長屋 大阪
※ 駒場寮・生産技術研究所
保存問題
カステルヴェッキオ美術
館
カルロ・スカルパ イタリア
カタロニア美術館 ガエ・アウレンティ バルセロナ
オルセー美術館 ガエ・アウレンティ パリ
国立ソフィア王妃芸術セ
ンター
ヴァスケス＆イニグエス＋
イアン・リッチー
マドリ ドー ジャン・ヌーベルが
更に改修予定
シアド地区再生 アルヴァロ・シザ リスボン
ペトロフィナ社レストラン フィリップ・サマン ベルギー
ポウサダ・サンタ・マリア・
ド・ボウーロ
エドゥアルド・ソウト・デ・
モウラ
修道院 ホテル
北海道大学理学部 校舎 博物館
※ みずほ銀行京都中央支店 旧第一勧業銀行京都
支店（辰野金吾設計）
を取り壊して同じ形で
新築
海外の団地再生事例
『集合住宅のリノベーション』より
ビルメルアのニュータウン
再生
集合住宅 集合住宅 オランダ コミュニティの再生な
どソフト面での取り組
みに重点が置かれた
例（p.160）
ロッテルダムのウォーター
フロント再生
倉庫 集合住宅・ショッ
ピングセンター
オランダ 建物の歴史的価値
を考慮し、新築より
高い費用をかけて保
存し転用再生した例
（p.158）
『団地再生のすすめ』より
ラビ団地 ストックホ
ルム
ライネフェルデ団地 ドイツ、旧
東ドイツ領
環境影響評価を行っ
た団地再生の事例
ヘラ スードルフ団地 ドイツ、ベ
ルリン
トゥルーズ・ル・ミライユ
団地
フランス 荒廃した団地の再生
事例
バイルマミー ア団地 オランダ 荒廃した団地の再生
事例
モーツァルト団地 イギ リス、
ロンド ン、
ウェストミ
ンスター区
ヒューム団地 イギ リス、
マンチェス
ター、ヒュー
ム地区
シュンゲルベルク団地 ドイツ、ルー
ル地域
住民参加による団地
再生の事例
ピ スーテルリッツ団地 ドイツ、旧
東ドイツ領
住民参加による団地
再生の事例
ヴォルフェン団地 ドイツ、旧
東ドイツ領
住民参加による団地
再生の事例
モーレンフリ トー団地 オランダ 住民参加による団地
再生の事例
※
●
建物名 改修設計者 用途
（改修前）
用途
（改修後）
所在地 改修工事
時期
建物所有者 備考
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トイトプルギア団地 ドイツ、ルー
ル地域
住民参加による団地
再生の事例
環境に配慮した海外の改修事例
『集合住宅のリノベーション』より
● ヒデビューゲーデ集合住
宅
集合住宅 集合住宅 デンマーク、
コペンハー
ゲン
環境配慮型の大規模
な団地再生事例。そ
の他、エリックスゲー
デ集合住宅などデン
マークの事例に環境
配慮型の再生事例が
多くある。
『コンバージョンによる都市再生』より
WWFビルコンバージョン ハインツ・ツィンマーマン 倉庫 事務所 ス イ ス、
チューリヒ
1994 WWF（世界自
然基金）ス
イス本部
p.57
モビノ・タワー ハインツ・ツィンマーマン 事務所ビル 事務所ビル ス イ ス、
チューリヒ
2001 ブルーウィ
ン
p.57
『a+u』1999 年 8月号より
ドイツ連邦議会新議事堂 ノーマン・フォスター 国会議事堂 国会議事堂 ドイツ、ベ
ルリン
1999
BELCA賞表彰物件　ロングライフ部門
平成17年度
ダヴィンチ銀座 鹿島建設設計本部 本社ビル→テナ
ントビル
テナントビル（店
舗、オフィス）
東京、銀座 2003 ダヴィンチ・
ア ド バ イ
ザ ズー
調 査 の 過 程 で 紹
介を受けた事例　
http://www.kajima.
co.jp/news/digest/
jul_2006/tokushu/
toku02.htm
BELCA賞表彰物件　ベストリフォーム部門
平成17年度
旧第四銀行住吉町支店 ㈱松田平田設計 銀行 博物館（レストラ
ン・展示室会議
室）
新潟県新潟
市
2004 新潟市 1927建設
国立国会図書館国際子ど
も図書館
安藤忠雄建築研究所、㈱
日建設計
図書館（国会図
書館支部）
図書館（子ども
図書館）
東京都台東
区
2002 国立国会図
書館、国土
交通省関東
地方整備局
営繕部
1906 ～1929 建設
東京大学赤門総合研究棟 東京大学施設部、香山壽
夫建築研究所、㈱佐藤
総合計画、㈱日本エアコ
ンセンター
大学 大学 東京都文京
区
2003 国立大学法
人　東京大
学
1965建設
新潟日報社　ニュースセ
ンター
清水建設一級建築士事務
所
新聞印刷工場、
発送梱包室
事務室、会議室,
ＣＰＵ室、休憩
室、食堂
新潟県新潟
市
2004 ㈱新潟日報
社
1992建設
一橋大学　兼松講堂 ㈱三菱地所設計 講堂 講堂 東京都国立
市
2004 国立大学法
人　一橋大
学
1927建設
横浜郵船ビル 郵船不動産㈱一級建築士
事務所
事務所 博物館・事務所 横浜市中区 2003 日本郵船㈱ 1936建設
平成16年度
東京国立近代美術館 国土交通省関東地方整備
局営繕部、（株）坂倉建
築研究所
美術館 同左 東京都千代
田区
2001 独立行政法
人　国立美
術館　東京
国立近代美
術館
1969 建設
巴川ビル 大成建設（株） 事務所 飲食店 東京都中央
区
2000 （株）キハ
チアンドエ
ス、大成建
設（株）
1920 頃建設
奈良県庁舎 （株）日建設計 事務庁舎 同左 奈良県奈良
市
1999 奈良県 1965建設
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横浜情報文化センター
（Ⅰ）、横浜都市発展記念
館（Ⅱ）、横浜ユーラシア
文化館（Ⅱ）
（株）日建設計（Ⅰ）、横
浜市建築局教育施設課
（Ⅱ）、（株）日建設計（Ⅱ）
展示場・事務所
（Ⅰ）、事務所（Ⅱ）
博物館、図書館、
事務所、飲食店
横浜市中区 2000（Ⅰ）、
2002（Ⅱ）
（財）横浜
産業振興公
社（Ⅰ）、横
浜市教育委
員会（Ⅱ）
1929 建設
立教大学第１食堂 立教大学管財部施設課、
（株）坂倉建築研究所
学生食堂 同左 東京都豊島
区
2002 学校法人　
立教学院
1918建設
平成15年度
旧古賀銀行 ㈱石橋建築事務所 事務所 博物館 佐賀県佐賀
市
1997 佐賀市 1906建設
群馬県　昭和庁舎 ㈱佐藤総合計画 県庁舎 美術館、ＮＰＯ
サロン、パスポー
トセンター、喫
茶室、会議室
群馬県前橋
市
2001 群馬県 1928建設
ノリタケの森 大成建設㈱ 窯業土石製品製
造工場
店舗、レストラ
ン、ギャラリー
名古屋市西
区
2001 ㈱ノリタケカ
ンパニーリ
ミテド
1954 建設
ふれあい横浜メディカル
センタービル
㈱伊藤喜三郎建築研究
所、㈱梓設計
ホテル 病院、シニアホ
テル
横浜市中区 2002 ㈲メディカル
ドリーム
1989 建設
横浜赤レンガ倉庫 ㈱新居千秋都市建築設計 保税倉庫 文化施設、商業
施設
横浜市中区 2002 横浜市 1911建設
平成14 年度
茨城県立図書館 茨城県土木部営繕課、㈱
日建設計
県議会議事堂 図書館 茨城県水戸
市
2000 茨城県教育
委員会
1970 建設
上越市市民プラザ ㈱熊谷組一級建築士事務
所
商業施設 文化施設 新潟県上越
市
2000 上越市 1985建設
新大手町ビル ㈱三菱地所設計 事務所 同左 東京都千代
田区
2001 三菱地所㈱ 1959 建設
新風館 ㈱ＮＴＴファシリティー
ズ、ﾘﾁｬｰﾄﾞ 　ﾛｼ ｬﾞｰｽ　ﾊﾟｰ
ﾄﾅｰｼｯﾌﾟ　ｼ ｬﾞﾊ ﾝﾟ
電話局 物販飲食店舗 京都市中京
区
2001 ＮＴＴ都市
開発㈱
1926、1931建設
ピーエス株式会社オラン
ジュリ
トーベン・ビンドネス　
他
銀行 オフィス・ショー
ルーム・情報セ
ンター
熊本県熊本
市
2001 ピーエス㈱ 1919 建設
平成13年度
秋田公立美術工芸短期大
学、秋田市立新屋図書館
㈱松田平田設計、秋田市
建設部建築課
食糧倉庫 大学、図書館、
大学開放セン
ター
秋田県秋田
市
1995( 大
学）、1996
（ 大 学 開
放 セ ン
タ ー）、
1998（ 図
書館）
秋田市 1934 建設
カラコロ工房 協同組合　建築技術セン
ター
銀行 店舗・工房 島根県松江
市
2000 松江市 1938建設
京都芸術センター 京都市都市計画局営繕部
計画課、㈱佐藤総合計画
小学校 展示・発表・制作・
交流施設
京都市中京
区
1999 京都市 1931建設
大和銀行虎ノ門ビル ㈱安井建築設計事務所、
大成建設㈱
事務所 同左 東京都港区 2000 大彌商事㈱ 1963建設
フロインドリーブ ㈱コラム林設計事務所 教会 店舗、レストラ
ン
神戸市中央
区
1999 （有）ジャー
マン・ホーム・
ベーカリー
　Ｈフロイ
ンドリーブ
1929 建設
平成12年度
宇目町役場庁舎 ㈱青木茂建築工房 林業研修施設 町役場庁舎 大分県南海
部郡
1999 宇目町 1975建設
太田市立休泊小学校 田中雅美、岩本弘光、白
江龍三、宮崎均
小学校 同左 群馬県太田
市
1999 太田市 1974 建設
杏林製薬本社ビル 大成建設㈱ 事務所 同左 東京都千代
田区
1999 杏林製薬㈱ 1965建設
神戸税関　本関 国土交通省近畿地方整備
局営繕部、㈱日建設計
税関事務庁舎、
研修所
同左 神戸市中央
区
1999 財務省神戸
税関
1927建設
洲本市立図書館 ㈲鬼頭梓建築設計事務所 紡績工場 図書館 兵庫県洲本
市
1998 洲本市 1909 建設
平成11年度
ウインズ浅草 日本競馬施設（株）、（株）
松田平田
1998 物産不動産
（株）
1973建設
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キリンビール名古屋工場
総合棟
三菱地所（株）一級建築
士事務所
1997 キリンビール
（株）
1962建設
聖路加国際病院 1号館・
トイスラーハウス
（株）日建設計、大成建設
（株）一級建築士事務所
1998 （財）聖路
加国際病院
1933建設
十和田ホテル （株）石本建築事務所 1998 秋田県 1938建設
日清製粉新本社ビル ＫＡＪＩＭＡ ＤＥＳＩＧ
Ｎ
1998 日 清 製 粉
（株）
1981建設
平成10 年度
明石の家 神家昭雄・八木雅夫・田
原賢
1996 ト部　和彦 1720 建設
聖書キリスト教会　東京
教会
（株）東畑建築事務所 1995 宗教法人　
聖書キリス
ト教会
1964 建設
家の光会館 KANJIMA　DESIGN、（設計
監修：（株）全国農協設計）
1997 （社）家の
光協会
1959 建設
大丸神戸店 （建築）日建設計、（設備）
双星設計
1997 ( 株 )大丸 1927建設
● 北九州　旧門司税関 大野敏俊、( 株 )アプル
総合計画事務所
1994 北九州市 1912建設
東洋英和女学院中学部・
高等部校舎
三菱地所(株 )一級建築
士事務所
1996 学校法人　
東洋英和女
学院
1933建設
「Renovation Archives」より
c-MA1 IKDS／池田靖史＋國分昭
子
写真スタジオ 集合住宅
クラフトハウス中央区玉
造
アートアンドクラフト／中
谷ノボル
店舗付き住宅 住宅
● 八女市多世代交流館「共
生の森」
青木茂建築工房／青木茂 多世代交流施設
のリファイン
福島中学校 青木茂建築工房／青木茂 中学校体育館・
武道場リファイ
ン
co-lab 田中陽明＋長岡勉 オフィスビル レンタルシェア
オフィス＆シェア
アトリエ
石の美術館 隈研吾建築都市設計事務
所
石蔵 美術館 同事務所による改修
設計事例として「COCON 
KARASUMA」がある
早稲田大学會津八一記念
博物館
早稲田大学古谷誠章研究
室／古谷誠章
図書館 博物館
S-tube 納谷建築設計事務所／納
谷新
住宅のリノベー
ション
● 白ビル エムエイチユニット／早
野正寿＋b.e.w.s.／井坂
幸恵
オフィスビルのリ
ノベーション
sync tokyo 000studio／松川昌平 オフィスビル シェアオフィス＋
住居
エチソウ ファロ・デザイン／藤枝隆
介
雑居ビル シェアオフィス
VOXEL HOUSE ISSHO ARCHITECTS 雑居ビル 住宅
R3 Akihabara クライン・ダイサム・アー
キテクツ（KDa）
オフィスビル SOHOオフィス
イデー・ワークステーショ
ン
クライン・ダイサム・アー
キテクツ（KDa）＋寺設計
ガソリンスタンド 家具のショー
ルーム＋オフィ
ス
● Lattice aoyama（ラティ
ス青山）
竹中工務店＋日本土地建
物＋ブル スータジオ
オフィスビル 集合住宅
湯島もみじ 中村政人＋申明銀＋中村
鑑＋佐藤慎也＋岡田章
住宅 ギャラリー＋住
宅
Mco-O（マイクロ・クリエ
イション・オフィス-大み
か
b. e. w. s.／井坂幸恵 オフィスビル ベンチャー企業
支援オフィス
「ゼンカイ」ハウス 宮本佳明 住宅 アトリエ
タマダプロジェクト タマダプロジェクトコーポ
レーション
倉庫 現代美術ギャラ
リー＋サロン＋
オフィス
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オープンスタジオ NOPE テレデザイン／田島則行 スタジオ 事務所
吉原の家 スキーマ建築計画／長坂
常
分譲マンション 賃貸マンション
sumica スキーマ建築計画＋ブ
ル スータジオ
社員寮 賃貸アパ トー
● re-know Open A Ltd.／馬場正尊 倉庫 オフィスビル
the House of a/ 阿部仁史 倉庫 オルタナティブ・
スペ スー／アトリ
エ
ギャラリーユニバ スー ラウムアソシエイツ／宗本
順三＋柴原利紀
銘木倉庫 銘木倉庫／彫刻
ギャラリー
REN-BASE UK01 松葉力＋田島則行＋テレ
デザイン
オフィス シェア＆レンタル
オフィス
楽隠居 公団インフィル研究会／
松村秀一ほか
居室改修（イン
フィル改修）
メガタ C+A／小泉雅生 住宅の増築
葉山の別邸 建築設計 SPEED STUDIO
／西田司＋保坂猛
雑居ビル 週末住宅＋賃貸
ワンルーム
ORANGE 市原出＋粂田起男＋杉下
哲＋苅谷邦彦＋三沢守＋
冨樫覚
体育館 デザイン工房
上小沢邸 神保哲夫（JIN 建築設計
事務所）
住宅のリノベー
ション
京王八王子山川クリニッ
ク
藤木隆男建築研究所 パチンコ店 診療所
金沢市民芸術村 水野一郎 + 金沢計画研
究所
倉庫 工房
東日本橋再生プロジェク
ト
野城智也＋信太洋行＋西
本賢二
事務所 SOHO
リブリッジ・エディット リブリッジ 居酒屋 コミュニティ・
ギャラリー
CLASKA 都市デザインシステム ホテルのリノベー
ション
Y-HOUSE Fra n k la Riviere, 
Architect, 山代悟＋ビ
ルディングランドスケープ
ワンルームマン
ション
集合住宅
孤風院 木島安史 講堂 住宅
林・富田邸 林泰義＋富田玲子＋林の
り子＋林なゆた
住宅 住宅＋店舗
新風館 株式会社 NTT ファシリ
ティーズ＋リチャード・ロ
ジャ スー・パ トーナーシッ
プ・ジャパン
電話局 商業施設
西日暮里スタ トーアップオ
フィス
荒川区営繕課 中学校 ベンチャー企業
への貸しオフィ
ス
● 北九州市旧門司税関 大野秀敏＋アプル総合計
画事務所
税関庁舎 多目的観光施設
SCAI THE BATHHOUSE Mz design studio ／宮
崎浩一
銭湯 現代美術ギャラ
リー
拓殖大学国際教育会館 千代田設計／保存活動「旧
東方文化学院の建物を生
かす会」
研究所 学校
東京大学工学部一号館 香山壽夫 大学のリノベー
ション
8-studio8-FACTORY 三
福ビル co7 三谷・海老
原 邸 Floor and Walls 
Hacchobori
at-table 八丁堀を中心と
したエリアコン
バージョン
さくらアパ トーメント IKION STUDIO＋さくらや 旅館 商業施設
cMA-3 松葉力＋田島則行＋テレ
デザイン
事 務 所・共 同
住宅のコンバー
ジョン
● 横浜赤レンガ倉庫 新居千秋都市建築設計 倉庫 劇場、店舗
※
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Gallery ef 鍋島次雄＋藤澤町子＋加
藤信吾＋藤井禎夫＋桜井
裕一郎＋IZUMI
蔵＋事務所 ギャラリー＋カ
フェ＋事務所
正田醤油本社屋 一級建築士事務所マヌ
ファット、一級建築士事
務所堀之内建築事務所
蔵 事務所、ホール、
ギャラリー
月影の郷 N.A.S.A 設 計 共 同 体、
Tsukikage Renovation
小学校 宿泊体験交流施
設
台東デザイナーズビレッ
ジ 
小学校 創業支援施設
ノリタケの森 大成建設株式会社 設計
本部
工場 展示施設＋店舗
＋レストラン＋広
場
神田ＳＵ 遠野未来建築事務所 ビルの管理人
室、会議室
住居、フリース
ペ スー、事務所
現代美術製作所 曾我高明＋大岩オスカー
ル幸男
工場 現代美術ギャラ
リー
入善町下山芸術の森　発
電所美術館
株式会社三四五建築研
究所
発電所 美術館
目黒区庁舎 （株）安井建築設計事務
所
オフィスビル 区庁舎
GLAN FABRIQUE GLAN FABRIQUE inc. 
DESIGN WORKS　河上友信
民家 空間デザイン
事務所＋ギャラ
リー＋カフェ
京都芸術センター 京都市、（株）佐藤総合
計画 関西事務所
小学校 展示・発表・制作・
交流施設
泰岳ビル テレデザイン 事務所＋倉庫＋
店舗
事務所＋倉庫＋
店 舗＋ SOHO ＋
デイサービス＋
座禅堂
北仲 BRICK＆北仲 WHITE 遠藤於菟、竹中工務店 生糸検査所の倉
庫事務所
オフィス＋アトリ
エ＋ギャラリー
音楽工房 MOX/Music Box 
in OROSHIMACHI
日東紡音響エンジリアニ
ング株式会社
飲食店舗 音楽練習施設
名古屋市演劇練習館アク
テノン 
（株）河合松永建築事務
所
配水塔 図書館、演劇練
習館
蔵・オビハチ ヤマガタ蔵プロジェクト 蔵 カフェ･バ ー、
ギャラリー
富山市民芸術創造セン
ター
サンコーコンサルタント
株式会社
紡績工場］ 芸術施設
起てること──寺跡地再
興計画
渡辺哲夫 寺院 公共場、営み
醸室（かむろ 鈴木弘人設計事務所 酒造・住宅 テナントミックス
ちよだプラットフォームス
クウェア
鈴木建築事務所 展示場・会議室 SOHO 拠点施設
● B a n k A R T 1 9 2 9 
Y o k o h a m a B a n k A R T 
Studio NYK
都市基盤整備公団（現・
都市再生機構）、槇総合
計画事務所
銀行 オフィス＋ギャラ
リー
● IID（世田谷ものづくり学
校）
IKEJIRI INSTITUTE OF 
DESIGN
旧区立中学校 テナントリース
＋創業支援＋施
設貸出＋ワーク
ショップ会場
木挽町御殿 project 6F 納谷建築設計事務所 ビジネスホテル 住居
Wi-CANP 徳田剛、市川徹 クリーニング店
＋住居
カフェ＋ギャラ
リーほか
かしのき保育園園庭改修
プロジェクト
石原健也＋千葉工業大学
石原研究室
低学年幼稚園児
専用の園庭
● KOTOBUKI : YOKOHAMA 
HOSTEL VILLAGE
岡 部 友 彦 ＋ Funnybee 
Co.,Ltd
横浜寿町エリア
コンバージョン
T.I.T.GALLERY 阿部仁史＋東北工業大学
建築学科阿部仁史研究室
階段室および展
望室
ギャラリー
D&DEPARTMENT PROJECT D&DEPARTMENT PROJECT
／建築デザイン研究所
/ヒー ズワークショップ-
アジア
会社営業所 店舗
さくら国際高等学校 さくら国際高校 小学校 オルタナティブ・
スクール
※
●
建物名 改修設計者 用途
（改修前）
用途
（改修後）
所在地 改修工事
時期
建物所有者 備考
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旧加藤商会ビル 名古屋市住宅都市局営繕
部営繕課＋東畑建築事務
所
広告塔←事務
所・倉庫←領事
館←加藤商会の
事務所
ギャラリー、レ
ストラン（サイア
ムガーデン）
もりや学びの里：ARCUS 守谷市／株）クアトロ一
級建築事務所
小学校 社会教育施設＋
アーティスト・イ
ン・レジデンス
事業
取手アートプロジェクト
　Toride Art Project 
-TAP-
取手ア トープロジェクト実
施本部
取手エリアコン
バージョン （タ
ウンマネージメ
ント）
屋上のランドスケープ
（Secondary Landscape）
原田真宏＋原田麻魚／
MOUNT FUJI ARCHITECTS 
STUDIO
広告塔 サロン（図書館）・
屋上広場
リナックスカフェ （株）リナックスカフェ／
清水建設
作業事務所 イン キュベー
ション施設
階段一体型エレベータ付
加システム
首都大学東京4-Met セン
ター
共同住宅 共同住宅
求道学舎リノベーション 近角建築設計事務所／集
工舎建築都市デザイン研
究所
学生寮 コーポラティヴ
集合住宅
早宮の家（改修） 八木佐千子（NASCA） 住宅 住宅
松陰コモンズ 古民家 シェアード型コ
レクティブリビン
グ
「YOSHITOMO NARA ＋ 
graf A to Z」
AtoZ実行委員会 煉瓦倉庫（酒蔵）展覧会会場
環境配慮型改修事例
『実例に学ぶ CASBEE』より
飯野ビル 竹中工務店 事務所ビル？ 同 東京都、千
代田区
1 9 9 7 ～
2004 年
飯野海運
オーク東京ビル 大林組 事務所ビル 同 東京都、千
代田区
1999 年 大林不動産
東京電力大塚支社 蒼設備設計 事務所ビル 同 東京都、豊
島区
1999 年 東京電力
● 東京ガス中原ビル 日建設計/銭高組 事務所ビル 同 神奈川県、
川崎市
2000 年 東京ガス
● 横浜赤煉瓦倉庫 新居千秋都市建築設計 倉庫 店舗 神奈川県、
横浜市
2002年 横浜市他 事後的に CASBEE- 改
修による評価を行っ
た事例
● ラティス青山 ブルースタジオ、竹中工
務店
事務所 共同住宅・店舗
など
東京都、港
区
2004 年 日本土地建
物
事後的に CASBEE- 改
修による評価を行っ
た事例
『グリーン診断・改修計画指針及び同解説』より
オーク東京ビル 大林組 事務所ビル 同 東京都、千
代田区
1999 年 大林組 『実例に学ぶ CASBEE』
と同じ事例
オムロン三島事業所 ？ 事務所、生産設
備
同 静岡県、三
島市
1999 年 オムロン
鹿嶋人材開発センター ？ 研修所 同 茨城県、鹿
嶋市
1999 年 住金マネー
ジメント
堺鉄鋼ビルディング ？ 事務所ビル（賃
貸）
同 大阪府、堺
市
1999 年 ニッテツ大
阪エンジニ
アリング
● 東京ガス中原支社 日建設計/大林組 事務所、ショー
ルーム他
同 神奈川県、
川崎市
？ 東京ガス 『実例に学ぶ CASBEE』
と同じ事例
東京電力豊島支社 ？ 事務所ビル 同 東京都、豊
島区
1998 年 東京電力 『実例に学ぶ CASBEE』
と同じ事例
日立製作所機械研究所本
館
？ 事務所ビル 同 茨城県、土
浦市
1999 年 日立製作所
月刊『リフォーム』2005 年1月号より
● グリーンサイド東青梅 集合住宅 同 東京、青梅
※
●
建物名 改修設計者 用途
（改修前）
用途
（改修後）
所在地 改修工事
時期
建物所有者 備考
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関連するプロジェクトなど
※ 名称 設計者など 場所 時期 備考
「リノベーションの現場」より
R-プロジェクト
東京 R不動産
賃貸ルーム仲介プロジェ
クト
GGG（牧野陽平、古川公一） 「難あり物件」とライ
フスタイルの提案を
セットで紹介する試
み
セキスイハイムの再築シ
ステム
積水化学
東京デザイナーズブロッ
ク・セントラル・イースト
（TDB-CE）
田島則行など 東京、八丁
堀・水道橋・
汐留・馬喰
町など
※ 卸町の組合 仙台 2004～ 空き倉庫を取得し
様々なイベントに貸し
出す試み
新築そっくりさん
都市デザインシステム
リプラス
東京土地建物
竹中工務店
廃校のリニュ アール 50 選 文部科学省
「コンバージョンへの挑戦」より
野原産業株式会社 コンバージョン用部
材などの販売。外断
熱パネルなど
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■既往研究（紹介を受けたもの）
・「既存建物の再生手法に関する研究：賃貸住宅の「住みながら再生」によるリファイン事例を中心として」
　著者：青木茂
　2006 年
・「緑ヶ丘シャトーリファイン工事　解体工事調査結果」報告書　
　著者：東京大学清家研究室　鈴木香菜子　
　2002 年 6 月
・「東京都有施設における環境配慮型建築の環境・コスト評価システムの開発」
　（林立也ほか、日本建築学会技術報告集　第 23 号 , 235-258, 2006 年 6 月）
・「青森県県有施設における環境負荷低減手法の定量効果算定ツールの開発」
　（林立也ほか、日本建築学会技術報告集　第 20 号 , 205-210, 2004 年 12 月）
■既往研究（日本建築学会論文集）
検索対象：1984 年～ 2006 年　日本建築学会論文集　（検索結果を以下に全て掲載する。）
検索キーワード：改修、リノベーション、コンバージョン、リニューアル、リフォーム、修繕、再生、増改築、断熱・
強化
（表中で紹介している「内容」の欄は松原の要約による。※印は松原による備考・考察。）
◎特に参考としたもの（本論 2-1「既往研究について」で内容を紹介）
○特に参考としたもの
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :主観評価実験に基づくホールの音響改修
副題:
著者:松浦 邦男，古江 嘉弘，翁長 博
掲載 :論文報告集　NO.311　P.67　1982年1月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :改修の円滑化のための建物各部位の構成について 建物のライフサイクルに対応する構法計画の研究
副題:
著者:小原誠(日本総合建築事務所 )
掲載 :計画系論文報告集　NO.361　P.31　1986 年 3月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :新潟の都市部における独立住宅の増改築・改修について
副題:
著者:飯塚裕，西村伸也，長谷川百寿，杉浦進
掲載 :計画系論文報告集　NO.378　P.98　1987年 8月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :改修工事の実態調査
副題 :
著者:竹林芳久，高部素行
掲載 :計画系論文報告集　NO.409　P.115　1990 年 3月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 : ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ旧市街地( ｶﾞ ﾑﾗｽﾀﾝ島 )における建物改修実績
副題 :
著者:山本明(千葉工業大学工学部建築学科)
掲載 :計画系論文報告集　NO.430　P.87　1991年12月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :賃貸事務所建物の集中的改修の計画における社会的劣化の回復への投資評価に関する研究
副題:
著者:高草木　明
掲載 :計画系論文集　NO.505　P.159　1998 年 3月 
内容：賃貸事務所建物について、改修後の収益率の期待値とリスク、および投資家の効用関数を想定することで、投資額の最適化を行う
手法を提案した。
・この手法によると、最小改修（物理的劣化回復のための修繕のみを行う）と最大改修（社会的劣化に対しても可能な限り高水準な改修を
行う）の間に最適な投資額が見出される場合が多くあると考えられる。
--------------------------------------------------------------------------------
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○ 主題 :北海道の戸建住宅における断熱改修の応用的研究
副題:
著者:鎌田紀彦，鈴木大隆，小笠原一隆，北谷幸恵，本間義規
掲載 :計画系論文集　NO.516　P.23　1999 年 2月 
内容：北海道で典型的な既存住宅に対して断熱改修を行い、温熱環境の改善効果を測定・検討した。
・断熱改修の手法は、「内装・外装の改修が必要かどうか」「耐震強化が必要かどうか」「建築廃材の発生」「小屋裏などに入って作業が出
来るかどうか」といった要因から選択されたため、事例によって異なった仕様での改修となった。
・改修によって温度変動などの温熱環境は改善され、暖房エネルギー消費量も大幅に削減された事例があった一方、全室暖房に変更した
ためにエネルギー消費量が増加した事例もあった。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :DIYによる住宅改修作業の可能性に関する調査研究
副題:
著者:大野隆司
掲載 :計画系論文集　NO.517　P.173　1999 年 3月 
内容：DIYによる改修を行う意欲と経験についてのアンケ トー調査。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :DIYによる住宅改修作業の可能性の経験度合いによる相異
副題:― DIYによる住宅改修作業の可能性に関する調査研究　その２―
著者:大野隆司
掲載 :計画系論文集　NO.530　P.143　2000 年 4月 
内容：DIYによる改修を行う意欲と経験についてのアンケ トー調査。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :SI住宅のスケルトンの改修キャパシティに関する研究
副題:集合住宅の改修性能の定量的評価手法に関する基礎的研究
著者:門脇耕三，深尾精一，鎌田一夫，小林秀樹，藤本秀一，宮本俊次
掲載 :計画系論文集　NO.543　P.147　2001年 5月 
内容：集合住宅のスケルトンが改修に対して持つキャパシティを、定量的に評価する手法を提案した。
・集合住宅では、「構造種別」「階高」「水廻り部の床下懐」など、多くの項目がスケルトンとしての改修のしやすさに関わっている。
--------------------------------------------------------------------------------
○ 主題 :歴史的建造物の転用における改修方針と建築的介入
副題:ミラノ市における歴史的建造物の転用に関する研究　その２
著者:齊藤哲也，八木幸二
掲載 :計画系論文集　NO.546　P.97　2001年 8月 
内容：ミラノ市の歴史的建造物の転用事例について、改修手法の分類と特徴の分析を行った。
・歴史的建造物の改修方針として、「復元型」「文脈型（同調型、維持型）」「提示形（対比型、装飾型）」の５種の分類を導き出した。
・建築的介入の手法の分類としては、「内部空間の拡張（建築規模の拡大、屋外の室内化、新設階による増床）」「内部空間の再構成（壁
面構成の変更、動線・開口部の変更）」「設備の更新」が挙げられる。改修の方針によって、多くの事例で採用される手法にも傾向が見ら
れる。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :町田市における住宅改修事業導入時の経年変化と事業評価に関する研究
副題:
著者:高橋儀平，鈴木麻衣子，野口祐子
掲載 :計画系論文集　NO.553　P.107　2002年 3月 
内容：高齢者の住宅改修ニ ズーと、住宅改修アドバイザー制度の課題等に関する調査。
・町田市では1995 年より住宅改修アドバイザー事業を導入し、建築士等の参加を求めて全国的にも先駆的な住宅改修事業に取り組んで
いる。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :DIYによる高齢化に対応する住宅改修作業
副題 :― DIYによる住宅改修作業の可能性に関する調査研究　その３―
著者:大野隆司
掲載 :計画系論文集　NO.555　P.185　2002年 5月 
内容：DIYによる改修を行う意欲と経験についてのアンケ トー調査。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ 主題 :既設ビルの改修・建替えに伴う環境負荷排出に関する研究
副題:
著者:山口賢次郎，池田敏雄，横尾昇剛，岡　建雄
掲載 :環境系論文集　NO.566　P.1　2003 年 4月 
内容：事務所ビルの省エネルギー改修事例について、改修工事の環境負荷（廃棄物発生、エネルギー使用）を産業連関表などから算出した。
また、改修ではなく建て替えを行った場合を想定して同様に環境負荷発生量を算出した。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :加藤忠広による熊本城の改修と熊本城小天守について
副題:―加藤氏時代の熊本城に関する研究（その３)―
著者:小野将史，北野　隆
掲載 :計画系論文集　NO.576　P.157　2004 年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
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主題 :西ノ丸皇居・赤坂仮皇居の改修経緯に見る儀礼空間の形成過程
副題:
著者:山崎鯛介
掲載 :計画系論文集　NO.591　P.193　2005 年 5月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :寺院建築の耐震診断と耐震改修事例
副題 :
著者:宮本俊輔，宮澤健二，入江康隆，後藤　治
掲載 :構造系論文集　NO.593　P.87　2005 年 7月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :改修を前提とした長期借家契約方式と改修計画策定手順の提案
副題:―定期借家方式による民家再生システムに関する研究―
著者:中園眞人，大内裕子，山本幸子
掲載 :計画系論文集　NO.594　P.147　2005 年 8月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :民間賃貸住宅に居住する高齢者世帯の住宅改修に関する研究
副題:
著者:藤原ひとみ，中山　徹
掲載 :計画系論文集　NO.598　P.145　2005 年12月 
内容：賃貸住宅に住む高齢者は、住宅のバリアフリー化や修繕などの必要性を感じているにもかかわらず実行できない場合がある。その
原因は入居者の高齢化や経済的問題、大家の許可が出ないことなどにある。また、改修の希望があるにもかかわらず、大家と交渉を行え
ば家賃の値上げや立ち退き請求につながると恐れ、交渉自体を諦めている場合も多い。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :単独型公立保育所の施設改修工事費の分析と考察
副題:
著者:越部　毅，永野絵里奈
掲載 :計画系論文集　NO.601　P.159　2006 年 3月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :小野田徳利窯の明治期における改修について
副題:
著者:河原利江，守　明子，台信富寿
掲載 :計画系論文集　NO.603　P.219　2006 年 5月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :住宅改修事例調査と立ち座り動作を例とした改修メニューの評価手法の検討
副題:介護予防を目的とした住環境整備の評価手法に関する研究　その１
著者:苅谷健司，横山　裕
掲載 :構造系論文集　NO.606　P.65　2006 年 8月 
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：コンバージョン
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :コンバージョンの実施可能性評価に関する研究
副題:オフィスビルから集合住宅への用途変更
著者:佐藤考一，松村秀一，西　瑠衣子
掲載 :計画系論文集　NO.597　P.31　2005 年11月
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：リニュ アール
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :某事務所建物を事例とした空調および照明のリニュ アール効果に関する研究
副題 :
著者:杉田　洋，村川三郎，篠原道正，西名大作，塩谷　隆
掲載 :計画系論文集　NO.538　P.187　2000 年12月 
内容：事務所建物の空調・照明リニュ アールにより室内環境がどのように向上したかを、物理的な測定結果と在室者へのアンケ トー結果か
ら分析した。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ 主題 :庁舎におけるリニュ アールの実態とその実施時期判断手法の適用性の検証
副題:
著者:杉田　洋，村川三郎，藤上輝之，西名大作
掲載 :計画系論文集　NO.553　P.275　2002年 3月 
内容：広島市内の庁舎における維持管理費の実績データの分析を行い、庁舎におけるリニューアルの位置づけを明らかにした。さらに、
杉田らが既報で提案した「維持管理状況を考慮した LCC 算定手法」の適用性の検討、「リニュ アール実施時期判断手法」によるリニュ アー
ルの限界年限についての考察を行った。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :事務所建物におけるトイレリニュ アールの実施時期判断の検討と実施効果の検証
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副題 :―衛生器具流量特性の解析をとおして―
著者:関　五郎，大橋一正，村川三郎，杉田　洋，高田　宏
掲載 :計画系論文集　NO.576　P.149　2004 年 2月 
内容：事務所ビルのトイレをリニュ アールした事例について、使用水量・清掃のしやすさなどの改善効果を検証した。
・トイレに関しては、リニュ アール時期の検討方法として、まず器具の水量が定格流量に合っているかをメーターで点検し、調整によって
も適正な流量に出来ない場合（製品の保証期間や、調整に要する構成部材の確保に問題がある場合）にリニュ アール時期にあると判断する。
※トイレなどの設備機器に関しては、リニュ アールによって削減される水や電力の使用量について細かいデータが存在している。この論文
では行っていないが、ライフサイクルでの環境負荷やコスト削減効果についても検討している例はありそうである。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ 主題 :事務所建物のリニュ アールによる環境負荷低減とその対費用効果に関する基礎的研究
副題:
著者:杉田　洋，関　五郎，村川三郎
掲載 :計画系論文集　NO.584　P.137　2004 年10月 
内容：５つの事務所建物の改修事例について、経済性と環境負荷削減効果の面から検討した。また、グリーン庁舎のためのグリーン化技
術とされているものについて、LCCO2および LCCの検討を行った。
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：リフォーム
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :千里ニュータウンにおける戸建て住宅のリフォームと建替えの実態
副題:―長寿命化を目的とした住宅のリフォーム手法に関する研究―
著者:高木恭子，柏原士郎，吉村英祐，横田隆司，阪田弘一，西岡絵美子
掲載 :計画系論文集　NO.556　P.189　2002年 6月 
内容：千里ニュータウンで住宅のリフォームと建替えが今までにどの程度行われたかを調査し、改修前後の部屋数や人数の変化を分析した。
・リフォームが積極的に（頻繁に、多数の箇所で）行われている住宅ほど長く住まれていた。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :戸建住宅における建替えと比較されうるリフォームの特徴
副題:―長寿命化を目的とした戸建住宅のリフォーム手法に関する研究―
著者:高木恭子
掲載 :計画系論文集　NO.593　P.17　2005 年 7月 
内容：「New House」「新しい住まいの設計」「住宅建築」「新建築住宅特集」「日経アーキテクチュア」の５誌から戸建て住宅のリフォーム
事例を抽出し、費用等の分析を行った。
・リフォームの動機は「二世帯住宅」が最も多い。子世代が「両親の負担を考慮して」「両親の愛着に考慮して」建て替えではなくリフォー
ムを選択していた。
・リフォームを「増改築」と「内部空間の変化」に分類。更に、増改築を「付加」「拡大」「縮小」、内部空間の変更手法を「一体化」「細分化」
「領域調整」「動線調整」に分類した。結果、「縮小」と比較して「付加」「拡大」の事例が多く、特に独立した平屋を増築する場合が多かっ
た。また、内部空間は「水平方向の一体化」を行う場合が最も多かった。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :乳幼児期の子育てに起因するリフォームニ ズー
副題 :― SI型集合住宅におけるリフォームに関する研究　その１―
著者:加茂みどり，高田光雄
掲載 :計画系論文集　NO.599　P.25　2006 年1月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :公社賃貸住宅団地における自主リフォームの実態と一般化に向けた課題
副題:―公的賃貸住宅団地のストック活用方策としての自主リフォームに関する研究　その１―
著者:藤本秀一，新井信幸，小林秀樹
掲載 :計画系論文集　NO.605　P.7　2006 年 7月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :集合住宅における経年変化によるリフォーム実態とシルバ スーテージの関係
副題 :シルバ スーテージからみた高齢期の居住環境に関する研究　その２
著者:番場美恵子，竹田喜美子
掲載 :計画系論文集　NO.606　P.25　2006 年 8月 
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：修繕
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :準建築修繕費算出方法 標準建築修繕費算出に関する研究（第一報）
副題:
著者:石塚 義高
掲載 :論文報告集　NO.335　P.105　1984 年1月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :建築規模による修繕費の変化 標準建築修繕費算出に関する研究（第二報）
副題:
著者:石塚 義高
掲載 :計画系論文報告集　NO.348　P.53　1985 年 2月 
資料編 -119-
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :持家の工事種別支出額について－増改築・修繕に関する研究その１－
副題:
著者:藤上 輝之
掲載 :計画系論文報告集　NO.349　P.69　1985 年 3月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :大規模修繕における修繕積立金とその資金調達の実態について:中高層分譲共同住宅の維持管理に関する研究
副題:
著者:藤本佳子(大谷女子短期大学家政学科)
掲載 :計画系論文報告集　NO.432　P.113　1992年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :公的賃貸住宅の修繕費実態に関する研究
副題:大阪府住宅供給公社賃貸住宅の事例研究
著者:多治見左近
掲載 :計画系論文集　NO.505　P.167　1998 年 3月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :AHPによる重要度評価を用いた部材選定方法及び修繕計画策定手法に関する研究
副題:
著者:守谷謙一，近江　隆，石坂公一
掲載 :計画系論文集　NO.535　P.215　2000 年 9月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :建物の長期修繕計画の基本モデルに関する一考察
副題:
著者:菊地文人，石坂公一，近江　隆
掲載 :計画系論文集　NO.561　P.225　2002年11月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :大学施設における修繕執行プロセス及び修繕費の分析
副題:
著者:田島栄治，角田善三郎，小松幸夫
掲載 :計画系論文集　NO.581　P.135　2004 年 7月 
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：再生
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :マスハウジング期集合住宅の位置付けと再生工事内容の分類
副題:マスハウジング期に建設された集合住宅の再生手法に関する国際比較研究　その１
著者:松村秀一，村上　心，梁 成 旭，西村秀之
掲載 :計画系論文集　NO.514　P.111　1998 年12月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :住宅解体材の再生エネルギー消費量の計算に関する研究
副題:
著者:高 偉 俊，有山高広，尾島俊雄
掲載 :計画系論文集　NO.516　P.101　1999 年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :再生工事の経済・組織的成立条件に関する事例研究
副題:マスハウジング期に建設された集合住宅の再生手法に関する国際比較研究　その２
著者:松村秀一，村上　心，梁 成 旭，西村秀之
掲載 :計画系論文集　NO.524　P.139　1999 年10月 
--------------------------------------------------------------------------------
○ 主題 :民家の再生による環境負荷・コストの削減効果とその簡易予測
副題:
著者:橋本征二，松尾好恵，藤岡龍介
掲載 :計画系論文集　NO.549　P.59　2001年11月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :サステイナブル・コミュニティの視点からみた高齢者のための団地再生計画の研究
副題:写真投影法による高根台団地の考察
著者:曽 英 敏，延藤安弘，森永良丙
掲載 :計画系論文集　NO.549　P.95　2001年11月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :市街地再生手法における目標空間イメージ支援ツールの研究
副題:―墨田区 K 地区における商店街再生計画のケ スースタディ―
著者:関谷浩史，岡井　敦，小林正美
掲載 :計画系論文集　NO.559　P.145　2002年 9月 
--------------------------------------------------------------------------------
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主題 :都市再生事業における合意形成のあり方に関する研究
副題:～千里ニュータウン藤白台近隣センター第１種市街地再開発事業のケ スースタディ～
著者:角橋徹也，塩崎賢明
掲載 :計画系論文集　NO.559　P.203　2002年 9月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :地方都市中心市街地におけるまちづくり協定の実態と役割
副題:―中心市街地再生のための協働型まちづくりの手法に関する研究―
著者:志村秀明，益尾孝祐，佐藤　滋
掲載 :計画系論文集　NO.560　P.221　2002年10月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :アムステルダム・ベルマミー ア高層住宅団地の再生事業に関する研究
副題:～統合的アプローチによる持続可能なコミュニティの建設～
著者:角橋徹也，塩崎賢明
掲載 :計画系論文集　NO.564　P.219　2003 年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :市街地再生にむけた連鎖型面整備事業の展開に関する研究
副題:―住宅市街地整備総合支援事業による神戸駅周辺地区の事例を通して
著者:千葉桂司，土井幸平
掲載 :計画系論文集　NO.564　P.257　2003 年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :大規模分譲集合住宅団地再生計画における基本構想づくりの研究
副題:―西小中台団地における「学習段階」の実践プロセス―
著者:小杉　学，延藤安弘，小林秀樹，森永良丙
掲載 :計画系論文集　NO.571　P.33　2003 年 9月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :イギリス・マンチェスター北部における地域と都市の再生と連携した自然環境の創造・回復に関する研究
副題:
著者:宮川智子，阿波根あずさ，中山　徹，中林　浩
掲載 :計画系論文集　NO.572　P.91　2003 年10月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :イギリス・マンチェスター東部における都市再生と連携した環境再生に関する研究
副題:
著者:宮川智子，阿波根あずさ，中山　徹，中林　浩
掲載 :計画系論文集　NO.573　P.85　2003 年11月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :市街地再生手法における目標空間イメージ支援ツールの研究（その２)
副題 :― WEB 端末を活用した商店街再生計画案策定のケ スースタディ―
著者:関谷浩史，岡井　敦，小林正美
掲載 :計画系論文集　NO.576　P.37　2004 年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :既存建物の再生手段としての建築インフィルの動産化の可能性に関する考察
副題:
著者:野城智也，西本賢二，信太洋行
掲載 :計画系論文集　NO.577　P.135　2004 年 3月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :住宅団地バイルマメ アー再生における外部空間の差異化
副題 :第２次世界大戦後に開発されたオランダ住宅団地の再生に関する研究　その１
著者:田口陽子，山崎範子，是永美樹，八木幸二
掲載 :計画系論文集　NO.588　P.9　2005 年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :マスハウジング期集合住宅団地の再生に関する日蘭比較研究
副題:～ R‐Dマトリクスを用いた再生工事内容と工事範囲の分析～
著者:村上　心，川野紀江
掲載 :計画系論文集　NO.593　P.87　2005 年 7月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :都市再生緊急整備地域汐留におけるアクセシビリティに着目した都市の立体空間構成に関する研究
副題:
著者:佐藤栄治，吉川　徹
掲載 :計画系論文集　NO.593　P.153　2005 年 7月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :改修を前提とした長期借家契約方式と改修計画策定手順の提案
副題:―定期借家方式による民家再生システムに関する研究―
著者:中園眞人，大内裕子，山本幸子
掲載 :計画系論文集　NO.594　P.147　2005 年 8月 
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--------------------------------------------------------------------------------
主題 :伊豆半島に於ける里山再生へのアプローチ
副題:落葉広葉樹の環境資産化に散在する課題
著者:鈴木　要
掲載 :計画系論文集　NO.597　P.61　2005 年11月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :ブリュッセルにおける都市再生事業の特質に関する研究
副題:Contrats de Quartier事業を事例として
著者:福原由美，塩崎賢明，堀田祐三子，石川路子
掲載 :計画系論文集　NO.600　P.137　2006 年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :大学が主体となる大学まち再生に関する研究
副題:―米国におけるペンシルベニア大学とその周辺地域を事例として―
著者:李 彰 浩
掲載 :計画系論文集　NO.603　P.131　2006 年 5月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :団地再生手法に対する評価からみた区分所有者の意識構造
副題:―兵庫県における「明舞団地マンション再生アイデアコンペ」を対象として―
著者:ヨム チョルホ，高田光雄
掲載 :計画系論文集　NO.603　P.139　2006 年 5月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :住宅団地バイルマメ アーにおける住棟立面と屋外領域の相互関係
副題:第２次世界大戦後に開発されたオランダ住宅団地の再生に関する研究　その２
著者:田口陽子，川上正倫，服部拓庸，是永美樹，八木幸二
掲載 :計画系論文集　NO.606　P.33　2006 年 8月 
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：増改築
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :持家の工事種別支出額について－増改築・修繕に関する研究その１－
副題:
著者:藤上 輝之
掲載 :計画系論文報告集　NO.349　P.69　1985 年 3月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :新潟の都市部における独立住宅の増改築・改修について
副題:
著者:飯塚裕，西村伸也，長谷川百寿，杉浦進
掲載 :計画系論文報告集　NO.378　P.98　1987年 8月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :増改築による小規模戸建分譲住宅の居住水準の改善 －増改築による住宅改善計画に関する研究（その１）－
副題:
著者:片岡正喜，有田幸生，中園真人，佐藤誠治
掲載 :計画系論文報告集　NO.380　P.32　1987年10月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :増改築による住空間の変容とその要因 台湾における日本時代官舎の変容に関する研究 １
副題 :
著者:郭永傑，青木正夫，坂本磐雄，江上徹，中園真人，金澤陽一
掲載 :計画系論文報告集　NO.381　P.100　1987年11月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :世帯条件の変化にともなう増改築による住空間改善動向:北海道の戸建住宅における住空間と住生活の変貌動向に関する研究(2)
副題 :
著者:宇野浩三(北海道職業訓練短期大学校住居環境科)，足達富士夫(北海道大学工学部建築工学科)，眞嶋二郎(北海道大学工学
部建築工学科)
掲載 :計画系論文報告集　NO.424　P.0　1991年 6月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 : ﾌｨﾘﾋ ﾝﾟにおける低･中所得者住宅の増改築に関する研究:ﾌﾚｷｼﾌ ﾙﾞな工業化住宅計画のための基礎的研究
副題 :
著者:( 筑波大学芸術学研究科)
掲載 :計画系論文報告集　NO.455　P.47　1994 年1月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :公営住宅における住み手の自主的増改築の考察
副題:住み手主体の集住環境生成に関する研究
著者:横山俊祐，延藤安弘
掲載 :計画系論文集　NO.471　P.47　1995 年 5月 
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--------------------------------------------------------------------------------
主題 :トゥンソンホン計画住宅地（バンコク）におけるコアハウスの増改築プロセスに関する考察
副題:
著者:田中麻里，赤澤　明，布野修司，小林正美
掲載 :計画系論文集　NO.512　P.93　1998 年10月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :拡張型 RC造独立住宅の増改築プロセスに関する研究
副題:
著者:田上健一，小倉暢之，福島駿介
掲載 :計画系論文集　NO.540　P.97　2001年 2月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :増改築など住人による環境への働きかけの特性とその集合による固有性の形成過程
副題:集合住宅地における住人の自主的住環境形成に関する研究
著者:原田陽子，土肥博至
掲載 :計画系論文集　NO.549　P.129　2001年11月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :住戸の増改築による街路景観の変容
副題 :計画された居住環境に関する研究　(1)
著者:岩佐明彦，長澤　泰，高橋鷹志
掲載 :計画系論文集　NO.558　P.109　2002年 8月 
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :1970 年台前半の民間建売住宅・団地の増改築・建替に関する研究
副題:―建売住宅・団地の変容過程に関する研究　その１―
著者:亀井靖子，曽根陽子
掲載 :計画系論文集　NO.571　P.17　2003 年 9月 
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：断熱・強化
--------------------------------------------------------------------------------
○ 主題 :フロン漏洩を考慮した住宅断熱のLCCO2 評価
副題 :―住宅の断熱強化による温室効果ガス削減に関する研究―
著者:水石　仁，村上周三，伊香賀俊治
掲載 :環境系論文集　NO.579　P.89　2004 年 5月
--------------------------------------------------------------------------------
その他
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :既設公営住宅における階段室バリアフリー型エレベーター設置コストの考察
副題:
著者:
掲載 :計画系論文集　NO.598　P.159　2005 年12月 
内容：既存集合住宅へのエレベーター設置方法を「片廊下型 EV」「階段室踊場着床型 EV」「階段室バリアフリー型 EV」の３種に分類し、
そのうち「階段室バリアフリー型 EV」の事例についてコスト等の比較を行った。現時点で最も低コストで有効な方法はタイプⅥ（共用廊下
を新設、既存階段を改修するなど）であるといえる。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :建築のマネジメント支援手段としての環境性能評価の相互比較可能性に関する考察
副題:
著者:野城智也
掲載 :計画系論文集　2005 年11月 
内容：各国で開発されてきた様々な環境性能評価手法・ツールについて、それらの評価結果を相互に比較するためにはどのような課題が
あるかを考察した。
--------------------------------------------------------------------------------
主題 :戸建て住宅における構成材の再利用による使用エネルギー低減効果に関する研究
副題:
著者:松元　健三　他
掲載 :計画系論文集　NO.593　P.25　2005 年 7月 
内容：戸建て住宅の構成材を一度だけ再利用する場合と、再利用せず二度新築する場合を想定し、ライフサイクルの各段階での使用エネ
ルギー量を構造種別ごとに推計した。結果、再利用することで、どの構造でも主に部材製造時のエネルギー使用量の削減により、使用エ
ネルギー総量が削減されることが示された。
--------------------------------------------------------------------------------
資料編 -123-
■既往研究（日本建築学会大会学術講演梗概集）
検索対象：2000 年～ 2006 年　日本建築学会大会学術講演梗概集　
　　　　　（検索結果から、本研究に関連するものを以下に掲載する。）
検索キーワード：改修、リノベーション、コンバージョン、リニューアル、断熱・強化
（表中で紹介している「内容」「概要」の欄は松原の要約による。※印は松原による備考・考察。）
◎特に参考としたもの（本論 2-1「既往研究について」で内容を紹介）
○特に参考としたもの
2006 年 （概要）
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:建築ストックの断熱性改善に関する研究　内断熱事例における改修効果の検討
著者:○横田歩（首都大大学院）・須永修通・深澤たまき
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.103
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する検討（その2）　簡易壁体モデルを用いた壁内中空部への断熱材
注入実験
著者:○水田和彦（ブリヂストン）・村上周三・黒木勝一・萩原伸治・吉冨浩介
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.105
◎ タイトル :住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する検討（その3）　壁内中空部への断熱材注入実験に基づいた
LCCO2の推計
戸建て住宅断熱改
修 モデルの LCCO2
評価
著者:○吉冨浩介（ブリヂストン）・水田和彦・村上周三・伊香賀俊治・黒木勝一・萩原伸治
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.107
内容：モデル戸建て住宅の断熱改修によるCO2 等削減効果を、シミュレーションと部材の CO2原単位などから算出しLC 評価
を行った。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:温暖地域における外断熱の改修効果に関する基礎研究　その1　外断熱改修前後の室内熱環境の測定 改修前後の室内熱
環境の実測
著者:○池上智久（近畿大）・崔軍・在永末徳
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.109
タイトル:温暖地域における外断熱の改修効果に関する基礎研究　その2　中間期・冬期における模型実験による検討
著者:○崔軍（近畿大）・在永末徳・渡辺俊行・西山紀光・池上智久
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.111
内容：外断熱改修後の室内熱環境の実測。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:省エネルギー改修前の空調システムの性能調査 既存設備機器性能
の実測
著者:○宋城基（豊橋技術科学大）・相楽典泰・前原勝樹
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.1237
内容：大学既存建物の空調システムについて性能の現状を実測調査した。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:住宅の省エネルギー改修に関する研究　その3　福岡県の住宅ストックのモデル化 マクロな省エネ改修
促進の効果の将来
推計
著者:○細木翼（九州大）・安田哲郎・高口洋人・渡辺俊行
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.1269
内容：省エネ改修促進による、将来の CO2削減効果のシミュレーションによる推計。
◎ タイトル:住宅の省エネルギー改修に関する研究　その4　省エネ改修によるCO2 排出量削減効果
著者:○安田哲郎（九州大）・細木翼・高口洋人・渡辺俊行
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.1271
内容：モデル戸建て・共同住宅の断熱改修によるLCCO2削減効果を、シミュレーションと部材のCO2原単位などから算出した上で、
省エネ改修を促進した場合のマクロでの CO2 排出削減効果を推計した。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:夜間電力を利用した躯体蓄熱空調方式への設備改修　躯体蓄熱を試みた外断熱建物の熱環境性状と運転実績　そ
の5
著者:○三浦寿幸（戸田建設）・小池浄一・栗木茂
掲載 :2006 年，D-2分冊，p.1289
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:建物の用途変更のための改修における構法上の手法の体系化
著者:○岸根由芙（東京理科大）・佐藤悠・真鍋恒博
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掲載 :2006 年，E-1分冊，p.645
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:改修工事における道連れ工事の発生要因に関する研究　公共施設の改修工事における工種の組合せに着目して
著者:○西川謙一（NTTファシリティ ズー）・高橋暁・深尾精一・門脇耕三
掲載 :2006 年，E-1分冊，p.657
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:外壁構法の分布とその改修に対する意識調査　戸建住宅における外壁構法の実態に関する研究　その1
著者:○草野祥子（首都大大学院）・齋藤茂樹・深尾精一・門脇耕三
掲載 :2006 年，E-2分冊，p.243
タイトル:戸建住宅の外壁改修履歴に関する研究　戸建住宅における外壁構法の実態に関する研究　その2
著者:○齋藤茂樹（首都大大学院）・深尾精一・門脇耕三・草野祥子
掲載 :2006 年，E-2分冊，p.245
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:豊四季台団地における自主改修実験の概要　公団賃貸住宅団地におけるストック活用提案 その1
著者:○早川龍星（東京理科大）・横山圭・初見学
掲載 :2006 年，E-2分冊，p.301
タイトル:自主改修実験の結果と検証　公団賃貸住宅団地におけるストック活用提案 その2
著者:○横山圭（東京理科大）・早川龍星・初見学
掲載 :2006 年，E-2分冊，p.303
--------------------------------------------------------------------------------
2005 年 （概要）
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:建築物の総合環境性能評価手法 CASBEEに関する研究(その36)　「CASBEE- 改修」の概要 「CASBEE- 改修」に
ついて
著者:○高井啓明（竹中工務店）・村上周三・伊香賀俊治・佐藤正章・遠藤純子・吉澤伸記
掲載 :2005 年，D-1分冊，p.1021
タイトル:建築物の総合環境性能評価手法 CASBEEに関する研究(その37)　CASBEE- 改修におけるエネルギー消費の評価方
法とBEEESについて
著者:○柳井崇（日本設計）・坂本雄三・中嶋まどか・生田目早苗
掲載 :2005 年，D-1分冊，p.1023
タイトル:建築物の総合環境性能評価手法 CASBEEに関する研究(その38)　「CASBEE- 改修」における地域環境分野の評価
手法について
著者:○岩村和夫（武蔵工業大）・吉澤伸記
掲載 :2005 年，D-1分冊，p.1025
タイトル:建築物の総合環境評価手法 CASBEEに関する研究(その39)　「CASBEE- 改修」に関する室内環境検討小委員会で
の検討概要
著者:○坊垣和明（建築研究所）・大黒雅之・大塚俊裕・三木保弘・鈴木正美・半澤久・三浦寿幸
掲載 :2005 年，D-1分冊，p.1027
タイトル:建築物の総合環境評価手法 CASBEEに関する研究(その 40)　「CASBEE- 改修」に関する資源循環分野の評価手法
について
著者:○小柳秀光（大成建設）・森川泰成・野城智也
掲載 :2005 年，D-1分冊，p.1029
タイトル:建築物の総合環境性能評価手法 CASBEEに関する研究(その 41)　「CASBEE- 改修」による改修工事の評価事例
著者:○江草恒則（鹿島建設）・半澤久・秋元孝之・佐藤正章・大和田淳
掲載 :2005 年，D-1分冊，p.1031
タイトル:建築物の総合環境性能評価手法 CASBEEに関する研究(その 42)　「CASBEE- 改修」によるコンバージョンの評価事
例
著者:○小池正浩（竹中工務店）・半澤久・秋元孝之・高井啓明・山仲秀利・山田純
掲載 :2005 年，D-1分冊，p.1033
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:熱損失係数の実測評価の実用性に関する研究(その2)　断熱改修を行った住宅の改修前後の熱損失係数の実測
結果
改修前後の熱負荷
の実測
著者:○服部哲幸（東京大）・坂本雄三・樋口誠六・アリーミットナロンウィット・桜井良一・加藤充彦
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.105
内容：断熱改修を行った戸建て住宅の、熱損失係数の実測。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:オフィスから住宅へのコンバージョンにおける断熱改修のケ スースタディ 断熱手法の熱負荷・
LCC 評価
著者:○田中堤子（東京大）・坂本雄三
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.199
内容：オフィスから住宅へのコンバージョン事例について、断熱改修のシミュレーションを行い、年間熱負荷とLCCで評価した。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:富山市内におけるRC造集合住宅の外断熱改修と室温状況
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著者:○武井さやか（北海道大大学院）・長谷川寿夫・堀尾泉
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.213
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:戸建住宅の断熱改修に関する研究　-床下結露防止に関する検討 -
著者:○北谷幸恵（北海道立北方建築総合研究所）・鈴木大隆・村田さやか・福島明
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.215
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:住宅の省エネルギー改修に関する研究　その1　福岡市における住宅の省エネルギー改修の現状把握 省エネ改修に関する
ヒアリング調査
著者:○細木翼（九州大）・萩原智子・高口洋人・渡辺俊行
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.319
内容：省エネ改修について、住宅の改修工事を手がける業者に対してヒアリング調査を行った。
◎ タイトル:住宅の省エネルギー改修に関する研究　その2　改修による年間暖冷房負荷削減効果の検討 省エネ改修効果シ
ミュレーション
著者:○萩原智子（九州大）・細木翼・高口洋人・渡邊俊行
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.321
内容：住宅の省エネ改修による冷暖房負荷低減効果について、戸建て住宅モデルによってシミュレーションを行った。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その3　2004 年のエネルギー消費特性 改修前後のエネル
ギー消費の実測
著者:○新川隆将（工学院大）・真野智敬・竹内由実・刑部尚樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1251
内容：事務所ビルの改修事例について、改修前後のエネルギー消費をBEMSなどにより実測調査した。
◎ タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その4　省エネルギー手法の効果検証
著者:○真野智敬（テーテンス事務所）・新川隆将・竹内由実・刑部直樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1253
内容：事務所ビルの改修事例について、省エネルギー手法の効果をシミュレーションにより検証した。
◎ タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その5　2004 年のオフィス執務状況とコンセント電力消費量 事務所の室内利用
状況の実測
著者:○秋葉友利（日比谷総合設備）・新川隆将・竹内由実・刑部尚樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1255
内容：事務所ビルの室内利用状況（着席率、コンセント電力消費など）を実測調査した。
--------------------------------------------------------------------------------
○ タイトル:集合住宅の改修工事に伴う解体に関する調査研究 改修工事に伴う解体
の実測調査
著者:○鈴木香菜子（東京大）・清家剛・角田誠・小山明男・名取発
掲載 :2005 年，E-1分冊，p.797
内容：集合住宅の改修工事に伴う解体について、解体作業・廃棄物などを実測した。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究(その5)　既存住宅タイポロジーの作成、及び地域性を
考慮した断熱改修メニューの策定に関する研究
断熱改修メニューの
検討
著者:○那須洋平（武蔵工業大）・岩村和夫・石崎竜一・吉澤伸記
掲載 :2005 年，F-1分冊，p.1435
内容：タイポロジーによるモデルに対して地域ごとに最適な断熱改修メニューを検討した。
◎ タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究(その 6)　地域性を考慮した断熱改修の実施によるエネ
ルギー消費削減のマクロ的効果に関する研究
マクロな省エネ改修
効果の将来推計
著者:○石崎竜一（岩村アトリエ）・岩村和夫・吉澤伸記・那須洋平
掲載 :2005 年，F-1分冊，p.1437
内容：既存住宅の断熱改修によるマクロな省エネルギー効果についての将来予測。
--------------------------------------------------------------------------------
○ タイトル:一次推定耐用年数を考慮した木造住宅の省エネルギー改修に関する基礎的検討
著者:○本間康高（前橋工科大大学院）・関口正男
掲載 :2005 年，F-1分冊，p.1519
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:個人事業者向けオフィスへの改修事例に関する調査及び比較考察
著者:○三田村哲哉（首都大）・小林克弘・木下央
掲載 :2005 年，F-2分冊，p.647
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：コンバージョン
--------------------------------------------------------------------------------
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タイトル:空室状況に基づいたコンバージョンによるストック活用の有効性　東京神田地区のオフィスビルを対象としたケ スース
タディ
著者:○坂本深大（首都大）・角田誠
掲載 :2005 年，E-1分冊，p.813
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:コンバージョン住宅における居住設備および性能の重要度に関する研究　その1　単独世帯を対象とした分析
著者:○沢田英一（清水建設技研）・羽根義
掲載 :2005 年，F-1分冊，p.1491
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：リニュ アール
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:事務所建物におけるリニュ アール時期の簡易判断手法に関する研究　その2　空調設備リニュ アール時期簡易判断
手法の提案
著者:○橋本達也（竹中工務店）・大橋一正・関五郎・清田修・大森裕之・高岡直人・吉岡孝良
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1227
タイトル:事務所建物におけるリニュ アール時期の簡易判断手法に関する研究　その3　実建物による簡易判断手法の適用と
検証
著者:○高岡直人（工学院大）・大橋一正・関五郎・清田修・橋本達也・大森裕之・吉岡孝良
掲載 :2005 年，D-2分冊，p.1229
内容：リニュ アール時期の簡易判断手法の提案、検証
--------------------------------------------------------------------------------
2004 年 （概要）
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
○ タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究(その3)　複数地域における既存戸建住宅の系統的実態
把握に関する調査
既存住宅性能の類
型化
著者:○那須洋平（武蔵工業大）・岩村和夫・石崎竜一・吉澤伸記・田名網真生
掲載 :2004 年，D-1分冊，p.995
内容：既存戸建て住宅の環境性能データ（主な部位別の仕様、断熱性能等）を、地域区分・竣工年・工法別に収集、分析した。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究(その 4)　既存戸建住宅の改修による省エネルギー効果
に関する研究
改修手法の省エネ
効果シミュレーショ
ン
著者:○田名網真生（住友林業）・岩村和夫・石崎竜一・吉澤伸記・那須洋平
掲載 :2004 年，D-1分冊，p.997
内容：既存戸建て住宅の代表的なモデル（「その３」による）により、改修効果のシミュレーションを行った。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:外装・断熱気密改修に伴う熱・気密性能の変化
著者:○繪内正道（北海道大大学院）・森太郎
掲載 :2004 年，D-1分冊，p.1061
--------------------------------------------------------------------------------
○ タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その1:改修前後のエネルギー消費特性 改修前後のエネル
ギー消費の実測
著者:○真野智敬（工学院大大学院）・秋葉友利・柴田理・刑部尚樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2004 年，D-2分冊，p.1231
内容：事務所ビルの改修事例について、改修前後のエネルギー消費をBEMSなどにより実測調査した。
タイトル:省エネルギー改修建築の実測評価　その2:オフィスの執務状況とコンセント電力消費量 事務所の室内利用
状況の実測
著者:○秋葉友利（工学院大大学院）・真野智敬・柴田理・刑部尚樹・神野潤・石山徹・野部達夫
掲載 :2004 年，D-2分冊，p.1233
内容：事務所ビルの室内利用状況（着席率、コンセント電力消費など）を実測調査した。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:外断熱・空調設備改修後の温熱環境とエネルギー消費量について
著者:○菊田弘輝（北海道大大学院）・絵内正道・羽山広文・森太郎
掲載 :2004 年，D-2分冊，p.1235
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:築 30 年経過したマンションの大規模修繕・改修と共用部分の改良
著者:○西戸啓陽（明海大）・齊藤広子・清宮真太郎
掲載 :2004 年，F-1分冊，p.1447
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：コンバージョン
--------------------------------------------------------------------------------
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○ タイトル:環境配慮型コンバージョンに関する事例研究 コンバージョン計画
のエネルギー消費の
シミュレーション・
提案
著者:○山本佳嗣（早稲田大）・田辺新一・鈴木信恵
掲載 :2004 年，D-1分冊，p.1049
検索キーワ ドー：リニュ アール
内容：温熱・採光・換気の視点からのコンバージョン計画の提案。
--------------------------------------------------------------------------------
○ タイトル:事務所建物におけるリニュ アール時期の簡易判断手法に関する研究(その1)　既往の研究と簡易判断手法の検討 リニューアル時期の
簡易判断手法の検
討
著者:○大橋一正（工学院大）・関五郎・清田修・仙川誠・大森裕之・高岡直人
掲載 :2004 年，D-2分冊，p.1505
内容：事務所建物リニュ アール時期の簡易判断手法の検討。既往の判断手法・研究の整理と、ストックの現状分析を行った。
・延床面積 2000 ～ 5000㎡の小規模な事務所建物について、設計者やビルオーナー個人が簡易に行える判断手法が特に必要
である。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:環境負荷低減とその対費用効果に基づいた事務所建物のリニュ アール評価に関する基礎的研究　その1　対費用効
果を考慮したリニュ アールの環境評価手法の検討
事務所改修事例の
LCCO2/LCC 評価
著者:○関五郎（日建設計）・杉田洋・村川三郎・三好雅仁
掲載 :2004 年，F-1分冊，p.1219
内容：「対費用効果を考慮したリニュ アールの環境評価手法」の提案と適用。
◎ タイトル:環境負荷低減とその対費用効果に基づいた事務所建物のリニュ アール評価に関する基礎的研究　その2　グリーン
診断・改修計画指針に基づいたリニュ アール環境評価手法の検証
グリーン改修技術の
LCCO2/LCC 評価
著者:○杉田洋（広島大大学院）・関五郎・村川三郎・三好雅仁
掲載 :2004 年，F-1分冊，p.1221
内容：「グリーン診断・改修計画指針」の各グリーン化技術に「その１」の評価手法を適用、事例の評価結果と比較した。
--------------------------------------------------------------------------------
2003 年 （概要）
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:湿式外断熱工法による改修工事に関する研究その1　(社 )日本塗装工業会における湿式外断熱工法の開発経緯
著者:○高橋孝治（日本塗装工業会）・本橋健司・関口高正・栗原一郎・匂坂寿人
掲載 :2003 年，A-1分冊，p.859
◎ タイトル:湿式外断熱工法による改修工事に関する研究その2　外断熱改修工事における定量的評価ツールの開発 評価ツール開発
著者:○匂坂寿人（クアトロ）・高橋孝治・本橋健司・関口高正・栗原一郎
掲載 :2003 年，A-1分冊，p.861
内容：外断熱改修構法の長所をユーザーにわかりやすく示すための、評価ツールの開発を行った。
--------------------------------------------------------------------------------
○ タイトル:既存住宅ストックにおける断熱性能の改修戦略に関する調査研究　その1都筑区における既存住宅の断熱性能の実
態把握とタイポロジーの作成
既存住宅性能の類
型化
著者:○早津隆史（東方工業）・岩村和夫・石崎竜一・吉澤伸記
掲載 :2003 年，D-1分冊，p.1017
内容：既存住宅の断熱仕様の実態を調査し、タイポロジーを作成した。
○ タイトル:既存住宅における断熱性能の改修戦略に関する調査研究　その2既存住宅ストックの断熱改修によるエネルギー消
費削減効果の予測
マクロな省エネ改修
効果の将来推計
著者:○石崎竜一（岩村アトリエ）・岩村和夫・吉澤伸記・早津隆史
掲載 :2003 年，D-1分冊，p.1019
内容：既存住宅の断熱改修によるマクロな省エネルギー効果についての将来予測。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:外断熱改修による集合住宅の温熱環境および結露改善効果長野市の市営住宅を対象とした検討
著者:○正村順子（科学技術開発センター）・丹羽悠介・岩井一博・山下恭弘
掲載 :2003 年，D-2分冊，p.181
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:外断熱改修によるRC造建物の温熱環境改善効果とエネルギー消費量の検討
著者:○横山智恵（北海道大大学院）・絵内正道・羽山広文・森太郎
掲載 :2003 年，D-2分冊，p.185
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:定期借家方式による伝統的民家の改修・活用システムに関する研究その3　リフォームシミュレーション 耐震診断
と補強方法
著者:○中園眞人（山口大）・大内裕子・山本幸子
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掲載 :2003 年，F-1分冊，p.1269
タイトル:定期借家方式による伝統的民家の改修・活用システムに関する研究その4　リフォームシミュレーション　温熱環境
診断と断熱方法
著者:○大内裕子（山口大大学院）・山本幸子・中園眞人
掲載 :2003 年，F-1分冊，p.1271
内容：伝統的民家の改修に関する一連の研究。
タイトル:定期借家方式による伝統的民家の改修・活用システムに関する研究その5　空家改修・活用事例の比較分析
著者:○山本幸子（山口大大学院）・大内裕子・中園眞人
掲載 :2003 年，F-1分冊，p.1273
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:グリーン改修による環境負荷低減とその対費用効果に関する研究 グリーン改修技術の
LCCO2/LCC 評価
著者:○杉田洋（広島大大学院）・村川三郎・篠原道正
掲載 :2003 年，F-1分冊，p.1275
内容：グリーン改修のモデル庁舎について、地域ごとに各グリーン化技術の導入時のLCCO2,LCCを算出した。
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：コンバージョン
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:チューリッヒにおける工業地区および建築のコンバージョンに関する研究
著者:○高橋直子（千葉学建築計画事務所）・松村秀一
掲載 :2003 年，E-1分冊，p.755
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:コンバージョン住宅に関するユーザーの意識調査その1　東京都内の公団賃貸集合住宅の居住者に対するアンケー
ト調査
著者:○小畑晴治（都市基盤整備公団）・原田敬美・松村秀一・江口亨
掲載 :2003 年，E-1分冊，p.757
タイトル:コンバージョン住宅に関するユーザーの意識調査その2　関東圏と関西圏の居住者に対するアンケ トー結果
著者:○江口亨（東京大大学院）・佐藤考一・松村秀一
掲載 :2003 年，E-1分冊，p.759
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:コンバージョンの実施可能性評価に関する研究その3 各種サブシステム開発に向けた検討
著者:○大内睦子（千葉大大学院）・安藤正雄・佐藤考一・並木憲司
掲載 :2003 年，E-1分冊，p.761
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:建物コンバージョンの類型と規定要因サスティナブルコンバージョンの研究
著者:○中城康彦（明海大）・齊藤広子
掲載 :2003 年，F-1分冊，p.1281
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：断熱・強化
--------------------------------------------------------------------------------
○ タイトル:住宅の断熱強化による温室効果ガス削減に関する検討　その1フロン漏洩を考慮した戸建住宅の断熱に係るLCCO2
評価
著者:○水石仁（慶應義塾大大学院）・村上周三・伊香賀俊治
掲載 :2003 年，D-1分冊，p.1007
○ タイトル:住宅の断熱強化による温室効果ガス削減に関する検討　その2日本全国の戸建住宅の温室効果ガス排出量の2012
年までの予測
著者:○伊香賀俊治（日建設計）・村上周三・水石仁
掲載 :2003 年，D-1分冊，p.1009
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:断熱強化による住宅エネルギー需要の地域別削減効果の検討 断熱改修の省エネ
効果シミュレーショ
ン
著者:○外岡豊（埼玉大）・三浦秀一・村橋喜満
掲載 :2003 年，D-1分冊，p.1021
内容：断熱強化による省エネルギー効果のシミュレーション。
・熱負荷計算ソフトSMASHで標準的な戸建て住宅モデルによって算出した解析値と、統計による実績値の比較を行った。
--------------------------------------------------------------------------------
2002 年 （概要）
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:既設事務所ビルの改修・建替えに伴う環境負荷排出に関する研究 改修・建て替え「工事」
のエネルギー消費推
定
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著者:○山口賢次郎（大林組）・岡建雄・池田敏雄
掲載 :2002年，D-1分冊，p.1073
内容：既存事務所ビルについて、改修と建て替えの工事に伴うエネルギー・CO2を産業連関分析手法により算定した。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:集合住宅における熱負荷低減と居住性向上を目的とした改修計画の検討 集合住宅改修モデル
のLCCO2,LCC 評価
著者:○加用現空（早稲田大大学院）・鈴木信恵・田辺新一
掲載 :2002年，D-2分冊，p.27
内容：集合住宅の修繕計画をモデルに、「外断熱化」「複層ガラス化」の効果をSMASHによりシミュレーション、LCE,LCCO2,LCC
で評価。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:外断熱改修によるRC造建物の温熱環境改善効果　その1　実験塔屋の測定結果 改修前後の温熱環
境の実測
著者:○横山智恵（北海道大大学院）・絵内正道・羽山広文・森太郎
掲載 :2002年，D-2分冊，p.63
タイトル:外断熱改修によるRC造建物の温熱環境改善効果　その2　外表面熱画像測定による外断熱効果の把握
著者:○高瀬敏洋（北海道大大学院）・絵内正道・羽山広文・森太郎
掲載 :2002年，D-2分冊，p.65
内容：温熱環境の改善効果に関する一連の研究。
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その3）　省エネルギー改修による省エネルギー効
果
著者:○清田修（東京ガス）・坂倉淳・武田晃成・長谷川巌・野原文男・大橋一正
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1163
◎ タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その4）　改修前後の室内温熱環境
著者:○宮島崇（工学院大大学院）・大橋一正・仙川誠・清田修・坂倉淳・長谷川巌
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1165
◎ タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績(その5)　運用段階の省エネルギー改修効果の検証
方法
著者:○長谷川巌（日建設計）・清田修・野原文男・坂倉淳
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1167
◎ タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その 6）　普及版 BEMSの有効性
著者:○石原正也（山武ビルシステム）・清田修・長谷川巌・柴田理・野原文男
掲載 :2002年，D-2分冊，p.1169
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:大阪府住宅供給公社による集合住宅ストックの改修性能の分析　公共集合住宅ストックの活用手法に関する研究　
その2
著者:○門脇耕三（東京都立大大学院）・深尾精一・井川充司
掲載 :2002年，E-1分冊，p.533
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：リノベーション
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:集合住宅リノベーションの研究　第 4報　ヒデビューゲーデにおける環境共生型リノベーションの考察
著者:○辻壽一（大阪市立大大学院）・梶浦恒男・藤田忍
掲載 :2002年，E-2分冊，p.237
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：リニュ アール
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:テナント事務所ビルのおける使いながらの全面リニュ アール工事
著者:○小林直明（大成建設）
掲載 :2002年，A-1分冊，p.97
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:オフィスビルのリニュ アールに関する調査研究 リニューアル動機の
ヒアリング調査
著者:○中村三智之（NTTファシリティ ズー）・橋本弥古武
掲載 :2002年，E-1分冊，p.177
内容：リニュ アールの動機などに関するヒアリング調査。
--------------------------------------------------------------------------------
2001年 （概要）
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
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○ タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績(その2)　―省エネルギー改修によるエネルギー消
費量の実態
著者:○甘利直彦（東京ガス）・柴田理・清田修・野原文男・大橋一正・宮島崇
掲載 :2001年，D-2分冊，p.1139
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：リニュ アール
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:外断熱によるRC造集合住宅のリニュ アールに関する実験的研究　―その3　内表面温度分布の測定結果
著者:○絵内正道（北海道大大学院）・羽山広文・森太郎
掲載 :2001年，D-2分冊，p.79
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:リニュ アールオフィスのTVOC低減化について
著者:○梶間智明（清水建設技研）・岡田博・藤田智治
掲載 :2001年，D-2分冊，p.877
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:空調システムのリニュ アールに関する研究　―その1　空調設備の劣化を考慮した LCEの算定 設備機器の劣化を
考慮した LCE 評価
著者:○岡部洋一（九州大大学院）・渡辺俊行・赤司泰義
掲載 :2001年，D-2分冊，p.1137
内容：空調設備機器の劣化量を仮定し、改修周期とLCEの関係をシミュレーションした。
--------------------------------------------------------------------------------
2000 年 （概要）
検索キーワ ドー：改修
--------------------------------------------------------------------------------
◎ タイトル:省エネルギー改修技術を導入した既築建物における運用実績（その１） ──省エネルギー手法の概要─
著者:○甘利直彦（東京ガス）・野原文男・柴田理・大橋一正・清田修・田口茂敏
掲載 :2000 年，D-2分冊，p.1093
--------------------------------------------------------------------------------
検索キーワ ドー：リノベーション
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:英国の田園地域でのサステーナブル・リノベーションの実践 ─パーマカルチャーの事例─ 海外の環境配慮型
改修事例の紹介
著者:○糸長浩司（日本大）
掲載 :2000 年，E-2分冊，p.583
内容：海外でのサステイナブルなリノベーション事例の紹介。
--------------------------------------------------------------------------------
タイトル:LCCを考慮したリニュ アールの有効性に関する研究　その１　LCC 算定式の枠組とモデル計算
著者:○佐々木美紀（サトウファシリティ ズーコンサルタンツ）・藤上輝之・杉田洋
掲載 :2000 年，F-1分冊，p.1101
内容：建築所有者が「建替」と「改修」の選択を行う際に、選択時点以降の「建替費を含む LCC(Blcc）」と「改修費を含む
LCC(Rlcc)」を算出し、両LCCのうち年等価額の低いほうを選択することによって、建築所有者の有効な建築投資を可能にす
ることを目的とした。そのため、「同時工事を考慮した簡便なライフサイクルコストの算定式」の検討を行った。
・モデル計算では、ほぼ耐用年数（60 年とした）の半分の年数までは、改修が有利という結果になった。
タイトル:LCCを考慮したリニュ アールの有効性に関する研究　その２　維持管理工事における同時工事の実態
著者:○杉田洋（広島大大学院）・藤上輝之・村川三郎・西名大作
掲載 :2000 年，F-1分冊，p.1103
内容：「その1」の算定式に、維持管理工事を行う際に発生する同時工事の考慮や、各建物間の維持管理の違いを反映させる
ための検討。
・ビルの維持管理工事では、一つの工事項目を単独で行う「独立工事」は少なく、他の工事を付随して行う「同時工事」が広く
行われている。
タイトル:LCCを考慮したリニュ アールの有効性に関する研究　その３　同時工事を考慮した LCC 算定式の検証と適用
著者:○藤上輝之（芝浦工業大）・村川三郎・西名大作・杉田洋
掲載 :2000 年，F-1分冊，p.1105
内容：「その１」「その２」をもとにした LCC 算定式の作成と検証、適用。
--------------------------------------------------------------------------------
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